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＜概 要＞ 

1．において，設計基準対処設備の設置許可基準規則，技術基準規則の追加

要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する東海第二発電所における

適合性を示す。 

2．において，設計基準対処設備について，追加要求事項に適合するために

必要となる機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 
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1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

外部からの衝撃による損傷の防止について，設置許可基準規則第 6 条及

び技術基準規則第 7 条において，追加要求事項を明確化する。（表 1） 
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表 1 設置許可基準規則第 6 条及び技術基準規則第 7 条 要求事項 

設置許可基準規則 

第 6 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

技術基準規則 

第 7 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
備考 

安全施設は、想定される自然事象（地震及び津波を除く。次

項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損

なわないものでなければならない。 

設計基準対象施設が想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合は、防護

措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければな

らない。 

追加要求事項 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施

設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に

考慮したものでなければならない。 

 追加要求事項 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれが

ある事象であって人為によるもの（故意によるものを除

く。）に対して安全機能を損なわないものでなければならな

い。 

２ 周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その

他の外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合

には、事業所における火災又は爆発事故、危険物を搭載した

車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状

況から想定される事象であって人為によるもの（故意による

ものを除く。）により発電用原子炉施設の安全性が損なわれ

ないよう、防護措置その他の適切な措置を講じなければなら

ない。 

３ 航空機の墜落により発電用原子炉施設の安全性を損なう

おそれがある場合は、防護措置その他の適切な措置を講じな

ければならない。 

追加要求事項 
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1.2 追加要求事項に対する適合性 

(1) 位置，構造及び設備 

(3) その他の主要な構造 

 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造に加え，以下の

基本的方針のもとに安全設計を行う。 

ａ．設計基準対象施設 

(a) 外部からの衝撃による損傷の防止 

安全施設は，発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，

凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災

及び高潮の自然現象（地震及び津波を除く。）又はその組合せに

遭遇した場合において，自然現象そのものがもたらす環境条件及

びその結果として施設で生じ得る環境条件においても安全機能を

損なわない設計とする。 

なお，発電所敷地で想定される自然現象のうち，洪水について

は，立地的要因により設計上考慮する必要はない。 

上記に加え，重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当

該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事

故時に生じる応力について，それぞれの因果関係及び時間的変化

を考慮して適切に組み合わせる。 

また，安全施設は，発電所敷地又はその周辺において想定され

る飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，

有毒ガス，船舶の衝突又は電磁的障害の発電用原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為による

もの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわない
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設計とする。 

なお，発電所敷地又はその周辺において想定される人為事象の

うち，飛来物（航空機落下）については，確率的要因により設計

上考慮する必要はない。また，ダムの崩壊については，立地的要

因により考慮する必要はない。 

自然現象及び発電所敷地又はその周辺において想定される発電

用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるもの（故意によるものを除く。）の組合せに

ついては，地震，津波，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，

落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災等を考慮する。事象

が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の事象が重畳する

ことで影響が増長される組合せを特定し，その組合せの影響に対

しても安全機能を損なわない設計とする。 

ここで，想定される自然現象及び発電所敷地又はその周辺にお

いて想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを

除く。）に対して，安全施設が安全機能を損なわないために必要

な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含

む。）への措置を含める。 

【別添資料1（3.2:21 32）（4.1:34 39）】 

(a-1) 風（台風） 

安全施設は，設計基準風速による風荷重に対し，安全施設

及び安全施設を内包する建屋の構造健全性の確保若しくは風

（台風）による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能

を確保すること，安全上支障のない期間で修復等の対応を行
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うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，その安全機

能を損なわない設計とする。 

(a-2) 竜巻 

安全施設は，想定される竜巻が発生した場合においても，

作用する設計荷重に対して，その安全機能を損なわない設計

とする。また，安全施設は，過去の竜巻被害状況及び発電所

のプラント配置から想定される竜巻に随伴する事象に対して，

安全機能を損なわない設計とする。 

竜巻に対する防護設計を行うための設計竜巻の最大風速は，

100m／s とし，設計荷重は，設計竜巻による風圧力による荷

重，気圧差による荷重及び飛来物が安全施設に衝突する際の

衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重並びに安全施設に常時

作用する荷重，運転時荷重及びその他竜巻以外の自然現象に

よる荷重等を適切に組み合わせたものとして設定する。 

安全施設の安全機能を損なわないようにするため，安全施

設に影響を及ぼす飛来物の発生防止対策を実施するとともに，

作用する設計荷重に対する安全施設及び安全施設を内包する

区画の構造健全性の確保若しくは飛来物による損傷を考慮し

て，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組

み合わせることで，その安全機能を損なわない設計とする。 

飛来物の発生防止対策として，飛来物となる可能性のある

もののうち，東海発電所を含む当社敷地内の資機材，車両等

については，飛来した場合の運動エネルギ又は貫通力が設定

する設計飛来物（鋼製材（長さ 4.2m×幅 0.3m×高さ 0.2m，
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質量 135kg，飛来時の水平速度 51m／s，飛来時の鉛直速度

34m／s））より大きなものに対し，固縛，固定又は防護すべ

き施設からの離隔を実施する。 

なお，当社敷地近傍の隣接事業所から，上記の設計飛来物

（鋼製材）の運動エネルギ又は貫通力を上回る飛来物が想定

される場合は，隣接事業所との合意文書に基づき飛来物とな

るものを配置できない設計とすること若しくは当該飛来物の

衝撃荷重を考慮した設計荷重に対し，当該飛来物が衝突し得

る安全施設及び安全施設を内包する区画の構造健全性を確保

する設計とすること若しくは当該飛来物による安全施設の損

傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること若

しくは安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又は

それらを適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわ

ない設計とする。 

(a-3) 凍結 

安全施設は，設計基準温度による凍結に対し，安全施設及

び安全施設を内包する建屋の構造健全性の確保若しくは凍結

を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又はそれらを

適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわない設計

とする。 

(a-4) 降水 

安全施設は，設計基準降水量を上回る降水による浸水及び

荷重に対し，安全施設及び安全施設を内包する建屋の構造健

全性の確保若しくは降水による損傷を考慮して，代替設備に
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より必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修

復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること

で，その安全機能を損なわない設計とする。 

(a-5) 積雪 

安全施設は，設計基準積雪深による荷重及び閉塞に対し，

安全施設及び安全施設を内包する建屋の構造健全性の確保若

しくは積雪による損傷を考慮して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間で修復等の対応を

行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，その安全

機能を損なわない設計とする。 

(a-6) 落雷 

安全施設は，設計基準電流値による雷サージに対し，安全

機能を損なわない設計とすること若しくは雷サージによる損

傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又はそれら

を適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわない設

計とする。 

(a-7) 火山 

安全施設は，発電所の運用期間中において発電所の安全機

能に影響を及ぼし得る火山事象として設定した層厚 50cm，粒

径 8.0mm 以下，密度 0.3g／cm３（乾燥状態）～1.5g／cm３（湿

潤状態）の降下火砕物に対し，以下のような設計とすること

により降下火砕物による直接的影響に対して機能維持するこ

と若しくは降下火砕物による損傷を考慮して，代替設備によ

り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修
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復等の対応又はそれらを適切に組み合わせることで，その安

全機能を損なわない設計とする。 

・構造物への静的負荷に対して安全裕度を有する設計とする

こと 

・水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しない設計とする

こと 

・換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影響（閉

塞）に対して降下火砕物が侵入しにくい設計とすること 

・水循環系の内部における摩耗並びに換気系，電気系及び計

測制御系に対する機械的影響（摩耗）に対して摩耗しにく

い設計とすること 

・構造物の化学的影響（腐食），水循環系の化学的影響（腐

食）並びに換気系，電気系及び計測制御系に対する化学的

影響（腐食）に対して短期での腐食が発生しない設計とす

ること 

・発電所周辺の大気汚染に対して中央制御室換気系は，降下

火砕物が侵入しにくく，さらに外気を遮断できる設計とす

ること 

・電気系及び計測制御系の盤の絶縁低下に対して空気を取り

込む機構を有する計測制御設備（安全保護系）の設置場所

の換気空調設備は，降下火砕物が侵入しにくい設計とする

こと 

・降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響に対して降下火

砕物の除去や換気空調設備外気取入口のバグフィルタの取

替え若しくは清掃又は換気空調設備の停止若しくは閉回路
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循環運転の実施により安全機能を損なわない設計とするこ

と 

さらに，降下火砕物による間接的影響である 7 日間の外部

電源喪失及び発電所外での交通の途絶によるアクセス制限事

象に対し，発電所の安全性を維持するために必要となる電源

の供給が継続できることにより安全機能を損なわない設計と

する。 

(a-8) 生物学的事象 

安全施設は，生物学的事象として海生生物であるクラゲ等

の発生及び小動物の侵入に対し，その安全機能を損なわない

設計とする。 

海生生物であるクラゲ等の発生に対しては，クラゲ等を含

む塵芥による残留熱除去系海水系等への影響を防止するため，

除塵装置及び海水ストレーナを設置し，必要に応じて塵芥を

除去すること，小動物の侵入に対しては，屋内設備は，建屋

止水処置により，屋外設備は，端子箱貫通部の閉止処置を行

うことにより，安全施設の生物学的事象に対する健全性の確

保若しくは生物学的事象による損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修

復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること

で，その安全機能を損なわない設計とする。 

(a-9) 外部火災（森林火災，爆発及び近隣工場等の火災） 

安全施設は，想定される外部火災において，最も厳しい火

災が発生した場合においても安全機能を損なわない設計とす

る。 
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想定される森林火災の延焼防止を目的として，発電所周辺

の植生を確認し，作成した植生データ等を基に求めた最大火

線強度（6,278kW／m）から算出される防火帯（約 23m）を敷

地内に設ける。 

防火帯は延焼防止効果を損なわない設計とし，防火帯に可

燃物を含む機器等を設置する場合は必要最小限とする。 

また，森林火災による熱影響については，最大火炎輻射発

散度の影響を考慮した場合においても，離隔距離の確保等に

より安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

発電所敷地又はその周辺で想定される発電用原子炉施設の

安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人

為によるもの（故意によるものを除く。）として，想定され

る近隣の産業施設の火災・爆発については，離隔距離の確保

により安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

また，想定される発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設

等の火災及び航空機墜落による火災については，離隔距離を

確保すること，その火災による損傷を考慮して代替設備によ

り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修

復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること

で，その安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

外部火災による屋外施設への影響については，屋外施設の

温度を許容温度以下とすることで安全施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

また，外部火災の二次的影響であるばい煙及び有毒ガスに

よる影響については，換気空調設備等に適切な防護対策を講
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じることで安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

森林火災による津波防護施設への熱影響については，最大

火炎輻射発散度による熱影響を考慮した離隔距離を確保する

ものとする。なお，津波防護施設と植生の間の離隔距離を確

保するために管理が必要となる隣接事業所敷地については，

隣接事業所との合意文書に基づき，必要とする植生管理を当

社が実施する。 

(a-10)高潮 

安全施設は，高潮の影響を受けない敷地高さ（T.P.＋

3.3m）以上に設置することで，その安全機能を損なわない設

計とする。 

(a-11)有毒ガス 

安全施設は，想定される有毒ガスの発生に対し，中央制御

室換気系等により，中央制御室の居住性を損なわない設計と

する。 

(a-12)船舶の衝突 

安全施設は，航路を通行する船舶の衝突に対し，航路から

の離隔距離を確保することにより，安全施設の船舶の衝突に

対する健全性の確保若しくは船舶の衝突による損傷を考慮し

て，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組

み合わせることで，その安全機能を損なわない設計とする。 

(a-13)電磁的障害 

安全施設は，電磁的障害による擾乱に対し，制御盤へ入線

する電源受電部へのラインフィルタや絶縁回路の設置，外部
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からの信号入出力部へのラインフィルタや絶縁回路の設置，

鋼製筐体や金属シールド付ケーブルの適用等により，安全施

設の電磁的障害に対する健全性の確保若しくは電磁的障害に

よる損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又は

それらを適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわ

ない設計とする。 

(2) 安全設計方針 

1.1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1.4 外部からの衝撃による損傷の防止 

(3) その他の主要な構造 

発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）については，

網羅的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺での発生実績の有無に関

わらず，国内外の基準や文献等に基づき事象を収集し，洪水，風（台風），

竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林

火災等を考慮する。また，これらの自然現象について関連して発生する自然

現象も含める。これらの事象について，海外の評価基準を考慮の上，発電所

及びその周辺での発生の可能性，安全施設への影響度，発電所敷地及びその

周辺に到達するまでの時間余裕及び影響の包絡性の観点から，発電用原子炉

施設に影響を与えるおそれがある事象として，洪水，風（台風），竜巻，凍

結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を選

定する。 

安全施設は，これらの自然現象（地震及び津波を除く。）又はその組合せ

に遭遇した場合において，自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結
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果として施設で生じ得る環境条件においても，安全機能を損なわない設計と

する。 

なお，発電所敷地で想定される自然現象のうち，洪水については，立地的

要因により設計上考慮する必要はない。 

上記に加え，重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当該重要安全

施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重

要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力について，それ

ぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組み合わせる。 

発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）は，網羅的に抽出するために，発電所敷地又はその周辺で

の発生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき事象を収集し，

飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，

船舶の衝突，電磁的障害等の事象を考慮する。これらの事象について，海外

の評価基準を考慮の上，発電所又はその周辺での発生可能性，安全施設への

影響度，発電所敷地及びその周辺に到達するまでの時間余裕及び影響の包絡

性の観点から，発電用原子炉施設に影響を与えるおそれがある事象として，

飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，

船舶の衝突及び電磁的障害を選定する。 

安全施設は，これらの発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対

して安全機能を損なわない設計とする。 

なお，発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安

全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故

意によるものを除く。）のうち，飛来物（航空機落下）については，確率的
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要因により設計上考慮する必要はない。また，ダムの崩壊については，立地

的要因により考慮する必要はない。 

自然現象，発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがあ

る事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）の組合せについ

ては，地震，津波，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象及び森林火災を考慮する。事象が単独で発生した場合の影

響と比較して，複数の事象が重畳することで影響が増長される組合せを特定

し，その組合せの影響に対しても安全機能を損なわない設計とする。 

ここで，想定される自然現象及び発電用原子炉施設の安全性を損なわせる

原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除

く。）に対して，安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以

外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含める。 

【別添資料 1（3.2:21 32）（4.1:34 39）】 
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1.7 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針 

安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。）及び想定され

る発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であ

って人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して，安全機能を損な

わない設計とする。安全機能が損なわれないことを確認する必要がある施設

を，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」

で規定されている重要度分類（以下 1.7 では「安全重要度分類」という。）

のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器とする。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から，発電用原子炉を停止する

ため，また，停止状態にある場合は引き続きその状態を維持するために必要

な異常の発生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系統及

び機器並びに使用済燃料プールの冷却機能及び給水機能を維持するために必

要な異常の発生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系統

及び機器として安全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全評価上その機

能に期待するクラス３に属する構築物，系統及び機器を外部事象から防護す

る対象（以下「外部事象防護対象施設」という。）とし，機械的強度を有す

ること等により，安全機能を損なわない設計とする。 

また，外部事象防護対象施設を内包する建屋（外部事象防護対象施設とな

る建屋を除く。）は，機械的強度を有すること等により，内包する外部事象

防護対象施設の安全機能を損なわない設計及び外部事象防護対象施設へ波及

的影響を及ぼさない設計とする。ここで，外部事象防護対象施設及び外部事

象防護対象施設を内包する建屋を併せて，外部事象防護対象施設等という。 

上記に含まれない構築物，系統及び機器は，機能を維持すること若しくは

損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることに
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より，その安全機能を損なわない設計とする。 

1.7.1 風（台風）防護に関する基本方針 

建築基準法及び同施行令第87条第2項及び第4項に基づく建設省告示第1454

号より設定した設計基準風速（30m／s，地上高10m，10分間平均）の風によ

ってその安全機能が損なわれないことを確認する必要がある施設を，安全重

要度分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器

とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は設計基準風速（30m／s，地上高10m，

10分間平均）の風荷重に対し機械的強度を有することにより安全機能を損な

わない設計とする。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，風（台風）により損傷

した場合であっても，代替手段があること等により安全機能は損なわれない。 

タンクについては，消防法（危険物の規制に関する技術上の基準の細目を

定める告示第4条の19）において，日本最大級の台風の最大瞬間風速（63m／

s，地上高15m）に基づく風荷重に対する設計が現在でも要求されている。 

なお，風（台風）に伴う飛来物による影響は，竜巻影響評価にて想定する

設計飛来物の影響に包絡される。 

ここで，風（台風）に関連して発生する可能性がある自然現象としては，

落雷及び高潮が考えられる。落雷については，同時に発生するとしても，

個々の事象として考えられる影響と変わらない。高潮については，安全施設

は高潮の影響を受けない敷地高さに設置する。 

1.7.2 竜巻防護に関する基本方針 

1.7.2.1 設計方針【「６条（竜巻）」参照】 
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1.7.3 凍結防護に関する基本方針 

設計基準温度である－12.7℃の低温による凍結によってその安全機能が損

なわれないことを確認する必要がある施設を，安全重要度分類のクラス１，

クラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，屋内設備については換気空調設備に

より環境温度を維持し，屋外設備については保温等の凍結防止対策を必要に

応じて行うことにより，安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，凍結した場合であって

も，代替手段があること等により安全機能は損なわれない。 

1.7.4 降水防護に関する基本方針 

森林法に基づく林地開発許可に関する審査基準等を示した「森林法に基づ

く林地開発許可申請の手びき」等に基づき設計基準降水量（127.5mm／h）を

上回る降水によってその安全機能が損なわれないことを確認する必要がある

施設を，安全重要度分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，

系統及び機器とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準降水量（127.5mm／h）を上

回る降水による浸水に対し，構内排水路による海域への排水及び浸水防止の

ための建屋止水処置により，安全機能を損なわない設計とするとともに，外

部事象防護対象施設及び機能を喪失することで上位クラスの安全機能に影響

を及ぼす可能性のある屋外設備は，設計基準降水量（127.5mm／h）を上回る

降水による荷重に対し，排水口及び構内排水路による海域への排水により，

安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，降水により損傷した場
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合であっても，代替手段があること等により安全機能は損なわれない。 

1.7.5 積雪防護に関する基本方針 

建築基準法及び同施行令第86条第3項に基づく茨城県建築基準法等施行細

則より設定した設計基準積雪量（30cm）の積雪によってその安全機能が損な

われないことを確認する必要がある施設を，安全重要度分類のクラス１，ク

ラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準積雪量（30cm）の積雪荷重

に対し機械的強度を有すること，給排気口の閉塞により安全機能を損なわな

い設計とする。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，積雪により損傷した場

合であっても，代替手段があること等により安全機能は損なわれない。 

1.7.6 落雷防護に関する基本方針 

電気技術指針ＪＥＡＧ4608-2007「原子力発電所の耐雷指針」を参照し設

定した設計基準電流値（400kA）の落雷によってその安全機能が損なわれな

いことを確認する必要がある施設を，安全重要度分類のクラス１，クラス２

及びクラス３に属する構築物，系統及び機器とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，雷害防止対策として，原子炉建屋等

への避雷針の設置，接地網の敷設による接地抵抗の低減等を行うとともに，

安全保護系への雷サージ侵入の抑制を図る回路設計を行うことにより，安全

機能を損なわない設計とする。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，落雷により損傷した場

合であっても，代替手段があること等により安全機能は損なわれない。 

1.7.7 火山防護に関する基本方針 
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1.7.7.1 設計方針【「６条（火山）」参照】 

1.7.8 生物学的事象防護に関する基本方針 

生物学的事象として海生生物であるクラゲ等の発生及び小動物の侵入によ

ってその安全機能が損なわれないことを確認する必要がある施設を，安全重

要度分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器

とする。 

その上で，外部事象防護対象施設及び機能を喪失することで上位クラスの

安全機能に影響を及ぼす可能性のある屋外設備は，海生生物であるクラゲ等

の発生に対して，塵芥による残留熱除去系海水系等への影響を防止するため，

除塵装置及び海水ストレーナを設置し，必要に応じて塵芥を除去することに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

小動物の侵入に対しては，屋内設備は建屋止水処置により，屋外設備は端

子箱貫通部の閉止処置を行うことにより，安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，生物学的事象により損

傷した場合であっても，代替手段があること等により安全機能は損なわれな

い。 

1.7.9 外部火災防護に関する基本方針 

1.7.9.1 設計方針【「６条（外部火災）」参照】 

1.7.10 高潮防護に関する基本方針 

高潮によってその安全機能が損なわれないことを確認する必要がある施設

を，安全重要度分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，系

統及び機器とする。 
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その上で，外部事象防護対象施設及び機能を喪失することで上位クラスの

安全機能に影響を及ぼす可能性のある屋外設備は，高潮の影響を受けない敷

地高さ（T.P.＋3.3m）以上に設置することで，安全機能を損なわない設計と

する。

1.7.11 有毒ガス防護に関する基本方針 

有毒ガスの漏えいについては固定施設（石油コンビナート施設等）と可動

施設（陸上輸送，海上輸送）からの流出が考えられる。発電所周辺には，以

下の交通運輸状況及び産業施設がある。 

発電所敷地境界付近には国道２４５号線があり，発電所に近い鉄道路線に

は東日本旅客鉄道株式会社常磐線がある。 

発電所沖合の航路は，中央制御室からの離隔距離が確保されている。 

発電所周辺の石油コンビナート施設については，発電所敷地外10km以内の

範囲において，石油コンビナート施設は存在しない。なお，発電所に最も近

い石油コンビナート地区は南方約50kmの鹿島臨海地区である。 

また，発電所敷地外10km以内の範囲において，石油コンビナート施設以外

の主要な産業施設がある。 

これらの主要道路，鉄道路線，定期航路及び石油コンビナート施設は，発

電所から離隔距離が確保されており，危険物を積載した車両及び船舶を含む

事故等による発電所への有毒ガスの影響を考慮する必要はない。 

発電所敷地内に貯蔵している化学物質については，貯蔵設備からの漏えい

を想定した場合でも，中央制御室の居住性を損なうことはない。 

また，中央制御室の換気空調設備については，外気取入ダンパを閉止し，

閉回路循環運転を行うことにより中央制御室の居住性を損なうことはない。
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1.7.12 船舶の衝突防護に関する基本方針 

航路を通行する船舶の衝突に対し，航路からの離隔距離を確保することに

より，安全施設が安全機能を損なわない設計とする。 

小型船舶が発電所近傍で漂流した場合でも，敷地前面の防波堤等に衝突し

て止まることから取水性を損なうことはない。また，万が一防波堤を通過し，

カーテンウォール前面に小型船舶が到達した場合であっても， み口が広い

ため，取水性を損なうことはない。 

船舶の座礁により重油流出事故が発生した場合は，オイルフェンスを設置

する措置を講じる。 

したがって，船舶の衝突によって取水路が閉塞することはなく，安全施設

の安全機能を損なうことはない。

1.7.13 電磁的障害防護に関する基本方針 

安全保護系は，電磁的障害による擾乱に対して，制御盤へ入線する電源受

電部へのラインフィルタや絶縁回路の設置，外部からの信号入出力部へのラ

インフィルタや絶縁回路の設置，鋼製筐体や金属シールド付ケーブルの適用

等により，影響を受けない設計としている。 

したがって，電磁的障害により安全施設の安全機能を損なうことはない。
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(3) 適合性の説明 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

１ 安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項におい

て同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

２ 重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。 

３ 安全施設は，工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為に

よるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないも

のでなければならない。 

適合のための設計方針 

第１項について 

発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）については，

敷地及び敷地周辺の自然環境を基に洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，

積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を選定し，設計

基準を設定するに当たっては，発電所の立地地域である東海村に対する規

格・基準類による設定値及び東海村で観測された過去の記録等をもとに設定

する。なお，東海村の最寄りの気象官署である水戸地方気象台で観測された

過去の記録について設計への影響を確認する。また，これらの自然現象ごと

に関連して発生する可能性がある自然現象も含める。 

安全施設は，発電所敷地で想定される自然現象が発生した場合においても

安全機能を損なわない設計とする。ここで，発電所敷地で想定される自然現
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象に対して，安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の

施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含める。また，

発電所敷地で想定される自然現象又はその組合せに遭遇した場合において，

自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として安全施設で生じ得

る環境条件を考慮する。 

発電用原子炉施設のうち安全施設は，以下のとおり条件を設定し，自然現

象によって発電用原子炉施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1（1.:1 17）（2.:18 19）（3.1:20）】 

(1) 洪水 

発電所敷地の北側には久慈川が，南側には丘陵地を挟んだ反対側に新川

が位置している。発電所敷地の西側は北から南にかけて EL.3m～EL.21m の

平野となっている。久慈川水系が氾濫した場合，最大で約 EL.7m に達する

が，発電所敷地内に浸入するルートとして考えられる国道２４５号線から

発電所構内進入道路への入口は EL. 15m に位置しており，発電所に影響が

及ばないこと及び新川の浸水は丘陵地を遡上しないことから，敷地の地形

及び表流水の状況から判断して，敷地が洪水による被害を受けることはな

い。 

【別添資料1（3.2:21）】 

(2) 風（台風） 

建築基準法及び同施行令第 87 条第 2 項及び第 4 項に基づく建設省告示

第 1454 号によると，東海村において建築物を設計する際に要求される基

準風速は 30m／s（地上高 10m，10 分間平均）である。 

安全施設は，建築基準法及び同施行令第 87 条第 2 項及び第 4 項に基づ
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く建設省告示第 1454 号を参照し，設計基準風速（30m／s，地上高 10m，

10 分間平均）の風（台風）が発生した場合においても，安全機能を損な

わない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準風速（30m／s，地上高

10m，10 分間平均）の風荷重に対し機械的強度を有することにより安全機

能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，風（台風）に対して機能を維持

すること若しくは風（台風）による損傷を考慮して代替設備により必要な

機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと

又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全機能を損なわない

設計とする。 

なお，水戸地方気象台での観測記録（1897 年 2012 年）によれば最大

風速は 28.3m／s（1961 年 10 月 10 日）であり，設計基準風速に包絡され

る。 

ここで，風（台風）に関連して発生する可能性がある自然現象としては，

落雷及び高潮が考えられる。落雷については，同時に発生するとしても，

「(7) 落雷」に述べる個々の事象として考えられる影響と変わらない。

高潮については，「(11) 高潮」に述べるとおり，安全施設は影響を受け

ることのない敷地高さに設置し，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，風（台風）に伴い発生する可能性のある飛来物による影響につい

ては，竜巻影響評価において想定している設計飛来物の影響に包絡される。 

【別添資料1（3.2:21 23）】 

(3) 竜巻 

安全施設は，設計竜巻の最大風速 100m／s による風圧力による荷重，気
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圧差による荷重及び設計飛来物等の衝撃荷重を組み合わせた荷重等に対し

て安全機能を損なわないために，飛来物の発生防止対策及び竜巻防護対策

を行う。 

ａ．飛来物の発生防止対策 

竜巻により東海発電所を含む当社敷地内の資機材等が飛来物となり，

外部事象防護対象施設が安全機能を損なわないために，以下の対策を行

う。 

・外部事象防護対象施設等へ影響を及ぼす資機材及び車両については，

固縛，固定，外部事象防護対象施設等及び竜巻飛来物防護対策設備

からの離隔，頑健な建屋内収納又は撤去する。 

ｂ．竜巻防護対策 

固縛等による飛来物の発生防止対策ができないものが飛来し，安全施

設が安全機能を損なわないように，以下の対策を行う。 

・外部事象防護対象施設を内包する区画及び竜巻飛来物防護対策設備

により，外部事象防護対象施設を防護し，構造健全性を維持し安全

機能を損なわない設計とする。 

・外部事象防護対象施設の構造健全性が維持できない場合には，代替

設備の確保，損傷した場合の取替え又は補修が可能な設計とするこ

とにより安全機能を損なわない設計とする。 

ここで，竜巻は積乱雲や積雲に伴って発生する現象であり，積乱雲の発

達時に竜巻と同時発生する可能性のある自然現象は，雷，雪，ひょう及び

降水である。これらの自然現象の組合せにより発生する荷重は，設計竜巻

荷重に包含される。 

【別添資料1（3.2:23 25）】 
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(4) 凍結 

水戸地方気象台での観測記録（1897 年～2012 年）によれば，最低気温

は－12.7℃（1952 年 2 月 5 日）である。 

安全施設は，設計基準温度（－12.7℃）の低温が発生した場合において

も，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，上記観測記録を考慮し，屋内設備

については換気空調設備により環境温度を維持し，屋外設備については保

温等の凍結防止対策を必要に応じて行うことにより，安全機能を損なわな

い設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，低温による凍結に対して機能を

維持すること若しくは低温による凍結を考慮して代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又

はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全機能を損なわない設

計とする。 

【別添資料 1（3.2:25）】 

(5) 降水 

森林法に基づく林地開発許可に関する審査基準等を示した「森林法に基

づく林地開発許可申請の手びき（平成 28 年 4 月茨城県）」等に基づき算

出した，10 年確率で想定される東海村に対する雨量強度は 127.5mm／h で

ある。 

安全施設は，「森林法に基づく林地開発許可申請の手びき（平成 28 年

4 月茨城県）」を参照し，設計基準降水量（127.5mm／h）を上回る降水が

発生した場合においても，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準降水量（127.5mm／h）を

29



27 

上回る降水に対し，排水口及び構内排水路による海域への排水，浸水防止

のための建屋止水処置等により，安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，降水に対して機能を維持するこ

と若しくは降水による損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを

適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，水戸地方気象台での観測記録（1906 年 2012 年）によれば，日

最大 1 時間降水量は 81.7mm（1947 年 9 月 15 日）であり，設計基準降水量

に包絡される。 

ここで，降水に関連して発生する可能性がある自然現象としては，土石

流，土砂崩れ及び地滑りが考えられるが，敷地には，土石流，土砂崩れ及

び地滑りの素因となるような地形の存在は認められないことから，安全施

設の安全機能を損なうような土石流，土砂崩れ及び地滑りが生じることは

ない。 

【別添資料1（3.2:25 27）】 

(6) 積雪 

建築基準法及び同施行令第 86 条第 3 項に基づく茨城県建築基準法等施

行細則によると，建築物を設計する際に要求される基準積雪量は，東海村

においては 30cm である。 

安全施設は，建築基準法及び同施行令第 86 条第 3 項に基づく茨城県建

築基準法等施行細則を参照し，設計基準積雪量（30cm）の積雪が発生した

場合においても，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準積雪量（30cm）の積雪荷

重に対し機械的強度を有することにより安全機能を損なわない設計とする。
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また，設計基準積雪量（30cm）に対し給排気口を閉塞させないことにより

安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，積雪に対して機能を維持するこ

と若しくは積雪による損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを

適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，水戸地方気象台での観測記録（1897 年 2012 年）によれば，月

最深積雪は 32cm（1945 年 2 月 26 日）である。設計基準を上回るような積

雪事象は，気象予報により事前に予測が可能であり，進展も緩やかである

ため，建屋屋上等の除雪を行うことで積雪荷重の低減及び給排気口の閉塞

防止，構内道路の除雪を行うことでプラント運営に支障をきたさない措置

が可能である。 

【別添資料1（3.2:27 28）】 

(7) 落雷 

電気技術指針ＪＥＡＧ4608-2007「原子力発電所の耐雷指針」を参照し

設定した最大雷撃電流値は，400kA である。 

東海第二発電所を中心とした標的面積 4km２の範囲で観測された雷撃電

流の最大値は 131kA である。 

安全施設は，電気技術指針ＪＥＡＧ4608-2007「原子力発電所の耐雷指

針」を参照し，設計基準電流値（400kA）の落雷が発生した場合において

も，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設の雷害防止対策として，原子炉建屋等

への避雷針の設置，接地網の敷設による接地抵抗の低減等を行うとともに，

安全保護系への雷サージ侵入の抑制を図る回路設計を行うことにより，安
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全機能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，落雷に対して機能を維持するこ

と若しくは落雷による損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを

適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料1（3.2:28 29）】 

(8) 火山の影響 

外部事象防護対象施設は，降下火砕物による直接的影響及び間接的影響

が発生した場合においても，安全機能を損なわないよう以下の設計とする。 

ａ．直接的影響に対する設計 

外部事象防護対象施設は，直接的影響に対して，以下により安全機能

を損なわない設計とする。 

・構造物への静的負荷に対して安全裕度を有する設計とすること 

・水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しない設計とすること 

・換気系，電気系及び計測制御系の機械的影響（閉塞）に対して降下

火砕物が侵入しにくい設計とすること 

・水循環系の内部における摩耗並びに換気系，電気系及び計測制御系

の機械的影響（摩耗）に対して摩耗しにくい設計とすること 

・構造物の化学的影響（腐食），水循環系の化学的影響（腐食）並び

に換気系，電気系及び計測制御系の化学的影響（腐食）に対して短

期での腐食が発生しない設計とすること 

・発電所周辺の大気汚染に対して中央制御室換気系は降下火砕物が侵

入しにくく，さらに外気を遮断できる設計とすること 

・電気系及び計測制御系の盤の絶縁低下に対して空気を取り込む機構
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を有する計測制御設備（安全保護系）の設置場所の換気空調設備は

降下火砕物が侵入しにくい設計とすること 

・降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響に対して降下火砕物の除

去や換気空調設備外気取入口のバグフィルタの取替え若しくは清掃

又は換気空調設備の停止若しくは閉回路循環運転の実施により安全

機能を損なわない設計とすること 

また，上記以外の安全施設については，降下火砕物に対して機能を維

持すること若しくは降下火砕物による損傷を考慮して代替設備により必

要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行

うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

ｂ．間接的影響に対する設計 

降下火砕物による間接的影響として考慮する，広範囲にわたる送電網

の損傷による 7 日間の外部電源喪失及び発電所外での交通の途絶による

アクセス制限事象が生じた場合については，降下火砕物に対して非常用

ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の

安全機能を維持することで，発電用原子炉の停止及び停止後の発電用原

子炉の冷却並びに使用済燃料プールの冷却に係る機能を担うために必要

となる電源の供給が非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機を含む。）により継続できる設計とすることにより，安全

機能を損なわない設計とする。 

【別添資料1（3.2:29～31）】 

(9) 生物学的事象 

安全施設は，生物学的事象として海生生物であるクラゲ等の発生及び小
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動物の侵入が発生した場合においても，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，海生生物であるクラゲ等の発生に

対しては，海生生物を含む塵芥による残留熱除去系海水系等への影響を防

止するため，除塵装置及び海水ストレーナを設置し，必要に応じて塵芥を

除去することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

小動物の侵入に対しては，屋内設備は建屋止水処置により，屋外設備は

端子箱貫通部の閉止処置を行うことにより，安全機能を損なわない設計と

する。 

また，上記以外の安全施設については，生物学的事象に対して機能を維

持すること若しくは生物学的事象による損傷を考慮して代替設備により必

要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行う

こと又はそれらを適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない

設計とする。 

【別添資料1（3.2:31～32）】 

(10) 森林火災 

敷地外の森林から出火し，敷地内の植生へ延焼するおそれがある場合は，

自衛消防隊が出動し，予防散水等の延焼防止措置を行う。また，敷地内の

植生へ延焼した場合であっても，森林火災シミュレーション（ＦＡＲＳＩ

ＴＥ）による影響評価に基づいた防火帯幅を確保すること等により，安全

機能が損なわれることはない。 

また，上記以外の安全施設については，建屋による防護，消火活動，代

替設備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の対応

又はそれらを適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計

とする。 
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森林火災に伴うばい煙等発生時の二次的影響に対して，外気を直接設備

内に取り込む機器，外気を取り込む空調系統，屋外設置機器に分類し，影

響評価を行い，必要な場合は対策を実施することにより，安全機能を損な

わない設計とする。 

【別添資料1（3.2:32）】 

(11) 高潮 

安全施設は，高潮の影響を受けない敷地高さ（T.P.（東京湾中等潮位）

＋3.3m）以上に設置することで，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，発電所周辺海域の潮位については，発電所から北方約 3kｍ地点

に位置する茨城港日立港区で観測された潮位を設計潮位とする。本地点の

最高潮位は T.P.＋1.46m（1958 年 9 月 27 日），朔望平均満潮位が T.P.＋

0.61m である。 

【別添資料 1（3.2:33）】 

自然現象の組合せについては，発電所敷地で想定される自然現象（地震及

び津波を除く。）として抽出された 11 事象をもとに，被害が考えられない

洪水及び津波に包含される高潮を除いた 9 事象に地震及び津波を加えた 11

事象を，網羅的に検討する。 

・組み合わせた場合も影響が増長しない（影響が小さくなるものを含む） 

・同時に発生する可能性が極めて低い 

・増長する影響について，個々の事象の検討で包絡されている又は個々の

事象の設計余裕に包絡されている 

・上記以外で影響が増長する 

以上の観点より，事象が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の事
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象が重畳することで影響が増長される組合せを特定し，その中から荷重の大

きさ等の観点で代表性のある，地震，津波，火山の影響，風（台風）及び積

雪の組合せの影響に対し，安全施設は安全機能を損なわない設計とする。組

み合わせる事象の規模については，設計基準規模事象同士の組合せを想定す

る。 

ただし，「第四条 地震による損傷の防止」及び「第五条 津波による損

傷の防止」において考慮する事項は，各々の条項で考慮し，地震又は津波と

組み合わせる自然現象による荷重としては，風（台風）又は積雪とする。組

合せに当たっては，地震又は津波の荷重の大きさ，最大荷重の継続時間，発

生頻度の関係を踏まえた荷重とし，施設の構造等を考慮する。 

【別添資料 1（6.:51 76）】 

第２項について 

重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると

想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事

故時に生じる応力を，それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して，適切

に組み合わせて設計する。なお，過去の記録，現地調査の結果等を参考にし

て，必要のある場合には，異種の自然現象を重畳させるものとする。 

重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象は，

第１項において選定した自然現象に含まれる。また，重要安全施設を含む安

全施設は，第１項において選定した自然現象又はその組合せにより，安全機

能を損なわない設計としている。安全機能を損なわなければ設計基準事故に

至らないため，重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定され

る自然現象又はその組合せと設計基準事故に因果関係はない。したがって，

因果関係の観点からは，重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると
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想定される自然現象により重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時

に生じる応力を組み合わせる必要はなく，重要安全施設は，個々の事象に対

して，安全機能を損なわない設計とする。 

また，重要安全施設は，設計基準事故の影響が及ぶ期間に発生すると考え

られる自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時

に生じる応力を適切に考慮する設計とする。 

【別添資料 1（添-16.:1 2）】 

第３項について 

発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）は，発電所及びその周辺での発生の可能性，安全施設への

影響度，発電所敷地及びその周辺に到達するまでの時間余裕及び影響の包絡

性の観点から，発電用原子炉施設に影響を与えるおそれがある事象として，

飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，

船舶の衝突及び電磁的障害を選定する。 

安全施設は，発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施

設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるも

の（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわない設計とする。

ここで，発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安

全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故

意によるものを除く。）に対して，安全施設が安全機能を損なわないために

必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への

措置を含める。 

【別添資料 1（1.:1 17）（2.:18 19）（4.:34）】 
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(1) 飛来物（航空機落下） 

発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）への航空機の落下

確率は，「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準につい

て」（平成14･7･29 原院第4号（平成14年7月30日 原子力安全・保安院制

定））等に基づき評価した結果，約8.5×10－８回／炉･年であり，防護設

計の要否を判断する基準である10－７回／炉･年を超えないため，飛来物

（航空機落下）による防護について設計上考慮する必要はない。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋は，発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建

屋除く。）と安全機能が独立していること，かつ設置場所は発電用原子炉

施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）と離隔されていることから，個別

に航空機落下確率を評価した結果，約6.1×10－８回／炉･年であり，防護

設計の要否を判断する基準である10－７回／炉･年を超えないため，飛来物

（航空機落下）による防護について設計上考慮する必要はない。 

【別添資料1（4.1:34）】 

(2) ダムの崩壊 

発電所敷地の北側に久慈川が位置しており，その支川である山田川の上

流約 30km にダムが存在する。 

久慈川は敷地の北方を太平洋に向かい東進していること，発電所敷地の

西側は北から南にかけては EL.3m～EL.21m の上り勾配となっていることか

ら，発電所敷地がダムの崩壊により影響を受けることはなく，ダムの崩壊

を考慮する必要はない。 

【別添資料1（4.1:34 35）】 
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(3) 爆発 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，爆発により安全施設に影響を

及ぼすような石油コンビナート施設はないため，爆発による安全施設への

影響については考慮する必要はない。 

発電所敷地外 10km 以内の危険物貯蔵施設又は発電所敷地周辺道路の燃

料輸送車両から爆発が発生する場合を想定しても，離隔距離の確保により，

安全機能を損なわない設計とする。航行中の船舶が漂流し爆発が発生する

場合を想定しても，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわない設計

とする。 

また，上記以外の安全施設については，離隔距離の確保，代替設備によ

る必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれら

を適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料1（4.1:35～36）】 

(4) 近隣工場等の火災 

ａ．石油コンビナート施設等の火災 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，火災により評価対象施設に

影響を及ぼすような石油コンビナート施設はないため，火災による安全

施設への影響については考慮する必要はない。 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，石油コンビナート施設以外

の危険物貯蔵施設又は発電所敷地周辺道路の燃料輸送車両から火災が発

生する場合を想定しても，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわ

ない設計とする。航行中の船舶が漂流し火災が発生する場合を想定して

も，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわない設計とする。 

ｂ．発電所敷地内に存在する危険物貯蔵施設等の火災 
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発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の火災発生時の輻射熱によ

る評価対象施設の建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，火災

の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度等を許容温度以下とするこ

とにより，安全機能を損なわない設計とする。 

ｃ．航空機墜落による火災 

原子炉建屋周辺に航空機が墜落し，燃料火災が発生した場合，直ちに

公設消防へ通報するとともに，自衛消防隊が出動し，速やかに初期消火

活動を行う。 

航空機が外部事象防護対象施設である原子炉建屋等の周辺で落下確率

が 10－７回／炉・年以上になる地点へ墜落することを想定しても，火災

の影響により安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，建屋による防護，消火活動，

代替設備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の

対応又はそれらを適切に組み合わせることにより,安全機能を損なわな

い設計とする。 

ｄ．二次的影響（ばい煙等） 

石油コンビナート施設の火災，発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施

設等の火災及び航空機墜落による火災に伴うばい煙等発生時の二次的影

響に対して，外気を直接設備内に取り込む機器，外気を取り込む空調系

統及び屋外設置機器に分類し，影響評価を行い，必要な場合は対策を実

施することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料1（4.1:36 37）】 

(5) 有毒ガス 

有毒ガスの漏えいについては固定施設（石油コンビナート施設等）と可
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動施設（陸上輸送，海上輸送）からの流出が考えられる。発電所周辺には

周辺監視区域が設定されているため，発電用原子炉施設と近隣の施設や周

辺道路との間には離隔距離が確保されていることから，有毒ガスの漏えい

を想定した場合でも，中央制御室の居住性を損なうことはない。また，敷

地港湾の前面の海域を移動中の可動施設から有毒ガスの漏えいを想定した

場合も同様に，離隔距離が確保されていることから，中央制御室の居住性

を損なうことはない。 

発電所敷地内に貯蔵している化学物質については，貯蔵施設からの漏え

いを想定した場合でも，中央制御室の居住性を損なうことはない。 

また，中央制御室換気系については，外気取入ダンパを閉止し，閉回路

循環運転を行うことにより中央制御室の居住性を損なうことはない。 

【別添資料1（4.1:37 38）】 

(6) 船舶の衝突 

航路を通行する船舶の衝突に対し，航路からの離隔距離を確保すること

により，安全施設が安全機能を損なわない設計とする。 

小型船舶が発電所近傍で漂流した場合でも，防波堤等に衝突して止まる

ことから取水性を損なうことはない。また，万が一防波堤を通過し，カー

テンウォール前面に小型船舶が到達した場合であっても， み口が広いた

め，取水性を損なうことはない。 

船舶の座礁により，重油流出事故が発生した場合は，オイルフェンスを

設置する措置を講じる。 

したがって，船舶の衝突によって取水路が閉塞することはなく，安全施

設が安全機能を損なうことはない。 

【別添資料1（4.1:38～39）】 
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(7) 電磁的障害 

安全保護系は，電磁的障害による擾乱に対して，計装盤へ入線する電源

受電部へのラインフィルタや絶縁回路の設置，外部からの信号入出力部へ

のラインフィルタや絶縁回路の設置，鋼製筐体や金属シールド付ケーブル

の適用等により，影響を受けない設計としている。 

したがって，電磁的障害により安全施設が安全機能を損なうことはない。 

【別添資料1（4.1:39）】 
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2. 水  理 

2.1 海  象 

2.1.1 潮  位 

発電所周辺の潮位については，隣接する茨城港日立港区において観測され

ている潮位を用いる。 

既往最高潮位（昭和 33 年 9 月 27 日）  H.P. ＋2.35m 

塑望平均満潮位     H.P. ＋1.50m 

平均潮位     H.P. ＋0.91m 

塑望平均干潮位     H.P. ＋0.08m 

既往最低潮位（平成 2 年 12 月 2 日，平成 3 年 12 月 22 日） 

       H.P. －0.31m 

H.P.±0.00m は茨城港日立港区の工事用基準面で東京湾中等潮位下 0.89m

である。 
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4. 社会環境 

4.1 産業活動 

発電所の近くには，爆発，火災及び有毒ガスにより発電用原子炉施設

の安全性を損なうような石油コンビナート等の施設はない。したがって，

産業活動に伴う爆発，火災及び有毒ガスによって，安全施設の安全機能

が損なわれるおそれはない。 

4.2 交通運輸 

発電所に近い鉄道路線としては，東日本旅客鉄道株式会社常磐線があ

る。 

主要な道路としては，常磐自動車道，国道２４５号線，国道６号線及

び国道２９３号線がある。 

海上交通としては，発電所の北方約 3km に茨城港日立港区，南方約

6km に茨城港常陸那珂港区，南方約 18km に茨城港大洗港区があり，日立

－釧路間，常陸那珂－苫小牧間，常陸那珂－北九州間，大洗－苫小牧間

等の定期航路がある。 

航空関係としては，発電所の南南西方向約 36km に茨城空港がある。

発電所上空には広域航法経路及び直行経路があるが，訓練空域は設定さ

れていない。なお，航空機は原子力関係施設上空の飛行を規制されてい

る。 

発電所周辺の鉄道，主要道路，港湾及び航空路を第 4.2-1 図及び第

4.2-2 図に示す。 
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第 4.2-1 図 東海第二発電所周辺の鉄道，主要道路及び港湾図 

第 4.2-2 図東海第二発電所周辺の航空路等図 

鉄道 
有料道路
国道 
市町村界

東海第二発電所
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5. 気  象 

5.2 最寄りの気象官署の資料による一般気象 

5.2.3 最寄りの気象官署における一般気象（5.2.4に係るものを除く。）(2)(3)

（1）一般気象 

水戸地方気象台，銚子地方気象台及び小名浜測候所における一般気象に

関する統計を第5.2－2表～第5.2－4表に示す。 

年平均気温，最高気温，最低気温，降水量，風速とも水戸地方気象台と

小名浜測候所ではほぼ同様な値を示しているが,銚子地方気象台では冬期

の最低気温がわずかに高くなっている。 

（2）極  値 

第5.2－2表～第5.2－4表に示した，最寄りの気象官署の気候表によると，

この地域は必ずしも厳しい気象条件が現われる所ではなく，温和な気候を

示している。 

これらの気象官署における観測開始から1980年までの極値を第5.2－5表

～第5.2－31表に示す｡これによれば各官署とも同程度の極値を示している。 

水戸地方気象台の観測記録によれば，日最高気温36.6℃（1967年8月11

日），日最低気温－12.7℃（1952年2月5日），日最大降水量276.6mm

（1938年6月29日），最大積雪の深さ32cm（1945年2月26日），最大瞬間風

速44.2m／s（1939年8月5日）である。 

銚子地方気象台は,日最高気温35.3℃（1962年8月4日）,日最低気温－

6.2℃（1970年1月17日），日最大降水量311.4mm（1947年8月28日）,最大

積雪の深さ17cm（1936年3月2日），最大瞬間風速49.Om／s（1971年9月8

日）である。 

また，小名浜測候所は，日最高気温35.4℃(1947年8月11日),日最低気温

－10.7℃（1952年2月5日），日最大降水量227.2mm（1966年6月28日）,最
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大積雪の深さ28cm（1945年2月26日），最大瞬間風速37.2m／s（1979年10

月19日）である。 

5.2.4 発電用原子炉設置変更許可申請書（総室発第31号）に係る最寄りの気

象官署における一般気象

（1）一般気象 

水戸地方気象台，銚子地方気象台及び小名浜特別地域気象観測所におけ

る一般気象に関する統計を第5.2－32表から第5.2－34表に示す。 

3官署のうち，年平均気温は水戸地方気象台と小名浜特別地域気象観測

所の2官署はほぼ等しい値を示すが，銚子地方気象台は他の2官署よりも約

2℃高く，年間降水量は250㎜～300mm程度多い。また，年平均風速は水戸

地方気象台と小名浜特別地域気象観測所はそれぞれ2.2m／s及び2.8m／sで

あるが，銚子地方気象台は5.7m／sと他の2官署の2倍以上の大きさとなっ

ている。 

（2）極  値 

第5.2－35表から第5.2－52表に示す最寄りの気象官署の観測記録からみ

れば，この地域は比較的温暖であるが，やや風が強い気象条件である。 

水戸地方気象台の観測記録によれば，最高気温38.4℃（1997年7月5日），

最低気温－12.7℃（1952年2月5日），日最大降水量276.6mm（1938年6月29

日），積雪深さの月最大値32cm（1945年2月26日）及び最大瞬間風速44.2m

／s（1939年8月5日）である。 

銚子地方気象台の観測記録によれば，最高気温35.3℃（1962年8月4日），

最低気温－7.3℃（1893年2月13日），日最大降水量311.6mm（1947年8月28

日），積雪深さの月最大値17cm（1936年3月2日）及び最大瞬間風速52.2m

／s（2002年10月1日）である。 
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小名浜特別地域気象観測所の観測記録によれば，最高気温37.7℃（1994

年8月3日），最低気温－10.7℃（1952年2月5日），日最大降水量227.2mm

（1966年6月28日），積雪深さの月最大値28cm（1945年2月26日）及び最大

瞬間風速48.1m／s（2002年10月1日）である。 

5.2.5 その他の資料による一般気象 

5.2.5.1 竜  巻 

気象庁「竜巻等の突風データベース」（1961年～2012年）によれば，

「竜巻」及び「竜巻又はダウンバースト」の被害状況から推定した竜巻の

規模は，茨城県において，最大でF3である。 

5.2.5.2 森林火災 

森林火災検討に関係する発電所の最寄りの気象観測所（水戸地方気象

台）の気象データ（最高気温，最大風速，最大風速記録時の風向，最小湿

度）（2007年～2016年）及び発電所の位置する茨城県の「消防防災年報」

（茨城県2006年～2015年）について，第5.2－53表に示す。また，森林火

災発生件数の多い12月～5月における最寄りの気象観測所（水戸地方気象

台）及び発電所の気象データ（卓越風向）について，第5.2－54表に示す。 
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第5.2－53表 気象データ（気温，風速及び湿度）及び森林火災件数 

観測所 水戸地方気象台 気象観測データ注１）

茨城県内の月別 

森林火災件数注２）
月 

最高気温

（℃） 

最大風速 

（m／s） 

最大風速記録時の風向 最低湿度

（％） 第 1 位 第 2 位 

1 16.9 17.5 北東 北東 17 79 

2 24.3 17.5 北北東 北東 13 86 

3 25.9 14.3 北東 北北東，南西 11 131 

4 29.3 15.1 北北東 北東 13 126 

5 30.8 13.5 北東 北北東 13 54 

6 33.5 14.2 北北東 北北東 21 10 

7 36.4 11.8 北北東 北北東 35 13 

8 37.0 12.9 北東 北北東 35 24 

9 36.1 13.9 北北東 南南西 29 23 

10 31.4 17.4 北北東 北北東 22 11 

11 24.5 11.8 北北東 北北東 18 4 

12 23.8 10.6 北東 西 17 33 

注１）水戸地方気象台 観測記録（2007 年～2016 年）より 

注２）「消防防災年報」（茨城県 2006 年～2015 年）より 
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第 5.2－54 表 気象データ（卓越風向） 

風  向 

最多風向（時間単位）の出現拝趨割合（％）注）

水戸地方気象台 

気象観測データ 

発電所 

気象観測データ 

北 15 3 

北北西 17 3 

北西 5 9 

西北西 2 23 

西 3 7 

西南西 3 2 

南西 4 1 

南南西 6 3 

南 3 4 

南南東 1 5 

南東 3 4 

東南東 4 3 

東 9 3 

東北東 9 6 

北東 7 14 

北北東 7 9 

   注）観測記録（2007 年～2016 年）より 
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9. 生  物 

9.1 海生生物 

発電所の前面海域において，クラゲの発生がみられることはあるが，

昭和 53 年 11 月の発電所の営業運転開始以降，大量のクラゲの襲来によ

り安全施設の安全機能が損なわれた記録はない。 

9.2 植  生 

発電所の周辺にはアカマツ，クロマツ等の植生が認められているが，

昭和 53 年 11 月の営業運転開始以降，発電所周辺の森林火災が原因で安

全施設の安全機能が損なわれた記録はない。 
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東海第二発電所 

外部事象の考慮について 

本資料のうち，    は，営業秘密又は防護上の観点から公開できません。 

別添資料 1 
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6 条（外事）-1 

1. 設計上考慮する外部事象の抽出 

発電所の安全を確保する上で設計上考慮すべき外部事象の抽出に当たって

は，国内で一般に発生しうる事象に加え，欧米の基準等で示されている事象

を用い網羅的に収集し，類似性，随伴性から整理を行い，地震，津波を含め

た 78 事象（自然現象 55 事象，外部人為事象 23 事象）を抽出した。 

その結果及び海外文献を参考に策定した評価基準に基づき，より詳細に検

討すべき外部事象について評価及び選定を実施した。 

外部事象に対する影響評価のフロー図を参考 2 に示す。 

1.1 外部事象の収集 

設置許可基準規則の解釈第六条 2 項及び 8 項において，「想定される自然

現象（地震及び津波を除く。）」と「安全性を損なわせる原因となるおそれが

ある事象」として，以下のとおり例示されている。 

第六条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

（中略） 

２ 第 1 項に想定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環境を基

に、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山

の影響、生物学的事象又は森林火災等から適用されるものをいう。 

（中略） 

８ 第 3 項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）」

とは、敷地及び敷地周辺の状況をもとに選択されるものであり、飛来物

（航空機落下等）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、

船舶の衝突又は電磁的障害等をいう。 
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6 条（外事）-2 

想定される自然現象及び発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）（以

下「外部人為事象」という。）について網羅的に抽出するための基準等につ

いては，国外の基準として「Development and Application of Level 1 

Probabilistic Safety Assessment for Nuclear Power Plants 

（IAEA,April 2010）」を，また外部人為事象を選定する観点から「DIVERSE 

AND FLEXIBLE COPING STRATEGIES（FLEX） IMPLEMENTATION GUIDE（NEI-12-

06 August 2012）」，日本の自然現象を網羅する観点から「日本の自然災害

（国会資料編纂会 1998 年）」を参考にした。これらの基準等に基づき抽出し

た想定される自然現象を第 1.1－1 表に，想定される外部人為事象を第 1.1

－2 表に示す。 

な お ， そ の 他 に NRC の ｢ NUREG/CR-2300 PRA Procedures Guide 

（NRC,January 1983）｣等の基準も事象収集の対象としたが，これら追加し

た基準の事象により，「（3） 設計上考慮すべき想定される自然現象及び外部

人為事象の選定結果」において選定される事象が増加することはなかった。 
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6 条（外事）-3 

第 1.1－1 表 考慮する外部ハザードの抽出（想定される自然現象） 

丸数字は，次頁に記載した外部ハザードを抽出した文献を示す。 

No 外部ハザード 
外部ハザードを抽出した文献等 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

1-1 極低温（凍結） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-2 隕石 ○  ○  ○  ○  ○

1-3 降水（豪雨（降雨）） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-4 河川の迂回 ○    ○ ○ ○  ○

1-5 砂嵐 ○  ○  ○  ○  ○

1-6 静振 ○    ○  ○  ○

1-7 地震活動 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-8 積雪（暴風雪） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-9 土壌の収縮又は膨張 ○    ○  ○  ○

1-10 高潮 ○ ○ ○  ○  ○  ○

1-11 津波 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-12 火山（火山活動・降灰） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-13 波浪・高波 ○ ○ ○  ○  ○  ○

1-14 雪崩 ○ ○ ○  ○  ○  ○

1-15 生物学的事象 ○  ○ ○  ○ ○  ○

1-16 海岸浸食 ○    ○  ○  ○

1-17 干ばつ ○ ○ ○  ○  ○  ○

1-18 洪水（外部洪水） ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○

1-19 風（台風） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-20 竜巻 ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-21 濃霧 ○    ○  ○  ○

1-22 森林火災 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-23 霜・白霜 ○ ○ ○  ○  ○  ○

1-24 草原火災 ○        ○

1-25 ひょう・あられ ○ ○ ○  ○  ○  ○

1-26 極高温 ○ ○ ○  ○  ○  ○

1-27 満潮 ○  ○  ○  ○  ○

1-28 ハリケーン ○  ○  ○  ○

1-29 氷結 ○  ○  ○  ○  ○

1-30 氷晶 ○  ○      ○

1-31 氷壁   ○      ○

1-32 土砂崩れ（山崩れ，がけ崩れ）  ○

1-33 落雷 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

1-34 湖又は河川の水位低下 ○  ○  ○  ○  ○
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6 条（外事）-4 

No 外部ハザード 
外部ハザードを抽出した文献等 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

1-35 湖又は河川の水位上昇  ○ ○  ○

1-36 陥没・地盤沈下・地割れ ○ ○ ○   ○   ○

1-37 極限的な圧力（気圧高低）   ○      ○

1-38 もや   ○

1-39 塩害，塩雲   ○   ○   ○

1-40 地面の隆起  ○ ○   ○   ○

1-41 動物   ○      ○

1-42 地滑り ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○

1-43 カルスト   ○      ○

1-44 地下水による浸食   ○   ○

1-45 海水面低   ○      ○

1-46 海水面高  ○ ○      ○

1-47 地下水による地滑り   ○

1-48 水中の有機物   ○

1-49 太陽フレア，磁気嵐 ○        ○

1-50 高温水（海水温高） ○ ○ ○  ○    ○

1-51 低温水（海水温低）   ○      ○

1-52 泥湧出（液状化）  ○

1-53 土石流  ○       ○

1-54 水蒸気  ○       ○

1-55 毒性ガス ○ ○   ○  ○  ○

①DIVERSE AND FLEXIBLE COPING STRATEGIES （FLEX） IMPLEMENTATION GUIDE （NEI-12-06 

August 2012） 

②「日本の自然災害」国会資料編纂会 1998 年 

③ Specific Safety Guide （ SSG-3 ）  “Development and Application of Level 1 

Probabilistic Safety Assessment for Nuclear Power Plants”, IAEA, April 2010 

④ 「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（制定：平成 25

年 6 月 19 日） 

⑤ NUREG/CR-2300“PRA PROCEDURES GUIDE”,NRC, January 1983 

⑥ 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」

（制定：平成 25 年 6 月 19 日） 

⑦  ASME/ANS RA-Sa-2009 "Addenda to ASME/ANS RA-S-2008 Standard for Level 1/Large 

Early Release Frequency Probabilistic Risk Assessment for Nuclear Power Plant 

Applications" 

⑧ B.5.b Phase2&3 Submittal Guideline （NEI-06-12 December 2006） -2011.5 NRC 公表 

⑨「外部ハザードに対するリスク評価方法の選定に関する実施基準：2014」一般社団法人 日

本原子力学会 
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6 条（外事）-5 

第 1.1－2 表 考慮する外部ハザードの抽出（想定される外部人為事象） 

丸数字は，外部ハザードを抽出した文献を示す。 

No 外部ハザード 
外部ハザードを抽出した文献等 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

2-1 衛星の落下 ○  ○    ○  ○

2-2 

パイプライン事故（ガスなど），パ

イプライン事故によるサイト内爆

発等 

○  ○  ○  ○

2-3 交通事故（化学物質流出含む） ○  ○ ○ ○  ○  ○

2-4 有毒ガス ○   ○ ○ ○ ○

2-5 タービンミサイル ○   ○ ○ ○ ○

2-6 飛来物（航空機落下等） ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2-7 工業施設又は軍事施設事故 ○    ○  ○  ○

2-8 船舶の衝突（船舶事故） ○  ○ ○  ○   ○

2-9 自動車又は船舶の爆発 ○  ○      ○

2-10 船舶から放出される固体液体不純物   ○      ○

2-11 水中の化学物質   ○

2-12 プラント外での爆発   ○ ○  ○   ○

2-13 プラント外での化学物質の流出   ○      ○

2-14 サイト貯蔵の化学物質の流出 ○  ○  ○  ○

2-15 軍事施設からのミサイル   ○

2-16 掘削工事  ○ ○

2-17 他のユニットからの火災   ○

2-18 他のユニットからのミサイル   ○

2-19 他のユニットからの内部溢水   ○

2-20 電磁的障害   ○ ○  ○   ○

2-21 ダムの崩壊   ○ ○  ○   ○

2-22 内部溢水    ○ ○ ○ ○

2-23 火災（近隣工場等の火災）   ○ ○ ○ ○   ○

①DIVERSE AND FLEXIBLE COPING STRATEGIES （FLEX） IMPLEMENTATION GUIDE （NEI-12-06 

August 2012） 

②「日本の自然災害」国会資料編纂会 1998 年 

③ Specific Safety Guide （ SSG-3 ）  “Development and Application of Level 1 

Probabilistic Safety Assessment for Nuclear Power Plants”, IAEA, April 2010 

④ 「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（制定：平成 25

年 6 月 19 日） 

⑤ NUREG/CR-2300“PRA PROCEDURES GUIDE”,NRC, January 1983 

⑥ 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」

（制定：平成 25 年 6 月 19 日） 

⑦ ASME/ANS RA-Sa-2009 "Addenda to ASME/ANS RA-S-2008 Standard for Level 1/Large 

Early Release Frequency Probabilistic Risk Assessment for Nuclear Power Plant 

Applications" 

⑧ B.5.b Phase2&3 Submittal Guideline （NEI-06-12 December 2006） -2011.5 NRC 公表 

⑨「外部ハザードに対するリスク評価方法の選定に関する実施基準：2014」一般社団法人 日

本原子力学会 
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6 条（外事）-6 

1.2 外部事象の選定 

1.2.1 除外基準 

1.1 で網羅的に抽出した事象について，発電所において設計上考慮すべき

事象を選定するため，海外での評価手法※を参考とした第 1.2－1 表の除外

基準のいずれかに該当するものは除外して事象の選定を行った。 

第 1.2－1 表 考慮すべき事象の除外基準（参考 1 参照） 

基準Ａ 
プラントに影響を与えるほど接近した場所に発生しない。（例：

No.1-5 砂嵐） 

基準Ｂ 
ハザード進展・襲来が遅く，事前にそのリスクを予知・検知する

ことでハザードを排除できる。（例：No.1-16 海岸浸食） 

基準Ｃ 

プラント設計上，考慮された事象と比較して設備等への影響度が

同等若しくはそれ以下又はプラントの安全性が損なわれることが

ない（例：No.1-21 濃霧） 

基準Ｄ 影響が他の事象に包絡される。（例：No.1-27 満潮） 

基準Ｅ 発生頻度が他の事象と比較して非常に低い。（例：No.1-2 隕石）

基準Ｆ 

外部からの衝撃による損傷の防止とは別の条項で評価している又

は故意の外部人為事象等外部からの衝撃による損傷の防止の対象

外の事項。（例：No.2-5 タービンミサイル） 

※  ASME/ANS RA-Sa-2009 "Addenda to ASME/ANS RA-S-2008 Standard for 

Level 1/Large Early Release FrequencyProbabilistic Risk Assessment 

for Nuclear Power Plant Applications" 
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6 条（外事）-7 

1.2.2 選定結果 

1.2.1 で検討した除外基準に基づき，発電所において設計上考慮すべき

事象を選定した結果を第 1.2－2 表及び第 1.2－3 表に示す。 

第六条に該当する「想定される自然現象」として，以下の 11 事象を選定

した。 

・洪水 

・風（台風） 

・竜巻 

・凍結 

・降水 

・積雪 

・落雷 

・火山の影響 

・生物学的事象 

・森林火災 

・高潮 

また，「想定される外部人為事象」として，以下の 7 事象を選定した。 

・飛来物（航空機落下） 

・ダムの崩壊 

・爆発 

・火災 

・有毒ガス 

・船舶の衝突 

・電磁的障害  
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6 条（外事）-8 

第 1.2－2 表 設計基準において想定される自然現象の選定結果 

No. 外部ハザード 
選定 

基準 
選定 備  考 

1-1 極低温（凍結） － ○ 
「凍結」としてプラントへの影響評価を

実施する。 

1-2 隕石 E※ × 
安全施設の機能に影響を及ぼす規模の隕石

が衝突する可能性は極めて低い。 

1-3 
降水 

（豪雨（降雨）） 
－ ○ 

「降水」としてプラントへの影響評価を

実施する。 

1-4 河川の迂回 B × 

発電所周辺の河川（久慈川）までは距離が

あり（約2km），また，迂回事象は進展が遅

く，進展防止対策が可能であるため，安全

性の影響はないことから除外する。 

1-5 砂嵐 A,D × 

発電所及びその周辺には砂漠砂丘は存在せ

ず，安全施設の機能に影響はないことから

除外する。 

大陸からの黄砂の影響については，「火山

（火山活動・降灰）」に包絡される。 

1-6 静振 D × 

静振は，津波や波浪といった事象に誘因さ

れるものであり，それ単体での影響はな

く，「津波」に包絡される。 

1-7 地震活動 F × 
「第 4 条 地震による損傷の防止」にて評

価される。 

1-8 積雪（暴風雪） － ○ 
「積雪」としてプラントへの影響評価を

実施する。 

1-9 
土壌の収縮又は 

膨張 
A,C × 

地盤の収縮又は膨張が発生したとしても，

施設荷重によって有意な圧密沈下・クリー

プ沈下は生じず，また膨潤性の地質でもな

い。なお，安全上重要な施設は岩着や杭基

礎であり，影響はないことから除外する。

1-10 高潮 － ○ 
「高潮」としてプラントへの影響評価を

実施する。 

1-11 津波 F × 
「第 5 条 津波による損傷の防止」にて評

価される。 

1-12 
火山 

（火山活動・降灰） 
－ ○ 

「火山の影響」としてプラントへの影響

評価を実施する。 

1-13 波浪・高波 D × 

波浪は，風浪（風によってその場所に発

生する波）とうねり（他の場所で発生し

た風浪の伝わり，風が静まった後に残さ

れる波）の混在した現象であり，高波は

波浪の波高が高いものを指すが，設計基

準津波による影響の方が大きく，「津波」

に包絡される。 

1-14 雪崩 A × 

安全上重要な施設は周辺斜面と十分な離

隔距離があること，発電所敷地内及び敷

地周辺の地形に急傾斜はなく，雪崩が起

きる可能性はないことから除外する。 

1-15 生物学的事象 － ○ 
「生物学的事象」としてプラントへの影

響評価を実施する。 
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6 条（外事）-9 

No. 外部ハザード 
選定 

基準 
選定 備  考 

1-16 海岸浸食 B × 

基本的に取水に係る土木構築物はコンクリ

ート製であり浸食はほとんどなく，仮に海

底砂の流出等による海底勾配の変化が生じ

るような場合でも，非常に緩やかに進行す

るものと考えられ，保守管理による不具合

防止が可能であるため，安全施設の機能の

影響はないことから除外する。 

1-17 干ばつ C × 

発電所は海水を冷却源としていることか

ら，安全施設の機能に影響を及ぼすことは

ない。また，淡水は復水貯蔵タンク等によ

り保管していることから，干ばつが発生し

たとしても安全施設の機能に影響を及ぼす

ことはないことから除外する。 

1-18 洪水（外部洪水） － ○ 
「洪水」としてプラントへの影響評価を

実施する。 

1-19 風（台風） － ○ 
「風（台風）」としてプラントへの影響評

価を実施する。 

1-20 竜巻 － ○ 
「竜巻」としてプラントへの影響評価を

実施する。 

1-21 濃霧 C × 
設備に損傷を与えることはなく，安全施設

の機能に影響はないことから除外する。 

1-22 森林火災 － ○ 
「森林火災」としてプラントへの影響評

価を実施する。 

1-23 霜・白霜 C × 
設備に損傷を与えることはなく，安全施設

の機能に影響はないことから除外する。 

1-24 草原火災 A × 
発電所及びその周辺には草原は存在しな

いことから除外する。 

1-25 ひょう・あられ D × 

ひょう（直径5mm以上），あられ（直径5mm

未満）は氷の粒であり，仮に直径10cm程度

のひょうを想定した場合でも，竜巻の設計

飛来物（鋼製材：長さ4.2m，幅0.3m，奥行

0.2m）の衝突荷重に比べ十分小さいことか

ら，ひょう，あられにより安全施設の機能

が損なわれるおそれはなく，「竜巻」に包

絡される。 

1-26 極高温 C × 

気温は１日の中で高低差があるため高温期

間は一時的であること，仮に水戸の過去最

高気温（38.4℃）が継続したとしても，建

屋内空調は海水にて冷却していることから

室内の気温上昇の影響は著しくなく，安全

機能に影響はないことから除外する。 

1-27 満潮 D × 

発電所周辺の既往最高潮位が T.P.+1.46m

であり，設計津波による影響の方が大き

いことから，「津波」に包絡される。 

1-28 ハリケーン A × 
日本がハリケーンの影響を受けることは

ないことから除外する。 

1-29 氷結 D × 

氷結とは水の凝固であり，影響は凍結と

同等と考えられることから，「極低温（凍

結）」に包絡される。 
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6 条（外事）-10 

No. 外部ハザード 
選定 

基準 
選定 備  考 

1-30 氷晶 D × 

氷晶とは氷の結晶であり，仮に堆積して

も影響は凍結と同等と考えられることか

ら，「極低温（凍結）」に包絡される。 

1-31 氷壁 A × 

氷壁とは氷河の末端や氷山等の絶壁を指

すが，発電所周辺で氷壁を含む海氷の発

生，流氷の到達事例はないことから除外

する。 

1-32 
土砂崩れ 

（山崩れ，がけ崩れ） 
A × 

発電所敷地内及び敷地周辺に土砂崩れを発

生させるような急傾斜地形，山，がけはな

いことから除外する。 

1-33 落雷 － ○ 
「落雷」としてプラントへの影響評価を

実施する。 

1-34 
湖又は河川の 

水位低下 
C × 

発電所は海水を冷却源としていることか

ら，湖又は河川の水位低下による安全施設

の機能に影響を及ぼすことはない。また，

淡水は復水貯蔵タンク等により保管してい

ることから，湖又は河川の水位低下が発生

したとしても安全施設の機能に影響を及ぼ

すことはないことから除外する。 

1-35 
湖又は河川の 

水位上昇 
D × 

河川等の水位上昇により氾濫が発生したと

しても，影響は外部からの洪水と同等を考

えられるため，「洪水（外部洪水）」に包絡

される。 

1-36 
陥没・地盤沈下・地割

れ 
F × 

陥没・地盤沈下・地割れ等地盤の変状を伴

う変形は地盤の脆弱性に係る事象であり，

「地震活動」による影響評価（地盤）にて

評価する。 

1-37 
極限的な圧力 

（気圧高低） 
D × 

低気圧，高気圧による気圧の変化につい

ては予測可能であり，必要に応じて事前

の備えが可能である。一方，同様の影響

がある竜巻については，検知から対応ま

での時間的余裕が少ないことに加え，風

荷重や飛来物衝突といったその他の影響

も同時に考慮する必要があることから，

竜巻の方がプラントへ及ぼす影響が大き

いため，「竜巻」に包絡される。 

1-38 もや C × 
設備に損傷を与えることはなく，安全施設

の機能に影響はないことから除外する。 

1-39 塩害，塩雲 B × 

塩害による腐食の影響については，事象

進展が遅く保守管理による不具合防止が

十分可能であることから除外する。 

1-40 地面の隆起 F × 

地面の隆起は地震による地盤の変状を伴う

変形であり，「地震活動」による影響評価

（地盤）にて評価する。 

1-41 動物 D × 
動物を生物学的事象として考慮するため，

「生物学的事象」に包絡される。 

1-42 地滑り A × 

発電所敷地内及び敷地周辺に地滑りを起

こすような地形は存在しないため除外す

る。 
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6 条（外事）-11 

No. 外部ハザード 
選定 

基準 
選定 備  考 

1-43 カルスト A × 

カルストとは石灰岩地域で雨水・地下水の

溶食によって生じた地形であるが，発電所

敷地内及び敷地周辺に石灰岩地形は認めら

れないことから除外する。 

1-44 地下水による浸食 A × 

敷地には地盤を浸食する地下水脈は認めら

れず，また，敷地内の地下水位分布は海に

向かって勾配を示しており，浸食をもたら

す流れは発生しないことから除外する。 

1-45 海水面低 D × 

海水面低は，津波，干潮により発生する

事象であるが，津波によるものの規模が

大きく，「津波」に包絡される。 

1-46 海水面高 D × 

海水面高は，津波，満潮，高潮により発

生する事象であるが，津波によるものの

規模が大きく，「津波」に包絡される。 

1-47 地下水による地滑り D × 
影響は地滑り事象と同様であると考えられ

ることから，「地滑り」に包絡される。 

1-48 水中の有機物 D × 

プランクトン等の海生生物を生物学的事象

として考慮するため，「生物学的事象」に

包絡される。 

1-49 太陽フレア，磁気嵐 C × 

太陽フレア，磁気嵐により誘導電流が発生

する可能性があるが，影響が及んだとして

も変圧器等の一部に限られること，仮に発

電所外を含めた送変電設備に影響が及ぶよ

うな場合においても，プラント停止等適切

な措置を講じることとしているため，安全

施設の機能が損なわれることはないと考え

られるため除外する。 

1-50 高温水（海水温高） B × 

設計条件を上回る海水温度高に対し定格

出力維持が困難な場合も想定されるが，

温度を監視しており，出力低下やプラン

ト停止措置にて十分対応可能であること

から，安全施設の機能が損なわれること

はないため除外する。 

1-51 低温水（海水温低） C × 

取水温度の低下は冷却性能の低下につな

がるものではなく，安全施設の機能に影

響はないため除外する。 

1-52 泥湧出（液状化） F × 

地盤の脆弱性に係る影響であり，「地震活

動」による影響評価（地盤）にて評価す

る。 

1-53 土石流 A × 

発電所敷地内及び敷地周辺には土石流を発

生させるような地形，地質は認められない

ことから除外する。 

1-54 水蒸気 A × 
火山事象により発生する事象であるが，

周辺に火山がないことから除外する。 

1-55 毒性ガス D × 

火山事象，外部火災事象により発生する

事象であるが，周辺に火山はなく，ま

た，外部火災事象にて有毒ガスの評価を

行うことから，「森林火災」に包絡され

る。 
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6 条（外事）-12 

※  NUREG-1407 “Procedure and Submittal Guidance for the Individual Plant 

Examination of External Events （IPEEE） for Severe Accident Vulnerabilities”

によると，隕石や人工衛星にについては，衝突の確率が 10－９と非常に小さいため，起因

事象頻度は低く IPEEE の評価対象から除外する旨が記載されている。 

   なお，本記載の基となった NUREG/CR-5042,Supplement2 によると，1 ポンド以上の隕

石の年間落下件数と地表の一定面積に落下する確率を面積比で概算した結果，100 ポン

ド以上の隕石が 10,000 平方フィートに落下する確率は 7×10－１０/炉年，100,000 平方フ

ィートに落下する確率は 6×10－８/炉年，隕石落下による津波の確率は 9×10－１０/炉年と

評価されている。 

   地球近傍の天体が，地球に衝突する確率及び衝突した際の被害状況を表す尺度として，

トリノスケールがあるが，NASA によると 2017 年において，今後 100 年間に衝突する可

能性がある全ての天体について，レベル 0 とされている。レベル 0 とは，衝突確率が 0

か可能な限り 0 に近い又は衝突したとしても大気中で燃え尽き被害がほとんど発生しな

いことを示す。NASA のリストにおいて，2017 年現在最も衝突確率の高い 2010RF12が，今

後 100 年間に発電所へ落下する確率を計算する。 

地球の表面積：510,066,000km２

   発電所を含む敷地面積：0.75km２

   2012RF12の衝突確率（2017 年現在）：5.0×10－２

発電所敷地内に衝突する確率は概算で以下のとおりであり，極頻度である。 

    5.0×10－２×（0.75÷510,066,000）＝7.4×10－１１ 

その他，ＩＡＥＡの SAFETY STANDARDS SERIES No.NS-R-1,“SAFETY OF NUCLEAR POWER 

PLANTS:DESIGN”では，想定起因事象で考慮しないものとして，自然又は人間に起因する

外部事象であって，極めて起こりにくいもののたとえとして隕石や人工衛星の落下を挙げ

ている。 
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6 条（外事）-13 

第 1.2－3 表 設計基準において想定される外部人為事象の選定結果 

No. 外部ハザード 
選定 

基準 
選定 備  考 

2-1 衛星の落下 E※ × 

安全施設の機能に影響を及ぼす人工衛星が

落下する可能性は非常に低いと考えられる

ことから除外する。 

2-2 

パイプライン事故（ガ

スなど），パイプライン

事故によるサイト内爆

発等 

A,D × 

発電所周辺のＬＮＧ基地内のパイプライン

（約1.5km）は，十分な離隔距離が確保さ

れていることから，影響は「爆発（プラン

ト外での爆発）」，「火災（近隣工場等の火

災）」及び「有毒ガス」に包絡される。 

2-3 
交通事故 

（化学物質流出含む） 
D × 

敷地外において，タンクローリ等の可動施

設の輸送事故（流出含む）影響について

は，「火災（近隣工場等の火災）」及び「有

毒ガス」に包絡される。 

敷地内の交通事故は，車両の制限速度の設

定等により管理されることから，安全機器

へ損傷を与えるほどの衝突は発生しない。

2-4 有毒ガス － ○ 
「有毒ガス」としてプラントへの影響評価

を実施する。 

2-5 タービンミサイル E,F × 
「第18条 蒸気タービン」にて評価され

る。 

2-6 
飛来物（航空機落下

等） 
－ ○ 

「飛来物（航空機落下）」として，プラン

トへの影響評価を実施する。 

2-7 
工業施設又は 

軍事施設事故 
A,D × 

発電所周辺の大規模な工業施設は，十分な

離隔距離が確保されていることから，「爆

発（プラント外での爆発）」，「火災（近隣

工場等の火災）」及び「有毒ガス」に包絡

される。 

また，発電所近傍に安全施設に影響を及ぼ

すような軍事施設はない。 

2-8 
船舶の衝突 

（船舶事故） 
－ ○ 

「船舶の衝突」としてプラントへの影響

評価を実施する。 

2-9 自動車又は船舶の爆発 A,D × 

発電所周辺の幹線道路及び定期航路は，十

分な離隔距離が確保されていることから，

「爆発（プラント外での爆発）」，「火災

（近隣工場等の火災）」及び「有毒ガス」

に包絡される。 

2-10 
船舶から放出される固

体液体不純物 
D × 

流出物の影響は船舶事故発生時と同等と考

えられ，「船舶の衝突（船舶事故）」に包絡

される。 

2-11 水中の化学物質 D × 

水中の化学物質の影響は船舶事故発生時と

同等と考えられ，「船舶の衝突（船舶事

故）」に包絡される。 

2-12 プラント外での爆発 － ○ 
「爆発」としてプラントへの影響評価を

実施する。 

2-13 
プラント外での化学物

質流出 
D × 

発電所周辺の航路は，十分な離隔距離が確

保されていることから，「船舶の衝突（船

舶事故）」及び「有毒ガス」に包絡され

る。 
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No. 外部ハザード 
選定 

基準 
選定 備  考 

2-14 
サイト貯蔵の化学物質

の流出 
D × 

屋内は空調管理，排水管理されていること

から影響はないが，屋外貯蔵の化学物質流

出の影響は「有毒ガス」に包絡される。 

2-15 
軍事施設からのミサイ

ル 
A × 

偶発的なミサイル到達は考え難いことか

ら除外する。 

2-16 掘削工事 A × 

敷地内の工事は管理されており，事前調査

で埋設ケーブル・配管位置の確認を行うた

め，損傷は回避できることから除外する。

敷地外の工事はプラントに影響を与えない

ことから除外する。 

2-17 
他のユニットからの火

災 
D × 

近隣工場等の火災と影響は同様と考えられ

ることから，「火災（近隣工場等の火災）」

及び「有毒ガス」に包絡される。 

2-18 
他のユニットからのミ

サイル 
A × 

安全施設に影響を及ぼすようなミサイル

源はないため除外する。 

2-19
他のユニットからの内

部溢水 
F × 

「第 9 条 溢水による損傷の防止等」にて

評価される。 

2-20 電磁的障害 － ○ 
「電磁的障害」としてプラントへの影響

評価を実施する。 

2-21 ダムの崩壊 － ○ 
「ダムの崩壊」としてプラントへの影響評

価を実施する。 

2-22 内部溢水 F × 
「第 9 条 溢水による損傷の防止等」にて

評価される。 

2-23 
火災 

（近隣工場等の火災） 
－ ○ 

「近隣工場等の火災」としてプラントへの

影響評価を実施する。 

※ 人口衛星が落下した場合については，衛星の大部分が大気圏で燃え尽き，一部破片が落

下する可能性があるものの発電用原子炉施設に影響を及ぼすことはないものと考えられ

る。 
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＜参考１＞ 

基準Ａ：プラントに影響を与えるほど接近した場所に発生しない。 

発電所の立地点の自然環境は一様ではなく，発生する自然事象は地域性が

あるため，発電所立地点において明らかに起こり得ない事象は対象外とする。 

基準Ｂ：ハザード進展・襲来が遅く，事前にそのリスクを予知・検知するこ

とでハザードを排除できる。 

事象発生時の発電所への影響の進展が緩慢であって，影響の緩和又は排除

の対策が容易に講じることが出来る事象は対象外とする。例えば，発電所の

海岸の浸食の事象が発生しても，進展が遅いため補強工事等により浸食を食

い止めることができる。 

基準Ｃ：プラント設計上，考慮された事象と比較して設備等への影響度が同

等若しくはそれ以下又はプラントの安全性が損なわれることがない。 

事象が発生しても，プラントへの影響が極めて限定的で炉心損傷事故のよ

うな重大な事故にはつながらない事象は対象外とする。例えば，外気温が上

昇しても，屋外設備でも故障に至る可能性は小さく，また，冷却海水の温度

が直ちに上昇しないことから冷却は維持できるので，影響は限定的である。 

基準Ｄ：影響が他の事象に包絡される。 

プラントに対する影響が同様とみなせる事象については，相対的に影響が

大きいと判断される事象に包絡して合理的に検討する。 

基準Ｅ：発生頻度が他の事象と比較して非常に低い。 

航空機落下の評価では発生頻度が低い事象（10－７／年以下）は考慮すべき

事象からは対象外としており，同様に発生頻度がごく稀な事象は対象外とす

る。 

基準Ｆ：外部からの衝撃による損傷の防止とは別の条項により評価を実施し

ている又は故意の外部人為事象等外部からの衝撃による損傷の防止

の対象外の事項。 

第四条 地震による損傷の防止，第五条 津波による損傷の防止，第九条 溢

水による損傷の防止等，第十八条 蒸気タービンにより評価を実施するもの又

は故意の外部人為事象等外部からの衝撃による損傷の防止に該当しないもの

については，対象外とする。 
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6 条（外事）-16 

＜参考２＞ 

設計基準において想定される自然現象の抽出フロー 

・洪水 

・風（台風） 

・竜巻 

・凍結 

・降水 

・積雪 

・落雷 

・火山の影響 

・生物学的事象 

・森林火災 

・高潮 

敷地の自然環境を考慮し，海外で

の評価手法※を参考とした除外基準

に該当するものを除外 

国内外の基準等に基づき，考えら

れる自然現象を網羅的に抽出 

選定の結果，設計基準において想

定される自然現象として 11 事象を

選定 
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6 条（外事）-17 

設計基準において想定される外部人為事象の抽出フロー 

・飛来物（航空機落下）

・ダムの崩壊 

・爆発 

・近隣工場等の火災 

・有毒ガス 

・船舶の衝突 

・電磁的障害 

敷地及び敷地周辺の状況を考慮

し，海外での評価手法※を参考とし

た除外基準に該当するものを除外 

国内外の基準等に基づき，考えら

れる外部人為事象を網羅的に抽出 

選定の結果，設計基準において想

定される外部人為事象として 7 事

象を選定 
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6 条（外事）-18 

2. 基本方針 

安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。）及び想定され

る外部人為事象に対して，安全機能を損なわない設計とする。安全機能が損

なわれないことを確認する必要がある施設を，「発電用軽水型原子炉施設の

安全機能の重要度分類に関する審査指針」で規定されている重要度分類（以

下「安全重要度分類」という。）のクラス１，クラス２及びクラス３に属す

る構築物，系統及び機器とする。 

上記構築物，系統及び機器の中から，発電用原子炉を停止するため，また，

停止状態にある場合は引き続きその状態を維持するために必要な異常の発生

防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系統及び機器並びに

使用済燃料プールの冷却機能及び給水機能を維持するために必要な異常の発

生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系統及び機器とし

て安全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全評価上その機能に期待する

安全重要度分類のクラス３に属する構築物，系統及び機器（以下「外部事象

防護対象施設」という。）に加え，それらを内包する建屋を外部事象から防

護する対象（以下「外部事象防護対象施設等」という。）とし，機械的強度

を有すること等により安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，機能を維持すること若

しくは損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支

障のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせる

ことにより，その安全機能を損なわない設計とする。 

外部事象による外部事象防護対象施設の評価フローは第 2－1 図のとおり。 

自然現象の重畳については，網羅的に組み合わせて評価する。 

なお，安全施設への考慮における，根拠となる条文等については，「添付

資料１．防護すべき安全施設及び重大事故等対処設備への考慮」のとおり。
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6 条（外事）-19 

第 2－1 図 外部事象防護対象施設の抽出フロー

①クラス１，クラス

２に属する構築物等

YES

NO

・安全重要度分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器 

・安全機能を有しない構築物，系統及び機器 

外部事象防護対象施設 

※ 損傷を考慮して代替等で

安全機能を確保 

外部事象防護対象施設を内包

する建屋 

（外部事象防護対象施設であ

る建屋を除く。） 

②安全評価上 

期待するクラス３に

属する構築物等 

①及び②を内包する

建屋 

その他の施設※

外部事象防護対象施設等 

YES

NO

NO

YES
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6 条（外事）-20 

3. 地震，津波以外の自然現象 

発電所の自然環境を基に，想定される自然現象については，「1.設計上考

慮する外部事象の抽出」により選定しており，選定した事象に対する設計方

針及び評価を以下に記載する。

なお，上記の想定される自然現象の設計方針に対しては，安全施設が安全

機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備への措置を含め

ることとし，措置が必要な場合は各事象において整理する。 

3.1 設計基準の設定 

設計基準を設定するに当たっては，発電所の立地地域である東海村に対す

る設定値が定められている規格・基準類による設定値及び東海村で観測され

た過去の記録をもとに設定する。 

なお，東海村の最寄りの気象官署である水戸地方気象台で観測された過去

の記録について設計への影響を確認する。 

ただし，上記にて設計が行えないものについては，当該事象が発生した場

合の安全施設への影響シナリオを検討の上，個別に設計基準の設定を行う。

（例：火山の影響については，上記による設計は困難なため，個別に考慮す

べき事象の特定を実施し設計する。） 
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3.2 個別評価 

 (1) 洪 水 

平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 

発電所敷地の北側に久慈川が位置している。発電所敷地の東側は太平洋

に面している。発電所敷地の西側は北から南にかけて EL.3m～EL.21m の平

野となっている。発電所敷地の南側は丘陵地を挟んだ反対側に新川が位置

している。久慈川水系がおおむね 100 年に 1 回程度起こる大雨※１により

氾濫するとしても，洪水ハザードマップ※２及び浸水想定区域図※３による

と，最大で約 EL.7m に達するが．発電所敷地内に浸入するルートとして考

えられる国道２４５号線から発電所構内進入道路への入口は EL.15m に位

置しており，発電所に影響が及ばないこと及び新川の浸水は丘陵地を遡上

しないことから，洪水による影響はないことを確認した。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料２．洪水影響評価について」のとお

り。 

※１ 久慈川水系の洪水防御に関する計画の基本となる降雨量 

    久慈川流域の上流 2 日間の総雨量 235mm 

    里川流域の 2 日間の総雨量 302mm 

    山田川流域の上流 2 日間の総雨量 315mm 

※２ 東海村発行 

※３ 国土交通省関東地方整備局発行 

 (2) 風（台風） 

平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 
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建築基準法及び同施行令第 87 条第 2 項及び第 4 項に基づく建設省告示

第 1454 号によると，東海村において建築物を設計する際に要求される基

準風速は 30m／s（地上高 10m，10 分間平均）である。 

東海村については，気象庁の地域気象観測システム（アメダス）が設置

されていないため，気象庁の気象統計情報に観測記録はない。 

設計基準風速は，建築基準法施行令にて定められた東海村の基準風速で

ある 30m／s（地上高 10m，10 分間平均）とする。 

なお，最大瞬間風速等の風速変動といった局所的かつ一時的な影響であ

れば，竜巻の最大瞬間風速の影響に包絡されるが，本号では風（台風）の

影響範囲，継続性を鑑み，風（台風）に対して設計基準風速を設定する。 

設計基準風速の設定に当たっては，最大風速を採用することにより，そ

の風速の 1.5 倍～2 倍程度の最大瞬間風速※を考慮することになること，

現行の建築基準法では最大瞬間風速等の風速変動による影響を考慮した係

数を最大風速に乗じ風荷重を算出することが定められていることから，設

計基準風速としては最大風速を設定する。 

安全施設は，設計基準風速（30m／s 地上高 10m，10 分間平均）の風

（台風）が発生した場合においても，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は設計基準風速（30m／s，地上高 10m，

10 分間平均）の風荷重に対し機械的強度を有することにより安全機能を

損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，風（台風）に対して機能を維持

すること若しくは風（台風）による損傷を考慮して代替設備により必要な

機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと

又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全機能を損なわない

設計とする。 
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なお，最寄りの気象官署である水戸地方気象台の観測記録（気象庁の気

象統計情報における観測記録。以下，本資料で同じ。）によると，水戸市

の風速の観測記録史上１位の最大風速は 28.3m／s であり，設計基準風速

に包絡される。また，最大瞬間風速は 44.2m／s である。 

ここで，風（台風）に関連して発生する可能性がある自然現象としては，

落雷及び高潮が考えられる。落雷については，同時に発生するとしても，

「(7)落雷」に述べる個々の事象として考えられる影響と変わらない。高

潮については，「(11)高潮」に述べるとおり，安全施設は影響を受けるこ

とのない敷地高さに設置し，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，風（台風）に伴い発生する可能性のある飛来物による影響につい

ては，竜巻影響評価において想定している設計飛来物の影響に包絡される。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料３．風（台風）影響評価について」

のとおり。 

※ 気象庁 HP（風の強さと吹き方）：

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/kazehyo.html 

 (3) 竜巻 六条（竜巻）において説明

設置許可基準規則を参照し，新たに設計方針を追加した事象である。 

竜巻に対する規格基準は，国内では策定されていない。 

観測記録によると，竜巻検討地域の最大竜巻規模は F3（風速 70m／s～

92m／s）である。 

観測記録の統計処理による年超過確率によれば，発電所における 10－５

／年値は風速 80m／s である。 

設計竜巻の最大風速は，これらのうち最も保守的な値である F3 の風速

範囲の上限値 92m／s を安全側に切り上げた，最大風速 100m／s とする。 
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竜巻特性値（移動速度，最大接線風速，最大接線風速半径，最大気圧低

下量，最大気圧低下率）については，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイ

ド」に示される方法に基づき，設計竜巻の最大風速 100m／s での竜巻特性

値を適切に設定する。 

安全施設は，設計竜巻の最大風速 100m／s による風圧力による荷重，気

圧差による荷重及び設計飛来物等の衝撃荷重を組み合わせた荷重等に対し

て安全機能を損なわないために，飛来物の発生防止対策及び竜巻防護対策

を行う。 

ａ．飛来物の発生防止対策 

竜巻により東海発電所を含む当社敷地内の資機材等が飛来物となり，

外部事象防護対象施設が安全機能を損なわないために，以下の対策を行

う。 

・外部事象防護対象施設等へ影響を及ぼす資機材及び車両については，

固縛，固定，外部事象防護対象施設等及び竜巻飛来物防護対策設備

からの離隔，頑健な建屋内収納又は撤去する。 

ｂ．竜巻防護対策 

固縛等による飛来物の発生防止対策ができないものが飛来し，外部事

象防護対象施設が安全機能を損なわないように，以下の対策を行う。 

・外部事象防護対象施設を内包する区画及び竜巻飛来物防護対策設備

により，外部事象防護対象施設を防護することにより構造健全性を

維持し，安全機能を損なわない設計とする。 

・外部事象防護対象施設の構造健全性が維持できない場合には，代替

設備の確保，損傷した場合の取替え又は補修が可能な設計とするこ

とにより安全機能を損なわない設計とする。 

なお，詳細評価については，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（平
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成 25 年 6 月 19 日原規技発第 13061911 号 原子力規制委員会決定）」に基

づく審査資料「東海第二発電所 竜巻影響評価について」のとおり。 

 (4) 凍結 

平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 

最寄りの気象官署である水戸地方気象台の観測記録によると，水戸市の

気温の観測記録史上 1 位の最低気温は－12.7℃である。 

東海村については，気象庁の地域気象観測システム（アメダス）が設置

されていないため，気象庁の気象統計情報に観測記録はない。 

設計基準温度は上記観測記録より，－12.7℃とする。 

安全施設は，設計基準温度（－12.7℃）の低温が発生した場合において

も，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，上記観測記録を考慮し，屋内設備

については換気空調設備により環境温度を維持し，屋外設備については保

温等の凍結防止対策を必要に応じて行うことにより，安全機能を損なわな

い設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，低温による凍結に対して機能を

維持すること若しくは低温による凍結を考慮して代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又

はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全機能を損なわない設

計とする。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料４．凍結影響評価について」のとお

り。 
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 (5) 降水 

設置許可基準規則を参照し，想定される自然現象として抽出した事象で

あり，以下の設計方針を定めている。 

降水に対する排水施設の規格・基準として，森林法に基づく林地開発許

可に関する審査基準等を示した「森林法に基づく林地開発許可申請の手び

き」（平成 28 年 4 月茨城県）によると，東海村が適用範囲となる「水戸」

における 10 年確率で想定される雨量強度は 127.5mm／h である。 

東海村については，気象庁の地域気象観測システム（アメダス）が設置

されていないため，気象庁の気象統計情報に観測記録はない。 

設計基準降水量は，東海村が適用範囲である「森林法に基づく林地開発

許可申請の手びき」（平成 28 年 4 月茨城県）による水戸の雨量強度

127.5mm／h とする。 

安全施設は，設計基準降水量（127.5mm／h）を上回る降水が発生した場

合においても，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準降水量（127.5mm／h）を

上回る降水に対し，排水口及び構内排水路による海域への排水，浸水防止

のための建屋止水処置等により，安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，降水に対して機能を維持するこ

と若しくは降水による損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを

適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，最寄りの気象官署である水戸地方気象台の観測記録によると，水

戸市の降水の観測記録史上 1 位の最大 1 時間降水量は 81.7mm／h であり，

設計基準降水量に包絡される。 

ここで，降水に関連して発生する可能性がある自然現象としては，土石
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流，土砂崩れ及び地滑りが考えられるが，敷地には，土石流，土砂崩れ及

び地滑りの素因となるような地形の存在は認められないことから，安全施

設の安全機能を損なうような土石流，土砂崩れ及び地滑りが生じることは

ない。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料５．降水影響評価について」のとお

り。 

 (6) 積雪 

平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 

建築基準法及び同施行令第 86 条第 3 項に基づく茨城県建築基準法等施

行細則によると，建築物を設計する際に要求される基準積雪量は，東海村

においては 30cm である。 

東海村については，気象庁の地域気象観測システム（アメダス）が設置

されていないため，気象庁の気象統計情報に観測記録はない。 

設計基準積雪深は，建築基準法施行令にて定められた東海村の基準積雪

量である 30cm とする。 

安全施設は，設計基準積雪量（30cm）の積雪が発生した場合においても，

安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準積雪量（30cm）の積雪荷

重に対し機械的強度を有することにより安全機能を損なわない設計とする。

また，設計基準積雪量（30cm）に対し給排気口を閉塞させないことにより

安全機能を損なわない設計とする。 

なお，最寄りの気象官署である水戸地方気象台の観測記録によると，水

戸市の積雪の観測記録史上 1 位の月最深積雪は 32cm である。設計基準を
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上回るような積雪事象は，気象予報により事前に予測が可能であり，進展

も緩やかであるため，建屋屋上等の除雪を行うことで積雪荷重の低減及び

給排気口の閉塞防止，構内道路の除雪を行うことでプラント運営に支障を

きたさない措置が可能である。 

また，上記以外の安全施設については，積雪に対して機能を維持するこ

と若しくは積雪による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保

すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれら

を適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料６．積雪影響評価について」のとお

り。 

 (7) 落雷 

平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 

電気技術指針ＪＥＡＧ4608-2007 においては，275kV 発変電所における

送電線並びに電力設備に対して基準電流を 100kA としている。また，日本

工業規格ＪＩＳ A 4201-2003「建築物等の雷保護」，消防庁通知等による

と，原子力発電所の危険物施設に対して基準電流 150kA と規定されている。 

全国雷観測ネットワーク（JLDN）により観測された落雷データによると，

発電所を中心とした標的面積 4km２の範囲の雷撃密度は 4.09 回／年・km２

であり，また，観測記録の統計処理による年超過確率 10-４／年値による

と，雷撃電流値は 400kA である。 

東海第二発電所を中心とした標的面積 4km２の範囲で観測された雷撃電

流の最大値は 131kA である。 

よって，落雷の設計基準電流値は保守的に，観測記録の統計処理による
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400kA とする。 

安全施設は，設計基準電流値（400kA）の落雷が発生した場合において

も，安全機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設の雷害防止対策として，原子炉建屋等

への避雷針の設置，接地網の敷設による接地抵抗の低減等を行うとともに，

安全保護系への雷サージ侵入の抑制を図る回路設計を行うことにより，安

全機能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，落雷に対して機能を維持するこ

と若しくは落雷による損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを

適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料７．落雷影響評価について」のとお

り。 

 (8) 火山の影響 六条（火山）において説明 

設置許可基準規則を参照し，新たに設計方針を追加した事象である。 

発電所に対して考慮すべき火山事象は，敷地の地理的領域に位置する第

四紀火山の活動時期や噴出物の種類と分布，敷地との位置関係から，降下

火砕物（火山灰）以外にない。 

文献調査，地質調査及び降下火砕物シミュレーション解析の結果を踏ま

え，降下火砕物の層厚を 50cm，密度を 1.5g／cm３（湿潤状態），粒径を最

大 8.0mm と評価した。 

荷重については，層厚 50cm の湿潤状態の降下火砕物の荷重と積雪の荷

重及び風荷重を適切に組み合わせる。 

外部事象防護対象施設は，降下火砕物による直接的影響及び間接的影響
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が発生した場合においても，安全機能を損なわないよう以下の設計とする。 

ａ．直接的影響に対する設計 

外部事象防護対象施設は，直接的影響に対して，以下により安全機

能を損なわない設計とする。 

・構造物への静的負荷に対して安全裕度を有する設計とすること 

・水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しない設計とすること 

・換気系，電気系及び計測制御系の機械的影響（閉塞）に対して降

下火砕物が侵入しにくい設計とすること 

・水循環系の内部における摩耗並びに換気系，電気系及び計測制御

系の機械的影響（摩耗）に対して摩耗しにくい設計とすること 

・構造物の化学的影響（腐食），水循環系の化学的影響（腐食）並

びに換気系，電気系及び計測制御系の化学的影響（腐食）に対し

て短期での腐食が発生しない設計とすること 

・発電所周辺の大気汚染に対して中央制御室換気系は降下火砕物が

侵入しにくく，さらに外気を遮断できる設計とすること 

・電気系及び計測制御系の盤の絶縁低下に対して空気を取り込む機

構を有する計測制御設備（安全保護系）の設置場所の換気空調設

備は降下火砕物が侵入しにくい設計とすること 

・降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響に対して降下火砕物の

除去や換気空調設備外気取入口のバグフィルタの取替え若しくは

清掃又は換気空調設備の停止若しくは閉回路循環運転の実施によ

り安全機能を損なわない設計とすること 

また，上記以外の安全施設については，降下火砕物に対して機能を

維持すること若しくは降下火砕物による損傷を考慮して代替設備によ

り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間に降下火砕物の
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除去又は修復等の対応を可能とすることにより，安全機能を損なわな

い設計とする。 

ｂ．間接的影響に対する設計 

降下火砕物による間接的影響として考慮する，広範囲にわたる送電

網の損傷による 7 日間の外部電源喪失及び発電所外での交通の途絶に

よるアクセス制限事象が生じた場合については，降下火砕物に対して

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）の安全機能を維持することで，発電用原子炉の停止及び停止後

の発電用原子炉の冷却並びに使用済燃料プールの冷却に係る機能を担

うために必要となる電源の供給が非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）により継続できる設計とする

ことにより，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，詳細評価については，「原子力発電所の火山影響評価ガイド（平

成 25 年 6 月 19 日原規技発第 13061910 号 原子力規制委員会決定）」に基

づく審査資料「東海第二発電所 火山影響評価について」のとおり。 

(9) 生物学的事象 

設置許可基準規則を参照し，想定される自然現象として抽出した事象で

あり，以下の設計方針を定めている。 

外部事象防護対象施設は，生物学的事象として海生生物であるクラゲ等

の発生及び小動物の侵入が発生した場合においても，安全機能を損なわな

い設計とする。 

その上で，外部事象防護対象施設は，海生生物であるクラゲ等の発生に

対しては，海生生物を含む塵芥による残留熱除去系海水系等への影響を防

止するため，除塵装置及び海水ストレーナを設置し，必要に応じて塵芥を
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除去することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

小動物の侵入に対しては，屋内設備は建屋止水処置により，屋外設備は

端子箱貫通部の閉止処置を行うことにより，安全機能を損なわない設計と

する。 

また，上記以外の安全施設については，生物学的事象に対して機能を維

持すること若しくは生物学的事象による損傷を考慮して代替設備により必

要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行う

こと又はそれらを適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない

設計とする。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料８．生物学的事象に対する考慮につ

いて」のとおり。 

(10) 森林火災 六条（外部火災）において説明 

設置許可基準規則を参照し，新たに設計方針を追加した事象である。 

敷地外の森林から出火し，敷地内の植生へ延焼するおそれがある場合は，

自衛消防隊が出動し，予防散水等の延焼防止措置を行う。また，敷地内の

植生へ延焼した場合であっても，森林火災シミュレーション（ＦＡＲＳＩ

ＴＥ）による影響評価に基づいた防火帯幅を確保すること等により，安全

機能が損なわれることはない。 

また，上記以外の安全施設については，建屋による防護，消火活動，代

替設備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の対応

又はそれらを適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計

とする。 

森林火災に伴うばい煙等発生時の二次的影響に対して，外気を直接設備

内に取り込む機器，外気を取り込む空調系統，屋外設置機器に分類し，影
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響評価を行い，必要な場合は対策を実施することにより，安全機能を損な

わない設計とする。 

なお，詳細評価については，「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド

（平成 25 年 6 月 19 日原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決定）」

に基づく審査資料「東海第二発電所 外部火災影響評価について」のとお

り。 

(11) 高潮 

平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 

発電所周辺海域の潮位については，発電所から北方約 3km 地点に位置す

る茨城港日立港区で観測された潮位を設計潮位とする。本地点の最高潮位

は T.P.（東京湾中等潮位）＋1.46m（1958 年 9 月 27 日），朔望平均満潮

位が T.P.＋0.61m である。 

安全施設は，高潮の影響を受けない敷地高さ（T.P.＋3.3m）以上に設置

することで，安全機能を損なわない設計とする。 
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4. 外部人為事象 

発電所の敷地及び敷地周辺の状況を基に，設計基準において想定される外

部人為事象については，「1. 設計上考慮する外部事象の抽出」により選定し

ており，選定した事象に対する設計方針を以下に記載する。 

4.1 個別評価 

 (1) 飛来物（航空機落下） 

平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 

発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）への航空機の落下

確率は，「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について」

（平成14･7･29 原院第4号（平成14年7月30日 原子力安全・保安院制定））

等に基づき評価した結果，約8.5×10－８回／炉･年であり，防護設計の要

否を判断する基準である10－７回／炉･年を超えないため，飛来物（航空機

落下）による防護について設計上考慮する必要はない。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋は，発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建

屋除く。）と安全機能が独立していること，かつ設置場所は発電用原子炉

施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）と離隔されていることから，個別

に航空機落下確率を評価した結果，約6.1×10－８回／炉･年であり，防護

設計の要否を判断する基準である10－７回／炉･年を超えないため，飛来物

（航空機落下）による防護について設計上考慮する必要はない。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料９．航空機落下確率評価について」

のとおり。 

 (2) ダムの崩壊 
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平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 

発電所周辺には，発電所敷地の北側に久慈川が位置しており，その支川

である山田川の上流約 30km にダムが存在する。 

久慈川は敷地の北方を太平洋に向かい東進していること，発電所敷地の

西側は北から南にかけては EL.3m～EL.21m の上り勾配となっていることか

ら，発電所敷地がダムの崩壊により影響を受けることはなく，ダムの崩壊

を考慮する必要はない。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料 10．ダムの崩壊影響評価について」

のとおり。 

 (3) 爆発 六条（外部火災）において説明 

平成 21 年 11 月 17 日付け平成 20･12･24 原第 3 号をもって設置変更許可

を受けた設計方針に同じ。 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，爆発により安全施設に影響を

及ぼすような石油コンビナート施設はないため，爆発による安全施設への

影響については考慮する必要はない。 

発電所敷地外 10km 以内の危険物貯蔵施設又は発電所敷地周辺道路の燃

料輸送車両から爆発が発生する場合を想定しても，離隔距離の確保により，

安全機能を損なわない設計とする。航行中の船舶が漂流し爆発が発生する

場合を想定しても，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわない設計

とする。 

また，上記以外の安全施設については，離隔距離の確保，代替設備によ

る必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれら

を適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 
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なお，詳細評価については，「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド

（平成 25 年 6 月 19 日原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決定）」

に基づく審査資料「東海第二発電所 外部火災影響評価について」のとお

り。 

 (4) 近隣工場等の火災 六条（外部火災）において説明 

設置許可基準規則を参照し，想定される外部人為事象として新たに抽出

した事象である。 

ａ．石油コンビナート施設等の火災 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，火災により評価対象施設に

影響を及ぼすような石油コンビナート施設はないため，火災による安全

施設への影響については考慮する必要はない。 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，石油コンビナート施設以外

の危険物貯蔵施設又は発電所敷地周辺道路の燃料輸送車両から火災が発

生する場合を想定しても，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわ

ない設計とする。航行中の船舶が漂流し火災が発生する場合を想定して

も，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわない設計とする。 

ｂ．発電所敷地内に存在する危険物貯蔵施設等の火災 

発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の火災発生時の輻射熱によ

る評価対象施設の建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，火災

の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度等を許容温度以下とするこ

とにより，安全機能を損なわない設計とする。 

ｃ．航空機墜落による火災 

原子炉建屋周辺に航空機が墜落し，燃料火災が発生した場合，直ちに

公設消防へ通報するとともに，自衛消防隊が出動し，速やかに初期消火
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活動を行う。 

航空機が外部事象防護対象施設である原子炉建屋等の周辺で落下確率

が 10－７回／炉・年以上になる地点へ墜落することを想定しても，火災

の影響により安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，建屋による防護，消火活動，

代替設備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の

対応又はそれらを適切に組み合わせることにより,安全機能を損なわな

い設計とする。 

ｄ．二次的影響（ばい煙等） 

石油コンビナート施設の火災，発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施

設等の火災及び航空機墜落による火災に伴うばい煙等発生時の二次的影

響に対して，外気を直接設備内に取り込む機器，外気を取り込む空調系

統及び屋外設置機器に分類し，影響評価を行い，必要な場合は対策を実

施することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

 (5) 有毒ガス 

設置許可基準規則を参照し，想定される外部人為事象として新たに抽出

した事象である。 

有毒ガスの漏えいについては固定施設（石油コンビナート施設等）と可

動施設（陸上輸送，海上輸送）からの流出が考えられる。発電所周辺には

周辺監視区域が設定されているため，発電用原子炉施設と近隣の施設や周

辺道路との間には離隔距離が確保されていることから，有毒ガスの漏えい

を想定した場合でも，中央制御室の居住性を損なうことはない。また，敷

地港湾の前面の海域を移動中の可動施設から有毒ガスの漏えいを想定した

場合も同様に，離隔距離が確保されていることから，中央制御室の居住性
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を損なうことはない。 

発電所敷地内に貯蔵している化学物質については，貯蔵施設からの漏え

いを想定した場合でも，中央制御室の居住性を損なうことはない。 

また，中央制御室換気系については，外気取入ダンパを閉止し，閉回路

循環運転を行うことにより中央制御室の居住性を損なうことはない。 

なお，評価結果の詳細については，「添付資料 11．有毒ガス影響評価に

ついて」のとおり。 

 (6) 船舶の衝突 

設置許可基準規則を参照し，想定される外部人為事象として新たに抽出

した事象である。 

航路を通行する船舶の衝突に対し，航路からの離隔距離を確保すること

により，安全施設が安全機能を損なわない設計とする。 

発電所周辺の海上交通としては，発電所の北方約 3km に茨城港日立港区，

南方約 6km に茨城港常陸那珂港区，南方約 18km に茨城港大洗港区があり，

それぞれ日立－釧路間，常陸那珂－苫小牧間，常陸那珂－北九州間，大洗

－苫小牧間等の定期航路がある。最も距離の近い航路でも発電所より約

1.4km の離隔距離があり，航路を通行する船舶が港湾内に侵入する可能性

は低い。 

港湾内に入港する燃料輸送船等（全長約 100m×全幅約 16.5m，満水時の

喫水約 5m）の事故が港湾内で発生した場合でも，取水口前面のカーテン

ウォールにより阻害されること，取水口は呑み口が広い（幅約 40m）ため，

取水性が損なわれることはない。 

小型船舶（漁船等，全長約 20m×全幅約 5m，満水時の喫水約 2m）が発

電所近傍で漂流した場合でも，防波堤等に衝突して止まることから取水性
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を損なうことはない。また，万が一防波堤を通過し，カーテンウォール前

面に小型船舶が到達した場合であっても， み口が広いため，取水性を損

なうことはない。 

船舶の座礁により，重油流出事故が発生した場合は，オイルフェンスを

設置する措置を講じる。 

したがって，船舶の衝突によって取水路が閉塞することはなく，安全施

設が安全機能を損なうことはない。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料 12．船舶の衝突影響評価について」

のとおり。 

 (7) 電磁的障害 

設置許可基準規則を参照し，想定される外部人為事象として新たに抽

出した事象である。 

安全保護系は，電磁的障害による擾乱に対して，計装盤へ入線する電源

受電部へのラインフィルタや絶縁回路の設置，外部からの信号入出力部へ

のラインフィルタや絶縁回路の設置，鋼製筐体や金属シールド付ケーブル

の適用等により，影響を受けない設計としている。 

したがって，電磁的障害により安全施設が安全機能を損なうことはない。 

なお，評価結果の詳細は「添付資料 13．安全保護回路の主なサージ・

ノイズ，電磁波対策について」のとおり。 
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5. 自然現象，外部人為事象に対する安全施設への影響評価 

発電所で考慮する自然現象及び外部人為事象に対して，安全施設への影響

評価を第 5-1 表に示す。 

なお，洪水及び高潮の自然現象並びに飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，

有毒ガス及び船舶の衝突の外部人為事象に関しては，発電所の施設への影響

がないことから，第 5-1 表から除外している。 
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第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（１／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 

PS-1 原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリ機能 

原子炉冷却材圧力バウン

ダリを構成する機器・配

管系（計装等の小口径配

管・機器は除く。） 

原子炉圧力容器 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉再循環系ポンプ C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

配管，弁 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

隔離弁 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

制御棒駆動機構ハウジ

ング 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

中性子束計装管ハウジ

ング 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

過剰反応度

の印加防止

機能 

制御棒カップリング 制御棒カップリング C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

制御棒駆動機構カップ

リング 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

炉心形状の

維持機能 

炉心支持構造物（炉心シ

ュラウド，シュラウドサ

ポート，上部格子板，炉

心支持板，制御棒案内

管），燃料集合体（ただ

し，燃料を除く。） 

炉心シュラウド C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

シュラウドサポート C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

上部格子板 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

炉心支持板 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

燃料支持金具 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

制御棒案内管 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

制御棒駆動機構ハウジ

ング 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

燃料集合体（上部タイプ

レート） 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

燃料集合体（下部タイプ

レート） 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

燃料集合体（スペーサ） C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

MS-1 原子炉の緊

急停止機能 

原子炉停止系の制御棒に

よる系（制御棒及び制御

棒駆動系（スクラム機

能）） 

制御棒 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

制御棒案内管 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

制御棒駆動機構 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

未臨界維持

機能 

原子炉停止系（制御棒に

よる系，ほう酸水注入

系） 

制御棒 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

制御棒カップリング C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

制御棒駆動機構カップ

リング 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

ほう酸水注入系（ほう酸

水注入ポンプ，注入弁，

タンク出口弁，ほう酸水

貯蔵タンク，ポンプ吸込

配管及び弁，注入配管及

び弁） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリの過

圧防止機能 

逃がし安全弁（安全弁と

しての開機能） 

逃がし安全弁（安全弁

開機能） 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 

飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 
爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による必
要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損なわな

い 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 

NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 

D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 
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６条（外事）-42 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（２／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 

MS-1 原子炉停止

後の除熱機

能 

残留熱を除去する系統

（残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード），原

子炉隔離時冷却系，高圧

炉心スプレイ系，逃がし

安全弁（手動逃がし機

能），自動減圧系（手動

逃がし機能）） 

残留熱除去系（ポン

プ，熱交換器，原子炉

停止時冷却モードのル

ートとなる配管，弁）

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉隔離時冷却系

（ポンプ，サプレッシ

ョン・プール，タービ

ン，サプレッション・

プールから注水先まで

の配管，弁） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

高圧炉心スプレイ系

（ポンプ，サプレッシ

ョン・プール，サプレ

ッション・プールから

スプレイ先までの配

管，弁，スプレイヘッ

ダ） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

逃がし安全弁（手動逃

がし機能） 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

自動減圧系（手動逃が

し機能） 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

炉 心 冷 却

機能 

非常用炉心冷却系

（低圧炉心スプレイ

系，低圧注水系，高

圧炉心スプレイ系，

自動減圧系） 

低圧炉心スプレイ系

（ポンプ，サプレッシ

ョン・プール，サプレ

ッション・プールから

スプレイ先までの配

管，弁，スプレイヘッ

ダ） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

残留熱除去系（低圧注

水モード）（ポンプ，

サプレッション・プー

ル，サプレッション・

プールから注水先まで

の配管，弁（熱交換器

バ イ パ ス ラ イ ン 含

む），注水ヘッダ） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

高圧炉心スプレイ系

（ポンプ，サプレッシ

ョン・プール，サプレ

ッション・プールから

スプレイ先までの配

管，弁，スプレイヘッ

ダ） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

自動減圧系（逃がし安

全弁） 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 
飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 

爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 
NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 

D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 

※ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による必

要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損なわな

い 
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６条（外事）-43 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（３／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 

MS-1 放 射 性 物

質 の 閉 じ

込 め 機

能 ， 放 射

線 の 遮 蔽

及 び 放 出

低減機能 

原子炉格納容器，原

子炉格納容器隔離

弁，原子炉格納容器

スプレイ冷却系，原

子炉建屋，非常用ガ

ス処理系，非常用再

循環ガス処理系，可

燃性ガス濃度制御系

原子炉格納容器（格納

容器本体，貫通部，所

員用エアロック，機器

搬入ハッチ） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉建屋原子炉棟 

屋外 ○ ○ 荷 ○ 

荷，

飛，補
※２

○ 影 ○ 水，荷 ○ 荷 ○ 影 ○ 荷 ○ 影 ○ 熱，爆 ○ 影 

格納容器隔離弁及び格

納容器バウンダリ配管 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

主蒸気流量制限器 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

残留熱除去系（格納容

器ス プレイ冷却 モー

ド）（ポンプ，熱交換

器，サプレッション・

プール，サプレッショ

ン・プールからスプレ

イ先（ドライウェル及

びサプレッション・プ

ール気相部）までの配

管，弁，スプレイヘッ

ダ（ドライウェル及び

サプレッション・プー

ル）） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉建屋ガス処理系

（乾燥装置，排風機，

フィルタ装置，原子炉

建屋原子炉棟吸込口か

ら排気筒頂部までの配

管，弁） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

屋外 ○ ○ 荷 ○ 荷，補 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 防 ○ 熱，爆 ○ 影 

可燃性ガス濃度制御系

（再結合装置，格納容

器から再結合装置まで

の配管，弁，再結合装

置から格納容器までの

配管，弁） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

遮蔽設備（原子炉遮蔽

壁，一次遮蔽壁，二次

遮蔽壁） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 

飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 
爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※１ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による

必要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損な
わない 

※２ ブローアウトパネルが開放した場合（ブローアウトパネルは常時閉） 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 

NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 

D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 
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６条（外事）-44 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（４／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 

MS-1 工 学 的 安

全 施 設 及

び 原 子 炉

停 止 系 へ

の 作 動 信

号 の 発 生

機能 

安全保護系 原子炉緊急停止の安全

保護回路 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

・非常用炉心冷却系作

動の安全保護回路 

・原子炉格納容器隔離

の安全保護回路 

・原子炉建屋ガス処理

系作動の安全保護回

路 

・主蒸気隔離の安全保

護回路 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

安 全 上 特

に 重 要 な

関連機能 

非常用所内電源系，

制御室及びその遮

蔽・非常用換気空調

系，非常用補機冷却

水系，直流電源系

（いずれも，ＭＳ－

１関連のもの） 

非常用所内電源系（デ

ィー ゼル機関， 発電

機，発電機から非常用

負荷までの配電設備及

び電路） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

中央制御室及び中央制

御室遮蔽 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

中央制御室換気空調系

（放射線防護機能及び

有 毒 ガ ス 防 護 機 能 ）

（非 常用再循環 送風

機，非常用再循環フィ

ルタ装置，空調ユニッ

ト，送風機，排風機，

ダクト及びダンパ） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

屋外 ○ ○ 荷 ○ 防 ○ 影 ○ 影 ○ 防 ○ 影 ○ 防，取 ○ 影 ○ 
熱，

爆，取
○ 影 

残留 熱除去系海 水系

（ポンプ，熱交換器，

配管，弁，ストレーナ

（ＭＳ－１関連）） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

屋外 ○ ○ 荷 ○ 防 ○ 防 ○ 影 ○ 荷 ○ 防 ○ 荷，灰 ○ 防 ○ 
熱，

爆，煙
○ 影 

ディーゼル発電機用海

水系（ポンプ，配管，

弁，ストレーナ） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

屋外 ○ ○ 荷 ○ 防 ○ 防 ○ 影 ○ 荷 ○ 防 ○ 荷，灰 ○ 防 ○ 
熱，

爆，煙
○ 影 

直流電源系（蓄電池，

蓄電池から非常用負荷

までの配電設備及び電

路（ＭＳ－１関連）） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

計測制御電源系（蓄電

池から非常用計測制御

装置までの配電設備及

び電 路（ＭＳ－ １関

連）） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

その他 放水路ゲート 屋外 ○ ○ 荷 ○ 補 ○ 防 ○ 水 ○ 荷 ○ 防 ○ 荷，灰 ○ 防 ○ 熱，煙 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 
飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 

爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による必
要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損なわな

い 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 

NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 

D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 
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６条（外事）-45 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（５／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 

PS-2 原子炉冷却材

を内蔵する機

能（ただし，

原子炉冷却材

圧力バウンダ

リから除外さ

れている計装

等の小口径の

もの及びバウ

ンダリに直接

接続されてい

ないものは除

く。） 

主蒸気系，原子

炉冷却材浄化系

（いずれも，格

納容器隔離弁の

外側のみ） 

原 子炉冷却 材浄化 系

（原子炉冷却材圧力バ

ウンダリから外れる部

分） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

主蒸気系 C/S 

T/B 
○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉隔離時冷却系タ

ービン蒸気供給ライン

（原子炉冷却材圧力バ

ウンダリから外れる部

分であって外側隔離弁

下流からタービン止め

弁まで） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉冷却材

圧力バウンダ

リに直接接続

されていない

も の で あ っ

て，放射性物

質を貯蔵する

機能 

放射性廃棄物処

理施設（放射能

インベントリの

大きいもの），使

用済燃料プール

（使用済燃料貯

蔵 ラ ッ ク を 含

む。） 

放射性気体廃棄物処理

系（活性炭式希ガスホ

ールドアップ装置） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

使用済燃料プール（使

用済燃料貯蔵ラックを

含む） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

新燃料貯蔵庫（臨界を

防止する機能）（新燃

料貯蔵ラック） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

使用済燃料乾式貯蔵容

器 
D/C ○ ○ 内 ○ 内※２ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

燃料を安全に

取り扱う機能

燃料取扱設備 燃料交換機 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉建屋クレーン C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

使用済燃料乾式貯蔵建

屋天井クレーン 
D/C ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

安全弁及び逃

がし弁の吹き

止まり機能 

逃 が し 安 全 弁

（吹き止まり機

能に関連する部

分） 

逃がし安全弁（吹き止

まり機能に関連する部

分） 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

MS-2 燃料プール水

の補給機能 

非常用補給水系 残 留熱除去 系（ポ ン

プ，サプレッション・

プール，サプレッショ

ン・プールから燃料プ

ールまでの配管，弁） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

放射性物質放

出の防止機能

放射性気体廃棄

物処理系の隔離

弁，排気筒（非

常用ガス処理系

排気管の支持機

能以外） 

放射性気体廃棄物処理

系（オフガス系）隔離

弁 

T/B ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

主排気筒 屋外 ○ ○ 荷 ○ 荷，補 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 熱，爆 ○ 影 

燃料プール冷却浄化系

の燃料プール入口逆止

弁 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 

飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 

爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※１ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による

必要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損な

わない 

※２ 使用済燃料乾式貯蔵容器も外郭防護施設としている。 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 
NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 

D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 
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６条（外事）-46 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（６／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 
評価※１ 確認 

結果 

MS-2 放射性物質放

出の防止機能

燃料集合体落下

事故時放射能放

出を低減する系 

原子炉建屋原子炉棟 
屋外 ○ ○ 荷 ○ 

荷，飛

補※２ ○ 影 ○ 水，荷 ○ 荷 ○ 影 ○ 荷 ○ 影 ○ 熱，爆 ○ 影 

原子炉建屋ガス処理系 C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

屋外 ○ ○ 荷 ○ 補 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 影 ○ 熱，爆 ○ 影 

事故時のプラ

ント状態の把

握機能 

事故時監視計器

の一部 

・中性子束（起動領域

計装） 

・原子炉スクラム用電

磁接触器の状態 

・制御棒位置 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

・ 原子炉水 位（広 帯

域，燃料域） 

・原子炉圧力 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

・原子炉格納容器圧力 

・サプレッション・プ

ール水温度 

・原子炉格納容器エリ

ア放射線量率（高レ

ンジ） 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

［低温停止への移行］ 

・原子炉圧力 

・原子炉水位（広帯域） 

［ドライウェルスプレイ］ 

・原子炉水位（広帯域，燃料

域） 

・原子炉格納容器圧力 

［サプレッション・プール冷

却］ 

・原子炉水位（広帯域，燃料

域） 

・サプレッション・プール水

温度 

［可燃性ガス濃度制御系起

動］ 

・原子炉格納容器水素濃度 

・原子炉格納容器酸素濃度 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

制御室外から

の安全停止機

能 

制御室外原子炉

停止装置（安全

停止に関連する

もの） 

制御室外原子炉停止装

置（安全停止に関連す

るもの）の操作回路 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

PS-3 原子炉冷却材

保持機能 

（ PS-1 及び

PS-2 以 外の

もの） 

計装配管，試料

採取管 

計装配管，弁 C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

試料採取管，弁 C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

ドレン配管，弁 C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

ベント配管，弁 
C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 

飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 

爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※１ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による

必要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損な

わない 

※２ ブローアウトパネルが開放した場合（ブローアウトパネルは常時閉） 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 
NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 

D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 
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６条（外事）-47 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（７／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 

PS-3 原子炉冷却材

の循環機能 

原子炉再循環系 原 子炉再循 環系ポ ン

プ，配管，弁，ライザ

ー管（炉内），ジェッ

トポンプ 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

放射性物質の

貯蔵機能 

サプレッション

プ ー ル 水 排 水

系，復水貯蔵タ

ンク，放射性廃

棄 物 処 理 施 設

（放射能インベ

ントリの小さい

もの） 

復水貯蔵タンク 屋外 × ○ 補 ○ 補 ○ 防 ○ 影 ○ 補 ○ 影 ○ 補 ○ 影 ○ 熱 ○ 影 

液体廃棄物処理系（低

電導度廃液収集槽，高

電導度廃液収集槽） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

NR/W × ○ 補 ○ 補 ○ 影 ○ 水，補 ○ 補 ○ 影 ○ 補 ○ 影 ○ 熱，爆 ○ 影 

固体廃棄物処理系（Ｃ

ＵＷ粉末樹脂沈降分離

槽，使用済樹脂槽，濃

縮廃液タンク，固体廃

棄 物貯蔵庫 （ドラ ム

缶）） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

D/Y × ○ 補 ○ 補 ○ 影 ○ 水，補 ○ 補 ○ 影 ○ 補 ○ 影 ○ 熱，爆 ○ 影 

新燃料貯蔵庫（新燃料

貯蔵ラック） 
C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

給水加熱器保管庫 屋外 × ○ 補 ○ 補 ○ 影 ○ 水，補 ○ 補 ○ 影 ○ 補 ○ 影 ○ 熱，爆 ○ 影 

セメント混練固化装置

及び雑固体減容処理設

備（液体及び固体の放

射性廃棄物処理系） 

NR/W × ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

電源供給機能

（非常用を除

く。） 

タービン，発電

機及びその励磁

装 置 ， 復 水 系

（ 復 水 器 を 含

む。），給水系，

循環水系，送電

線，変圧器，開

閉所 

発電機及びその励磁装

置（発電機，励磁機） 
T/B × ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

蒸気タービン（主ター

ビン，主要弁，配管） 
T/B × ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

復 水系（復 水器を 含

む）（復水器，復水ポ

ンプ，配管／弁） 

T/B × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

給水系（電動駆動給水

ポンプ，タービン駆動

給水ポンプ，給水加熱

器，配管／弁） 

T/B × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

循環水系（循環水ポン

プ，配管／弁） 

T/B × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

屋外 × ○ 補 ○ 補 ○ 補 ○ 水，補 ○ 補 ○ 防 ○ 補 ○ 補 ○ 熱，爆 ○ 影 

常用所内電源系（発電

機又は外部電源系から

所内負荷までの配電設

備及び電路（ＭＳ－１

関連以外）） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 
水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 

飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 

爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 
灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による必

要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損なわな
い 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 

NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 

D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 

101



６条（外事）-48 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（８／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 

PS-3 電源供給機能

（非常用を除

く 。）（ つ づ

き） 

タービン，発電

機及びその励磁

装 置 ， 復 水 系

（ 復 水 器 を 含

む。），給水系，

循環水系，送電

線，変圧器，開

閉所（つづき） 

直流電源系（蓄電池，

蓄電池から常用負荷ま

での配電設備及び電路

（ Ｍ Ｓ － １ 関 連 以

外）） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

計測制御電源系（電源

装置から常用計測制御

装置までの配電設備及

び電路（ＭＳ－１関連

以外）） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

送電線 

屋外 × ○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 影 ○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

変圧器（所内変圧器，

起動変圧器，予備変圧

器，電路） 屋外 × ○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

開閉 所（母線， 遮断

器，断路器，電路） 
S/Y 

屋外 
× ○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

○ 

代（非

常用デ

ィーゼ

ル発電

機） 

プ ラ ン ト 計

測・制御機能

（安全保護機

能を除く。） 

原 子 炉 制 御 系

（制御棒価値ミ

ニ マ イ ザ を 含

む。），原子炉核

計装，原子炉プ

ロセス計装 

・原子炉制御系（制御

棒価値ミニマイザを

含む） 

・原子炉核計装 

・原子炉プラントプロ

セス計装 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

プラント運転

補助機能 

所内ボイラ，計

装用圧縮空気系 

補助ボイラ設備（補助

ボイラ，給水タンク，

給水 ポンプ，配 管／

弁） 

T/B × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

所内蒸気系及び戻り系

（ポンプ，配管／弁） 
T/B × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

計装 用圧縮空気 設備

（空気圧縮機，中間冷

却器，配管／弁） 

T/B × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 

飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 
爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による必
要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損なわな

い 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 

NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 
D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 
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６条（外事）-49 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（９／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 

PS-3 プラント運転

補助機能（つ

づき） 

所内ボイラ，計

装用圧縮空気系

（つづき） 

原子炉補機冷却系（原

子炉 補機冷却系 ポン

プ，熱交換器，配管／

弁） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

T/B × ○ 補 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

ター ビン補機冷 却系

（タービン補機冷却系

ポンプ，熱交換器，配

管／弁） 

T/B × ○ 補 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

補機冷却系海水系（補

機冷 却系海水系 ポン

プ，配管／弁，ストレ

ーナ） 

屋外 × ○ 補 ○ 補 ○ 防 ○ 影 ○ 補 ○ 防 ○ 補 ○ 防 ○ 熱，煙 ○ 影 

復水補給水系（復水移

送ポンプ，配管／弁） 
T/B × ○ 補 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 補 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

核分裂生成物

の原子炉冷却

材中の放散防

止機能 

燃料被覆管 燃料被覆管 C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

上／下部端栓 C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

タイロッド 
C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

原子炉冷却材

の浄化機能 

原子炉冷却材浄

化系，復水浄化

系 

原子 炉冷却材浄 化系

（再生熱交換器，非再

生熱交換器，ＣＵＷポ

ンプ，ろ過脱塩装置，

配管／弁） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

復水浄化系（復水脱塩

装置，配管／弁） 
T/B × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

MS-3 原子炉圧力の

上昇の緩和機

能 

逃 が し 安 全 弁

（ 逃 が し 弁 機

能），タービンバ

イパス弁 

逃がし安全弁（逃がし

弁機能） 
C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

タービンバイパス弁 
T/B ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

出力上昇の抑

制機能 

原子炉冷却材再

循環系（再循環

ポンプトリップ

機能，制御棒引

抜監視装置） 

・原子炉再循環系制御系

・制御棒引き抜き阻止回

路 

C/S ○ ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

・選択制御棒挿入回路 
C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

原子炉冷却材

の補給機能 

制御棒駆動水圧

系，原子炉隔離

時冷却系 

制御棒駆動水圧系（ポ

ンプ ，復水貯蔵 タン

ク，復水貯蔵タンクか

ら制御棒駆動機構まで

の配管，弁） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内  内 ○ 内 ○ 影 

屋外 × ○ 補 ○ 補 ○ 防 ○ 影 ○ 補 ○ 影 ○ 補 ○ 影 ○ 熱 ○ 影 

原子 炉隔離時冷 却系

（ポンプ，タービン） 
C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 

飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 
爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による必
要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損なわな

い 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 

NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 
D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 
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６条（外事）-50 

第 5－1 表 外部事象による安全施設への影響（１０／１０） 

分

類
機能 

安全機能の重要度分類 
設備 

設置 

場所 

外部事象

防護対象

施設に該

当 

風（台風） 竜巻 凍結 降水 積雪 落雷 火山の影響 生物学的事象 外部火災 電磁的障害 

構築物，系統又は機器 評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 
評価※ 確認 

結果 

MS-3 緊急時対策上

重要なもの及

び異常状態の

把握機能 

原子力発電所緊

急時対策所，試

料採取系，通信

連絡設備，放射

能監視設備，事

故時監視計器の

一部，消火系，

安全避難通路，

非常用照明 

緊急時対策所建屋 屋外 × ○ 荷 ○ 荷，防 ○ 影 ○ 水，荷 ○ 荷 ○ 影 ○ 荷 ○ 影 ○ 熱 ○ 影 

試料採取系（異常時に

必要な下記の機能を有

するもの。原子炉冷却

材放射性物質濃度サン

プリング分析，原子炉

格納容器雰囲気放射性

物質濃度サンプリング

分析） 

C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

通信連絡設備（１つの

専用回路を含む複数の

回路を有する通信連絡

設備） 

屋外 × ○ 

代（有線

/無線/衛

星系）

○ 

代（有線

/無線/衛

星系） 

○ 

代（有線

/無線/衛

星系）

○ 

代（有線

/無線/衛

星系）

○ 

代（有線

/無線/衛

星系）

○ 

代（有線

/無線/衛

星系）

○ 

代（有線

/無線/衛

星系）

○ 

代（有線

/無線/衛

星系） 

○ 

代（有線

/無線/衛

星系） 

○ 

代（有線

/無線/衛

星系） 

放射線監視設備 

屋外 × ○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト）

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト） 

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト）

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト）

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト）

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト）

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト）

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト） 

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト） 

○ 

代（可搬

型モニタ

リングポ

スト） 

事故時監視計器の一部 C/S × ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 防 

事故時監視計器の一部

（排気筒モニタ） 
屋外 ○ ○ 荷 ○ 補 ○ 防 ○ 水 ○ 荷 ○ 防 ○ 荷 ○ 防 ○ 熱，煙 ○ 防 

消火系（水消火設備，

泡消火設備，二酸化炭

素消火設備等） 

各建屋 × ○ 内 ○ 

代（消

火器

等） 

○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 内 ○ 影 

屋外 × ○ 

代（消

防自動

車等）

○ 

代（消

防自動

車等）

○ 防 ○ 影 ○ 影 ○ 

代（消

防自動

車等）

○ 影 ○ 

代（消

防自動

車等）

○ 

代（消

防自動

車等）

○ 影 

安全避難通路 

全域 × ○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 

代（代

替の安

全避難

通路）

○ 影 

非常用照明 

全域 × ○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 

代（代

替の照

明器

具） 

○ 影 

荷：荷重による影響なし  熱：輻射熱による影響なし  影：対象となる構築物，系統又は機器に影響を及ぼす影響モードがない 

水：浸水による影響なし  煙：ばい煙による影響なし  防：事象に見合った防護対策を実施（例：飛来物からの防護，雷害対策等） 

飛：竜巻飛来物による影響なし  取：フィルタ取替え等  内：建屋内（地下敷設の場合も含む）により影響なし 
爆：爆発飛来物による影響なし  代：代替設備（設備名） 

灰：火山灰による影響なし  補：補修の実施（必要に応じプラント停止） 

※ ○：各外部事象に対し安全機能を損なわない若しくは各外部事象による損傷を考慮して代替設備による必
要な機能の維持，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれらの組合せにより安全機能を損なわな

い 

C/S：原子炉建屋（原子炉棟，付属棟，廃棄物処理棟）  T/B：タービン建屋 

NR/W：廃棄物処理建屋    D/C：使用済燃料乾式貯蔵建屋 
D/Y：固体廃棄物貯蔵庫    S/Y：屋内開閉所 
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第 6 条 外部からの衝撃による損傷の防止 

（竜巻） 

＜目 次＞ 

1． 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

1.2 追加要求事項に対する適合性 

(1) 位置，構造及び設備 

 (2) 安全設計方針 

 (3) 適合性説明 

1.3 気象等 

2． 外部からの衝撃による損傷の防止 

   別添資料 1 竜巻影響評価について 

   別添資料 2 竜巻影響評価におけるフジタモデルの適用について 

   別添資料 3 運用，手順説明資料 
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＜概 要＞ 

1．において，設計基準事故対処設備の設置許可基準規則，技術基準規則の

追加要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する発電所における適合

性を示す。 

2．において，設計基準事故対処設備について，追加要求事項に適合するた

めに必要となる機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 
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1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

外部からの衝撃による損傷の防止について，設置許可基準規則第 6 条及

び技術基準規則第 7 条において，追加要求事項を明確化する。（表 1）
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表 1 設置許可基準規則第 6 条及び技術基準規則第 7 条 要求事項 

設置許可基準規則 

第 6 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

技術基準規則 

第 7 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
備考 

安全施設は、想定される自然事象（地震及び津波を除く。次

項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損

なわないものでなければならない。 

設計基準対象施設が想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合は，防護

措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければな

らない。 

追加要求事項 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施

設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に

考慮したものでなければならない。 

 追加要求事項 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれが

ある事象であって人為によるもの（故意によるものを除

く。）に対して安全機能を損なわないものでなければならな

い。 

２ 周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その

他の外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合

には、事業所における火災又は爆発事故、危険物を搭載した

車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状

況から想定される事象であって人為によるもの（故意による

ものを除く。）により発電用原子炉施設の安全性が損なわれ

ないよう、防護措置その他の適切な措置を講じなければなら

ない。 

３ 航空機の墜落により発電用原子炉施設の安全性を損なう

おそれがある場合は、防護措置その他の適切な措置を講じな

ければならない。 

追加要求事項 
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1.2 追加要求事項に対する適合性 

(1) 位置，構造及び設備 

 ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(ⅰ) 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造に加え，以下

の基本的方針のもとに安全設計を行う。 

ａ．設計基準対象施設 

(a) 外部からの衝撃による損傷の防止 

安全施設は，発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，

凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災

及び高潮の自然現象（地震及び津波を除く。）又はその組合せに

遭遇した場合において，自然現象そのものがもたらす環境条件及

びその結果として施設で生じ得る環境条件においても安全機能を

損なわない設計とする。 

なお，発電所敷地で想定される自然現象のうち，洪水について

は，立地的要因により設計上考慮する必要はない。 

上記に加え，重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当

該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事

故時に生じる応力について，それぞれの因果関係及び時間的変化

を考慮して適切に組み合わせる。 

また，安全施設は，発電所敷地又はその周辺において想定され

る飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，

有毒ガス，船舶の衝突又は電磁的障害の発電用原子炉施設の安全
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性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為による

もの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわない

設計とする。 

なお，発電所敷地又はその周辺において想定される人為事象の

うち，飛来物（航空機落下）については，確率的要因により設計

上考慮する必要はない。また，ダムの崩壊については，立地的要

因により考慮する必要はない。 

自然現象及び発電所敷地又はその周辺において想定される発電

用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるもの（故意によるものを除く。）の組合せに

ついては，地震，津波，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，

落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災等を考慮する。事象

が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の事象が重畳する

ことで影響が増長される組合せを特定し，その組合せの影響に対

しても安全機能を損なわない設計とする。 

ここで，想定される自然現象及び発電所敷地又はその周辺にお

いて想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを

除く。）に対して，安全施設が安全機能を損なわないために必要

な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）

への措置を含める。 

(a-2) 竜巻  

安全施設は，想定される竜巻が発生した場合においても，

作用する設計荷重に対して，その安全機能を損なわない設計
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とする。また，安全施設は，過去の竜巻被害状況及び発電所

のプラント配置から想定される竜巻に随伴する事象に対して，

安全機能を損なわない設計とする。 

竜巻に対する防護設計を行うための設計竜巻の最大風速は，

100m／s とし，設計荷重は，設計竜巻による風圧力による荷

重，気圧差による荷重及び飛来物が安全施設に衝突する際の

衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重並びに安全施設に常時

作用する荷重，運転時荷重及びその他竜巻以外の自然現象に

よる荷重等を適切に組み合わせたものとして設定する。 

安全施設の安全機能を損なわないようにするため，安全施

設に影響を及ぼす飛来物の発生防止対策を実施するとともに，

作用する設計荷重に対する安全施設及び安全施設を内包する

区画の構造健全性の確保若しくは飛来物による損傷を考慮し

て，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組

み合わせることで，その安全機能を損なわない設計とする。 

飛来物の発生防止対策として，飛来物となる可能性のある

もののうち，東海発電所を含む当社敷地内の資機材，車両等

については，飛来した場合の運動エネルギ又は貫通力が設定

する設計飛来物（鋼製材（長さ 4.2m×幅 0.3m×高さ 0.2m，質

量135kg，飛来時の水平速度51m／s，飛来時の鉛直速度34m／

s））より大きなものに対し，固縛，固定又は防護すべき施設

からの離隔を実施する。 

なお，当社敷地近傍の隣接事業所から，上記の設計飛来物

（鋼製材）の運動エネルギ又は貫通力を上回る飛来物が想定
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される場合は，隣接事業所との合意文書に基づき飛来物とな

るものを配置できない設計とすること若しくは当該飛来物の

衝撃荷重を考慮した設計荷重に対し，当該飛来物が衝突し得

る安全施設及び安全施設を内包する区画の構造健全性を確保

する設計とすること若しくは当該飛来物による安全施設の損

傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること若

しくは安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又は

それらを適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【別添資料１（3.：1-48～78）】 

(2) 安全設計方針 

1.7 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針 

安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。）及び想定され

る発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であ

って人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して，安全機能を損な

わない設計とする。安全機能が損なわれないことを確認する必要がある施設

を，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」

で規定されている重要度分類（以下 1.7 では「安全重要度分類」という。）

のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器とする。 

その上で，上記構造物，系統及び機器の中から，発電用原子炉を停止する

ため，また，停止状態にある場合は引き続きその状態を維持するために必要

な異常の発生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系統及

び機器並びに使用済燃料プールの冷却機能及び給水機能を維持するために必
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要な異常の発生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系統

及び機器として安全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全評価上その機

能に期待するクラス３に属する構築物，系統及び機器（以下「外部事象防護

対象施設」という。）とし，機械的強度を有すること等により安全機能を損

なわない設計とする。 

また，外部事象防護対象施設を内包する建屋（外部事象防護対象施設とな

る建屋を除く。）は，機械的強度を有すること等により，内包する外部事象

防護対象施設の安全機能を損なわない設計及び外部事象防護対象施設へ波及

的影響を及ぼさない設計とする。ここで，外部事象防護対象施設及び外部事

象防護対象施設を内包する建屋を併せて，外部事象防護対象施設等という。 

上記に含まれない構築物，系統及び機器は，機能を維持すること若しくは

損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることに

より，その安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（1.2.1：1-2）】 

1.7.2 竜巻防護に関する基本方針 

1.7.2.1 設計方針 

(1) 竜巻に対する設計の基本方針 

安全施設が竜巻に対して，発電用原子炉施設の安全性を確保するために

必要な安全機能を損なわないよう，基準竜巻，設計竜巻及び設計荷重を適

切に設定し，以下の事項に対して，対策を行い，建屋による防護，構造健

全性の維持，代替設備の確保等によって，安全機能を損なわない設計とす

る。 

また，安全施設は，設計荷重による波及的影響によって，安全機能を損
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なわない設計とする。 

ａ．飛来物の衝突による施設の貫通及び裏面剥離 

ｂ．設計竜巻による風圧力による荷重，気圧差による荷重及び設計飛来物

等による衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重並びにその他の組合せ荷

重（常時作用している荷重，運転時荷重，竜巻以外の自然現象による荷

重及び設計基準事故時荷重）を適切に組み合わせた設計荷重 

ｃ．竜巻による気圧の低下 

ｄ．外気と繋がっている箇所への風の流入 

設計竜巻によってその安全機能が損なわれないことを確認する必要があ

る施設を，安全重要度分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構

築物，系統及び機器とする。 

設計竜巻によってその安全機能が損なわれないことを確認する必要があ

る施設のうち，外部事象防護対象施設は，設計荷重に対し機械的強度を有

すること等により，安全機能を損なわない設計とする。 

竜巻影響評価の対象施設としては，「1.7.2.1(3) 外部事象防護対象施

設等のうち評価対象施設」及び「1.7.2.1(4) 外部事象防護対象施設等に

波及的影響を及ぼし得る施設」に示す施設を，竜巻影響評価の対象施設と

する。 

なお，「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」の重要度分類

における耐震Ｓクラスの設計を要求される設備（系統，機器）及び建屋，

構築物のうち，竜巻の影響を受ける可能性がある施設を抽出した結果，追

加で「1.7.2.1(3) 外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設」に反映

する施設はない。 

竜巻に対する防護設計を行う，外部事象防護対象施設等のうち評価対象

施設及び外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設を「評価
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対象施設等」という。 

外部事象防護対象施設の安全機能を損なわないようにするため，外部事

象防護対象施設等に影響を及ぼす飛来物の発生防止対策を実施するととも

に，作用する設計荷重に対する外部事象防護対象施設の構造健全性の維持，

外部事象防護対象施設を内包する区画の構造健全性の確保若しくは飛来物

による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全

上支障のない期間での修復等の対応又はそれらを適切に組み合わせた設計

とする。 

屋外に設置する外部事象防護対象施設の構造健全性の維持又は外部事象

防護対象施設を内包する区画の構造健全性の確保において，それらを防護

するために設置する竜巻飛来物防護対策設備は，防護ネット，防護鋼板等

から構成し，飛来物から外部事象防護対象施設を防護できる設計とする。 

【別添資料１（1.：1-1～14）】 

(2) 設計竜巻の設定 

「添付書類六 8. 竜巻」において設定した基準竜巻の最大風速は 92m

／s とする。 

設計竜巻の設定に際して，発電所は敷地が平坦であるため，地形効果に

よる風の増幅を考慮する必要はないことを確認したが，将来的な気候変動

に伴う不確実性を踏まえ，基準竜巻の最大風速を安全側に切り上げて，設

計竜巻の最大風速は 100m／s とする。 

 【別添資料１（2.：1-15～47）】 

(3) 外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設 

外部事象防護対象施設は，設計荷重に対し機械的強度を有すること等に

より安全機能を損なわない設計とする。 

外部事象防護対象施設は，外殻となる施設（建屋，構築物）（以下「外
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殻となる施設」という。）に内包され，外気と繋がっておらず設計竜巻荷

重の影響から防護される施設（以下「外殻となる施設に内包され防護され

る施設（外気と繋がっている施設を除く。）」という。），設計竜巻荷重

の影響を受ける屋外施設（以下「屋外施設」という。），外殻となる施設

に内包されるため，設計竜巻の風圧力による荷重及び設計飛来物等による

衝撃荷重の影響から防護されるが，外気と繋がっており設計竜巻の気圧差

による荷重の影響を受ける施設（以下「屋内の施設で外気と繋がっている

施設」という。）及び外殻となる施設に内包されるが設計竜巻荷重の影響

から防護が期待できない施設（以下「外殻となる施設による防護機能が期

待できない施設」という。）に分類し，このうち，外殻となる施設に内包

され防護される施設（外気と繋がっている施設を除く。）は内包する建屋

により防護する設計とすることから，評価対象施設は，屋外施設，屋内の

施設で外気と繋がっている施設及び外殻となる施設による防護機能が期待

できない施設とし，以下のように抽出する。 

なお，外殻となる施設による防護機能が期待できない施設については，

「1.7.2.1(3)a. 屋外施設」のうち外部事象防護対象施設を内包する区画

の構造健全性維持可否の観点並びに設計飛来物の衝突等による開口部の開

放及び開口部建具の貫通の観点から抽出する。 

また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，竜巻及びその随伴事

象により損傷した場合であっても，代替手段があること等により安全機能

は損なわれない。 

ａ．屋外施設（外部事象防護対象施設を内包する区画を含む。） 

(a) 非常用ディーゼル発電機吸気口及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機吸気口（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機を含む。）吸気口」という。） 
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(b) 非常用ディーゼル発電機室ルーフベントファン及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機室ルーフベントファン（以下「非常用ディーゼ

ル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）室ルーフ

ベントファン」という。） 

(c) 中央制御室換気系冷凍機（配管，弁含む。） 

(d) 残留熱除去系海水系ポンプ（配管，弁含む。） 

(e) 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ（配管，弁含む。）及び高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ（配管，弁含む。）

（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）用海水ポンプ（配管，弁含む。）」という。） 

(f) 残留熱除去系海水系ストレーナ 

(g) 非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナ及び高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機用海水ストレーナ（以下「非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ」

という。） 

(h) 非常用ガス処理系排気筒 

(i) 主排気筒 

(j) 排気筒モニタ 

(k) 原子炉建屋 

(l) 放水路ゲート 

＜以下，外部事象防護対象施設を内包する区画＞ 

外部事象防護対象施設を内包する区画を，以下のとおり抽出する。 

(m) タービン建屋（気体廃棄物処理系隔離弁等を内包） 

(n) 使用済燃料乾式貯蔵建屋（使用済燃料乾式貯蔵容器を内包） 

(o) 軽油貯蔵タンクタンク室（軽油貯蔵タンクを内包） 
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(p) 排気筒モニタ建屋 

なお，排気筒モニタ及び排気筒モニタ建屋並びに放水路ゲートは，以下

の設計とすることにより，以降の評価対象施設には含めないものとする。 

評価対象施設等のうち排気筒モニタについては，放射性気体廃棄物処理

施設の破損の検出手段として期待している。竜巻を起因として放射性気体

廃棄物処理施設の破損が発生することはないが，独立事象としての重畳の

可能性を考慮し，排気筒モニタ建屋も含め安全上支障のない期間に補修等

の対応を行うことで，安全機能を損なわない設計とする。 

評価対象施設のうち放水路ゲートについては，津波の流入を防ぐための

閉止機能を有している。竜巻を起因として津波が発生することはないが，

独立事象としての重畳の可能性を考慮し，放水路ゲートは安全上支障のな

い期間に補修等の対応を行うことで，安全機能を損なわない設計とする。 

ｂ．屋内の施設で外気と繋がっている施設 

(a) 中央制御室換気系隔離弁，ファン（ダクト含む。），非常用ディー

ゼル発電機室換気系ダクト及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

室換気系ダクト（以下「非常用換気空調設備」という。） 

(b) 原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部） 

ｃ．外殻となる施設による防護機能が期待できない施設 

(a) 中央制御室換気系隔離弁，ファン（空調調和器含む。）及びフィル

タユニット（以下「原子炉建屋付属棟 3 階中央制御室換気空調設備」

という。） 

(b) 非常用電源盤（電気室） 

(c) 原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部） 

(d) 使用済燃料プール及び燃料プール冷却浄化系真空破壊弁（以下「原

子炉建屋原子炉棟 6 階設置設備」という。） 
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(e) 燃料交換機及び原子炉建屋天井クレーン 

(f) 非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備 

(g) 使用済燃料乾式貯蔵容器 

(h) 使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン 

【別添資料１（1.2.2 (1)：1-3～8）】 

(4) 外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設としては，当該

施設の破損等により外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼして安全

機能を喪失させる可能性がある施設又はその施設の特定の区画とする。 

外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設としては，外部

事象防護対象施設等を除く構築物，系統及び機器の中から，外部事象防護

対象施設等に機械的影響を及ぼし得る施設及び外部事象防護対象施設に機

能的影響を及ぼし得る施設を以下のとおり抽出する。 

ａ．外部事象防護対象施設等に機械的影響を及ぼし得る施設 

外部事象防護対象施設等に機械的影響を及ぼし得る施設としては，施

設の高さと外部事象防護対象施設等との距離を考慮して，倒壊により外

部事象防護対象施設等を損傷させる可能性がある施設を，外部事象防護

対象施設等に機械的影響を及ぼし得る施設として抽出する。 

(a) サービス建屋 

(b) 海水ポンプエリア防護壁 

(c) 鋼製防護壁 

ｂ．外部事象防護対象施設に機能的影響を及ぼし得る施設 

外部事象防護対象施設に機能的影響を及ぼし得る施設としては，屋外

にある外部事象防護対象施設の付属設備で，風圧力及び設計飛来物の衝

突等による損傷により外部事象防護対象施設の安全機能を損なわせる可
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能性がある施設を，外部事象防護対象施設に機能的影響を及ぼし得る施

設として抽出する。 

(a) 非常用ディーゼル発電機排気消音器及び高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機排気消音器（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）排気消音器」という。） 

(b) 非常用ディーゼル発電機排気配管，非常用ディーゼル発電機燃料デ

イタンクベント管，非常用ディーゼル発電機機関ベント管及び非常用

ディーゼル発電機潤滑油サンプタンクベント管並びに高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機排気配管，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機燃料デイタンクベント管，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機機

関ベント管及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機潤滑油サンプタ

ンクベント管（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機を含む。）付属排気配管及びベント配管」という。） 

(c) 残留熱除去系海水系配管（放出側） 

(d) 非常用ディーゼル発電機用海水配管（放出側）及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機用海水配管（放出側）（以下「非常用ディーゼ

ル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水配

管（放出側）」という。） 

【別添資料１（1.2.2 (2)：1-9～12）】 

(5) 設計飛来物の設定 

敷地全体を俯瞰した現地調査及び検討を行い，発電所構内の資機材，車

両等の設置状況を踏まえ，評価対象施設等に衝突する可能性のある飛来物

を抽出する。 

飛来物に係わる現地調査結果及び「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド

（平成 25 年 6 月 19 日原規技発 13061911 号 原子力規制委員会決定）」
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に示されている設計飛来物の設定例を参照し設定する。 

設計飛来物は，浮き上がりの有無，運動エネルギ及び貫通力を踏まえ，

鋼製材（長さ 4.2m×幅 0.3m×高さ 0.2m，質量 135kg，飛来時の水平速度

51m／s，飛来時の鉛直速度 34m／s）を設定する。 

また，竜巻飛来物防護対策設備の防護ネットを通過し得る可能性があり，

鋼製材にて包含できないことから，砂利も設計飛来物とする。 

第 1.7.2－1 表に発電所における設計飛来物を示す。 

飛来物の発生防止対策については，現地調査により抽出した飛来物や東

海発電所を含む当社敷地内に持ち込まれる資機材，車両等の寸法，質量及

び形状から飛来の有無を判断し，運動エネルギ及び貫通力を考慮して，衝

突時に建屋等又は竜巻飛来物防護対策設備に与えるエネルギ又は貫通力が

設計飛来物のうち鋼製材によるものより大きく，外部事象防護対象施設を

防護できない可能性があるものは固縛，固定又は評価対象施設等からの離

隔を実施し，確実に飛来物とならない運用とする。 

なお，当社敷地近傍の隣接事業所から，上記の設計飛来物（鋼製材）の

運動エネルギ又は貫通力を上回る飛来物が想定される場合は，飛来物とな

るものを配置できない設計とすること若しくは当該飛来物の衝撃荷重を考

慮した設計荷重に対し，当該飛来物が衝突し得る外部事象防護対象施設等

の構造健全性を確保する設計とすること若しくは当該飛来物による外部事

象防護対象施設の損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保する

こと若しくは安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又はそれら

を適切に組み合わせることで，外部事象防護対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【別添資料１（3.3.1 (3)：1-50～61）】 

(6) 荷重の組合せと許容限界 
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竜巻に対する防護設計を行うため，評価対象施設等に作用する設計竜巻

荷重の算出，設計竜巻荷重の組合せの設定，設計竜巻荷重と組み合わせる

荷重の設定及び許容限界について以下に示す。 

ａ．評価対象施設等に作用する設計竜巻荷重 

設計竜巻により評価対象施設等に作用する荷重として「風圧力による

荷重（ＷＷ）」，「気圧差による荷重（ＷＰ）」及び「設計飛来物等に

よる衝撃荷重（ＷＭ）」を以下に示すとおり算出する。 

(a) 風圧力による荷重（ＷＷ） 

設計竜巻の最大風速による荷重であり，「建築基準法施行令」（昭

和 25 年 11 月 16 日政令第 338 号），「日本建築学会 建築物荷重指

針・同解説」及び建設省告示 1454 号（平成 12 年 5 月 31 日）に準拠

して，次式のとおり算出する。 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

ここで， 

ＷＷ：風圧力による荷重 

ｑ ：設計用速度圧 

Ｇ ：ガスト影響係数（＝1.0） 

Ｃ ：風力係数（施設の形状や風圧力が作用する部位（屋根，壁等） 

に応じて設定する。） 

Ａ ：施設の受圧面積 

ｑ＝（1/2）・ρ・ＶＤ
２

ここで， 

ρ ：空気密度 

ＶＤ：設計竜巻の最大風速 

ただし，竜巻による最大風速は，一般的には水平方向の風速として
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算定されるが，鉛直方向の風圧力に対してぜい弱と考えられる評価対

象施設等が存在する場合には，鉛直方向の最大風速等に基づいて算出

した鉛直方向の風圧力についても考慮した設計とする。 

(b) 気圧差による荷重（ＷＰ） 

外気と隔離されている区画の境界部が気圧差による圧力影響を受け

る設備及び外部事象防護対象施設を内包する区画の外壁，屋根等にお

いては，設計竜巻による気圧低下によって生じる評価対象施設等の内

外の気圧差による圧力荷重が発生する。保守的に「閉じた施設」を想

定し次式のとおり算出する。 

ＷＰ＝ΔＰｍａｘ・Ａ 

ここで， 

ＷＰ  ：気圧差による荷重 

ΔＰｍaｘ：最大気圧低下量 

Ａ   ：施設の受圧面積 

(c) 設計飛来物等による衝撃荷重（ＷＭ） 

飛来物の衝突方向及び衝突面積を考慮して設計飛来物等が評価対象

施設等に衝突した場合の影響が大きくなる向きで衝撃荷重を算出する。 

【別添資料１（3.3.1 ：1-49～62）】 

ｂ．設計竜巻荷重の組合せ 

評価対象施設等の設計に用いる設計竜巻荷重は，設計竜巻による風圧

力による荷重（ＷＷ），気圧差による荷重（ＷＰ）及び設計飛来物等に

よる衝撃荷重（ＷＭ）を組み合わせた複合荷重とし，複合荷重ＷＴ１及び 

ＷＴ２は米国原子力規制委員会の基準類を参考として，以下のとおり設

定する。 

ＷＴ１＝ＷＰ 
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ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5・ＷＰ＋ＷＭ

なお，評価対象施設等にはＷＴ１及びＷＴ２の両荷重をそれぞれ作用さ

せる。 

【別添資料１（3.3.1 ：1-61～62）】 

ｃ．設計竜巻荷重と組み合わせる荷重の設定 

設計竜巻荷重と組み合わせる荷重は，以下のとおり設定する。 

(a) 評価対象施設等に常時作用する荷重，運転時荷重 

評価対象施設等に作用する荷重として，自重等の常時作用する荷重，

内圧等の運転時荷重を適切に組み合わせる。 

(b) 竜巻以外の自然現象による荷重 

竜巻は，積乱雲及び積雲に伴って発生する現象であり（１），積乱雲

の発達時に竜巻と同時発生する可能性がある自然現象は，雷，雪，ひ

ょう及び降水である。これらの自然現象の組合せにより発生する荷重

は，以下のとおり設計竜巻荷重に包絡される。 

ⅰ) 雷 

竜巻と雷が同時に発生する場合においても，雷によるプラントへ

の影響は雷撃であるため，雷による荷重は発生しない。 

ⅱ) 雪 

冬期，竜巻が襲来する場合は竜巻通過前後に降雪を伴う可能性は

あるが，上昇流の竜巻本体周辺では，竜巻通過時に雪は降らない。

また，下降流の竜巻通過時は，竜巻通過前に積もった雪の大部分は

竜巻の風により吹き飛ばされ，雪による荷重は十分小さく設計竜巻

荷重に包絡される。 

ⅲ) ひょう 

ひょうは積乱雲から降る直径 5mm 以上の氷の粒（２）であり，仮に
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直径 10cm程度の大型のひょうを想定した場合，その重量は約0.5kg

である。直径 10cm 程度のひょうの終端速度は 59m／s（３），運動エ

ネルギは約 0.9kJ であり，設計飛来物の運動エネルギと比べ十分に

小さく，ひょうの衝突による荷重は設計竜巻荷重に包絡される。 

ⅳ) 降水 

竜巻と降水が同時に発生する場合においても，雨水により屋外施

設に荷重の影響を与えることはなく，また降雨による荷重は十分小

さいため，設計竜巻荷重に包絡される。 

(c) 設計基準事故時荷重 

外部事象防護対象施設は，設計竜巻によって安全機能を損なわない

設計とするため，設計竜巻は原子炉冷却材喪失事故等の設計基準事故

の起因とはならないことから，設計竜巻と設計基準事故は独立事象と

なる。 

設計竜巻と設計基準事故が同時に発生する頻度は十分小さいことか

ら，設計基準事故時荷重と設計竜巻との組合せは考慮しない。 

仮に，風速が低く発生頻度が高い竜巻と設計基準事故が同時に発生

する場合，評価対象施設等のうち設計基準事故時荷重が生じ，竜巻に

よる風荷重等の影響を受ける屋外設備としては残留熱除去系海水系ポ

ンプ等が考えられるが，設計基準事故時においても残留熱除去系海水

系ポンプ等の圧力及び温度は変わらないため，設計基準事故により考

慮すべき荷重はなく，竜巻と設計基準事故時荷重の組合せは考慮しな

い。

【別添資料１（3.3.2 ：1-62～63）】 

ｄ．許容限界 

建屋及び構築物の設計において，設計飛来物等の衝突による貫通及び
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裏面剥離発生の有無の評価については，貫通及び裏面剥離が発生しない

部材厚（貫通限界厚さ及び裏面剥離限界厚さ）と部材の最小厚さを比較

することにより行う。さらに，設計荷重により，発生する変形又は応力

が以下の法令，規格，基準，指針類等に準拠し算定した許容限界を下回

る設計とする。 

・建築基準法 

・日本工業規格 

・日本建築学会及び土木学会等の基準，指針類 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987（日本電気協会） 

・原子力エネルギー協会（ＮＥＩ）の基準・指針類 

系統及び機器の設計において，設計飛来物の衝突による貫通の有無の

評価については，貫通が発生しない部材厚である貫通限界厚さと部材の

最小厚さを比較することにより行う。設計飛来物が貫通することを考慮

する場合には，設計荷重に対して防護対策を考慮した上で，系統及び機

器に発生する応力が以下の規格，基準及び指針類に準拠し算定した許容

応力度等に基づく許容限界を下回る設計とする。 

・日本工業規格 

・日本機械学会の基準，指針類 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987（日本電気協会） 

【別添資料１（3.4.1 ：1-64）】 

(7) 評価対象施設等の防護設計方針 

評価対象施設等の設計荷重に対する防護設計方針を以下に示す。 

【別添資料１（3.4.2 ：1-65～75）】 

ａ．屋外施設（外部事象防護対象施設を内包する区画を含む。） 

外部事象防護対象施設のうち屋外施設は，設計荷重に対して，安全機
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能が維持される設計とし，必要に応じて防護ネット等の竜巻飛来物防護

対策設備又は運用による竜巻防護対策を講じる方針とする。 

(a) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）吸気口 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）吸気口は，設計飛来物が衝突により貫通することを考慮して

も，閉塞することがなく，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）の吸気機能が維持される設計とする。

さらに，風圧力による荷重，気圧差による荷重及び非常用ディーゼル

発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口に常

時作用する荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-65）】 

(b) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）室ルーフベントファン 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）室ルーフベントファンは，設計飛来物の衝突により貫通する

ことを考慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を行うことに

より，設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気圧差による

荷重及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）室ルーフベントファンに常時作用する荷重に対して，

構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-65）】 

(c) 中央制御室換気系冷凍機（配管，弁含む。） 

中央制御室換気系冷凍機（配管，弁含む。）は，設計飛来物の衝突
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により貫通することを考慮して，防護ネットの設置等による竜巻防護

対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷

重，気圧差による荷重及び中央制御室換気系冷凍機（配管，弁含む。）

に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機能を損

なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-66）】 

(d) 残留熱除去系海水系ポンプ（配管，弁含む。） 

残留熱除去系海水系ポンプ（配管，弁含む。）は，設計飛来物の衝

突により貫通することを考慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護

対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷

重，気圧差による荷重及び残留熱除去系海水系ポンプ（配管，弁含

む。）に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機

能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-66）】 

(e) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水ポンプ（配管，弁含む。） 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水ポンプ（配管，弁含む。）は，設計飛来物の衝突によ

り貫通することを考慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を

行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気

圧差による荷重及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ（配管，弁含む。）に常時作

用する荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわない

設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-66）】 
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(f) 残留熱除去系海水系ストレーナ 

残留熱除去系海水系ストレーナは，設計飛来物の衝突により貫通す

ることを考慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を行うこと

により，設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気圧差によ

る荷重及び残留熱除去系海水系ストレーナに常時作用する荷重に対し

て，構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-66～67）】 

(g) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水ストレーナ 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水ストレーナは，設計飛来物の衝突により貫通すること

を考慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を行うことにより，

設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気圧差による荷重及

び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水ストレーナに常時作用する荷重に対して，構造健全性

が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-67）】 

(h) 非常用ガス処理系排気筒 

非常用ガス処理系排気筒は，設計飛来物が衝突により貫通すること

を考慮しても，閉塞することはなく，非常用ガス処理系排気筒の排気

機能が維持される設計とする。さらに，非常用ガス処理系排気筒は開

かれた構造物であり気圧差荷重も作用しないことから，風圧力による

荷重及び非常用ガス処理系排気筒に常時作用する荷重に対して，構造

健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-67）】 
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(i) 主排気筒 

主排気筒の筒身については，設計飛来物の衝突により貫通すること

を考慮しても，閉塞することはなく，主排気筒の排気機能が維持され

る設計とする。さらに，主排気筒は開かれた構造物であり気圧差荷重

は作用しないことから，風圧力による荷重及び主排気筒に常時作用す

る荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計

とする。 

また，設計飛来物の衝突により部材が損傷した場合においても構造

健全性が維持され，排気筒全体が倒壊しない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-67～68）】 

 (j) 原子炉建屋 

原子炉建屋原子炉棟外壁（5 階及び 6 階部分）の原子炉建屋外側ブ

ローアウトパネルについては，設計竜巻による気圧低下による開放及

び設計飛来物の貫通により，原子炉建屋原子炉棟の放射性物質の閉じ

込め機能を損なう可能性があるが，防護ネットの設置による竜巻防護

対策を行うことにより，設計飛来物の衝突及び気圧低下による開放後

の開口部からの設計飛来物の侵入を防止する設計とするとともに，気

圧低下による開放に対しては，設計竜巻と設計基準事故が同時に発生

する頻度は十分小さいことから，安全上支障のない期間に補修が可能

な設計とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

また，原子炉建屋は外部事象防護対象施設を内包する建屋でもある

ため，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来物の衝撃荷重

及び常時作用する荷重に対して，構造骨組の構造健全性が維持される

とともに，屋根，壁及び開口部（扉類）の破損により原子炉建屋内の

外部事象防護対象施設が安全機能を損なわない設計とする。また，設

131



27 

計飛来物の衝突時においても，貫通及び裏面剥離の発生により，原子

炉建屋内の外部事象防護対象施設が安全機能を損なわない設計とす

る。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-68）】 

＜以下，外部事象防護対象施設を内包する区画＞ 

(k) タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋 

タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋は，風圧力による荷重，

気圧差による荷重，設計飛来物等の衝撃荷重及び常時作用する荷重に

対して，構造骨組の構造健全性が維持されるとともに，屋根，壁及び

開口部（扉類）の破損により当該建屋内の外部事象防護対象施設が安

全機能を損なわない設計とする。また，設計飛来物等の衝突時におい

ても，貫通及び裏面剥離の発生により，当該建屋内の外部事象防護対

象施設が安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-68～69）】 

(l) 軽油貯蔵タンクタンク室 

軽油貯蔵タンクタンク室は，地下埋設されていることを考慮し，設

計飛来物による衝撃荷重に対して，構造健全性が維持され，軽油貯蔵

タンクの安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-69）】 

ｂ．外部事象防護対象施設のうち，屋内の施設で外気と繋がっている施設 

外殻となる施設に内包され防護される外部事象防護対象施設のうち，

外気と繋がっている施設は，設計荷重に対して，安全機能が維持される

設計とし，必要に応じて竜巻飛来物防護対策設備等による竜巻防護対策

を講じる方針とする。 
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(a) 非常用換気空調設備 

非常用換気空調設備は，壁面の補強等の竜巻防護対策を行う原子炉

建屋に内包されていることを考慮すると，風圧力による荷重及び設計

飛来物による衝撃荷重は作用しないことから，気圧差による荷重及び

非常用換気空調設備に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維持

され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (2)：1-69）】 

(b) 原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部） 

原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部）

は，壁面の補強等の竜巻防護対策を行う原子炉建屋に内包されている

ことを考慮すると，風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重

は作用しないことから，気圧差による荷重及び原子炉建屋換気系隔離

弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部）に常時作用する荷重に対

して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (2)：1-69）】 

ｃ．外殻となる施設による防護機能が期待できない施設 

外殻となる施設に内包される外部事象防護対象施設のうち，外殻とな

る施設が設計竜巻の影響により健全性が確保されず，貫通又は裏面剥離

が発生し安全機能を損なう可能性がある場合には，施設の補強，竜巻飛

来物防護対策設備又は運用による竜巻防護対策を実施することにより，

安全機能を損なわない設計とする。 

原子炉建屋付属棟については，設計飛来物の衝突により壁面及び開口

部建具等に貫通が発生することを考慮し，開口部建具等付近の外部事象

防護対象施設のうち，設計飛来物の衝突により影響を受ける可能性があ

る原子炉建屋付属棟 3 階中央制御室換気空調設備，原子炉建屋換気系隔
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離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部）及び非常用電源盤（電気

室）が安全機能を損なわない設計とする。 

原子炉建屋原子炉棟外壁の原子炉建屋外側ブローアウトパネルが設計

竜巻による気圧低下により開放されることを考慮し，原子炉建屋外側ブ

ローアウトパネル開放により発生する外壁開口部付近の外部事象防護対

象施設のうち，設計竜巻荷重の影響を受ける可能性がある原子炉建屋原

子炉棟 6 階設置設備，燃料交換機及び原子炉建屋天井クレーン並びに非

常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備が安全機能を損なわな

い設計とする。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋は，設計飛来物等の衝突により建屋上部の開

口部建具等に貫通が発生することを考慮し，使用済燃料乾式貯蔵建屋内

部の外部事象防護対象施設で，設計飛来物等の衝突により影響を受ける

可能性がある，使用済燃料乾式貯蔵容器及び使用済燃料乾式貯蔵建屋天

井クレーンが安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-70～72）】 

(a) 原子炉建屋付属棟 3 階中央制御室換気空調設備 

原子炉建屋付属棟 3 階中央制御室換気空調設備は，設計飛来物の衝

突により，建屋壁面及び開口部建具に貫通が発生することを考慮し，

壁面の補強等の竜巻防護対策を行うことにより，原子炉建屋付属棟 3

階中央制御室換気空調設備への設計飛来物の衝突を防止し，原子炉建

屋付属棟 3 階中央制御室換気空調設備の構造健全性が維持され，安全

機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-70）】 

(b) 原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部） 

原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部）
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は，設計飛来物の衝突により建屋の壁面等に貫通が発生することを考

慮し，壁面等の補強による竜巻防護対策を行うことにより，原子炉建

屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部）への設計飛

来物の衝突を防止し，原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建

屋原子炉棟貫通部）の構造健全性が維持され，安全機能を損なわない

設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-70）】 

(c) 非常用電源盤（電気室） 

非常用電源盤（電気室）は，設計飛来物の衝突により，原子炉建屋

付属棟１階電気室扉に貫通が発生することを考慮し，電気室扉の取替

等の竜巻防護対策を行うことにより，非常用電源盤（電気室）への設

計飛来物の衝突を防止し，非常用電源盤（電気室）の構造健全性が維

持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-70）】 

(d) 原子炉建屋原子炉棟 6 階設置設備 

原子炉建屋原子炉棟 6 階設置設備は，設計竜巻による気圧低下によ

り原子炉建屋外側ブローアウトパネルが開放されることを考慮し，防

護ネット等の設置による竜巻防護対策を行うことにより，当該設備へ

の設計飛来物の衝突を防止する。 

さらに，原子炉建屋原子炉棟 6 階設置設備は構造的に風圧力による

影響を受けないことから，当該設備の構造健全性が維持され，安全機

能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-71）】 

(e) 燃料交換機及び原子炉建屋天井クレーン 

燃料交換機及び原子炉建屋天井クレーンは，設計竜巻による気圧低
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下により設備が配置される区画の原子炉建屋外側ブローアウトパネル

が開放されることを考慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策

を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止するとともに，竜巻の襲

来が予想される場合には，燃料取扱作業を中止し，使用済燃料プール

及び燃料プール冷却浄化系真空破壊弁に影響を及ぼさない待機位置へ

の退避措置を行う運用により，原子炉建屋外側ブローアウトパネル開

放状態においても，燃料交換機及び原子炉建屋天井クレーンの安全機

能を損なうことなく，また，転落によって近傍の外部事象防護対象施

設へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-71）】 

(f) 非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備 

原子炉建屋内の非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備

は，設計竜巻による気圧低下により設備が配置される区画の原子炉建

屋外側ブローアウトパネルが開放されることを考慮し，原子炉建屋外

側ブローアウトパネルの撤去及び開口部の閉止による竜巻防護対策を

行うことにより，非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備

の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-72～73）】 

(g) 使用済燃料乾式貯蔵容器 

使用済燃料乾式貯蔵容器は，使用済燃料乾式貯蔵建屋に内包されて

いることを考慮すると，風圧力による荷重及び気圧差荷重は作用しな

い。 

さらに，使用済燃料乾式貯蔵建屋上部の開口部に対し，設計飛来物

等の衝突により貫通が発生することを考慮し，防護ネットの設置等に

よる竜巻防護対策を行うことにより，設計飛来物等の衝突を防止し，
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使用済燃料乾式貯蔵容器の構造健全性が維持され，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-72）】 

(g) 使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン 

使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーンは，使用済燃料乾式貯蔵建屋

に内包されていることを考慮すると，風圧力による荷重及び気圧差荷

重は作用しない。 

さらに，使用済燃料乾式貯蔵建屋上部の開口部に対し，設計飛来物

等の衝突により貫通が発生することを考慮し，防護ネットの設置等に

よる竜巻防護対策を行うことにより，設計飛来物等の衝突を防止する

とともに，竜巻の襲来が予想される場合には，燃料取扱作業を中止し，

使用済燃料乾式貯蔵容器に影響を及ぼさない待機位置への退避措置を

行う運用により，使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーンの安全機能を

損なうことなく，また，転落によって近傍の外部事象防護対象施設へ

波及的影響を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-72）】 

ｄ．外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設については，

設計荷重による影響を受ける場合においても外部事象防護対象施設等に

影響を及ぼさないよう，設備又は運用による竜巻防護対策を実施するこ

とにより，外部事象防護対象施設等の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-72～75）】 

(a) サービス建屋 

サービス建屋は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来

物による衝撃荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，倒壊によ
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り外部事象防護対象施設等へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-73）】 

(b) 海水ポンプエリア防護壁 

海水ポンプエリア防護壁は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，

設計飛来物による衝撃荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して補

強等を行うことで，倒壊により外部事象防護対象施設等へ波及的影響

を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-73）】 

(c) 鋼製防護壁 

鋼製防護壁は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来物

による衝撃荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，倒壊により

外部事象防護対象施設等へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-73）】 

(d) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）排気消音器 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）排気消音器は，設計飛来物の衝突により貫通することを考慮

しても，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）排気消音器が閉塞することがなく，ディーゼル発電機

の機能が維持される設計とする。さらに，非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）排気消音器が風圧

力による荷重，気圧差による荷重及び自重等の常時作用する荷重に対

して，構造健全性を維持し，安全機能を損なわない設計とし，外部事

象防護対象施設である非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機を含む。）に機能的影響を及ぼさない設計とする。 
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【別添資料１（3.4.2 (4)：1-73～74）】 

(e) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）付属排気配管及びベント配管 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）付属排気配管及びベント配管は，設計飛来物の衝突により貫

通することを考慮しても，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）付属排気配管及びベント配管が閉塞

することがなく，ディーゼル発電機の機能等が維持される設計とする。

さらに，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）付属排気配管及びベント配管が風圧力による荷重，気

圧差による荷重及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）付属排気配管及びベント配管に常時作用す

る荷重に対して，構造健全性を維持し，安全機能を損なわない設計と

し，外部事象防護対象施設である非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）に機能的影響を及ぼさない設

計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-74）】 

(f) 残留熱除去系海水系配管（放出側） 

残留熱除去系海水系配管（放出側）は，設計飛来物の衝突により貫

通することを考慮しても，残留熱除去系海水系配管（放出側）が閉塞

することがなく，残留熱除去系海水系ポンプの機能等が維持される設

計とする。さらに，残留熱除去系海水系配管（放出側）が風圧力によ

る荷重，気圧差による荷重及び残留熱除去系海水系配管（放出側）に

常時作用する荷重に対して，構造健全性を維持し，安全機能を損なわ

ない設計とし，外部事象防護対象施設である残留熱除去系海水系ポン
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プ等に機能的影響を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-74）】 

(g) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水配管（放出側） 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水配管（放出側）は，設計飛来物の衝突により貫通する

ことを考慮しても，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）用海水配管（放出側）が閉塞することがな

く，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプの機能等が維持される設計とする。さらに，

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）用海水配管（放出側）が風圧力による荷重，気圧差による荷重

及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水配管（放出側）に常時作用する荷重に対して，構造

健全性を維持し，安全機能を損なわない設計とし，外部事象防護対象

施設である非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ポンプ等に機能的影響を及ぼさない設計とす

る。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-74～75）】 

以上の評価対象施設等の防護設計を考慮して，設計竜巻から防護する

評価対象施設及び竜巻防護対策等を第 1.7.2－2 表に，外部事象防護対

象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設及び竜巻防護対策等を第 1.7.2

－3 表に，外部事象防護対象施設を内包する区画及び竜巻防護対策等を

第 1.7.2－4 表に示す。 
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(8) 竜巻随伴事象に対する評価 

竜巻随伴事象として，過去の竜巻被害事例及び発電所の施設の配置から

想定される事象である，火災，溢水及び外部電源喪失を抽出し，事象が発

生する場合においても，外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設

計とする。 

【別添資料１（3.5：1-75～77）】 

ａ．火災 

竜巻随伴事象として，竜巻による飛来物が建屋開口部付近の発火性又

は引火性物質を内包する機器に衝突する場合及び屋外の危険物貯蔵施設

等に飛来物が衝突する場合の火災が想定される。 

建屋内については，飛来物が侵入する場合でも，建屋開口部付近には，

発電用原子炉施設の安全機能を損なわせる可能性がある発火性又は引火

性物質を内包する機器は配置されておらず，また，外部事象防護対象施

設を設置している区画の開口部には防護ネット設置等の飛来物防護対策

を行うことを考慮すると飛来物が到達することはないことから，設計竜

巻により建屋内に火災が発生することはなく，建屋内の外部事象防護対

象施設の安全機能を損なわない。 

建屋外については，発電所敷地内の屋外にある危険物貯蔵施設等の火

災がある。火災源と外部事象防護対象施設の位置関係を踏まえて火災の

影響を評価した上で，外部事象防護対象施設が安全機能を損なわない設

計とすることを「1.7.9 外部火災防護に関する基本方針」に記載する。 

以上より，竜巻随伴事象としての火災に対して外部事象防護対象施設

が安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.5 (1)：1-75～76）】 
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ｂ．溢水 

竜巻随伴事象として，竜巻による飛来物が建屋開口部付近の溢水源に

衝突する場合及び屋外タンク等に飛来物が衝突する場合の溢水が想定さ

れる。 

外部事象防護対象施設を内包する建屋内については，飛来物が侵入す

る場合でも，建屋開口部付近に飛来物が衝突して外部事象防護対象施設

の安全機能を損なう可能性がある溢水源が配置されておらず，また，外

部事象防護対象施設を設置している建屋の開口部には，防護ネット設置

等の飛来物防護対策を行うことを考慮すると，飛来物が到達することは

ないことから，設計竜巻により建屋内に溢水が発生することはなく，建

屋内の外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない。 

建屋外については，設計竜巻による飛来物の衝突による屋外タンク等

の破損に伴う溢水を想定されるが，「1.6 溢水防護に関する基本方針」

にて，地震時の屋外タンク等の破損を想定し，地震起因の溢水が安全系

機器に影響を及ぼさない設計としており，竜巻随伴事象による屋外タン

ク等が損傷して発生する溢水に対しては，上記に包絡されることから，

外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない。 

以上より，竜巻随伴事象としての溢水に対して外部事象防護対象施設

が安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.5 (2)：1-76～77）】 

ｃ．外部電源喪失 

設計竜巻又は設計竜巻と同時に発生する雷又はダウンバースト等の影

響により外部電源喪失が発生する場合については，設計竜巻に対して非

常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

の構造健全性を維持することにより，外部電源喪失の影響がなく外部事
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象防護対象施設が安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.5 (3)：1-77）】 

1.7.2.2 手順等 

竜巻に対する防護については，竜巻に対する影響評価を行い，安全施設が

安全機能を損なわないよう手順等を定める。 

(1) 屋外の作業区画で飛散するおそれのある資機材，車両等については，

飛来時の運動エネルギ及び貫通力等を評価し，外部事象防護対象施設等

への影響の有無を確認する。外部事象防護対象施設等に影響を及ぼす資

機材，車両等については，固縛，固定，外部事象防護対象施設等から離

隔，頑健な建屋内に収納又は撤去する。これら飛来物発生防止対策につ

いて手順を定める。 

  また，当社敷地近傍の隣接事業所の敷地のうち，資機材，車両等を配置

できないようにすることが必要な箇所については，フェンス等の設置によ

る，当該箇所への資機材，車両等の配置を阻止する措置を，隣接事業所と

の合意文書に基づき当社にて実施する。 

(2) 竜巻の襲来が予想される場合及び竜巻襲来後において，外部事象防護

対象施設等を防護するための操作・確認，補修等が必要となる事項につ

いて手順を定める。 

(3) 竜巻の襲来後，放水路ゲートに損傷を発見した場合の措置について，

放水路ゲートの駆動装置に損傷を発見した場合，安全機能を回復するた

めに速やかな補修等を行う手順を整備し，的確に実施する。また，速や

かな補修等が困難と判断された場合には，プラントを停止する手順を整

備し，的確に実施する。 
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第 1.7.2－1 表 発電所における設計飛来物 

【別添資料１（3.3.1 (3)：1-60）】 

飛来物の種類 砂利 鋼製材 

サイズ（m） 
長さ×幅×高さ 

0.04×0.04×0.04 

長さ×幅×高さ 

4.2×0.3×0.2 

質量（㎏） 0.18 135 

最大水平速度 

（m／s） 
62 51 

最大鉛直速度 

（m／s） 
42 34 

145



4
1
 

第 1.7.2－2 表 設計竜巻から防護する評価対象施設及び竜巻防護対策等（１／４） 

設計竜巻から防護する評価対象施設 
竜巻の 

最大風速 

飛来物 

発生防止対策 

防護設備 

（外殻となる施設） 

想定する 

飛来物 
手順等 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口 

100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対

象施設等との離

隔 

－ 
鋼製材 

砂利 
補修 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）室ルーフ

ベントファン 

竜巻飛来物防護対策設備 砂利 防護扉の閉止確認 

中央制御室換気系冷凍機 

（配管，弁含む。） 
竜巻飛来物防護対策設備 砂利 防護扉の閉止確認 

残留熱除去系海水系ポンプ（配管，弁含

む。） 

施設を内包する施設 

竜巻飛来物防護対策設備 
砂利 水密扉の閉止確認 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポ

ンプ（配管，弁含む。） 

施設を内包する施設 

竜巻飛来物防護対策設備 
砂利 水密扉の閉止確認 
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第 1.7.2－2 表 設計竜巻から防護する評価対象施設及び竜巻防護対策等（２／４） 

設計竜巻から防護する評価対象施設 
竜巻の 

最大風速 

飛来物 

発生防止対策 

防護設備 

（外殻となる施設） 

想定する 

飛来物 
手順等 

残留熱除去系海水系ストレーナ 

100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対

象施設等との離

隔 

施設を内包する施設 

竜巻飛来物防護対策設備 
砂利 水密扉の閉止確認 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ス

トレーナ 

施設を内包する施設 

竜巻飛来物防護対策設備 
砂利 水密扉の閉止確認 

非常用ガス処理系排気筒 － 
鋼製材 

砂利 
補修 

主排気筒 － 
鋼製材 

砂利 
補修 

排気筒モニタ － 
鋼製材 

砂利 
補修 

原子炉建屋（閉じ込め機能） 竜巻飛来物防護対策設備 
鋼製材 

砂利 
補修 

放水路ゲート － 
鋼製材 

砂利 
補修 
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第 1.7.2－2 表 設計竜巻から防護する評価対象施設及び竜巻防護対策等（３／４） 

設計竜巻から防護する評価対象施設 
竜巻の 

最大風速 

飛来物 

発生防止対策 

防護設備 

（外殻となる施設） 

想定する 

飛来物 
手順等 

非常用換気空調設備 

100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対

象施設等との離

隔 

施設を内包する施設 

竜巻飛来物防護対策設備

補強した防護扉等 

－ 防護扉の閉止確認 

原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト 

（原子炉建屋原子炉棟貫通部） 
補強した建屋壁等 － － 

原子炉建屋付属棟 3 階中央制御室換気空調

設備 

施設を内包する施設 

補強した防護扉等 
－ 防護扉の閉止確認 

非常用電源盤（電気室） 
施設を内包する施設 

取替えた防護扉 
－ 防護扉の閉止確認 

原子炉建屋原子炉棟 6 階設置設備 施設を内包する施設 － － 

燃料交換機及び原子炉建屋天井クレーン 
施設を内包する施設 

竜巻飛来物防護対策設備 
砂利 

竜巻襲来予想時 

燃料取扱作業の中止

非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循

環系設備 

施設を内包する施設 

閉止した開口部 
－ － 

使用済燃料乾式貯蔵容器 
施設を内包する施設 

竜巻飛来物防護対策設備 
砂利 － 
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第 1.7.2－2 表 設計竜巻から防護する評価対象施設及び竜巻防護対策等（４／４） 

設計竜巻から防護する評価対象施設 
竜巻の 

最大風速 

飛来物 

発生防止対策 

防護設備 

（外殻となる施設） 

想定する 

飛来物 
手順等 

使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン 

100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対

象施設等との離

隔 

施設を内包する施設 

竜巻飛来物防護対策設備 
砂利 

竜巻襲来予想時 

燃料取扱作業の中止 

安全重要度分類のクラス１及びクラス２に

属する施設のうち上記以外の建屋，構築物

内の施設 

施設を内包する施設 － － 

安全重要度分類のクラス３に属する施設 

     （下記以外の施設） 
－ － 

代替設備の確保 

補修，取替等 

緊急時対策所建屋内の施設 
施設を内包する施設 

（緊急時対策所建屋） 
－ － 

緊急時対策所建屋 

（設計基準対象施設に関する機

能） 

－ 

鋼製材 

砂利 

車両 

補修 

緊急時対策所建屋 

（重大事故等対処施設に関する

機能） － － 

敷地外物品のため，

衝突を考慮した上

で，施設の機能維持

を確認 
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第 1.7.2－3 表 外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設及び竜巻防護対策等 

外部事象防護対象施設等に 

波及的影響を及ぼし得る施設 

竜巻の 

最大風速 

飛来物 

発生防止対策 

防護設備 

（外殻となる施設） 

想定する 

飛来物 
手順等 

サービス建屋 

100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対

象施設等との離

隔 

－ 
鋼製材 

砂利 
― 

海水ポンプエリア防護壁 － 
鋼製材 

砂利 
― 

鋼製防護壁 － 
鋼製材 

砂利 
― 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）排気消音

器 

－ 
鋼製材 

砂利 
― 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）付属排気

配管及びベント配管 

－ 
鋼製材 

砂利 
― 

残留熱除去系海水系配管（放出側） － 
鋼製材 

砂利 
― 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）用海水配

管（放出側） 

－ 
鋼製材 

砂利 
― 
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第 1.7.2－4 表 外部事象防護対象施設を内包する区画及び竜巻防護対策等（１／３） 

外部事象防護対象施設を内包する区画 
竜巻の 

最大風速 

飛来物 

発生防止対策 

防護設備 

（外殻となる施設） 

想定する 

飛来物 
手順等 

原子炉建屋 100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対

象施設等との離

隔 

竜巻飛来物防護対策設備 
鋼製材 

砂利 
― 

タービン建屋 100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対

象施設等との離

隔 

－ 

鋼製材 

砂利 ― 

－ － コンテナ 

敷地外物品のた

め，衝突を考慮し

た上で，施設の機

能維持を確認 
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第 1.7.2－4 表 外部事象防護対象施設を内包する区画及び竜巻防護対策等（２／３） 

外部事象防護対象施設を内包する区画 
竜巻の 

最大風速 

飛来物 

発生防止対策 

防護設備 

（外殻となる施設） 

想定する

飛来物 
手順等 

使用済燃料乾式貯蔵建屋 100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対象

施設等との離隔 

竜巻飛来物防護対策設備 
鋼製材 

砂利 
― 

－ 竜巻飛来物防護対策設備 車両 

・敷地外物品のため，衝

突を考慮した上で，施

設の機能維持及び建屋

内部への飛来物の侵入

防止を確認 

・飛来物が到達しないよ

うにすることが必要な

箇所は，フェンス等の

設置による，資機材，

車両等の配置を阻止す

る措置を，当社にて実

施。 
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第 1.7.2－4 表 外部事象防護対象施設を内包する区画及び竜巻防護対策等（３／３） 

外部事象防護対象施設を内包する区画 
竜巻の 

最大風速 

飛来物 

発生防止対策 

防護設備 

（外殻となる施設） 

想定する

飛来物 
手順等 

軽油貯蔵タンクタンク室 100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対象

施設等との離隔 

－ 
鋼製材 

砂利 
― 

排気筒モニタ建屋 100m／s 

・固縛 

・固定 

・外部事象防護対象

施設等との離隔 

－ 
鋼製材 

砂利 
補修 
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(3) 適合性説明 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

１ 安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項におい

て同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

２ 重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。 

３ 安全施設は，工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為に

よるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないも

のでなければならない。 

適合のための設計方針 

第１項について 

(3) 竜巻 

安全施設は，設計竜巻の最大風速 100m／s による風圧力による荷重，気

圧差による荷重及び設計飛来物等の衝撃荷重を組み合わせた荷重等に対し

て安全機能を損なわないために，飛来物の発生防止対策及び竜巻防護対策

を行う。 

ａ．飛来物の発生防止対策 

竜巻により東海発電所を含む当社敷地内の資機材等が飛来物となり，

外部事象防護対象施設が安全機能を損なわないために，以下の対策を行

う。 
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・外部事象防護対象施設等へ影響を及ぼす資機材及び車両については，

固縛，固定，外部事象防護対象施設等及び竜巻飛来物防護対策設備

からの離隔，頑健な建屋内収納又は撤去する。 

ｂ．竜巻防護対策 

固縛等による飛来物の発生防止対策ができないものが飛来し，安全施

設が安全機能を損なわないように，以下の対策を行う。 

・外部事象防護対象施設を内包する区画及び竜巻飛来物防護対策設備

により，外部事象防護対象施設を防護し，構造健全性を維持し安全

機能を損なわない設計とする。 

・外部事象防護対象施設の構造健全性が維持できない場合には，代替

設備の確保，損傷した場合の取替え又は補修が可能な設計とするこ

とにより安全機能を損なわない設計とする。 

ここで，竜巻は積乱雲や積雲に伴って発生する現象であり，積乱雲の発

達時に竜巻と同時発生する可能性のある自然現象は，雷，雪，ひょう及び

降水である。これらの自然現象の組合せにより発生する荷重は，設計竜巻

荷重に包含される。 
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1.3 気象等 

8. 竜巻 

8.1 竜巻 

  竜巻影響評価は，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（平成 25 年 6 月

19 日原規技発 13061911 号 原子力規制委員会決定）」（以下「ガイド」と

いう。）に基づき実施する。 

  基準竜巻及び設計竜巻の設定は，竜巻検討地域の設定，基準竜巻の最大風

速の設定及び設計竜巻の最大風速の設定の流れで実施する。 

【別添資料１（2.1 ：1-15）】 

8.1.1 竜巻検討地域の設定 

  発電所が立地する地域と，気象条件の類似性の観点及び局所的な地域性の

観点で検討を行い，竜巻検討地域を設定する。 

(1) 気象総観場の分析 

   気象条件の類似性の観点では，気象総観場ごとの竜巻発生位置を整理し，

発電所と類似の地域を抽出する。竜巻発生要因の総観場は，気象庁「竜巻

等の突風データベース」（１）を基に，独立行政法人原子力安全基盤機構が

東京工芸大学に委託した研究「竜巻による原子力施設への影響に関する調

査研究」（２）を参考に，低気圧，台風，停滞前線，局所性降雨，季節風及

びその他（高気圧等）の 6 つに分類する。なお，低気圧には，暖気の移入，

寒気の移入及び停滞前線以外の前線を，停滞前線では梅雨前線を，局所性

降雨では雷雨を含めている。第 8.1－1 図に竜巻発生時の総観場の分布を

示す。 

   第 8.1－2 図の都道府県ごとの竜巻の発生要因別比率に示すとおり，低
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気圧起因の竜巻は全国一様に発生していること，一方，台風起因の竜巻は

日本海側には発生しておらず，主に太平洋側で発生していることが分かる。

また，停滞前線起因の竜巻は北海道を除く各地に発生していること，局所

性降雨は内陸部での竜巻発生も促すこと，及び季節風や高気圧起因とされ

る竜巻の発生数は比較的少ないことが分かる。 

【別添資料１（2.2.1 ：1-16～18）】 

(2) 総観場の分析に基づく地域特性の確認 

   竜巻発生の地域性が見られる台風起因の発生領域から，太平洋側の宮城

県から沖縄県にかけての範囲を考慮する。発電所はこの範囲に立地してお

り，太平洋側の宮城県から沖縄県を基本として，竜巻の発生頻度の観点か

ら総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１の検討を行う。 

発電所から半径 180km 圏内（約 10 万 km２圏）を含む太平洋側沿岸の海

岸線から陸側海側各 5km の範囲を対象として，単位面積当たりの発生数の

比較を第 8.1－3 図及び第 8.1－1 表に示す。なお，表の竜巻の個数は各ケ

ースの領域ごとにおける発生した全ての竜巻の個数である。 

この結果，福島県から沖縄県にかけての範囲であるＴＡ１．６のケースの

単位面積当たりの発生数が最も大きくなるため，これを総観場の気象条件

に基づく竜巻検討地域ＴＡ１とする。 

【別添資料１（2.2.2 ：1-19～20）】 

(3) 過去の竜巻集中地域に基づく地域特性の確認 

   局地的な地域性の観点では，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）

及び解説」（３）に，全国 19 箇所の竜巻集中地域が示されており，第 8.1－

4 図に示すとおり，発電所は，竜巻集中地域⑰に立地している。 

竜巻集中地域⑰を第 8.1－1 表のＴＡ１．１とし，これを竜巻集中地域に

基づく竜巻検討地域ＴＡ２とする。 
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【別添資料１（2.2.3 ：1-21）】 

(4) 竜巻検討地域 

   発電所に対する竜巻検討地域について，「総観場の分析に基づく地域特

性の確認」，「過去の竜巻集中地域に基づく地域特性の確認」により地域

特性を確認し，竜巻の個数及び単位面積当たりの発生数によって，福島県

から沖縄県にかけての太平洋側沿岸の海岸線から海側及び陸側それぞれ

5km の範囲を竜巻検討地域に設定する（面積約 57,000km２）。 

第 8.1－5 図に竜巻検討地域を示す。 

【別添資料１（2.2.4 ：1-22）】 

8.1.2 基準竜巻の最大風速の設定 

  基準竜巻の最大風速は，過去に発生した竜巻による最大風速（ⅤＢ１），

及び竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２）のうち，最も大

きな風速を設定する。 

(1) 過去に発生した竜巻による最大風速（ⅤＢ１） 

   過去に発生した竜巻による最大風速の設定に当たっては，竜巻検討地域

における過去最大竜巻はＦ３であり，Ｆスケールと風速の関係より風速は

70m／s～92m／s であることから，竜巻検討地域で過去に発生した最大竜

巻Ｆ３の風速範囲の上限値 92m／s をⅤＢ１とする。 

   第 8.1－2 表に竜巻検討地域におけるＦ３スケール相当以上の竜巻の観

測記録を示す。 

【別添資料１（2.3.1 ：1-23）】 

(2) 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２） 

   竜巻最大風速のハザード曲線は，ガイドに従い，既往の算定方法に基づ

き，具体的には「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）
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を参照して，算定する。本評価は，竜巻データの分析，竜巻風速，被害幅

及び被害長さの確率密度分布の算定，相関係数の算定，並びにハザード曲

線の算定によって構成される。 

竜巻最大風速のハザード曲線の算定は，竜巻検討地域（海岸線から陸側

及び海側それぞれ 5km の範囲）の評価及び竜巻検討地域を海岸線に沿って

1km 範囲ごとに短冊状に細分化した場合の評価の２とおりで算定し，その

うち大きな風速を設定する。 

【別添資料１（2.3 ：1-24～37）】 

  ａ．海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km の範囲の評価 

    本評価では，竜巻検討地域外で発生して竜巻検討地域内に移動した陸

上発生竜巻も発生数にカウントする。被害幅及び被害長さは，それぞれ

被害全幅及び被害全長を用いる。 

【別添資料１（2.3.2 ：1-24）】 

  ｂ．竜巻の発生頻度の分析 

    気象庁「竜巻等の突風データベース」（１）をもとに，1961 年～2012

年 6 月までの 51.5 年間の統計量をＦスケール別に算出する。なお，観

測体制の変遷による観測データ品質のばらつきを踏まえ，以下の(a)～

(c)の基本的な考え方に基づいて整理を行う。 

   (a) 被害が小さくて見過ごされやすいＦ０及びＦスケール不明竜巻に対

しては，観測体制が強化された 2007 年以降の年間発生数及び標準偏

差を用いる。 

   (b) 被害が比較的軽微なＦ１竜巻に対しては，観測体制が整備された 

1991 年以降の年間発生数や標準偏差を用いる。 

   (c) 被害が比較的大きく見逃されることがないと考えられるＦ２及びＦ

３竜巻に対しては，観測記録が整備された 1961 年以降の全期間の年
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間発生数や標準偏差を用いる。 

    また，Ｆスケール不明の竜巻については，以下の取扱いを行う。 

    陸上で発生した竜巻（以下「陸上竜巻」という。）及び海上で発生し

て陸上へ移動した竜巻については，被害があって初めてそのＦスケール

が推定されるため，陸上でのＦスケール不明の竜巻は，被害が少ないＦ

０竜巻とみなす。 

海上で発生し，その後上陸しなかった竜巻（以下「海上竜巻」とい

う。）については，その竜巻のスケールを推定することは困難であるこ

とから，「海岸線から海上 5km の範囲における海上竜巻の発生特性が，

海岸線から内陸 5km の範囲における陸上竜巻の発生特性と同様である。」

という仮定に基づいて各Ｆスケールに分類する。その結果，Ｆスケール

不明の海上竜巻の取扱いにより，第 8.1－3 表のとおり観測実績に対し

て保守性を高めた評価としている。 

【別添資料１（2.3.3 ：1-25～27）】 

  ｃ．年発生数の確率密度分布の設定 

    ハザード曲線の評価に当たって竜巻の発生がポアソン過程に従うと仮

定し，使用する竜巻年発生数の確率密度分布はポリヤ分布を採用する。 

    竜巻年発生数の確率分布の設定には，ポアソン分布とポリヤ分布が考

えられる。 

    ポアソン分布は，生起確率が正確に分からないまれな現象の場合に有

用な分布である。一方，ポリヤ分布は，発生状況が必ずしも独立でない

まれな現象（ある事象が生ずるのはまれであるが，一旦ある現象が発生

するとその周囲にもその現象が生じやすくなる性質）の場合に有用な分

布である（例えば，伝染病の発生件数）。台風や前線により竜巻が発生

した場合，同時多発的に複数の竜巻が発生する状況が考えられるため，
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ポリヤ分布の方が実現象をより反映できると考えられる。 

    また，国内を対象とした竜巻の年発生数の分布の適合性に関する検討

結果は，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）に示

されており，陸上及び海上竜巻の両方の発生数について，ポリヤ分布の

適合性がポアソン分布に比べて優れているとしている。 

    発電所の竜巻検討地域で発生した竜巻を対象に，発生数に関するポア

ソン分布及びポリヤ分布の適合性を評価した結果，竜巻検討地域におい

ても，ポリヤ分布の適合性がポアソン分布に比べて優れていることを確

認している。 

【別添資料１（2.3.3 ：1-28～29）】 

  ｄ．竜巻風速，被害幅及び被害長さの確率分布並びに相関係数 

    竜巻検討地域における 51.5 年間の竜巻の発生数，被害幅及び被害長

さを基に，確率密度分布についてはガイド及びガイドが参考としている

「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）を参照し，対

数正規分布に従うものとする。（第 8.1－6 図～第 8.1－8 図） 

    なお，疑似的な竜巻の作成に伴う被害幅又は被害長さの情報がない竜

巻には，被害幅又は被害長さを有する竜巻の観測値を与えている。その

際は，被害幅又は被害長さが大きいほうから優先的に用いることで，被

害幅又は被害長さの平均値が大きくなるように工夫しているとともに，

被害幅又は被害長さ０のデータについては計算に用いておらず，保守的

な評価を行っている。 

    このように，前述のＦスケール不明の竜巻の取扱い等も含め，データ

については保守的な評価となる取扱いを行っている。 

    また，1961 年以降の観測データのみを用いて，竜巻風速，被害幅及

び被害長さについて相関係数を求める。（第 8.1－4 表） 
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【別添資料１（2.3.4 ：1-30～32）】 

  ｅ．竜巻影響エリアの設定 

    竜巻影響エリアは，発電所の評価対象施設の面積及び設置位置を考慮

して，評価対象施設を包絡する円形のエリア（直径 300m，面積約 7.1×

10４m２）として設定する。（第 8.1－9 図） 

    なお，竜巻影響エリアを円形とするため，竜巻の移動方向には依存性

は生じない。 

【別添資料１（2.3.5 ：1-32～33）】 

  ｆ．ハザード曲線の算定 

    Ｔ年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速がⅤ０以上となる

確率を求め，ハザード曲線を求める。 

前述のとおり，竜巻の年発生数の確率密度分布としてポリヤ分布の適

合性が高い。ポリヤ分布は式（a）（４）で示される。 

    ここで， 

       Ｎ：竜巻の年発生数 

       ν：竜巻の年平均発生数 

       Ｔ：年数 

    βは，分布パラメータであり式（b）で示される。 

    ここで， 

       σ：竜巻の年発生数の標準偏差 
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    竜巻影響評価の対象となる構造物が風速Ⅴ０以上の竜巻に遭遇する事

象をＤと定義し，竜巻影響評価の対象構造物が１つの竜巻に遭遇し，そ

の竜巻の風速がⅤ０以上となる確率をＲ（Ⅴ０）としたとき，Ｔ年以内

にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速がⅤ０以上となる確率は式

（c）で示される。 

    このＲ（Ⅴ０）は，竜巻影響評価の対象地域の面積をＡ０（つまり竜

巻検討地域の面積約 57,000km２），1 つの竜巻の風速がⅤ０以上となる

面積をＤＡ（Ⅴ０）とすると式（d）で示される。 

    ここで，Ｅ［ＤＡ（Ⅴ０）］は，ＤＡ（Ⅴ０）の期待値を意味する。 

    本評価では，以下のようにしてＤＡ（Ⅴ０）の期待値を算出し，  

式（d）によりＲ（Ⅴ０）を推定し，式（c）によりＰＶ０，Ｔ（Ｄ）を求め

る。風速をＶ，被害幅をｗ，被害長さをｌ，移動方向をαとし，   

ｆ（Ｖ，ｗ，ｌ）等の同時確率密度関数を用いると，ＤＡ（Ⅴ０）の期

待値は式（e）（５）で示される。 
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影響エリアの直径 300m で一定（竜巻の移動方向に依存しない）とな

る。Ｓは竜巻影響エリアの面積（直径 300m の円の面積：約 7.1×10４m

２）を表わす。円の直径をＤ０とした場合の計算式は，式（f）で示され

る。 

また，風速の積分範囲の上限値はハザード曲線の形状が不自然になら

ない程度に大きな値として 120m／s に設定する。 

なお，Ｗ（Ⅴ０）は竜巻風速がⅤ０以上となる幅であり，式（g）（５）

（６）で示される。この式により，被害幅内の風速分布に応じて被害様相

に分布がある（被害幅の端ほど風速が小さくなる）ことが考慮されてい

る。 

    ここで，係数の 1.6 について，既往の研究では，例えば 0.5 又は 1.0

などの値も提案されている。ガイドにて参照している Garson et al.

（６）では，観測値が不十分であるため保守的に 1.6 を用いることが推奨

されており，本評価でも 1.6 を用いる。   

    Ｖｍⅰｎは，竜巻被害が発生する最小風速であり，Garson は Gale 

intensity velocity と呼ばれ，被害が発生し始める風速に位置付けら
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れる（Gale とは非常に強い風の意）。Garson et al.（６）では，Ｖｍⅰｎ

は＝40mph≒18m／s（1mph≒1.61km／h）を提案している。米国の気象局

（National Weather Service）では，34 ノット～47 ノット（17.5m／s

～24.2m／s）とされている。日本の気象庁では，気象通報にも用いられ

ている風力階級において，風力 8 が疾強風（gale，17.2m／s～20.7m／

s），風力 9 では大強風（strong gale，20.8m／s～24.4m／s）と分類さ

れており風力 9 では「屋根瓦が飛ぶ，人家に被害が出始める」とされて

いる。 

    以上を参考とし，Ｖｍⅰｎ＝25m／s とした。この値は，Ｆ０（17m／ｓ

～32m／ｓ）のほぼ中央値に相当する。 

    海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km 範囲を対象に算定したハザード

曲線より，年超過確率 10－５における風速を求めると，73m／s となる。

（第 8.1－10 図） 

【別添資料１（2.3.6 ：1-34～36）】 

  ｇ．1km 範囲に細分化した評価 

    1km 範囲ごとに細分化した評価は，1km 幅は変えずに順次ずらして移

動するケース（短冊ケース）を設定して評価する。評価の条件として，

被害幅及び被害長さは，それぞれ 1km 範囲内の被害幅及び被害長さを用

いている。上記評価条件に基づいて，海岸線から陸側及び海側それぞれ

5km の範囲の評価と同様の方法でハザード曲線を算定する。 

これら算定したハザード曲線より，年超過確率 10－５における風速を

求めると，陸側 3km～4km を対象とした場合の 80m／s が最大となる。

（第 8.1－11 図） 

【別添資料１（2.3.6 ：1-36～37）】 
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  ｈ．竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶＢ２） 

    海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km 全域（竜巻検討地域）の評価と

1km 範囲ごとに細分化した評価を比較して，竜巻最大風速のハザード曲

線により設定する最大風速ＶＢ２は，ガイドを参考に年超過確率 10－５に

相当する風速とし，80m／s とする。（第 8.1－12 図） 

【別添資料１（2.3.7 ：1-37）】 

(3) 基準竜巻の最大風速の設定 

   過去に発生した竜巻による最大風速ＶＢ１＝92m／s 及び竜巻最大風速の

ハザード曲線による最大風速ＶＢ２＝80m／s より，発電所における基準竜

巻の最大風速ＶＢは 92m／s とする。 

【別添資料１（2.3.9 ：1-41）】 

8.1.3 設計竜巻の最大風速の設定 

  発電所が立地する地域の特性として，周辺の地形を考慮して，基準竜巻の

最大風速の割り増しを検討し，設計竜巻の最大風速を設定する。 

(1) 発電所周辺の地形 

   発電所敷地周辺の地形を第 8.1－13 図に示す。 

   竜巻のような回転する流れでは，角運動量保存則により「回転の中心か

らの距離」及び「周方向の回転速度」の積が一定になるという性質があ

る。そのため，竜巻の渦が上り斜面を移動する時，基本的に渦は弱まり，

下り斜面を移動する時には強まる。 

発電所が立地する敷地周辺は，最大でも標高 40m 程度のなだらかな地形

であり，発電所周辺で発生する竜巻は，敷地周辺の地形において，竜巻渦

の旋回強度に影響を及ぼすと考えられるマイクロスケール（数百 m）規模

166



62 

の起伏は認められないことから，地形効果による竜巻の増幅の可能性は低

いとする。 

【別添資料１（2.4.1 (2) ：1-43～44）】 

(2) 設計竜巻の最大風速ＶＤ

   発電所では，地形効果による竜巻の増幅を考慮する必要はないと考える

が，現状では竜巻の観測数等のデータが十分とまでは言い切れず，不確実性

があることを考慮し，設計竜巻の最大風速ＶＤは，基準竜巻の最大風速 92m

／s を安全側に切り上げた 100m／s とする。 

【別添資料１（2.4.1 (3) ：1-44）】 

8.1.4 設計竜巻の特性値の設定 

  設計竜巻の特性値は，設計竜巻の最大風速（ＶＤ）より米国ＮＲＣの基準

類（７）を参考として，以下に示す手法に基づき，第 8.1－5 表のとおり設定

する。 

 (1) 設計竜巻の移動速度（ＶＴ） 

   設計竜巻の移動速度（ＶＴ）は，ガイドに基づき，「竜巻による原子力

施設への影響に関する調査研究」（２）による風速場モデルに依存しない日

本の竜巻の観測記録に基づいた竜巻移動速度（平均値）と最大風速との関

係を参照して設定されている以下の算定式を用いて，ＶＤからＶＴを算定

する。 

ＶＴ＝0.15・ＶＤ

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-45）】 

(2) 設計竜巻の最大接線風速（ＶＲｍ） 

   設計竜巻の最大接線風速（ＶＲｍ）は，ガイドに基づき，米国ＮＲＣの 

基準類（７）を参考に設定されている風速場モデルに依存しない以下の式を 
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用いて算定する。 

ＶＲｍ＝ＶＤ－ＶＴ

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-45）】 

(3) 設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Ｒｍ） 

   設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Ｒｍ）は，ガイドに基

づき，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）による日

本の竜巻の観測記録を基に提案された風速場モデルに準拠して以下の値を

用いる。 

Ｒｍ＝30（m） 

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-45）】 

(4) 設計竜巻の最大気圧低下量（ΔＰｍａｘ） 

   設計竜巻の最大気圧低下量（ΔＰｍａｘ）は，ガイドに基づき，米国ＮＲ

Ｃの基準類（７）を参考に設定されているランキン渦モデルによる風速分布

に基づいた以下の式を用いて算定する。 

ΔＰｍａｘ＝ρ・ＶＲｍ
２

   ここで， 

       ρ：空気密度（1.22kg／m３） 

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-45）】 

(5) 設計竜巻の最大気圧低下率（（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ） 

   設計竜巻の最大気圧低下率（（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ）は，ガイドに基づき，

米国ＮＲＣの基準類（７）を参考に設定されているランキン渦モデルによる

風速分布に基づいた以下の式を用いて算定する。 

（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ＝（ＶＴ／Ｒｍ）・ΔＰｍａｘ 

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-45）】 
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第 8.1－1 表 竜巻検討地域ＴＡ１の候補ごとの竜巻の個数と 

単位面積当たり発生数 

【別添資料１（2.2.2 ：1-20）】 

第 8.1－2 表 竜巻検討地域内で過去（1961 年 1 月～2012 年 6 月） 

に発生したＦ３スケール相当以上の竜巻の観測記録 

発生日時 

発生場所 

Ｆスケール 

緯度 経度 都道府県 市町村 

1999 年 09 月 24 日 11 時 07 分 34 度 42 分 4 秒 137 度 23 分 5 秒 愛知県 豊橋市 Ｆ３ 

1990 年 02 月 19 日 15 時 15 分 31 度 15 分 38 秒 130 度 16 分 35 秒 鹿児島県 枕崎市 Ｆ２～Ｆ３ 

1978 年 02 月 28 日 21 時 20 分 35 度 32 分 1 秒 139 度 41 分 50 秒 神奈川県 川崎市 Ｆ２～Ｆ３ 

1969 年 12 月 07 日 18 時 00 分 34 度 45 分 4 秒 137 度 22 分 46 秒 愛知県 豊橋市 Ｆ２～Ｆ３ 

1968 年 09 月 24 日 19 時 05 分 32 度 7 分 16 秒 131 度 32 分 8 秒 宮崎県 高鍋町 Ｆ２～Ｆ３ 

1967 年 10 月 28 日 03 時 12 分 35 度 42 分 3 秒 140 度 43 分 10 秒 千葉県 飯岡町 Ｆ２～Ｆ３ 

【別添資料１（2.3.1 ：1-23）】 

領域 
領域面積

(km２) 

51.5 年間に

領域内で発

生した個数 

単位面積当たり

発生数 

（個／年／km２） 

ＴＡ１．１ ① 福島県～神奈川県 7,900 40 0.98E-04 

ＴＡ１．２ ①～② 福島県～静岡県 15,700 68 0.84E-04 

ＴＡ１．３ ①～③ 福島県～和歌山県 23,400 104 0.86E-04 

ＴＡ１．４ ①～④ 福島県～高知県 28,600 138 0.94E-04 

ＴＡ１．５ ①～⑤ 福島県～鹿児島県 46,700 194 0.81E-04 

ＴＡ１．６ ①～⑥ 福島県～沖縄県 57,000 300 1.02E-04 

ＴＡ１．７ ①～⑦ 福島県～九州全県 79,700 337 0.82E-04 

ＴＡ１．８ ①～⑥,⑧ 宮城県～沖縄県 59,700 302 0.98E-04 
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第 8.1－3 表 竜巻発生数の分析結果 

Ｆ3 Ｆ2 Ｆ1 Ｆ0 小計 陸上不明 海上不明 合計 

過去 

に 

観測 

され 

た 

竜巻 

1961.1 

～2012.6 

51.5 年間 

期間内個数 6 41 100 46 193 20 87 300 

平均値（個／年） 0.12 0.80 1.94 0.89 3.75 0.39 1.69 5.83 

標準偏差（個／年） 0.32 0.94 1.96 2.17 3.25 0.69 4.35 7.26 

1991.1 

～2012.6 

21.5 年間 

期間内個数 1 15 72 46 134 15 86 235 

平均値（個／年） 0.05 0.70 3.35 2.14 6.23 0.70 4.00 10.93 

標準偏差（個／年） 0.22 0.78 2.03 2.96 3.24 0.84 6.08 8.81 

2007.1 

～2012.6 

5.5 年間 

期間内個数 0 1 12 31 44 9 63 116 

平均値（個／年） 0.00 0.18 2.18 5.64 8.00 1.64 11.45 21.09 

標準偏差（個／年） 0.00 0.43 1.99 4.17 4.16 0.97 8.32 11.75 

Ｆ3 Ｆ2 Ｆ1 Ｆ0 計 

疑似

51.5

年間

の 

竜巻 

疑似 

51.5 年間

（陸上竜巻）

期間内個数 6 41 173 376 596    

平均値（個／年） 0.12 0.80 3.36 7.30 11.57    

標準偏差（個／年） 0.32 0.94 2.03 4.74 5.25 

疑似 51.5

年間 

（全竜巻） 

期間内個数 12 82 345 749 1188 

平均値（個／年） 0.23 1.59 6.70 14.54 23.07 

標準偏差（個／年） 0.46 1.33 2.87 6.69 7.42 

【別添資料１（2.3.2 ：1-26）】 

第 8.1－4 表 最大風速，被害幅及び被害長さの対数値の相関係数 

相関係数の値 最大風速 被害幅 被害長さ 

最大風速 1.000 0.381 0.452 

被害幅 － 1.000 0.381 

被害長さ － － 1.000 

【別添資料１（2.3.4 ：1-32）】 
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第 8.1－5 表 設計竜巻の特性値 

設計竜巻の 
最大風速 

ＶＤ 

（m／s） 

移動速度 
ＶＴ 

（m／s） 

最大接線 
風速 
ＶＲｍ 

（m／s） 

最大接線 
風速半径 

Ｒｍ 

（m） 

最大気圧 
低下量 
ΔＰｍａｘ 

（hPa） 

最大気圧 
低下率 

（ｄｐ/ｄｔ）ｍａｘ

（hPa／s） 

100 15 85 30 89 45 

【別添資料１（2.4.2 ：1-46）】 

第 8.1－1 図 竜巻発生時の総観場の分布(1961 年 1 月～2012 年 6 月) 

【別添資料１（2.2.1 ：1-17）】 
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第 8.1－2 図 各都道府県での竜巻の発生要因別比率 

【別添資料１（2.2.1 ：1-18）】 
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第 8.1－3 図 竜巻検討地域ＴＡ１の検討領域 

【別添資料１（2.2.2 ：1-20）】 

① 

② 

③ 
④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

174



70 

第 8.1－4 図 竜巻の発生する地点と竜巻が集中する 19 の地域 

（「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）及び解説」より引用） 

【別添資料１（2.2.3 ：1-21）】 

第8.1－5図 竜巻検討地域 

【別添資料１（2.2.4 ：1-22）】 

発電所が 

立地する竜巻集中地域 

－：竜巻検討地域 

●：竜巻検討地域での 

竜巻発生箇所 
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第 8.1－6 図 最大風速の確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 

第 8.1－7 図 被害幅の確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 

 第 8.1－8 図 被害長さの確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 

【別添資料１（2.3.4 ：1-31）】 
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第 8.1－9 図 竜巻影響エリア 

【別添資料１（2.3.5 ：1-33）】 
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第 8.1－10 図 竜巻最大風速のハザード曲線（海側，陸側 5km 範囲） 

【別添資料１（2.3.6 ：1-36）】 

第 8.1－11 図 竜巻検討地域を 1km 幅ごとに細分化した場合のハザード曲線 

【別添資料１（2.3.6 ：1-37）】 
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第 8.1－12 図 竜巻最大風速のハザード曲線 

【別添資料１（2.3.9 ：1-41）】 
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第 8.1－13 図 発電所を中心とした東西 3km×南北 3km の地形 

（国土地理院 5m メッシュ標高データに加筆） 

【別添資料１（2.4.1 ：1-44）】 

発電所 標高値 
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6 条(竜巻)-1-目次-1 

東海第二発電所 

竜巻影響評価について 

別添資料 1 

本資料のうち， は営業秘密又は防護上の観点から公開できません。 
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6 条(竜巻)-1-目次-4 

  添付資料 

1. 外部事象防護対象施設のうち評価対象施設の抽出について 

 別紙 1-1 緊急時対策所の竜巻防護方針について 

 別紙 1-2 排気筒モニタについて 

2. 耐震Ｓクラス施設について 

 別紙 2-1 外部事象に対する津波防護施設，浸水防止設備 

及び津波監視設備の防護方針について 

3. 外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出につ

いて 

4. 竜巻検討地域の設定について 
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7. 竜巻影響評価の概要及び保守性について 

8. 竜巻影響評価及び竜巻防護対策の概要 

 別紙 8-1 評価対象施設等の設計荷重について 

 別紙 8-2 竜巻防護対策のうち飛来物発生防止対策の概要について 

 別紙 8-3 飛来物化する可能性がある物品の管理について 

 別紙 8-4 竜巻準備体制の発令の判断基準について 
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 別紙 8-6 南方の隣接事業所からの飛来物の影響について 
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別紙 8-8 西方の隣接事業所からの飛来物の影響について 

9. 設計飛来物の設定について

別紙 9-1 分解され小型軽量となる物品及び損傷するが飛来物となら 

ない物品について 

別紙 9-2 空力パラメータについて 

別紙 9-3 フジタモデル採用時に「竜巻影響評価ガイド」の鋼製材を

設計飛来物とすることの妥当性について 

別紙 9-4 車両の飛散範囲について 
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管理について 

10. 竜巻時に発生するひょうの影響について

11. 竜巻随伴事象の抽出について
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6 条(竜巻)-1-1 

1. 竜巻に対する防護 

1.1 概要 

  原子力規制委員会の定める「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則」第六条において，外部からの衝撃による

損傷の防止として，「安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければなら

ない」としており，敷地周辺の自然環境を基に想定される自然現象の一つと

して，竜巻の影響を挙げている。 

  発電用原子炉施設の供用期間中に極めてまれに発生する突風，強風を引き

起こす自然現象としての竜巻及びその随伴事象等によって発電用原子炉施設

の安全性を損なわない設計であることを評価するため，「原子力発電所の竜

巻影響評価ガイド（平成 25 年 6 月 19 日 原子力規制委員会決定，平成 26

年 9 月 17 日改正）」（以下「竜巻影響評価ガイド」※という）を参照し，以

下の竜巻影響評価について実施し，安全機能が維持されることを確認する。 

 (1) 設計竜巻及び設計荷重（設計竜巻荷重及びその他の組合せ荷重）の設定 

 (2) 発電所における飛来物に係る調査 

 (3) 飛来物発生防止対策 

 (4) 考慮すべき設計荷重に対する評価対象施設等の構造健全性等の評価を行

い，必要に応じ対策を行うことで安全機能が維持されることの確認 

※ 「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）及び解説」を含む。（特に

区別する必要がある場合は，以下「ガイド（案）及び解説」という） 
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6 条(竜巻)-1-2 

1.2 評価の基本方針 

1.2.1 竜巻から防護する施設の抽出【添付資料 1】 

竜巻から防護する施設は，安全施設が竜巻の影響を受ける場合においても

発電用原子炉施設の安全性を確保するために，「発電用軽水型原子炉施設の

安全機能の重要度分類に関する審査指針」で規定される重要度分類（以下「安

全重要度分類」という。）のクラス１，クラス２及びクラス３の設計を要求

される構築物，系統及び機器とする。 

その上で，上記構造物，系統及び機器の中から，発電用原子炉を停止する

ため，また停止状態にある場合は引き続きその状態を維持するために必要な

異常の発生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系統及び

機器として安全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全評価※上その機能

に期待するクラス３に属する構築物，系統及び機器（以下「外部事象防護対

象施設」という。）とし，機械的強度を有すること等により，安全機能を損な

わない設計とする。 

※ 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故解析 

また，外部事象防護対象施設を内包する建屋（外部事象防護対象施設とな

る建屋を除く。）は，機械的強度を有すること等により，内包する外部事象防

護対象施設の安全機能を損なわない設計及び外部事象防護対象施設へ波及的

影響を及ぼさない設計とする。ここで，外部事象防護対象施設及び外部事象

防護対象施設を内包する建屋を併せて，外部事象防護対象施設等という。 

上記に含まれない構築物，系統及び機器は，竜巻及びその随伴事象に対し

て機能を維持すること若しくは竜巻及びその随伴事象による損傷を考慮して

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復

等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全

機能を損なわない設計とする。 
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6 条(竜巻)-1-3 

1.2.2 竜巻影響評価の対象施設 

以下の(1)外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設及び(2)外部事象防

護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設に示す施設を竜巻影響評価の対

象施設（以下「評価対象施設等」という。）とする。 

外部事象防護対象施設等の抽出フローを第 1.2.2－1 図に示す。 

なお，｢基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド｣の重要度分類にお

ける耐震Ｓクラスの設計を要求される施設についても，外部事象防護対象施

設等として抽出すべきものがないことを確認した。【添付資料 2】 

第1.2.2－1図 外部事象防護対象施設等の抽出フロー 

 (1) 外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設 

   外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設として，屋外施設（外部事

象防護対象施設を内包する施設を含む），屋内の施設で外気と繋がってい

① 

クラス１， 

クラス２に属する 

構築物等 

YES

NO

外部事象防護対象施設 

YES

NO

② 

安全評価※１上 

期待するクラス３に 

属する構築物等 

NO
①及び②を 

内包する区画 

YES

その他の施設※２

※１ 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故解析 

※２ 竜巻及びその随伴事象に対して機能維持すること，竜巻及びその

随伴事象による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確

保すること又は安全上支障のない期間に修復すること等の対応が

可能であることを確認する。 

・安全重要度分類のクラス１，クラス２ 

及びクラス３に属する構築物，系統及 

び機器 

・安全機能を有しない構築物，系統及び 

機器 

外部事象防護対象施設を内包する建屋 

（外部事象防護対象施設である建屋を除く） 

外部事象防護対象施設等 
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る施設及び外殻となる施設（建屋，構築物）（以下「外殻となる施設」と

いう。）による防護機能が期待できない施設を抽出する。 

   なお，外殻となる施設による防護機能が期待できない施設については，

外部事象防護対象施設を内包する区画の構造健全性の確認結果を踏まえ抽

出する。防護機能を期待できることが確認できた区画に内包される外部事

象防護対象施設については，該当する外殻となる施設により防護されるこ

とから，個別評価は実施しない。 

   第 1.2.2－2 図に，外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設の抽出フ

ロー及び抽出された評価対象施設を示す。 

   また，第 1.2.2－2 図において抽出した評価対象施設のうち，屋外施設の

配置を第 1.2.2－3 図に示す。 

  ａ．屋外施設（外部事象防護対象施設を内包する区画を含む） 

   (a) 非常用ディーゼル発電機吸気口及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機吸気口（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機を含む。）吸気口」という。） 

   (b) 非常用ディーゼル発電機室ルーフベントファン及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機室ルーフベントファン（以下「非常用ディーゼ

ル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）ルーフベ

ントファン」という。） 

   (c) 中央制御室換気系冷凍機（配管，弁含む。） 

   (d) 残留熱除去系海水系ポンプ（配管，弁含む。） 

   (e) 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ（配管，弁含む。）及び高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ（配管，弁含む。）（以

下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプ（配管，弁含む。）」という。） 
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   (f) 残留熱除去系海水系ストレーナ 

   (g) 非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナ及び高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機用海水ストレーナ（以下「非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ」

という。） 

   (h) 非常用ガス処理系排気筒 

   (i) 主排気筒 

   (j) 排気筒モニタ 

   (k) 原子炉建屋 

   (l) 放水路ゲート 

    なお，排気筒モニタ及び排気筒モニタ建屋並びに放水路ゲートは，以

下の設計とすることにより，以降の評価対象施設には含めないものとす

る。 

    評価対象施設等のうち排気筒モニタについては，放射性気体廃棄物処

理施設の破損の検出手段として期待している。竜巻を起因として放射性

気体廃棄物処理施設の破損が発生することはないが，独立事象としての

重畳の可能性を考慮し，排気筒モニタ建屋も含め安全上支障のない期間

に補修等の対応を行うことで，安全機能を損なわない設計とする。 

    評価対象施設のうち放水路ゲートについては，津波の流入を防ぐため

の閉止機能を有している。竜巻を起因として津波が発生することはない

が，独立事象としての重畳の可能性を考慮し，放水路ゲートは安全上支

障のない期間に補修等の対応を行うことで，安全機能を損なわない設計

とする。 

  ＜以下，外部事象防護対象施設を内包する区画＞ 

   (m) タービン建屋（気体廃棄物処理系隔離弁等を内包） 
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6 条(竜巻)-1-6 

   (n) 使用済燃料乾式貯蔵建屋（使用済燃料乾式貯蔵容器を内包） 

   (o) 軽油貯蔵タンクタンク室（軽油貯蔵タンクを内包） 

   (p) 排気筒モニタ建屋 

  ｂ．屋内の施設で外気と繋がっている施設 

   (a) 中央制御室換気系隔離弁，ファン（ダクト含む。），非常用ディー

ゼル発電機室換気系ダクト及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

室換気系ダクト（以下「非常用換気空調設備」という。） 

   (b) 原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト(原子炉建屋原子炉棟貫通部) 

  ｃ．外殻となる施設による防護機能が期待できない施設 

   (a) 中央制御室換気系隔離弁，ファン（空気調和器含む。）及びフィル

タユニット（以下「原子炉建屋付属棟 3 階中央制御室換気空調設備」

という。） 

   (b) 非常用電源盤（電気室） 

   (c) 原子炉建屋換気系隔離弁及びダクト（原子炉建屋原子炉棟貫通部） 

   (d) 使用済燃料プール及び燃料プール冷却浄化系真空破壊弁（以下「原

子炉建屋原子炉棟 6 階設置設備」という。） 

   (e) 燃料交換機及び原子炉建屋天井クレーン 

   (f) 非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備 

   (g) 使用済燃料乾式貯蔵容器 

   (h) 使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン  
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第 1.2.2－2 図 外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設の抽出フロー 

NO

外部事象防護対象施設等 

(a)中央制御室換気系隔離弁， 

 ファン及びダクト 

(b)非常用ディーゼル発電機

室換気系ダクト 

(c)高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機室換気系ダ

クト 

(d)原子炉建屋換気系隔離弁

及びダクト（原子炉建屋原

子炉棟貫通部） 

(a)中央制御室換気系隔離弁及び

ファン（空気調和器含む。） 

(b)中央制御室換気系フィルタユ

ニット 

(c)原子炉建屋換気系隔離弁及び

ダクト（原子炉建屋原子炉棟

貫通部） 

(d)非常用電源盤（電気室） 

(e)使用済燃料プール 

(f)燃料プール冷却浄化系真空破

壊弁 

(g)燃料交換機 

(h)原子炉建屋天井クレーン 

(i)非常用ガス処理系設備及び非

常用ガス再循環系設備 

(j)使用済燃料乾式貯蔵容器 

(k)使用済燃料乾式貯蔵建屋天井

クレーン 

＜評価対象外＞ 

・原子炉圧力容器 

・原子炉再循環ポンプ  

          他 

(a)非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）吸気口 

(b)非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）ルーフベントファ

ン 

(c)中央制御室換気系冷凍機（配管，

弁含む。） 

(d)残留熱除去系海水系ポンプ（配

管，弁含む。） 

(e)非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ポンプ（配

管，弁含む。） 

(f)残留熱除去系海水系ストレーナ 

(g)非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ストレーナ 

(h)非常用ガス処理系排気筒 

(i)主排気筒 

(j)排気筒モニタ 

(k)原子炉建屋 

(l)放水路ゲート 

＜以下，外部事象防護対象施設を 

内包する区画＞ 

(m)タービン建屋 

(n)使用済燃料乾式貯蔵建屋 

(o)軽油貯蔵タンクタンク室 

(p)排気筒モニタ建屋 

YES YES

NONO

屋外施設 

(外部事象防護対象施設

を内包する区画 

含む) 

外殻となる施設 

による防護機能が 

期待できない施設 

(※) 

屋内の施設で 

外気と繋がっている 

施設 

［評価対象施設］ 

※ 

外部事象防護対象施設を内包する区画の構造健全性を確認し， 

開口部，建具などの防護機能を期待できない区画に配置される 

外部事象防護対象施設を抽出 

YES
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第 1.2.2－3 図 外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設（屋外施設）の配置図 
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(2) 外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設【添付資料 3】

外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設は，その他の施

設（外部事象防護対象施設以外の施設）のうち，倒壊により外部事象防護

対象施設を機能喪失させる（機械的影響）可能性があるもの及び屋外に設

置される外部事象防護対象施設の付属設備のうち，設計竜巻の風圧力，気

圧差及び設計飛来物等の衝突による損傷により外部事象防護対象施設を機

能喪失させる（機能的影響）可能性があるものとする。 

 第 1.2.2－4 図に，外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施

設の抽出フロー及び抽出された施設を示す。 

 また，第 1.2.2－4 図において抽出した外部事象防護対象施設等に波及的

影響を及ぼし得る施設の配置図を第 1.2.2－5 図に示す。 

ａ．外部事象防護対象施設等に機械的影響を及ぼし得る施設 

(a) サービス建屋

(b) 海水ポンプエリア防護壁

(c) 鋼製防護壁

ｂ．外部事象防護対象施設に機能的影響を及ぼし得る施設 

(a) 非常用ディーゼル発電機排気消音器及び高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機排気消音器（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）排気消音器」という。） 

(b) 非常用ディーゼル発電機排気配管，非常用ディーゼル発電機燃料デ

イタンクベント管，非常用ディーゼル発電機機関ベント管及び非常用

ディーゼル発電機潤滑油サンプタンクベント管並びに高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機排気配管，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機燃料デイタンクベント管，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機機

関ベント管及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機潤滑油サンプタ
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ンクベント管（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機を含む。）付属排気配管及びベント配管」という。） 

(c) 残留熱除去系海水系配管（放出側）

(d) 非常用ディーゼル発電機用海水配管（放出側）及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機用海水配管（放出側）（以下「非常用ディーゼ

ル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水配

管（放出側）」という。） 
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第 1.2.2－4 図 外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

の抽出フロー 

評価 

対象外 

(a)サービス建屋 

(b)海水ポンプエリア防護壁 

(c)鋼製防護壁 

(a)非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）排気消音器 

(b)非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）付属排気配管及びベン

ト配管 

(c)残留熱除去系海水系配管（放出側） 

(d)非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）用海水配管（放出側） 

［外部事象防護対象 

施設等に波及的影響 

を及ぼし得る施設］ 

YESYES

NO NO

機械的影響 機能的影響

屋外に設置されている 

外部事象防護対象施設 

の付属設備か 

倒壊により 

外部事象防護対象施設等を機能喪失させる 

可能性があるか 

その他の施設 

（第 1.2.2－1 図） 
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第 1.2.2－5 図 外部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設の配置図 
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1.2.3 評価の基本的な考え方 

1.2.3.1 評価方法 

  基準竜巻，設計竜巻及び設計荷重を適切に設定するとともに，評価対象施

設等を抽出し，考慮すべき設計荷重に対する評価対象施設等の構造健全性に

ついて評価を行い，必要に応じ対策を行うことで安全機能が維持されている

ことを確認する。 

  竜巻影響評価の基本フローを第 1.2.3.1－1 図に示す。 

第 1.2.3.1－1 図 竜巻影響評価の基本フロー 

1.2.3.2 評価対象施設等に作用する荷重 

  以下に示す設計荷重を適切に設定する。 

 (1) 設計竜巻荷重 

   設計竜巻荷重を以下に示す。 

OK

NG
安全機能維持

外部事象防護対象施設等の抽出 

評価対象施設の抽出 

基準竜巻，設計竜巻の設定 

終了 

対策 

外部事象防護対象施設等に 

波及的影響を及ぼし得る 

施設の抽出 

竜巻影響評価 

設計荷重の設定 

評価対象施設等の構造健全性の確認 

（安全機能の維持の確認） 

・設計荷重による構造健全性評価 

・波及的影響による機能維持評価 
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  ａ．風圧力による荷重 

    設計竜巻の最大風速による風圧力による荷重 

  ｂ．気圧差による荷重 

    設計竜巻における気圧低下によって生じる評価対象施設等の内外の気

圧差による荷重 

  ｃ．設計飛来物の衝撃荷重 

    設計竜巻によって評価対象施設等に衝突し得る飛来物（設計飛来物）

が評価対象施設等に衝突する際の衝撃荷重 

 (2) 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重 

   設計竜巻荷重と組み合わせる荷重を以下に示す。 

  ａ．評価対象施設等に常時作用する荷重，運転時荷重等 

  ｂ．竜巻以外の自然現象による荷重，設計基準事故時荷重等 

    なお，上記(2)ｂ．の荷重については，竜巻以外の自然現象及び事故の

発生頻度等を参照して，上記(2)ａ．の荷重と組み合わせることの適切性

や設定する荷重の大きさ等を判断する。 

    具体的な荷重については，「3.3.2 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重

の設定」に示す。 

1.2.3.3 施設の安全性の確認方針 

  設計竜巻荷重及びその他組合せ荷重（常時作用している荷重，竜巻以外の

自然現象による荷重，設計基準事故時荷重等）を適切に組み合わせた設計荷

重に対して，評価対象施設等，あるいはその特定の区画の構造健全性等の確

認を行い，必要に応じて対策を行うことで安全機能が維持されることを確認

する。 
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（外部火災） 
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第 6 条：外部からの衝撃による損傷の防止 

（外部火災） 

＜目 次＞ 

1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

1.2 追加要求事項に対する適合性（手順等含む） 

 (1) 位置，構造及び設備 

 (2) 安全設計方針 

 (3) 適合性説明 

2. 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災） 

  （別添資料 1） 外部火災影響評価について 

3. 運用，手順説明資料 

  （別添資料 2） 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災） 

4. 現場確認プロセス 

（別添資料 3） 森林火災評価に係る植生確認プロセスについて 
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＜概 要＞ 

1.において，設計基準対象施設の設置許可基準規則，技術基準規則の追加要求

事項を明確にするとともに，それら要求に対する東海第二発電所における適

合性を示す。 

2.において，設計基準対象施設について，追加要求事項に適合するために必要

となる機能を達成するための設備又は運用について説明する。 

3.において，追加要求事項に適合するための技術的能力（手順等）を抽出し，

必要となる運用対策等を整理する。 

4.において，森林火災影響評価に必要な入力条件等の設定を行うため必要とな

る植生確認プロセスについて説明する。 
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1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

  外部からの衝撃による損傷の防止について，設置許可基準規則第 6 条及び

技術基準規則第 7 条において，追加要求事項を明確化する。（表 1）
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表１ 設置許可基準規則第 6 条及び技術基準規則第 7 条 要求事項 

設置許可基準規則 

第 6 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

技術基準規則 

第 7 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
備考 

安全施設は，想定される自然事象（地震及び津波を除く。次

項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損

なわないものでなければならない。 

設計基準対象施設が想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合は，防護

措置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければな

らない。 

追加要求事項 

２ 重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施

設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に

考慮したものでなければならない。 

 追加要求事項 

３ 安全施設は，工場等内又はその周辺において想定される

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれが

ある事象であって人為によるもの（故意によるものを除

く。）に対して安全機能を損なわないものでなければならな

い。 

２ 周辺監視区域に隣接する地域に事業所，鉄道，道路その

他の外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合

には，事業所における火災又は爆発事故，危険物を搭載した

車両，船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状

況から想定される事象であって人為によるもの（故意による

ものを除く。）により発電用原子炉施設の安全性が損なわれ

ないよう，防護措置その他の適切な措置を講じなければなら

ない。 

３ 航空機の墜落により発電用原子炉施設の安全性を損なう

おそれがある場合は，防護措置その他の適切な措置を講じな

ければならない。 

追加要求事項 
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1.2 追加要求事項に対する適合性（手順等含む） 

 (1) 位置，構造及び設備 

 ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

 (3) その他の主要な構造 

   (a) 外部からの衝撃による損傷の防止 

安全施設は，発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，凍

結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高

潮の自然現象（地震及び津波を除く。）又はその組合せに遭遇した場

合において，自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果とし

て施設で生じ得る環境条件においても安全機能を損なわない設計とす

る。 

なお，発電所敷地で想定される自然現象のうち，洪水については，

立地的要因により設計上考慮する必要はない。 

上記に加え，重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当該重

要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象

により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生じる

応力について，それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に

組み合わせる。 

また，安全施設は，発電所敷地又はその周辺において想定される飛

来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガ

ス，船舶の衝突又は電磁的障害の発電用原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）に対して安全機能を損なわない設計とする。 

なお，発電所敷地又はその周辺において想定される人為事象のうち，

飛来物（航空機落下）については，確率的要因により設計上考慮する
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必要はない。また，ダムの崩壊については，立地的要因により考慮す

る必要はない。 

自然現象及び発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるもの（故意によるものを除く。）の組合せについては，地

震，津波，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，

生物学的事象，森林火災等を考慮する。事象が単独で発生した場合の

影響と比較して，複数の事象が重畳することで影響が増長される組合

せを特定し，その組合せの影響に対しても安全機能を損なわない設計

とする。 

ここで，想定される自然現象及び発電所敷地又はその周辺において

想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれ

がある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対

して，安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の

施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含める。 

 (a-9) 外部火災（森林火災，爆発及び近隣工場等の火災） 

安全施設は，想定される外部火災において，最も厳しい火災が発生した

場合においても安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(1.1～1.2：1)】 

    想定される森林火災の延焼防止を目的として，発電所周辺の植生を確

認し，作成した植生データ等を基に求めた最大火線強度（6,278kW／m）

から算出される防火帯（約 23m）を敷地内に設ける。 

    防火帯は延焼防止効果を損なわない設計とし，防火帯に可燃物を含む

機器等を設置する場合は必要最小限とする。 
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【別添資料 1(2.1.3.2：9～11)】 

    また，森林火災による熱影響については，最大火炎輻射発散度の影響

を考慮した場合においても，離隔距離の確保等により安全施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.1.3.3：12～15)】 

    発電所敷地又はその周辺で想定される発電用原子炉施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意に

よるものを除く。）として，想定される近隣の産業施設の火災・爆発に

ついては，離隔距離の確保により安全施設の安全機能を損なわない設計

とする。 

【別添資料 1(2.2：17～29)】 

    また，想定される発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の火災及

び航空機墜落による火災については，離隔距離を確保すること，その火

災による損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組

み合わせることで，その安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

    外部火災による屋外施設への影響については，屋外施設の温度を許容

温度以下とすることで安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.5～2.3：30～39)】 

    また，外部火災の二次的影響であるばい煙及び有毒ガスによる影響に

ついては，換気空調設備等に適切な防護対策を講じることで安全施設の

安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.4：40～46)】 

森林火災による津波防護施設への熱影響については，最大火炎輻射発

散度による熱影響を考慮した離隔距離を確保するものとする。なお，津
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波防護施設と植生の間の離隔距離を確保するために管理が必要となる隣

接事業所敷地については，隣接事業所との合意文書に基づき，必要とす

る植生管理を当社が実施する。 
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 (2) 安全設計方針 

1.7.9 外部火災防護に関する基本方針 

1.7.9.1 設計方針 

  安全施設が外部火災（火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，

航空機墜落火災等））に対して，発電用原子炉施設の安全性を確保するため

に想定される最も厳しい火災が発生した場合においても必要な安全機能を損

なわないよう，防火帯の設置，離隔距離の確保，建屋による防護，代替手段

等によって，安全機能を損なわない設計とする。 

外部火災によってその安全機能が損なわれないことを確認する必要がある

施設を，安全重要度分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，

系統及び機器とする。 

外部火災によってその安全機能が損なわれないことを確認する必要がある

施設のうち，外部事象防護対象施設は，防火帯の設置，離隔距離の確保，建

屋による防護等により安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(1.1～1.2：1～2)】 

  想定する外部火災として，森林火災，近隣の産業施設の火災・爆発，発電

所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の火災及び航空機墜落による火災を選

定する。外部火災にて想定する火災を第 1.7.9－1 表に示す。 

【別添資料 1(1.1～1.2：1～2)】 

  また，想定される火災及び爆発の二次的影響（ばい煙等）に対して，安全

施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(1.1～1.2：1～2)】 

森林火災による津波防護施設への熱影響については，最大火炎輻射発散度

の影響を考慮した場合において，離隔距離の確保等により津波防護機能を損

なわない設計とする。 
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 (1) 評価対象施設 

   外部事象防護対象施設のうち，屋内設備は内包する建屋により防護する

設計とし，評価対象施設を，建屋，屋外設備並びに外部火災の二次的影響

を受ける構築物，系統及び機器に分類し，抽出する。 

上記に含まれない構築物，系統及び機器は，原則として，防火帯により

防護し，外部火災により損傷した場合であっても，代替手段があること等

により安全機能は損なわれない。 

評価対象施設を第 1.7.9－2 表に示す。 

ａ．外部火災の直接的な影響を受ける評価対象施設 

外部事象防護対象施設等のうち，評価対象施設を以下のとおり抽出す

る。 

(a) 屋内の評価対象施設 

屋内設置の外部事象防護対象施設は，内包する建屋により防護する

設計とし，以下の建屋を評価対象施設とする。 

ⅰ) 原子炉建屋 

ⅱ) タービン建屋 

ⅲ) 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

ⅳ) 排気筒モニタ建屋 

(b) 屋外の評価対象施設 

屋外の評価対象施設は，以下の施設を対象とする。 

ⅰ) 主排気筒 

ⅱ) 非常用ディーゼル発電機吸気口及び高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機吸気口（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口」という。） 
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ⅲ) 残留熱除去系海水系ポンプ 

ⅳ) 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機用海水ポンプ（以下「非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポ

ンプ」という。） 

ⅴ) 排気筒モニタ 

ⅵ) 残留熱除去系海水系ストレーナ 

ⅶ) 非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナ及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機用海水ストレーナ（以下「非常用ディー

ゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

用海水ストレーナ」という。） 

ⅷ) 非常用ディーゼル発電機室ルーフベントファン及び高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機室ルーフベントファン（以下「非常

用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）室ルーフベントファン」という。） 

ⅸ) 非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）」という。） 

ⅹ) 非常用ガス処理系排気筒 

) 放水路ゲート 

評価対象施設等のうち放水路ゲートについては，津波の流入を防ぐ

ための閉止機能を有している。航空機落下を起因として津波が発生す

ることはないこと及び放水路ゲートは，大量の放射性物質を蓄えてお

らず，原子炉の安全停止（炉心冷却を含む。）機能を有していないた

211



11 

め，航空機落下確率を算出する標的面積として抽出しないことから，

航空機墜落による火災は設計上考慮しない。 

評価対象施設のうち，排気筒モニタについては，放射性気体廃棄物

処理施設の破損の検出手段として期待している。外部火災を起因とし

て放射性気体廃棄物処理施設の破損が発生することはないが，独立事

象としての重畳の可能性を考慮し，安全上支障のない期間に補修等の

対応を行うことで，排気筒モニタ建屋も含め安全機能を損なわない設

計とする。 

また，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）吸気口，残留熱除去系海水系ストレーナ，非常用ディ

ーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海

水ストレーナ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）室ルーフベントファン及び非常用ガス処理系排

気筒については，他の評価対象施設の評価により，安全機能を損なわ

ない設計であることを確認する。 

ｂ．外部火災の二次的影響を受ける評価対象施設 

外部火災の二次的影響を受ける評価対象施設を以下のとおり抽出する。 

(a) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。） 

(b) 換気空調設備 

(c) 計測制御設備（安全保護系） 

(d) 残留熱除去系海水系ポンプ 

(e) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプ 

【別添資料 1(1.3：3～4)】 
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(2) 森林火災 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参照し，発電所周辺の植

生及び過去 10 年間の気象条件を調査し，発電所から直線距離 10km の間に

発火点を設定し，森林火災シミュレーション解析コード（以下「ＦＡＲＳ

ＩＴＥ」という。）を用いて影響評価を実施し，森林火災の延焼を防ぐた

めの手段として防火帯を設け，火炎が防火帯外縁に到達するまでの時間，

評価対象施設への熱影響及び危険距離を評価し，必要な防火帯幅，評価対

象施設との離隔距離を確保すること等により，評価対象施設の安全機能を

損なわない設計とする。 

ａ．森林火災の想定 

(a) 森林火災における各樹種の可燃物量は，茨城県から入手した森林

簿データと現地調査等により得られた樹種を踏まえて補正した植生

を用いる。また，林齢は，樹種を踏まえて地面草地の可燃物量が多

くなるように保守的に設定する。 

(b) 気象条件は，水戸地方気象台の過去 10 年間の気象データを調査し，

茨城県における森林火災発生頻度が年間を通じて比較的高い月の最

小湿度，最高気温及び最大風速の組合せとする。 

(c) 風向については，最大風速記録時における風向及び卓越風向を調

査し，森林火災の発生件数及び森林と発電所の位置関係を考慮して，

最大風速記録時の風向を設定する。 

(d) 発火点については，防火帯幅の設定及び熱影響評価に際し，ＦＡ

ＲＳＩＴＥより出力される最大火線強度及び反応強度を用いて評価

するため，発電所から直線距離 10km の間で風向及び人為的行為を考

慮し，7 地点を設定する。 

(d-1) 人為的行為を考慮し，火を扱う可能性がある箇所で，火災の発
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生頻度が高いと想定される道路沿い，海岸等を選定する。 

(d-2) 風向は卓越方向（北，西北西）及び最大風速記録時の方向（北

東，南西）とし，火災規模に対する風向の影響を考慮し，発火点は，

陸側方向（発電所の東側が海）の発電所の風上を選定する。 

ⅰ) 発電所周辺のうち，卓越風向である西北西の風による延焼を考

慮し，霊園における線香等の裸火の使用，残り火の不始末，国道

２４５号線を通行する人のたばこの投げ捨て等を想定し，国道２

４５号線沿いの霊園（発電所敷地から約 20m の距離）を「発火点１」

として設定する。 

ⅱ) 発電所周辺のうち，卓越風向である北の風による延焼を考慮し，

バーベキュー及び花火の不始末等を想定し，海岸沿い(発電所敷地

から約 550m の距離)を「発火点２」として設定する。 

ⅲ) 発電所周辺のうち，卓越風向である西北西の風による延焼を考

慮し，火入れ・たき火等を想定し，県道２８４号線沿いの水田(発

電所敷地から約 560m の距離)に，発火点１より遠方となる「発火点

３」として設定する。 

ⅳ) 発電所周辺のうち，卓越風向である北の風による延焼を考慮し，

釣り人によるたばこの投げ捨て等を想定し，海岸沿い(発電所敷地

から約 1,300m の距離)に発火点２より遠方となる「発火点４」とし

て設定する。 

ⅴ) 森林火災シミュレーションを保守的に行うため，最大風速記録

時の風向の南西の風による延焼を考慮し，発電所南方向にある危

険物貯蔵施設の屋外貯蔵タンク（発電所敷地から約 890m の距離）

からの火災が森林に延焼することを想定し，南方向の危険物施設

の近くに「発火点５」として設定する。 
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ⅵ) 森林火災シミュレーションを保守的に行うため，最大風速記録

時の風向の南西の風による延焼を考慮し，交通量が多い交差点(発

電所敷地から約 550m の距離)での交通事故による車両火災を想定し，

国道２４５号線沿いに「発火点６」として設定する。 

ⅶ) 森林火災シミュレーションを保守的に行うため，最大風速記録

時の風向の北東の風による延焼を考慮し，釣り人によるたばこの

投げ捨て等を想定し，一般の人が発電所に最も近づくことが可能

である海岸沿い（発電所敷地から約 60m の距離）に「発火点７」

として設定する。 

【別添資料 1(2.1.2：4～7)】 

   (e) 森林火災の発火時刻については，日照による草地及び樹木の乾燥に

伴い，火線強度が変化することから，これらを考慮して火線強度が最

大となる時刻を設定する。 

【別添資料 1(2.1.2：4～7)】 

ｂ．評価対象範囲 

発電所近傍の発火想定地点を 10km 以内とし，評価対象範囲は東側が

海岸という発電所周辺の地形を考慮し，発電所から南側，北側及び西側

に 12km 以内の範囲を対象に評価を行う。 

【別添資料 1(2.1.2：4～7)】 

ｃ．必要データ（ＦＡＲＳＩＴＥ入力条件） 

(a) 地形データ 

現地状況をできるだけ模擬するため，発電所周辺の土地の標高，地

形等のデータについては，公開情報の中でも高い空間解像度である

10m メッシュの「基盤地図情報 数値標高モデル」（国土地理院デー

タ）を用いる。 
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(b) 土地利用データ 

現地状況をできるだけ模擬するため，発電所周辺の建物用地，交通

用地等のデータについては，公開情報の中でも高い空間解像度である

100m メッシュの「国土数値情報 土地利用細分メッシュ」（国土交通

省データ）を用いる。 

(c) 植生データ 

現地状況をできるだけ模擬するため，樹種や生育状況に関する情報

を有する森林簿の空間データを地方自治体（茨城県）より入手する。

森林簿の情報を用いて，土地利用データにおける森林領域を樹種・林

齢によりさらに細分化する。 

発電所構内及び発電所周辺の植生データについては，現地調査し，

ＦＡＲＳＩＴＥ入力データとしての妥当性を確認のうえ植生区分を設

定する。 

【別添資料 1(2.1.2：4～7)】 

   (d) 気象データ 

現地にて起こり得る最も厳しい条件を検討するため，「水戸地方気

象台」の過去 10 年間の気象データにおける茨城県で発生した森林火

災の実績を考慮し，比較的発生頻度が高い12月～5月の気象条件（最

多風向，最大風速記録時の風向，最大風速，最高気温及び最小湿度）

の最も厳しい条件を用いる。なお，最多風向については，より発電所

周辺の状況を考慮するため，発電所の過去 10 年間の観測データも参

照した。 

【別添資料 1(2.1.2：4～7)】 

  ｄ．延焼速度及び火線強度の算出 

ホイヘンスの原理に基づく火炎の拡大モデルを用いて延焼速度
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（0.45m／s「発火点１」）や火線強度（6,278kW／m「発火点３」）を算

出する。 

  ｅ．火炎到達時間による消火活動 

延焼速度より，発火点から防火帯までの火炎到達時間（0.2 時間（約

12 分）「発火点１」）を算出する。 

森林火災が防火帯に到達するまでの間に発電所に常駐している自衛消

防隊による防火帯付近の予防散水活動（飛び火を抑制する効果を期待）

を行うことが可能であり，防火帯をより有効に機能させる。 

また，万が一の飛び火等による火炎の延焼を確認した場合には，自衛

消防隊による初期消火活動を行うことで，外部事象防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.1.3.1：8～9)】 

なお，外部からの情報により森林火災を認識し，防火帯に到達するま

でに時間的な余裕がある場合には，発電所構内への延焼を抑制するため

に防火帯近傍への予防散水を行う。 

【別添資料 1(2.1.3.1：8～9)】 

  ｆ．防火帯幅の設定 

ＦＡＲＳＩＴＥから出力される最大火線強度（6,278kW／m「発火点

３」）により算出される防火帯幅 21.4m に対し，約 23m の防火帯幅を確

保することにより評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

防火帯は延焼防止効果を損なわない設計とし，防火帯に可燃物を含む

機器等を設置する場合は必要最小限とする。 

設置する防火帯について，第 1.7.9－1 図に示す。 

【別添資料 1(2.1.3.2：9～11)】 

ｇ．評価対象施設への熱影響 
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森林火災の直接的な影響を受ける評価対象施設への影響評価を実施し，

離隔距離の確保，建屋による防護により，評価対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。なお，影響評価に用いる火炎輻射発散度は，ＦＡ

ＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求める。 

(a) 火災の想定 

ⅰ) 森林火災による熱を受ける面と森林火災の火炎輻射発散度が発

する地点が同じ高さにあると仮定し，離隔距離は最短距離とする。 

ⅱ) 森林火災の火炎は，円筒火炎モデルとする。火炎の高さは燃焼

半径の 3 倍とし，燃焼半径から円筒火炎モデルの数を算出すること

により火炎到達幅の分だけ円筒火炎モデルが横一列に並ぶものと

する。 

(b) 原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋への熱影

響 

最大の火炎輻射発散度（444kW／m２）となる「発火点５」に基づき

算出する，防火帯の外縁（火炎側）から最も近くに位置する使用済燃

料乾式貯蔵建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，火災の輻

射に対して最も厳しい箇所）の表面温度を，火災時における短期温度

上昇を考慮した場合のコンクリート圧縮強度が維持される保守的な温

度である 200℃（１）以下とすることで，当該建屋内の外部事象防護対

象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

(c) 主排気筒への熱影響 

最大の輻射強度（0.07kW／m２）となる「発火点３」に基づき算出

する主排気筒表面の温度を，鋼材の強度が維持される温度である

325℃（１）以下とすることで，主排気筒の安全機能を損なわない設計

とする。 
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(d) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）への熱影響 

最大の輻射強度（0.07kW／m２）となる「発火点３」に基づき算出

する非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）内への流入空気の温度を，非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の性能維持に必要な温度

である 53℃以下とすることで，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の安全機能を損なわない設計

とする。 

(e) 残留熱除去系海水系ポンプへの熱影響 

最大の輻射強度（0.08kW／m２）となる「発火点３」に基づき算出

する残留熱除去系海水系ポンプへの冷却空気の温度を，下部軸受の機

能維持に必要な温度である 70℃以下とすることで，残留熱除去系海

水系ポンプの安全機能を損なわない設計とする。 

(f) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプへの熱影響 

最大の輻射強度（0.08kW／m２）となる「発火点３」に基づき算出

する非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプへの冷却空気の温度を，下部軸受の機能維持

に必要な温度である 60℃以下とすることで，非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプの

安全機能を損なわない設計とする。 

(g) 放水路ゲートへの熱影響 

最大の輻射強度（2.55kW／m２）となる「発火点３」に基づき算出

する放水路ゲート駆動装置外殻表面温度を，鋼材の強度が維持される
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温度である 325℃以下とすることで，放水路ゲートの安全機能を損な

わない設計とする。 

【別添資料 1(2.1.3.3：12～15)】 

ｈ．評価対象施設の危険距離の確保 

森林火災の直接的な影響を受ける評価対象施設の危険距離について評

価を実施し，防火帯の外縁（火炎側）からの離隔距離を最大の火炎輻射

発散度に基づき算出する危険距離以上確保することにより，評価対象施

設の安全機能を損なわない設計とする。また，津波防護施設についても，

森林外縁からの離隔距離を最大の火炎輻射発散度に基づき算出する危険

距離以上確保することにより，津波防護機能を損なわない設計とする。 

(a) 原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の危険距

離の確保 

最大の火炎輻射発散度（444kW／m２）となる「発火点５」に基づき

危険距離を算出し，発電所周囲に設置される防火帯の外縁（火炎側）

からの離隔距離を危険距離以上確保することにより，各建屋及び当該

建屋内の外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

(b) 主排気筒，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。），残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディ

ーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

用海水ポンプ及び放水路ゲートの危険距離の確保 

最大の輻射強度（主排気筒及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）は 0.07kW／m２，残留熱除去

系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）用海水ポンプは 0.08kW／m２及び放水路ゲ

ートは 2.55kW／m２）となる「発火点３」に基づき危険距離を算出し，
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発電所周囲に設置される防火帯の外縁（火炎側）からの離隔距離を危

険距離以上確保することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.1.3.3：12～15)】

(3) 近隣産業施設の火災･爆発 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参照し，発電所敷地外

10km 以内の産業施設を抽出した上で発電所との離隔距離を確保すること

及び発電所敷地内で火災を発生させるおそれのある危険物貯蔵施設等を選

定し，危険物貯蔵施設等の燃料量と評価対象施設との離隔距離を考慮して，

輻射強度が最大となる火災を設定し，直接的な影響を受ける評価対象施設

への熱影響評価を行い，離隔距離の確保等により，評価対象施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

ａ．石油コンビナート施設等の影響 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，石油コンビナート施設を調

査した結果，当該施設は存在しないことを確認している。なお，発電所

に最も近い石油コンビナート地区は南約 50km の鹿島臨海地区である。 

【別添資料 1(2.2.2：17)】 

ｂ．危険物貯蔵施設の影響 

(a) 火災の影響 

発電所敷地外 10km 以内の危険物貯蔵施設の火災による直接的な影

響を受ける評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保，建

屋による防護により，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

発電所敷地外 10km 以内のうち，発電所周辺（東海村全域及び日立

市の一部）に位置する危険物貯蔵施設※を第 1.7.9－2 図に示す。 

※ 石油コンビナートの大規模な危険物タンクを想定し危険距離
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1,400m を火災影響が及ぶ可能性がある範囲と設定し，この範

囲内の屋外貯蔵タンクを抽出した。 

【別添資料 1(2.2.2.2：18～20)】 

ⅰ) 火災の想定 

・危険物貯蔵施設の貯蔵量は，危険物を満載した状態とする。 

・離隔距離は，評価上厳しくなるよう危険物貯蔵施設の位置から

評価対象施設までの直線距離とする。 

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 倍と

する。 

・気象条件は無風状態とする。 

ⅱ) 評価対象範囲 

評価対象は，発電所敷地外 10km 以内の危険物貯蔵施設及び高圧

ガス貯蔵施設とする。 

【別添資料 1(2.2.2.2：18～20)】 

ⅲ) 評価対象施設への熱影響 

・原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋への熱

影響 

想定される危険物貯蔵施設の火災による輻射の影響に対し，

危険物貯蔵施設から各建屋までの離隔距離を必要とされる危険

距離（41m）以上確保することにより，当該建屋内の外部事象

防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

・主排気筒への熱影響 

想定される危険物貯蔵施設の火災による輻射の影響に対し，

危険物貯蔵施設から主排気筒までの離隔距離を必要とされる危

険距離（10m）以上確保することにより，主排気筒の安全機能
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を損なわない設計とする。 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）への熱影響 

想定される危険物貯蔵施設の火災による輻射の影響に対し，

危険物貯蔵施設から非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口までの離隔距離を必要

とされる危険距離（17m）以上確保することにより，非常用デ

ィーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）の安全機能を損なわない設計とする。 

・残留熱除去系海水系ポンプへの熱影響 

想定される危険物貯蔵施設の火災による輻射の影響に対し，

危険物貯蔵施設から残留熱除去系海水系ポンプまでの離隔距離

を必要とされる危険距離（16m）以上確保することにより，残

留熱除去系海水系ポンプの安全機能を損なわない設計とする。 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ポンプへの熱影響 

想定される危険物貯蔵施設の火災による輻射の影響に対し，

危険物貯蔵施設から非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプまでの離隔距離

を必要とされる危険距離（12m）以上確保することにより，非

常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプの安全機能を損なわない設計とする。 

・放水路ゲートへの熱影響 

想定される危険物貯蔵施設の火災による輻射の影響に対し，

危険物貯蔵施設から放水路ゲートまでの離隔距離を必要とされ
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る危険距離（10m）以上確保することにより，放水路ゲートの

安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.2：18～20)】 

(b) ガス爆発の影響 

発電所敷地外 10km 以内の高圧ガス貯蔵施設の爆発による直接的な

影響を受ける，評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保

により安全機能を損なわない設計とする。 

発電所敷地外 10km 以内のうち，10km 以内で最大の高圧ガス貯蔵施

設である日立ＬＮＧ基地を第 1.7.9－3 図に示す。 

【別添資料 1(2.2.2.2：21～24)】 

ⅰ) 爆発の想定 

・高圧ガス漏えい，引火によるガス爆発とする。 

・気象条件は無風状態とする。 

ⅱ) 評価対象範囲 

評価対象は，発電所敷地外 10km 以内の高圧ガス貯蔵施設とする。 

ⅲ) 評価対象施設への影響 

想定される高圧ガス貯蔵施設のガス爆発による爆風圧の影響に対

し，高圧ガス貯蔵施設から発電用原子炉施設までの離隔距離を必要

とされる危険限界距離（373m）以上確保することにより，評価対象

施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.2：21～24)】 

また，想定される高圧ガス貯蔵施設のガス爆発による飛来物の影

響については，高圧ガス貯蔵施設から発電用原子炉施設までの離隔

距離を，「石油コンビナートの防災アセスメント指針」に基づき算

出する容器破損時における破片の最大飛散距離（1,406m）以上確保
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することにより，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.2：21～24)】 

ｃ．燃料輸送車両の影響 

(a) 火災の影響 

発電所敷地外 10km 以内の燃料輸送車両の火災による直接的な影響

を受ける評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保，建屋

による防護により，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.3：25)】 

ⅰ) 火災の想定 

・最大規模の燃料輸送車両が発電所敷地周辺道路で火災を起こす

ものとする。 

・燃料積載量は燃料輸送車両の中で最大規模とする。 

・燃料輸送車両は燃料を満載した状態を想定する。 

・輸送燃料はガソリンとする。 

・発電所敷地周辺道路での燃料輸送車両の全面火災を想定する。 

・気象条件は無風状態とする。 

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 倍と

する。 

ⅱ) 評価対象範囲 

評価対象は，最大規模の燃料輸送車両とする。 

【別添資料 1(2.2.2.3：25)】 

ⅲ) 評価対象施設への熱影響 

・原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋への熱

影響 

想定される燃料輸送車両の火災による輻射の影響に対し，燃
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料輸送車両から各建屋までの離隔距離を必要とされる危険距離

（23m）以上確保することにより，当該建屋内の外部事象防護

対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

・主排気筒への熱影響 

想定される燃料輸送車両の火災による輻射の影響に対し，燃

料輸送車両から主排気筒までの離隔距離を必要とされる危険距

離（9m）以上確保することにより，主排気筒の安全機能を損な

わない設計とする。 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）の熱影響 

想定される燃料輸送車両の火災による輻射の影響に対し，燃

料輸送車両から非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機を含む。）吸気口までの離隔距離を必要とさ

れる危険距離（14m）以上確保することにより，非常用ディー

ゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

の安全機能を損なわない設計とする。 

・残留熱除去系海水系ポンプへの熱影響 

想定される燃料輸送車両の火災による輻射の影響に対し，燃

料輸送車両から残留熱除去系海水系ポンプまでの離隔距離を必

要とされる危険距離（13m）以上確保することにより，残留熱

除去系海水系ポンプの安全機能を損なわない設計とする。 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ポンプへの熱影響 

想定される燃料輸送車両の火災による輻射の影響に対し，燃

料輸送車両から非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系
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ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプまでの離隔距離を必

要とされる危険距離（11m）以上確保することにより，非常用

ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）用海水ポンプの安全機能を損なわない設計とする。 

・放水路ゲートへの熱影響 

想定される燃料輸送車両の火災による輻射の影響に対し，燃

料輸送車両から放水路ゲートまでの離隔距離を必要とされる危

険距離（9m）以上確保することにより，放水路ゲートの安全機

能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.3：25)】 

(b) ガス爆発の影響 

発電所敷地外 10km 以内の燃料輸送車両の爆発による直接的な影響

を受ける，評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保によ

り，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.3：26)】 

ⅰ) 爆発の想定 

・最大規模の燃料輸送車両が発電所敷地周辺道路で爆発を起こす

ものとする。 

・燃料積載量は燃料輸送車両の中で最大規模とする。 

・燃料輸送車両は燃料を満載した状態を想定する。 

・輸送燃料は液化天然ガス（ＬＮＧ）及び液化石油ガス（ＬＰＧ）

とする。 

・発電所敷地境界の道路での高圧ガス漏えい，引火によるガス爆

発を想定する。 

・気象条件は無風状態とする。 
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ⅱ) 評価対象範囲 

評価対象は，最大規模の燃料輸送車両とする。 

【別添資料 1(2.2.2.3：26)】 

ⅲ) 評価対象施設への影響 

想定される燃料輸送車両のガス爆発による爆風圧の影響に対し

て，発電所敷地周辺道路から発電用原子炉施設までの離隔距離を必

要とされる危険限界距離（88m）以上確保することにより，評価対

象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.3：26)】 

また，想定される燃料輸送車両のガス爆発による飛来物の影響に

対して，発電所敷地周辺道路から発電用原子炉施設までの離隔距離

を，「石油コンビナートの防災アセスメント指針」等に基づき算出

する容器破損時における破片の最大飛散距離（435m）以上確保する

ことにより，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.3：26)】 

ｄ．漂流船舶の火災・爆発 

(a) 火災の影響 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参照し，発電所敷地

外で発生する漂流船舶を選定し，船舶の燃料量と評価対象施設との離

隔距離を考慮して，輻射強度が最大となる火災を設定し，直接的な影

響を受ける評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保，建

屋による防護により，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

【別添資料 1(2.2.2.4：27～29)】 

ⅰ) 火災の想定 
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・発電所から約 1,500m の位置で稼働中の日立ＬＮＧ基地の高圧

ガス貯蔵施設に入港する燃料輸送船及び発電所港湾内に定期的

に入港する船舶（以下「定期船」という。）の火災を想定した。 

・燃料輸送船は，日立ＬＮＧ基地に実際に入港する最大規模の船

舶及び発電所港湾内に定期的に入港する最大規模の船舶を想定

する。 

【別添資料 1(2.2.2.4：27～29)】 

      ・漂流船舶は燃料を満載した状態を想定する。 

・燃料は重油とする。 

      ・離隔距離は，評価上厳しくなるよう漂流想定位置から評価対象

施設までの直線距離とする。（第 1.7.9－4 図，第 1.7.9－5 図） 

・漂流船舶の全面火災を想定する。 

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 倍と

する。 

      ・気象条件は無風状態とする。 

    ⅱ) 評価対象範囲 

漂流船舶は発電所周辺の海域を航行する燃料輸送船及び発電所港

湾内に定期的に入港する船舶を評価対象とする。 

【別添資料 1(2.2.2.4：27～29)】 

ⅲ) 評価対象施設への熱影響 

・原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋への熱

影響 

想定される漂流船舶の火災による輻射の影響に対し，燃料輸

送船から各建屋までの離隔距離を必要とされる危険距離（263m）

以上，定期船から各建屋までの離隔距離を必要とされる危険距
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離（85m）以上確保することにより，当該建屋内の外部事象防

護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

・主排気筒への熱影響 

想定される漂流船舶の火災による輻射の影響に対し，燃料輸

送船から主排気筒までの離隔距離を必要とされる危険距離

（87m）以上，定期船から主排気筒までの離隔距離を必要とさ

れる危険距離（29m）以上確保することにより，主排気筒の安

全機能を損なわない設計とする。 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）への熱影響 

想定される漂流船舶の火災による輻射の影響に対し，燃料輸

送船から非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）吸気口までの離隔距離を必要とされる危

険距離（153m）以上，定期船から非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口までの離

隔距離を必要とされる危険距離（50m）以上確保することによ

り，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）の安全機能を損なわない設計とする。 

・残留熱除去系海水系ポンプへの熱影響 

想定される漂流船舶の火災による輻射の影響に対し，燃料輸

送船から残留熱除去系海水系ポンプまでの離隔距離を必要とさ

れる危険距離（142m）以上，定期船から残留熱除去系海水系ポ

ンプまでの離隔距離を必要とされる危険距離（47m）以上確保

することにより，残留熱除去系海水系ポンプの安全機能を損な

わない設計とする。 
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・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ポンプへの熱影響 

想定される漂流船舶の火災による輻射の影響に対し，燃料輸

送船から非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）用海水ポンプまでの離隔距離を必要とさ

れる危険距離（111m）以上，定期船から非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポ

ンプまでの離隔距離を必要とされる危険距離（37m）以上確保

することにより，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプの安全機能を損な

わない設計とする。 

・放水路ゲートへの熱影響 

想定される漂流船舶の火災による輻射の影響に対し，燃料輸

送船から放水路ゲートまでの離隔距離を必要とされる危険距離

（87m）以上，定期船から放水路ゲートまでの離隔距離を必要

とされる危険距離（29m）以上確保することにより，放水路ゲ

ートの安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.4：27～29)】 

(b) ガス爆発の影響 

発電所周辺の海域を航行する燃料輸送船の爆発による直接的な影響

を受ける評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保，建屋

による防護等により，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

ⅰ) 爆発の想定 

・燃料輸送船は，日立ＬＮＧ基地に実際に入港する最大規模の船
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舶を想定する。 

・漂流船舶は燃料を満載した状態を想定する。 

・輸送燃料は液化天然ガス（ＬＮＧ）及び液化石油ガス（ＬＰＧ）

とする。 

・離隔距離は，評価上厳しくなるよう想定位置から評価対象施設

までの直線距離とする。（第 1.7.9－4 図，第 1.7.9－6 図） 

・漂流船舶の高圧ガス漏えい，引火によるガス爆発を想定する。 

・気象条件は無風状態とする。 

ⅱ) 評価対象範囲 

発電所周辺海域で航行する燃料輸送船を評価対象とする。 

【別添資料 1(2.2.2.4：27～29)】 

ⅲ) 評価対象施設への影響 

想定される燃料輸送船のガス爆発による爆風圧の影響に対して，

漂流船舶から発電用原子炉施設までの離隔距離を必要とされる危険

限界距離（ＬＮＧ輸送船（335m），ＬＰＧ輸送船（340m），内航船

（165m））以上確保することにより，評価対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.4：27～29)】 

      発電所周辺を航行する船舶として，日立ＬＮＧ基地に出入りする

輸送船があるが，これらの船舶が停泊しているときに津波警報等が

発表された場合には，荷役及び作業を中止した上で，緊急退避又は

係留避泊する運用としており，実際に漂流し発電所に接近する可能

性は低いこと等から，想定した漂流船舶の飛来物が発電所に影響を

及ぼすことはない。 

【別添資料 1(2.2.2.4：27～29)】 
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ｅ．発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の火災・爆発 

(a) 火災の影響 

発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の火災による直接的な影

響を受ける評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保，建

屋による防護等により，評価対象施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30)】 

発電所敷地内に設置している屋外の危険物貯蔵施設等を第 1.7.9－

3 表及び第 1.7.9－7 図に示す。 

ⅰ) 火災の想定 

・危険物貯蔵施設等の貯蔵量は，危険物施設として許可された貯

蔵容量とする。 

・離隔距離は，評価上厳しくなるよう危険物貯蔵施設等の位置か

ら評価対象施設までの直線距離とする。 

・危険物貯蔵施設等の破損等による防油堤内又は設備本体内での

全面火災を想定する。 

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 倍と

する。 

・気象条件は無風状態とする。 

・変圧器の防火設備の消火機能等には期待しない。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

ⅱ) 評価対象範囲 

      評価対象は，発電所敷地内の屋外に設置する引火等のおそれのあ

る危険物貯蔵施設等のうち，離隔距離や危険物貯蔵量から発電用原

子炉施設への熱影響が大きくなると想定される溶融炉灯油タンク，
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主要変圧器，所内変圧器及び起動変圧器とする。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

なお，屋外に設置する危険物貯蔵施設等のうち，屋内設置の設

備，地下設置の設備，常時「空」で運用する設備及び火災源となる

設備から評価対象施設を直接臨まないものに関しては評価対象外と

する。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

また，危険物を内包する車両等は，溶融炉灯油タンクに比べ貯蔵

量が少なく，また溶融炉灯油タンクと発電用原子炉施設の距離に比

べ離隔距離が長いことから，評価対象とした溶融炉灯油タンク火災

の評価に包絡される。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

ⅲ) 評価対象施設への熱影響 

(ⅰ) 原子炉建屋，タービン建屋への熱影響 

・溶融炉灯油タンク 

溶融炉灯油タンクを対象に火災が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度（原子炉建屋：298W／m２，タ

ービン建屋：101W／m２）で各建屋外壁が昇温されるものとし

て算出する各建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，

火災の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度をコンクリー

ト圧縮強度が維持される保守的な温度である 200℃以下とする

ことで，当該建屋内の外部事象防護対象施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

・主要変圧器 

主要変圧器を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるま
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での間，一定の輻射強度（タービン建屋：2,337W／m２）でタ

ービン建屋外壁が昇温されるものとして，算出する建屋（垂直

外壁面及び天井スラブから選定した，火災の輻射に対して最も

厳しい箇所）の表面温度をコンクリート許容温度 200℃以下と

することで，当該建屋内の外部事象防護対象施設の安全機能を

損なわない設計とする。 

・所内変圧器 

所内変圧器を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるま

での間，一定の輻射強度（タービン建屋：3,479W／m２）でタ

ービン建屋外壁が昇温されるものとして，算出する建屋（垂直

外壁面及び天井スラブから選定した，火災の輻射に対して最も

厳しい箇所）の表面温度をコンクリート圧縮強度が維持される

保守的な温度である 200℃以下とすることで，当該建屋内の外

部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

・起動変圧器 

起動変圧器を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるま

での間，一定の輻射強度（タービン建屋：3,464W／m２）でタ

ービン建屋外壁が昇温されるものとして，算出する建屋（垂直

外壁面及び天井スラブから選定した，火災の輻射に対して最も

厳しい箇所）の表面温度をコンクリート圧縮強度が維持される

保守的な温度である 200℃以下とすることで，当該建屋内の外

部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

(ⅱ) 主排気筒への熱影響 

・溶融炉灯油タンク 

溶融炉灯油タンクを対象に火災が発生してから燃料が燃え尽
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きるまでの間，一定の輻射強度（1,343W／m２）で鋼材が昇温

されるものとして算出する主排気筒の表面温度を鋼材の強度が

維持される温度である 325℃以下とすることで，主排気筒の安

全機能を損なわない設計とする。 

(ⅲ) 残留熱除去系海水系ポンプへの熱影響 

・溶融炉灯油タンク  

溶融炉灯油タンクを対象に火災が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度（17W／m２）で残留熱除去系海

水系ポンプの冷却空気が昇温されるものとして算出する冷却空

気の温度を，下部軸受の機能維持に必要な温度である 70℃以

下とすることで，残留熱除去系海水系ポンプの安全機能を損な

わない設計とする。 

(ⅳ) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ポンプへの熱影響 

・溶融炉灯油タンク  

溶融炉灯油タンクを対象に火災が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度（17W／m２）で非常用ディーゼ

ル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用

海水ポンプの冷却空気が昇温されるものとして算出する冷却空

気の温度を，下部軸受の機能維持に必要な温度である 60℃以

下とすることで，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプの安全機能を損な

わない設計とする。 

(ⅴ) 放水路ゲートへの熱影響 

・主要変圧器 
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主要変圧器を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるま

での間，一定の輻射強度（19W／m２）で外殻の鋼材が昇温され

るものとして算出する放水路ゲート駆動装置外殻表面温度を鋼

材の強度が維持される温度である 325℃以下とすることで，放

水路ゲートの安全機能を損なわない設計とする。 

・所内変圧器 

所内変圧器を対象に火災が発生してから燃料が燃え尽きるま

での間，一定の輻射強度（4W／m２）で外殻の鋼材が昇温され

るものとして算出する放水路ゲート駆動装置外殻表面温度を鋼

材の強度が維持される温度である 325℃以下とすることで，放

水路ゲートの安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

   (b) ガス爆発の影響 

    発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の爆発による直接的な影

響を受ける評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保によ

り，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

    発電所敷地内に設置している屋外の危険物貯蔵施設等を第 1.7.9－

4 表及び第 1.7.9－7 図に示す。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

ⅰ) 爆発の想定 

・離隔距離は，評価上厳しくなるよう想定位置から評価対象施設

までの直線距離とする。 

・爆発源は燃料を満載した状態を想定する。 

・危険物貯蔵施設等の高圧ガス漏えい，引火によるガス爆発を想
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定する。 

・気象条件は無風状態とする。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

ⅱ) 評価対象範囲 

      評価対象は，発電所敷地内の屋外に設置する引火等のおそれのあ

る危険物貯蔵施設等のうち，屋外で爆発する可能性がある水素貯槽

とする。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

ⅲ) 評価対象施設への影響 

水素貯槽のガス爆発による爆風圧の影響に対して，水素貯槽から

発電用原子炉施設までの離隔距離を必要とされる危険限界距離（7m）

以上確保することにより，評価対象施設の安全機能を損なわない設

計とする。 

【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

(4) 航空機墜落による火災 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参照し，航空機墜落によ

る火災について落下カテゴリごとに選定した航空機を対象に，直接的な影

響を受ける，評価対象施設への影響評価を実施し，離隔距離の確保及び建

屋による防護により，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。

また，航空機墜落による火災と発電所敷地内の危険物貯蔵施設等による火

災の重畳を考慮する設計とする。 

【別添資料 1(2.3：34～39)】 

ａ．対象航空機の選定方法 

航空機落下確率評価においては，過去の日本国内における航空機落下

事故の実績をもとに，落下事故を航空機の種類及び飛行形態に応じてカ
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テゴリに分類し，カテゴリごとに落下確率を求める。 

ここで，落下事故の実績がないカテゴリのうち自衛隊機の「基地－訓

練空域間往復時」の落下確率には，百里基地－訓練空域間往復時に落下

事故は発生していないが，全国の基地－訓練空域間往復時に 5 件の落下

事故が発生していること及び百里基地－訓練空域間を飛行する際の自衛

隊機の機種，飛行環境が全国と比較して大きな相違がないものであるこ

とを踏まえ，全国の各基地－訓練空域間往復時の落下確率を参考にし，

保守性を確保するため 2 倍にした値を用いることとした。一方，計器飛

行方式民間航空機の「航空路を巡航時」等，その他の落下事故の実績が

ないカテゴリの落下確率の評価に当たっては，落下事故が保守的に 0.5

件発生したものとして評価した。 

また，カテゴリごとの対象航空機の民間航空機と自衛隊機又は米軍機

では，訓練中の事故等，その発生状況が必ずしも同一ではなく，自衛隊

機又は米軍機の中でも機種によって飛行形態が同一ではないと考えられ，

かつ，民間航空機では火災影響は評価対象航空機の燃料積載量に大きく

依存すると考えられる。これらを踏まえて選定した落下事故のカテゴリ

と対象航空機（発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。））

を第 1.7.9－5 表に，落下事故のカテゴリと対象航空機（使用済燃料乾

式貯蔵建屋）を第 1.7.9－6 表に示す。 

【別添資料 1(2.3：34～39)】 

ｂ．航空機墜落による火災の想定 

(a) 航空機は，発電所における航空機落下確率評価の対象航空機のう

ち燃料積載量が最大の機種とする。 

(b) 航空機は燃料を満載した状態を想定する。 

(c) 航空機の墜落によって燃料に着火し火災が起こることを想定する。 
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(d) 気象条件は無風状態とする。 

(e) 火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 倍とする。 

【別添資料 1(2.3：34～39)】 

ｃ．評価対象範囲 

評価対象範囲は，発電所敷地内であって発電用原子炉施設を中心にし

て落下確率が 10-７（回／炉・年）以上になる範囲のうち発電用原子炉

施設への影響が最も厳しくなる区域に設置する評価対象施設とする。 

【別添資料 1(2.3：34～39)】 

ｄ．評価対象施設への熱影響 

(a) 原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋への熱影

響 

落下事故のカテゴリごとに選定した航空機を対象に火災が発生して

から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の輻射強度で外壁が昇温される

ものとして算出する各建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，

火災の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度をコンクリート圧縮

強度が維持される保守的な温度である 200℃以下とすることで，当該

建屋内の外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

各航空機の輻射強度（発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋

除く。））を第 1.7.9－5 表に,各航空機の輻射強度（使用済燃料乾式

貯蔵建屋）を第 1.7.9－6 表に示す。 

(b) 主排気筒への熱影響 

落下事故のカテゴリごとに選定した航空機を対象に火災が発生して

から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の輻射強度で鋼材が昇温される

ものとして算出する主排気筒の表面温度を，鋼材の強度が維持される

温度である 325℃以下とすることで，主排気筒の安全機能を損なわな
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い設計とする。 

(c) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）への熱影響 

落下事故のカテゴリごとに選定した航空機を対象に一定の輻射強度

で昇温されるものとして算出する非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）への流入空気の温度を，非常

用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

の性能維持に必要な温度 53℃以下とすることで，非常用ディーゼル

発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の安全機能

を損なわない設計とする。 

(d) 残留熱除去系海水系ポンプへの熱影響 

落下事故のカテゴリごとに選定した航空機を対象に一定の輻射強度

で昇温されるものとして算出する残留熱除去系海水系ポンプへの冷却

空気の温度を，下部軸受の機能維持に必要な温度である 70℃以下と

することで，残留熱除去系海水系ポンプの安全機能を損なわない設計

とする。 

(e) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプへの熱影響 

落下事故のカテゴリごとに選定した航空機を対象に一定の輻射強度

で昇温されるものとして算出する非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプへの冷却空気の

温度を，下部軸受の機能維持に必要な温度である 60℃以下とするこ

とで，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ポンプの安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.3：34～39)】 
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ｅ．航空機墜落火災と危険物貯蔵施設等の火災の重畳評価 

航空機墜落火災と危険物貯蔵施設等の火災による重畳評価を実施した。 

航空機墜落火災として想定する機種は，評価結果が最も厳しいＦ－１

５とする。 

危険物貯蔵施設等の火災として想定する設備は，Ｆ－１５の墜落火災

想定位置近傍にある溶融炉灯油タンクと主要変圧器とする。 

(a) 原子炉建屋及びタービン建屋への熱影響 

Ｆ－１５の墜落火災と危険物貯蔵施設等の重畳火災が発生した場合

を想定し，火災が発生してから燃料が燃え尽きるまでの間，一定の輻

射強度で評価対象施設の建屋外壁が昇温されるものとして算出する建

屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，火災の輻射に対して最

も厳しい箇所）の表面温度を，コンクリート圧縮強度が維持される保

守的な温度である 200℃以下とすることで，当該建屋内の外部事象防

護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

(b) 主排気筒への熱影響 

Ｆ－１５の墜落火災と危険物貯蔵施設等の重畳火災が発生した場合

を想定し，一定の輻射強度で鋼材が昇温されるものとして算出する主

排気筒の表面温度を鋼材の強度が維持される温度である 325℃以下と

することで，主排気筒の安全機能を損なわない設計とする。 

(c) 残留熱除去系海水系ポンプへの熱影響 

Ｆ－１５の墜落火災と危険物貯蔵施設等の重畳火災が発生した場合

を想定し，一定の輻射強度で鋼材が昇温されるものとして算出する残

留熱除去系海水系ポンプへの冷却空気の温度を，下部軸受の機能維持

に必要な温度である 70℃以下とすることで，残留熱除去系海水系ポ

ンプの安全機能を損なわない設計とする。 
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(d) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプへの熱影響 

Ｆ－１５の墜落火災と危険物貯蔵施設等の重畳火災が発生した場合

を想定し，一定の輻射強度で鋼材が昇温されるものとして算出する非

常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）用海水ポンプへの冷却空気の温度を，下部軸受の機能維持に必

要な温度である 60℃以下とすることで，非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプの安

全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.3：34～39)】 

 (5) 二次的影響（ばい煙等） 

   外部火災による二次的影響として，ばい煙等による影響を抽出し，外気

を取り込む評価対象施設を抽出した上で，第 1.7.9－7 表の分類のとおり

評価を行い，必要な場合は対策を実施することで評価対象施設の安全機能

を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

ａ．換気空調設備 

外気を取り込む空調系統として，中央制御室換気系，電気室換気系，

原子炉建屋換気系，非常用ディーゼル発電機室換気系及び高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機室換気系（以下「非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）室換気系」という。）が

ある。 

これらの外気取入口には，フィルタを設置することにより，ばい煙が

外気取入口に到達した場合であっても，粒径 2μm 以上の粒径のばい煙

粒子については，フィルタにより侵入しにくい設計とすることにより，
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評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

なお，外気取入ダンパが設置されており閉回路循環運転が可能である

中央制御室の換気空調設備については，外気取入ダンパを閉止し，閉回

路循環運転を行うことで評価対象施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

また，それ以外の換気空調設備については，空調ファンを停止し，外

気取入れを遮断することで評価対象施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

ｂ．計測制御設備（安全保護系） 

計測制御設備（安全保護系）は，中央制御室，原子炉建屋及び電気室

に設置してある。この室内へ外気を取り入れる換気空調設備の外気取入

口には，フィルタを設置することにより，粒径 2μm 以上のばい煙粒子

が侵入しにくい設計とする。 

フィルタにより侵入を阻止できなかったばい煙がこの室内に侵入する

可能性がある場合においても，空調ファンを停止すること等でばい煙の

侵入を阻止することが可能である。また，計測制御設備（安全保護系）

は粒径 2μm 以下のばい煙粒子に対し，短絡が生じないようにすること

により，計測制御設備（安全保護系）の安全機能を損なわない設計とす

る。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

ｃ．非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。） 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）の吸気系統に付属するフィルタを設置し，粒径 5μm 以上のばい
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煙粒子が侵入しにくい設計とする。フィルタを通過したばい煙粒子（数

μm～10 数μm）が過給機，空気冷却器に侵入するものの，機器の隙間

はばい煙粒子に比べて十分大きく，閉塞に至ることを防止することで非

常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

ｄ．残留熱除去系海水系ポンプ 

残留熱除去系海水系ポンプ電動機は，全閉防まつ型屋外形構造であり，

下部に設置した外扇で外気を空気冷却器冷却管内に直接取り込み，冷却

管壁で電動機内部空気と熱交換することで冷却を行う構造であり，冷却

管内を通った空気は全て排気口に導かれるため，ばい煙が電動機内部に

侵入することはない。 

また，ばい煙粒子の粒径は，空気冷却器冷却管の内径に比べて十分に

小さく，閉塞を防止することにより残留熱除去系海水系ポンプ電動機の

安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

ｅ．非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）用海水ポンプ

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）用海水ポンプ電動機は，外扇から吸引した外気をファンカバーか

ら下向きに本体放熱フィンに沿って流し，電動機本体を冷却する構造で

あり，ばい煙が電動機内部に侵入することはない。 

また，ばい煙の粒径は，冷却流路出口幅に比べて十分に小さく，閉塞

を防止することにより非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ電動機の安全機能を損なわない
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設計とする。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

ｆ．火災時の有毒ガスの発生に伴う居住空間への影響評価 

有毒ガスの発生については，中央制御室換気系における外気取入遮断

時の室内に滞在する人員の環境劣化防止のため，酸素濃度及び二酸化炭

素濃度の影響評価を実施することにより，居住空間へ影響を及ぼさない

設計とする。 

なお，外気取入ダンパが設置されており閉回路循環運転が可能である

中央制御室換気系については，外気取入ダンパを閉止し，閉回路循環運

転を行う。また，それ以外の換気空調設備については，空調ファンを停

止し，外気取入れを遮断する。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

1.7.9.2 体制 

火災発生時の発電用原子炉施設の保全のための活動を行うため，通報連絡

責任者，消火担当等が常駐するとともに，所員により編成する自衛消防組織

を設置する。 

自衛消防組織のための要員を，第 1.7.9－8 表に示す。 

1.7.9.3 手順 

外部火災における手順については，火災発生時の対応，防火帯の維持・管

理並びにばい煙及び有毒ガス発生時の対応を適切に実施するための対策を火

災防護計画に定める。 

(1) 防火帯の維持・管理においては，定期的な点検等の方法を火災防護計

画に定め，実施する。また，津波防護施設と植生の間の離隔距離を確保

するために管理が必要となる隣接事業所敷地については，当社による当

該敷地の植生管理を可能とするための隣接事業所との合意文書に基づき，
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必要とする植生管理を当社が実施する。 

(2) 予防散水においては，手順を整備し，予防散水エリアごとに使用水源

箇所を定め，消火栓及び消防自動車を使用し，消防隊長の指揮のもと自

衛消防隊が実施する。なお，万一，防火帯の内側に飛び火した場合は，

自衛消防隊の活動を予防散水から防火帯内火災の初期消火活動に切り替

え，消火栓及び消防自動車を使用し，継続して消防隊長の指揮のもと初

期消火活動・延焼防止活動を行う。 

(3) 外部火災によるばい煙発生時には，外気取入口に設置しているフィル

タの交換，外気取入ダンパの閉止，換気空調設備の停止又は閉回路循環

運転により，建屋内へのばい煙の侵入を阻止する。 

(4) 外部火災による有毒ガス発生時には，外気取入ダンパの閉止，換気空

調設備の停止又は閉回路循環運転により，建屋内への有毒ガスの侵入を

阻止する。 

(5) 外部火災による中央制御室へのばい煙等の侵入阻止に係る教育を定期

的に実施する。 

(6) 森林火災から評価対象施設を防護するための防火帯の点検等に係る火

災防護に関する教育を定期的に実施する。 

(7) 近隣の産業施設の火災・爆発から評価対象施設を防護するために，離

隔距離を確保すること等の火災防護に関する教育を定期的に実施する。 

(8) 外部火災発生時の予防散水に必要な消火対応力を維持するため，自衛

消防隊を対象とした教育・訓練を定期的に実施する。 

【別添資料 2(1～3)】 
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第 1.7.9－1 表 外部火災にて想定する火災 

火災種別 考慮すべき火災 

森林火災 
発電所敷地外 10km 以内に発火点

を設定した発電所に迫る森林火災 

近隣の産業施設の 

火災・爆発 

発電所敷地外 10km 以内の石油コ

ンビナート等の火災・爆発 

発電所敷地内の危険物貯蔵施設等

の火災・爆発 

航空機墜落による火災 
発電所敷地への航空機墜落時の火

災 

【別添資料 1(1.1～1.2：1～2)】 
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第 1.7.9－2 表 評価対象施設 

防護対象 防護方法 評価対象施設 

外部事象防護対象施設 
防火帯の内側に設置 

消火活動による防護手段

を 期 待 し な い 条 件 の も

と，火元からの離隔距離

で防護 

（熱影響評価を実施） 

・原子炉建屋 

・残留熱除去系海水系ポンプ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ポンプ 

・主排気筒 

・非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）吸気口 

・排気筒モニタ 

・残留熱除去系海水系ストレーナ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）用海水ストレーナ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）室ルーフベントフ

ァン 

・非常用ガス処理系排気筒 

・非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。） 

・放水路ゲート 

外部事象防護対象施設

を内包する建屋 

（外部事象防護対象施

設である建屋を除く） 

・タービン建屋 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・排気筒モニタ建屋 

【別添資料 1(1.3：3～4)】
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第 1.7.9－3 表 発電所敷地内に設置している屋外の危険物貯蔵施設等の一覧

（火災源）（１／２）

網掛け箇所：評価対象となる設備 

設備名 製造所等区分
設置
場所

品名
最大数量

（m
３
）

詳細評価要否
（○:対象,×:対象外）

第四類 第一石油類 ガソリン 0.90
×

（屋内設置）

第四類 第二石油類 軽油・灯油 2.20
×

（屋内設置）

第四類 第三石油類 重油 18.20
×

（屋内設置）

第四類 第四石油類 潤滑油 21.00
×

（屋内設置）

第四類 アルコール類 アルコール類 0.20
×

（屋内設置）

重油貯蔵タンク 地下タンク貯蔵所 地下 第四類 第三石油類 重油 500.00
×

（地下式）

非常用ディーゼル発電機用タンク 地下タンク貯蔵所 地下 第四類 第二石油類 軽油 800.00
×

（地下式）

第四類 第二石油類 軽油 33.20

第四類 第四石油類 潤滑油 16.50

第四類 第二石油類 軽油 0.36
×

（屋内設置）

第四類 第三石油類 重油 1.90
×

（屋内設置）

第四類 第四石油類 潤滑油 185.23
×

（屋内設置）

第四類 第四石油類 ﾘﾝ酸ｴｽﾃﾙ油 7.93
×

（屋内設置）

サービス建屋 一般取扱所 屋内 第四類 第三石油類 重油 2.40
×

（屋内設置）

溶融炉灯油タンク 屋外タンク貯蔵所 屋外 第四類 第二石油類 灯油 10.00 ○

可搬型設備用軽油タンク 地下タンク貯蔵所 地下 第四類 第二石油類 軽油 210.00
×

（地下式）

ディーゼル発電機用燃料タンク 少量危険物貯蔵取扱所 屋外 第四類 第二石油類 軽油 0.78
×

（他評価に包絡）

第四類 第一石油類 ガソリン 0.10
×

（屋内設置）

第四類 第二石油類 ラッカー等 4.00
×

（屋内設置）

第四類 第四石油類 潤滑油 90.00
×

（屋内設置）

No.2 保修用油倉庫 屋内貯蔵所 屋内 第四類 第四石油類 潤滑油 100.00
×

（屋内設置）

緊急時対策所建屋（旧緊急時対策室） 一般取扱所 屋内 第四類 第三石油類 重油 5.76
×

（屋内設置）

緊急時対策所建屋地下タンク
（旧緊急時対策室）

地下タンク貯蔵所 地下 第四類 第三石油類 重油 20.00
×

（地下式）

絶縁油保管タンク 屋外タンク貯蔵所 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 200.00
×

（常時「空」）

第四類 第二石油類 軽油 5.97
×

（他評価に包絡）

第四類 第四石油類 潤滑油 0.94
×

（他評価に包絡）

緊急時安全対策用地下タンク 地下タンク貯蔵所 地下 第四類 第二石油類 軽油 90.00
×

（地下式 ）

構内服洗濯用タンク 少量危険物貯蔵取扱所 屋外 第四類 第三石油類 重油 1.82
×

（他評価に包絡）

廃棄物処理建屋廃油タンク 少量危険物貯蔵取扱所 屋内 第四類 第三石油類 廃油 1.90
×

（屋内設置）

雑固体減容処理設備用バーナ 少量危険物貯蔵取扱所 屋内 第四類 第二石油類 灯油 0.93
×

（屋内設置）

緊急用エンジン発電機燃料タンク 少量危険物貯蔵取扱所 屋外 第四類 第二石油類 軽油 0.80
×

（常時「空」）

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク 地下タンク貯蔵所 地下 第四類 第二石油類 軽油 150.00
×

（地下式）

オイルサービスタンク 少量危険物未満 屋外 第四類 第二石油類 重油 0.39
×

（他評価に包絡）

変圧器用屋外消火ポンプ用燃料タンク 少量危険物貯蔵取扱所 屋内 第四類 第二石油類 軽油 0.70
×

（他評価に包絡）

危険物の類

×
（屋内設置）

原子炉建屋 一般取扱所 屋内

油倉庫 屋内屋内貯蔵所

常設代替高圧電源装置置場 一般取扱所 屋外

No.1 保修用油倉庫 屋内

タービン建屋 一般取扱所 屋内

屋内貯蔵所
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第 1.7.9－3 表 発電所敷地内に設置している屋外の危険物貯蔵施設等の一覧

（火災源）（２／２）

網掛け箇所：評価対象となる設備 

第 1.7.9－4 表 発電所敷地内に設置している屋外の危険物貯蔵施設等の一覧

（爆発源） 

網掛け箇所：評価対象となる設備 

【別添資料 1(2.2.2.5：31～34)】 

設備名
設置
場所

品名
最大数量

（m
３
）

詳細評価要否
（○:対象,×:対象外）

主要変圧器 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 136.00 ○

所内変圧器 ２Ａ 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 21.00 ○

所内変圧器 ２Ｂ 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 21.00
×

（他評価に包絡）

起動変圧器 ２Ａ 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 45.95
×

（他評価に包絡）

起動変圧器 ２Ｂ 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 46.75 ○

予備変圧器 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 35.90
×

（他評価に包絡）

1号エステート変圧器 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 1.10
×

（他評価に包絡）

2号エステート変圧器 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 1.10
×

（他評価に包絡）

６６ｋＶ非常用変電所 屋外 第四類 第三石油類 絶縁油 6.60
×

（他評価に包絡）

中央制御室計器用エンジン発電機 屋外 第四類 第二石油類 軽油 0.03
×

（常時「空」）

危険物の類

設備名 内容物
本数

（本）
1本当たり容量 総容量 詳細評価要否

（○:対象,×:対象外）

Ｈ２,ＣＯ２ボンベ庫 水素 20 7 m
３

140 m
３ ×

（屋内配置）

水素貯槽 水素 ― ― 6.7 m
３ ○

予備ボンベ庫① 水素 40 7 m
３

280 m
３ ×

（屋内配置）

予備ボンベ庫② 水素 20 7 m
３

140 m
３ ×

（屋内配置）

所内ボイラー
プロパンボンベ庫

プロパン 4 50 kg 200 kg
×

（屋内配置）

焼却炉用
プロパンボンベ庫

プロパン 5 500 kg 2500 kg
×

（屋内配置）

サービス建屋
ボンベ庫

アセチレン 3 7 kg 21 kg
×

（屋内配置）

アセチレン 1 7 kg 7 kg

ﾒﾀﾝ＋ｱﾙｺﾞﾝ 4 7 m
３

28 m
３

食堂用プロパンボンベ庫 プロパン 18 50 kg 900 kg
×

（屋内配置）

廃棄物処理建屋
化学分析用ボンベ庫

×
（屋内配置）
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第 1.7.9－5 表 落下事故のカテゴリと対象航空機 

（発電用原子炉施設（使用済燃料乾式貯蔵建屋除く。）） 

落下事故のカテゴリ 対象航空機 
離隔距離 

（m） 
輻射強度 
（W／m２）

計器飛行方式 

民間航空機 

飛行場での離着陸時 
Ｂ７３７－

８００ 
245 57 

航空路を巡航時 
Ｂ７４７－

４００ 
1,873 ×※１

有視界飛行方式 

民間航空機 

大型機（大型固定翼機及び大

型回転翼機） 

Ｂ７４７－

４００ 
229 416 

小型機（小型固定翼機及び小

型回転翼機） 

Ｄｏ２２８

－２００ 
89 ×※２

自衛隊機又は 

米軍機 

訓練空域外

を飛行中 

空中給油機等， 

高高度での巡航が

想定される大型固

定翼機 

ＫＣ－ 

７６７ 
217 311 

その他の大型固定

翼機，小型固定翼

機及び回転翼機 

Ｆ－１５ 43 ×※３

基地－訓練空域間往復時 Ｆ－１５ 22 3,095 

※１ 「計器飛行方式民間航空機の航空路を巡航時」の落下事故については，「有視界飛行方式民間航空機の

大型機」の落下事故の対象機種と同じＢ７４７－４００であり，離隔距離の短い「有視界飛行方式民間

航空機の大型機」の評価に包絡されるため評価対象外とした。 

※２ 「有視界飛行方式民間航空機の小型機」の落下事故の対象航空機のうち，燃料積載量が最大となるＤｏ

２２８－２００であっても 3m３と少量であることから，Ｄｏ２２８－２００よりも燃料積載量が多く，

かつ離隔距離が短い「自衛隊機又は米軍機 基地-訓練空域間往復時」の落下事故の評価に包絡されるた

め評価対象外とした。 

※３ 「その他の大型固定翼機，小型固定翼機及び回転翼機」については，「基地-訓練空域間往復時」の落下

事故の対象航空機と同じＦ－１５であるため，離隔距離の短い「基地-訓練空域間往復時」の評価に包絡

されるため評価対象外とした。
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第 1.7.9－6 表 落下事故のカテゴリと対象航空機 

（使用済燃料乾式貯蔵建屋） 

落下事故のカテゴリ 対象航空機 
離隔距離 

（m） 

輻射強度 

（W／m２） 

計器飛行方式 

民間航空機 

飛行場での離着陸時 
Ｂ７３７－

８００ 
 393 22 

航空路を巡航時 
Ｂ７４７－

４００ 
2,695 ×※１

有視界飛行方式民

間航空機 

大型機（大型固定翼機及び大

型回転翼機） 

Ｂ７４７－

４００ 
 372 157 

小型機（小型固定翼機及び小

型回転翼機） 

Ｄｏ２２８

－２００ 
 175 ×※２

自衛隊機又は 

米軍機 

訓練空域外

を飛行中 

空中給油機等，高

高度での巡航が想

定される大型固定

翼機 

ＫＣ－ 

７６７ 
 355 116 

その他の大型固定

翼機，小型固定翼

機及び回転翼機 

Ｆ－１５  111 ×※３

基地－訓練空域間往復時 Ｆ－１５   78 265 

※１ 「計器飛行方式民間航空機の航空路を巡航時」の落下事故については，「有視界飛行方式民間航空機の

大型機」の落下事故の対象機種と同じＢ７４７－４００であり，離隔距離の短い「有視界飛行方式民間

航空機の大型機」の評価に包絡されるため評価対象外とした。 

※２ 「有視界飛行方式民間航空機の小型機」の落下事故の対象航空機のうち，燃料積載量が最大となるＤｏ

２２８－２００であっても 3m３と少量であることから，Ｄｏ２２８－２００よりも燃料積載量が多く，

かつ離隔距離が短い「自衛隊機又は米軍機 基地-訓練空域間往復時」の落下事故の評価に包絡されるた

め評価対象外とした。 

※３ 「その他の大型固定翼機，小型固定翼機及び回転翼機」については，「基地-訓練空域間往復時」の落下

事故の対象航空機と同じＦ－１５であるため，離隔距離の短い「基地-訓練空域間往復時」の評価に包絡

されるため評価対象外とした。

【別添資料 1(2.3：35～36)】 

第 1.7.9－7 表 ばい煙等による影響評価 

分  類 評価対象設備 

機器への 

影響 

外気を直接設備内に取り込む機器 
・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を含む。） 

外気を取り込む空調系統（室内の

空気を取り込む機器を含む。） 

・換気空調設備 

・計測制御設備（安全保護系） 

外気を取り込む屋外設置機器

・残留熱除去系海水系ポンプ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ

居住性への

影響 
中央制御室 

【別添資料 1(2.4：41～42)】 
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第 1.7.9－8 表 自衛消防組織のための要員 
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第 1.7.9－1 図 防火帯設置図 

【別添資料 1(1.3：3～4)】
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第 1.7.9－2 図 発電所周辺（東海村全域及び日立市の一部）に位置する 

危険物貯蔵施設（火災源） 

【別添資料 1(2.2.2.2：18～20)】 
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第 1.7.9－3 図 発電所と日立ＬＮＧ基地の位置関係 

【別添資料 1(2.2.2.2：21～24)】 
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第 1.7.9－4 図 評価で想定する漂流船舶（燃料輸送船） 

第 1.7.9－5 図 評価で想定する漂流船舶（定期船） 

【別添資料 1(2.2.2.4：28～30)】 

258



58 

第 1.7.9－6 図 評価で想定する漂流船舶（内航船） 

【別添資料 1(2.2.2.4：28～30)】 

第 1.7.9－7 図 危険物貯蔵施設等配置図（１／２） 
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第 1.7.9－7 図 危険物貯蔵施設等配置図（２／２） 

【別添資料 1(2.2.2.5：31～35)】 
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(3) 適合性説明

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

１ 安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項に

おいて同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないも

のでなければならない。 

２ 重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれ

があると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝

撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなけれ

ばならない。 

３ 安全施設は，工場等内又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であっ

て人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を

損なわないものでなければならない。 

適合のための設計方針 

第１項について 

発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）については，

敷地及び敷地周辺の自然環境を基に洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，

積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を選定し，設計

基準を設定するに当たっては，発電所の立地地域である東海村に対する規

格・基準類による設定値及び東海村で観測された過去の記録等をもとに設定

する。なお，東海村の最寄りの気象官署である水戸地方気象台で観測された

過去の記録について設計への影響を確認する。また，これらの自然現象ごと

に関連して発生する可能性がある自然現象も含める。 
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安全施設は，発電所敷地で想定される自然現象が発生した場合においても

安全機能を損なわない設計とする。ここで，発電所敷地で想定される自然現

象に対して，安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の

施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含める。また，

発電所敷地で想定される自然現象又はその組合せに遭遇した場合において，

自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として安全施設で生じ得

る環境条件を考慮する。 

発電用原子炉施設のうち安全施設は，以下のとおり条件を設定し，自然現

象によって発電用原子炉施設の安全機能を損なわない設計とする。 

(10) 森林火災

敷地外の森林から出火し，敷地内の植生へ延焼するおそれがある場合は，

自衛消防隊が出動し，予防散水等の延焼防止措置を行う。また，敷地内の

植生へ延焼した場合であっても，森林火災シミュレーション（ＦＡＲＳＩ

ＴＥ）による影響評価に基づいた防火帯幅を確保すること等により，安全

機能が損なわれることはない。 

また，上記以外の安全施設については，建屋による防護，消火活動，代

替設備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の対応

又はそれらを適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計

とする。 

【別添資料 1(2.1：4～16)】 

森林火災に伴うばい煙等発生時の二次的影響に対して，外気を直接設備

内に取り込む機器，外気を取り込む空調系統，屋外設置機器に分類し，影

響評価を行い，必要な場合は対策を実施することにより，安全機能を損な
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わない設計とする。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

第３項について 

発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）は，発電所及びその周辺での発生の可能性，安全施設への

影響度，発電所敷地及びその周辺に到達するまでの時間余裕及び影響の包絡

性の観点から，発電用原子炉施設に影響を与えるおそれがある事象として，

飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，

船舶の衝突及び電磁的障害を選定する。 

安全施設は，発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施

設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるも

の（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわない設計とする。

ここで，発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安

全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故

意によるものを除く。）に対して，安全施設が安全機能を損なわないために

必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への

措置を含める。 

(3) 爆発

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，爆発により安全施設に影響を

及ぼすような石油コンビナート施設はないため，爆発による安全施設への

影響については考慮する必要はない。 

発電所敷地外 10km 以内の危険物貯蔵施設又は発電所敷地周辺道路の燃

料輸送車両から爆発が発生する場合を想定しても，離隔距離の確保により，
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安全機能を損なわない設計とする。航行中の船舶が漂流し爆発が発生する

場合を想定しても，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわない設計

とする。 

また，上記以外の安全施設については，離隔距離の確保，代替設備によ

る必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の対応又はそれら

を適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2：17～22)】 

(4) 近隣工場等の火災 

ａ．石油コンビナート施設等の火災 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，火災により評価対象施設に

影響を及ぼすような石油コンビナート施設はないため，火災による安全

施設への影響については考慮する必要はない。 

発電所敷地外 10km 以内の範囲において，石油コンビナート施設以外

の危険物貯蔵施設又は発電所敷地周辺道路の燃料輸送車両から火災が発

生する場合を想定しても，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわ

ない設計とする。航行中の船舶が漂流し火災が発生する場合を想定して

も，離隔距離の確保等により，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.2：17～20)】 

ｂ．発電所敷地内に存在する危険物貯蔵施設等の火災 

発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施設等の火災発生時の輻射熱によ

る評価対象施設の建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，火災

の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度等を許容温度以下とするこ

とにより，安全機能を損なわない設計とする。 
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【別添資料 1(2.2.2.5：30～33)】 

ｃ．航空機墜落による火災 

原子炉建屋周辺に航空機が墜落し，燃料火災が発生した場合，直ちに

公設消防へ通報するとともに，自衛消防隊が出動し，速やかに初期消火

活動を行う。 

航空機が外部事象防護対象施設である原子炉建屋等の周辺で落下確率

が 10－７回／炉・年以上になる地点へ墜落することを想定しても，火災

の影響により安全機能を損なわない設計とする。 

また，上記以外の安全施設については，建屋による防護，消火活動，

代替設備による必要な機能の確保，安全上支障のない期間での修復等の

対応又はそれらを適切に組み合わせることにより,安全機能を損なわな

い設計とする。 

【別添資料 1(2.3：34～40)】 

ｄ．二次的影響（ばい煙等） 

石油コンビナート施設の火災，発電所敷地内に設置する危険物貯蔵施

設等の火災及び航空機墜落による火災に伴うばい煙等発生時の二次的影

響に対して，外気を直接設備内に取り込む機器，外気を取り込む空調系

統及び屋外設置機器に分類し，影響評価を行い，必要な場合は対策を実

施することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

(5) 有毒ガス 

有毒ガスの漏えいについては固定施設（石油コンビナート施設等）と可

動施設（陸上輸送，海上輸送）からの流出が考えられる。発電所周辺には
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周辺監視区域が設定されているため，発電用原子炉施設と近隣の施設や周

辺道路との間には離隔距離が確保されていることから，有毒ガスの漏えい

を想定した場合でも，中央制御室の居住性を損なうことはない。また，敷

地港湾の前面の海域を移動中の可動施設から有毒ガスの漏えいを想定した

場合も同様に，離隔距離が確保されていることから，中央制御室の居住性

を損なうことはない。 

発電所敷地内に貯蔵している化学物質については，貯蔵施設からの漏え

いを想定した場合でも，中央制御室の居住性を損なうことはない。 

また，中央制御室換気系については，外気取入ダンパを閉止し，閉回路

循環運転を行うことにより中央制御室の居住性を損なうことはない。 

【別添資料 1(2.4：41～47)】 

1.9.3 参考文献 

 (1) 「建築火災のメカニズムと火災安全設計」原田和典  財団法人 日本

建築センター 
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添付資料-1 

外部事象防護対象施設と評価対象施設の考え方について 
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6 条(外火)-添付 1-1

1. 外部火災に対する防護対象及び影響評価対象の考え方 

  原子力規制委員会が定める「実用発電用原子炉及びその附属施設

の位置，構造及び設備の基準に関する規則」の第六条においては，外

部からの衝撃による損傷の防止として，安全機能を有する構築物，

系統及び機器が，想定される自然現象（地震及び津波を除く。）又は

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事

象であって，人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安

全機能を損なわないものでなければならないとされている。 

  安全機能が損なわれないことを確認する必要がある施設を，「発電

用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」で

規定されている重要度分類（以下「安全重要度分類」という。）のク

ラス１，クラス２及びクラス３に属する構築物，系統及び機器とす

る。 
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6 条(外火)-添付 1-2

1.1 外部事象防護対象施設等の抽出 

外部火災によってその安全機能が損なわれないことを確認する必

要がある施設のうち，外部事象防護対象施設は，外部事象に対し必要

な構築物，系統及び機器（発電用原子炉を停止するため，また停止状

態にある場合は引き続きその状態を維持するために必要な異常の発

生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系統及び

機器として安全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全評価上そ

の機能に期待する安全重要度分類のクラス３に属する構築物，系統

及び機器）とする。また，外部事象防護対象施設及び外部事象防護対

象施設を内包する建屋を併せて，外部事象防護対象施設等という。外

部事象防護対象施設等の抽出フローを第 1.1-1 図に，抽出結果を第

1.1-1 表に示す。 

第 1.1-1 図  外部事象防護対象施設等の抽出フロー 

Yes Yes

No No No
①安全重要度分類の

クラス1，クラス2

に属する構築物等

・安全重要度分類のクラス1，クラス2及びクラス3に属する構築物，系統及び機器

・安全機能を有しない構築物，系統及び機器

②安全評価※１上

期待する安全重要度分類の

クラス3に属する

構築物等

①及び②を内包

する建屋

外部事象防護対象施設

Yes

※１ 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故解析

※２ 外部火災による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での

修復等の対応が可能であることを確認する。

その他の施設※２
外部事象防護対象施設を内包する建屋

（外部事象防護対象施設である建屋を除く）

外部事象防護対象施設等
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6 条(外火)-添付 1-3

1.2 評価対象施設の抽出 

外部事象防護対象施設等のうち，屋内設備は内包する建屋により

防護する設計とし，外部火災の影響を受ける屋外施設を評価対象施

設とする。 

評価対象施設の抽出フローを第 1.2-1 図に，抽出結果を第 1.1-1

表に示す。 

第 1.2-1 図  外部事象防護対象施設等のうち評価対象施設の抽出フロー 

1.3 その他の施設 

その他の施設は，原則として，防火帯により防護し，外部火災によ

り損傷した場合であっても，代替手段があること等により，その安全

機能を損なわない設計とする。 

＜評価対象外＞

・原子炉圧力容器

・原子炉再循環ポンプ 他

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）吸気口

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）

・残留熱除去系海水系ポンプ

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）用海水ポンプ

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ

・残留熱除去系海水系ストレーナ

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）室ルーフベントファン

・非常用ガス処理系排気

・主排気筒

・排気筒モニタ

・放水路ゲート

・原子炉建屋

・タービン建屋

・使用済燃料乾式貯蔵建屋

・排気筒モニタ建屋

NO

YES

［評価対象施設］

Step2

外部事象防護対象施設等

外部火災の熱影響を
受ける屋外施設※

※ 外部火災の熱影響を受けた屋外の外部事象

防護対象施設により影響を受ける屋内の

外部事象防護対象施設を含む。
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(1/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価

上 ※ ２ 期 待 す

る 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス ３ に 属

す る 構 築 物

等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受

け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対

象 施 設 の う ち 評

価 対 象 施 設  

Ｐ Ｓ

－ １

そ の 損 傷 又 は

故 障 に よ り 発

生 す る 事 象 に

よ っ て ，  

(a )  炉 心 の 著

し い 損 傷

又 は  

(b  )燃 料 の 大

量 の 破 損

を 引 き 起

こ す お そ

れ の あ る

構 築 物 ，

系 統 及 び

機 器  

1)  原 子 炉 冷 却 材

圧 力 バ ウ ン ダ

リ 機 能  

原 子 炉 冷 却 材 圧 力 バ

ウ ン ダ リ を 構 成 す る

機 器 ・ 配 管 系 （ 計 装

等 の 小 口 径 配 管 ・ 機

器 は 除 く 。 ）  

・ 原 子 炉 圧 力 容 器

・ 原 子 炉 再 循 環 ポ ン プ

・ 配 管 ， 弁

・ 隔 離 弁

・ 制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ

・ 中 性 子 束 計 装 管 ハ ウ ジ ン グ

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で

評 価 ）  

2)  過 剰 反 応 度 の

印 加 防 止 機 能

制 御 棒 カ ッ プ リ ン グ  ・ 制 御 棒 カ ッ プ リ ン グ

・ 制 御 棒 駆 動 機 構 カ ッ プ リ ン グ ○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で

評 価 ）  

3)  炉 心 形 状 の 維

持 機 能  

炉 心 支 持 構 造 物 （ 炉

心 シ ュ ラ ウ ド ， シ ュ

ラ ウ ド サ ポ ー ト ， 上

部 格 子 板 ， 炉 心 支 持

板 ， 制 御 棒 案 内

管 ） ， 燃 料 集 合 体

（ た だ し ， 燃 料 を 除

く 。 ）  

・ 炉 心 シ ュ ラ ウ ド

・ シ ュ ラ ウ ド サ ポ ー ト

・ 上 部 格 子 板

・ 炉 心 支 持 板

・ 燃 料 支 持 金 具

・ 制 御 棒 案 内 管

・ 制 御 棒 駆 動 機 構 ハ ウ ジ ン グ

・ 燃 料 集 合 体 の 下 記 部 分

上 部 タ イ プ レ ー ト  

下 部 タ イ プ レ ー ト  

・ 燃 料 集 合 体 （ ス ペ ー サ ）

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で

評 価 ）  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(2/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価

上 ※ ２ 期 待 す

る 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス ３ に 属

す る 構 築 物

等  

① 及 び

② を 内

包 す る

建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ １

1)  異 常 状 態 発

生 時 に 原 子

炉 を 緊 急 に

停 止 し ， 残

留 熱 を 除 去

し ， 原 子 炉

冷 却 材 圧 力

バ ウ ン ダ リ

の 過 圧 を 防

止 し ， 敷 地

周 辺 公 衆 へ

の 過 度 の 放

射 線 の 影 響

を 防 止 す る

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

1)  原 子 炉 の 緊 急

停 止 機 能  

原 子 炉 停 止 系 の 制 御

棒 に よ る 系 （ 制 御 棒

及 び 制 御 棒 駆 動 系

（ ス ク ラ ム 機 能 ） ）

・ 制 御 棒

・ 制 御 棒 案 内 管

・ 制 御 棒 駆 動 機 構
○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

2)  未 臨 界 維 持 機

能  

原 子 炉 停 止 系 （ 制 御

棒 に よ る 系 ， ほ う 酸

水 注 入 系 ）  

・ 制 御 棒

・ 制 御 棒 カ ッ プ リ ン グ

・ 制 御 棒 駆 動 機 構 カ ッ プ リ

ン グ  

・ ほ う 酸 水 注 入 系

（ ほ う 酸 水 注 入 ポ ン プ ， 注

入 弁 ， タ ン ク 出 口 弁 ， ほ

う 酸 水 貯 蔵 タ ン ク ， ポ ン

プ 吸 込 配 管 及 び 弁 ， 注 入

配 管 及 び 弁 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

3)  原 子 炉 冷 却 材

圧 力 バ ウ ン ダ

リ の 過 圧 防 止

機 能  

逃 が し 安 全 弁 （ 安 全

弁 と し て の 開 機 能 ）

・ 逃 が し 安 全 弁

（ 安 全 弁 開 機 能 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(3/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る 安

全 重 要 度 分 類

の ク ラ ス ３ に

属 す る 構 築 物

等  

① 及 び

② を 内

包 す る

建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ １

1)  異 常 状 態 発 生

時 に 原 子 炉 を

緊 急 に 停 止

し ， 残 留 熱 を

除 去 し ， 原 子

炉 冷 却 材 圧 力

バ ウ ン ダ リ の

過 圧 を 防 止

し ， 敷 地 周 辺

公 衆 へ の 過 度

の 放 射 線 の 影

響 を 防 止 す る

構 築 物 ， 系 統

及 び 機 器  

4)  原 子 炉 停 止 後

の 除 熱 機 能  

残 留 熱 を 除 去 す る 系

統 （ 残 留 熱 除 去 系

（ 原 子 炉  停 止 時 冷

却 モ ー ド ） ， 原 子 炉

隔 離 時 冷 却 系 ， 高 圧

炉 心 ス プ レ イ 系 ， 逃

が し 安 全 弁 ， （ 手 動

逃 が し 機 能 ） ， 自 動

減 圧 系 （ 手 動 逃 が し

機 能 ） ）  

・ 残 留 熱 除 去 系

（ ポ ン プ ， 熱 交 換 器 ， 原 子

炉 停 止 時 冷 却 モ ー ド の ル

ー ト と な る 配 管 ， 弁 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系

（ ポ ン プ ， サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル ， タ ー ビ ン ，

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル

か ら 注 水 先 ま で の 配 管 ，

弁 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 高 圧 炉 心 ス プ レ イ 系

（ ポ ン プ ， サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル ， サ プ レ ッ シ

ョ ン ・ プ ー ル か ら ス プ レ

イ 先 ま で の 配 管 ， 弁 ， ス

プ レ イ ヘ ッ ダ ）  

○ － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 逃 が し 安 全 弁

（ 手 動 逃 が し 機 能 ）
○ － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 自 動 減 圧 系

（ 手 動 逃 が し 機 能 ）
○ － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(4/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上 ※ ２

期 待 す る 安 全 重

要 度 分 類 の ク ラ

ス ３ に 属 す る 構

築 物 等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受

け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施

設 の う ち 評 価 対 象 施

設  

Ｍ Ｓ

－ １

1)  異 常 状 態 発

生 時 に 原 子

炉 を 緊 急 に

停 止 し ， 残

留 熱 を 除 去

し ， 原 子 炉

冷 却 材 圧 力

バ ウ ン ダ リ

の 過 圧 を 防

止 し ， 敷 地

周 辺 公 衆 へ

の 過 度 の 放

射 線 の 影 響

を 防 止 す る

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器

5)  炉 心 冷 却 機

能  

非 常 用 炉 心 冷 却 系

（ 低 圧 炉 心 ス プ レ

イ 系 ， 低 圧 注 水

系 ， 高 圧 炉 心 ス プ

レ イ 系 ， 自 動 減 圧

系 ）  

・ 低 圧 炉 心 ス プ レ イ 系

（ ポ ン プ ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ

ー ル ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー

ル か ら ス プ レ イ 先 ま で の 配

管 ， 弁 ， ス プ レ イ ヘ ッ ダ ）  

○ － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 残 留 熱 除 去 系 （ 低 圧 注 水 モ ー

ド ） （ ポ ン プ ， サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル ， サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ プ ー ル か ら 注 水 先 ま で の

配 管 ， 弁 （ 熱 交 換 器 バ イ パ ス

ラ イ ン 含 む ） ， 注 水 ヘ ッ ダ ）

○ － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 高 圧 炉 心 ス プ レ イ 系

（ ポ ン プ ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ

ー ル ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー

ル か ら ス プ レ イ 先 ま で の 配

管 ， 弁 ， ス プ レ イ ヘ ッ ダ ）  

○ － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 自 動 減 圧 系

（ 逃 が し 安 全 弁 ）
○ － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(5/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全

重 要 度

分 類 の

ク ラ ス

１ ， ２

に 属 す

る 構 築

物 等  

② 安 全 評 価

上 ※ ２ 期 待 す

る 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス ３ に 属

す る 構 築 物

等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ １

1)  異 常 状 態 発

生 時 に 原 子

炉 を 緊 急 に

停 止 し ， 残

留 熱 を 除 去

し ， 原 子 炉

冷 却 材 圧 力

バ ウ ン ダ リ

の 過 圧 を 防

止 し ， 敷 地

周 辺 公 衆 へ

の 過 度 の 放

射 線 の 影 響

を 防 止 す る

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

6)  放 射 性 物 質 の

閉 じ 込 め 機

能 ， 放 射 線 の

遮 へ い 及 び 放

出 低 減 機 能  

原 子 炉 格 納 容 器 ，

原 子 炉 格 納 容 器 隔

離 弁 ， 原 子 炉 格 納

容 器 ス プ レ イ 冷 却

系 ， 原 子 炉 建 屋 ，

非 常 用 ガ ス 処 理

系 ， 非 常 用 再 循 環

ガ ス 処 理 系 ， 可 燃

性 ガ ス 濃 度 制 御 系

・ 格 納 容 器 （ 格 納 容 器 本 体 ， 貫

通 部 ， 所 員 用 エ ア ロ ッ ク ， 機

器 搬 入 ハ ッ チ ）  

○ － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 原 子 炉 建 屋 原 子 炉 棟
○ － ※ ３  － ※ ３  ○  ・ 原 子 炉 建 屋  

・ 格 納 容 器 隔 離 弁 及 び 格 納 容 器

バ ウ ン ダ リ 配 管  
○ － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 主 蒸 気 流 量 制 限 器
○ － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 残 留 熱 除 去 系 （ 格 納 容 器 ス プ

レ イ 冷 却 モ ー ド ） （ ポ ン プ ，

熱 交 換 器 ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・

プ ー ル ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ

ー ル か ら ス プ レ イ 先 （ ド ラ イ

ウ ェ ル 及 び サ プ レ ッ シ ョ ン ・

プ ー ル 気 相 部 ） ま で の 配 管 ，

弁 ， ス プ レ イ ヘ ッ ダ （ ド ラ イ

ウ ェ ル 及 び サ プ レ ッ シ ョ ン ・

プ ー ル ）  

○ － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(6/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価

上 ※ ２ 期 待 す

る 安 全 重 要 度

分 類 の ク ラ ス

３ に 属 す る 構

築 物 等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施

設 の う ち 評 価 対 象 施

設  

Ｍ Ｓ

－ １

1)  異 常 状 態 発

生 時 に 原 子

炉 を 緊 急 に

停 止 し ， 残

留 熱 を 除 去

し ， 原 子 炉

冷 却 材 圧 力

バ ウ ン ダ リ

の 過 圧 を 防

止 し ， 敷 地

周 辺 公 衆 へ

の 過 度 の 放

射 線 の 影 響

を 防 止 す る

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

6)  放 射 性 物 質

の 閉 じ 込 め

機 能 ， 放 射

線 の 遮 へ い

及 び 放 出 低

減 機 能  

原 子 炉 格 納 容 器 ， 原

子 炉 格 納 容 器 隔 離

弁 ， 原 子 炉 格 納 容 器

ス プ レ イ 冷 却 系 ， 原

子 炉 建 屋 ， 非 常 用 ガ

ス 処 理 系 ， 非 常 用 再

循 環 ガ ス 処 理 系 ， 可

燃 性 ガ ス 濃 度 制 御 系

・ 原 子 炉 建 屋 ガ ス 処 理 系

（ 乾 燥 装 置 ， 排 風 機 ， フ ィ ル

タ 装 置 ， 原 子 炉 建 屋 原 子 炉

棟 吸 込 口 か ら 主 排 気 筒 頂 部

ま で の 配 管 ， 弁 ）  

○ － ※ ３  － ※ ３

○  

（ 一 部 は 原 子 炉 建 屋  

に 内 包 ）  

・ 主 排 気 筒  

・ 非 常 用 ガ ス 処 理 系

排 気 筒  

（ そ の 他 は 原 子 炉 建

屋 で 評 価 ）  

・ 可 燃 性 ガ ス 濃 度 制 御 系

（ 再 結 合 装 置 ， 格 納 容 器 か ら

再 結 合 装 置 ま で の 配 管 ，

弁 ， 再 結 合 装 置 か ら 格 納 容

器 ま で の 配 管 ， 弁 ）  

○ － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

・ 遮 蔽 設 備 （ 原 子 炉 遮 蔽 壁 ，

一 次 遮 蔽 壁 ）  ○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

・ 遮 蔽 設 備 （ 二 次 遮 蔽 壁 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

2)  安 全 上 必 須

な そ の 他 の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

1)  工 学 的 安 全

施 設 及 び 原

子 炉 停 止 系

へ の 作 動 信

号 の 発 生 機

能  

安 全 保 護 系  ・ 原 子 炉 緊 急 停 止 の 安 全 保 護

回 路  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(7/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る

安 全 重 要 度 分

類 の ク ラ ス ３

に 属 す る 構 築

物 等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を

受 け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 の う ち

評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ １

2)  安 全 上 必 須

な そ の 他 の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

1)  工 学 的 安 全 施

設 及 び 原 子 炉

停 止 系 へ の 作

動 信 号 の 発 生

機 能  

安 全 保 護 系  ・ 非 常 用 炉 心 冷 却 系 作 動 の 安

全 保 護 回 路  

・ 原 子 炉 格 納 容 器 隔 離 の 安 全

保 護 回 路  

・ 原 子 炉 建 屋 ガ ス 処 理 系 作 動

の 安 全 保 護 回 路  

・ 主 蒸 気 隔 離 の 安 全 保 護 回 路

○ － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

2)  安 全 上 特 に 重

要 な 関 連 機 能

非 常 用 所 内 電 源 系 ，

制 御 室 及 び そ の 遮 へ

い ・ 非 常 用 換 気 空 調

系 ， 非 常 用 補 機 冷 却

水 系 ， 直 流 電 源 系

（ い ず れ も ， Ｍ Ｓ -1

関 連 の も の ）  

・ 非 常 用 所 内 電 源 系

（ デ ィ ー ゼ ル 機 関 ， 発 電 機 ，

発 電 機 か ら 非 常 用 負 荷 ま で

の 配 電 設 備 及 び 電 路 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３

○  

（ 一 部 は 原 子 炉 建

屋 に 内 包 ）  

・ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

（ 高 圧 炉 心 ス プ レ イ 系 デ ィ

ー ゼ ル 発 電 機 を 含 む 。 ） 吸

気 口  

・ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

（ 高 圧 炉 心 ス プ レ イ 系 デ ィ

ー ゼ ル 発 電 機 を 含 む 。 ）  

・ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

（ 高 圧 炉 心 ス プ レ イ 系 デ ィ

ー ゼ ル 発 電 機 を 含 む 。 ） 室

ル ー フ ベ ン ト フ ァ ン  

（ そ の 他 は 原 子 炉 建 屋  

で 評 価 ）  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(8/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る

安 全 重 要 度 分

類 の ク ラ ス ３

に 属 す る 構 築

物 等  

① 及 び

② を 内

包 す る

建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ １

2)  安 全 上 必 須

な そ の 他 の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

2)  安 全 上 特 に 重

要 な 関 連 機 能

非 常 用 所 内 電 源 系 ，

制 御 室 及 び そ の 遮 へ

い ・ 非 常 用 換 気 空 調

系 ， 非 常 用 補 機 冷 却

水 系 ， 直 流 電 源 系

（ い ず れ も ， Ｍ Ｓ -1

関 連 の も の ）  

・ 非 常 用 所 内 電 源 系

（ デ ィ ー ゼ ル 機 関 ， 発 電

機 ， 発 電 機 か ら 非 常 用 負

荷 ま で の 配 電 設 備 及 び 電

路 ）  

○ － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 中 央 制 御 室 及 び 中 央 制 御

室 遮 蔽  
○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ 中 央 制 御 室 換 気 空 調 系

（ 放 射 線 防 護 機 能 及 び 有 毒

ガ ス 防 護 機 能 ）  

（ 非 常 用 再 循 環 送 風 機 ， 非

常 用 再 循 環 フ ィ ル タ 装

置 ， 空 調 ユ ニ ッ ト ， 送 風

機 ， 排 風 機 ， ダ ク ト 及 び

ダ ン パ ）  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(9/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  

構 築 物 ， 系 統

又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る 安

全 重 要 度 分 類

の ク ラ ス ３ に

属 す る 構 築 物

等  

① 及 び

② を 内

包 す る

建 屋  

外 部 火 災 の 影

響 を 受 け る  

屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 の う ち 評 価

対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ １

2)  安 全 上 必 須

な そ の 他 の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

2)  安 全 上 特

に 重 要 な

関 連 機 能

非 常 用 所 内 電

源 系 ， 制 御 室

及 び そ の 遮 へ

い ・ 非 常 用 換

気 空 調 系 ， 非

常 用 補 機 冷 却

水 系 ， 直 流 電

源 系 （ い ず れ

も ， Ｍ Ｓ -1関

連 の も の ）  

・ 残 留 熱 除 去 系 海 水 系

（ ポ ン プ ， 熱 交 換 器 ， 配 管 ， 弁 ，

ス ト レ ー ナ ）  ○  － ※ ３  － ※ ３

○  

（ 一 部 は 原 子

炉 建 屋 に 内

包 ）  

・ 残 留 熱 除 去 系 海 水 系 ポ ン プ  

・ 残 留 熱 除 去 系 海 水 系 ス ト レ ー ナ

（ そ の 他 は 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

・ デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 海 水 系

（ ポ ン プ ， 配 管 ， 弁 ， ス ト レ ー

ナ ）  

○  － ※ ３  － ※ ３

○  

（ 一 部 は 原 子

炉 建 屋 に 内

包 ）  

・ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 （ 高 圧

炉 心 ス プ レ イ 系 デ ィ ー ゼ ル 発 電

機 を 含 む 。 ） 用 海 水 ポ ン プ  

・ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 （ 高 圧

炉 心 ス プ レ イ 系 デ ィ ー ゼ ル 発 電

機 を 含 む 。 ） 用 海 水 ス ト レ ー ナ

（ そ の 他 は 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

・ 直 流 電 源 系 （ 蓄 電 池 ， 蓄 電 池

か ら 非 常 用 負 荷 ま で の 配 電 設

備 及 び 電 路 （ Ｍ Ｓ -1関 連 ） ）  

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋

に 内 包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

・ 計 測 ・ 計 装 制 御 電 源 系 （ 蓄 電

池 か ら 非 常 用 計 測 制 御 装 置 ま

で の 配 電 設 備 及 び 電 路 ） （ Ｍ

Ｓ -1関 連 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋

に 内 包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

そ の 他  放 水 路 ゲ ー ト  

○  － ※ ３  － ※ ３  ○  放 水 路 ゲ ー ト  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(10/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上 ※ ２

期 待 す る 安 全 重

要 度 分 類 の ク ラ

ス ３ に 属 す る 構

築 物 等  

① 及 び

② を 内

包 す る

建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受

け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象

施 設 の う ち 評 価 対

象 施 設  

Ｐ Ｓ

－ ２

1)  そ の 損 傷 又

は 故 障 に よ

り 発 生 す る

事 象 に よ っ

て ， 炉 心 の

著 し い 損 傷

又 は 燃 料 の

大 量 の 破 損

を 直 ち に 引

き 起 こ す お

そ れ は な い

が ， 敷 地 外

へ の 過 度 の

放 射 性 物 質

の 放 出 の お

そ れ の あ る

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

1)  原 子 炉 冷 却 材

を 内 蔵 す る 機

能 （ た だ し ，

原 子 炉 冷 却 材

圧 力 バ ウ ン ダ

リ か ら 除 外 さ

れ て い る 計 装

等 の 小 口 径 の

も の 及 び バ ウ

ン ダ リ に 直 接

接 続 さ れ て い

な い も の は 除

く 。 ）  

主 蒸 気 系 ， 原 子 炉 冷

却 材 浄 化 系 （ い ず れ

も ， 格 納 容 器 隔 離 弁

の 外 側 の み ）  

・ 原 子 炉 冷 却 材 浄 化 系

（ 原 子 炉 冷 却 材 圧 力 バ ウ ン

ダ リ か ら 外 れ る 部 分 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

・ 主 蒸 気 系

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 及 び タ

ー ビ ン 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 及 び

タ ー ビ ン 建 屋 で

評 価 ）

・ 原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系 タ ー

ビ ン 蒸 気 供 給 ラ イ ン （ 原

子 炉 冷 却 材 圧 力 バ ウ ン ダ

リ か ら 外 れ る 部 分 で あ っ

て 外 側 隔 離 弁 下 流 か ら タ

ー ビ ン 止 め 弁 ま で ）  

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

2)  原 子 炉 冷 却 材

圧 力 バ ウ ン ダ

リ に 直 接 接 続

さ れ て い な い

も の で あ っ

て ， 放 射 性 物

質 を 貯 蔵 す る

機 能  

放 射 性 廃 棄 物 処 理 施

設 （ 放 射 能 イ ン ベ ン

ト リ の 大 き い も

の ） ， 使 用 済 燃 料 プ

ー ル （ 使 用 済 燃 料 貯

蔵 ラ ッ ク を 含 む 。 ）  

・ 放 射 性 気 体 廃 棄 物 処 理 系

（ 活 性 炭 式 希 ガ ス ホ ー ル

ド ア ッ プ 装 置 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

・ 使 用 済 燃 料 プ ー ル （ 使 用

済 燃 料 貯 蔵 ラ ッ ク を 含 む ） ○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

・ 新 燃 料 貯 蔵 庫 （ 臨 界 防 止

す る 機 能 ）  

（ 新 燃 料 貯 蔵 ラ ッ ク ）

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め ， 本 項 目 に は 該 当 し な い （ Ste p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(11/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置

の う ち 主 な 施 設

※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上 ※ ２

期 待 す る 安 全 重 要

度 分 類 の ク ラ ス ３

に 属 す る 構 築 物 等

① 及 び

② を 内

包 す る

建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施

設 の う ち 評 価 対 象 施

設  

Ｐ Ｓ

－ ２

1)  そ の 損 傷 又 は 故 障

に よ り 発 生 す る 事

象 に よ っ て ， 炉 心

の 著 し い 損 傷 又 は

燃 料 の 大 量 の 破 損

を 直 ち に 引 き 起 こ

す お そ れ は な い

が ， 敷 地 外 へ の 過

度 の 放 射 性 物 質 の

放 出 の お そ れ の あ

る 構 築 物 ， 系 統 及

び 機 器  

2)  原 子 炉 冷 却 材 圧 力

バ ウ ン ダ リ に 直 接

接 続 さ れ て い な い

も の で あ っ て ， 放

射 性 物 質 を 貯 蔵 す

る 機 能  

放 射 性 廃 棄 物 処 理 施

設 （ 放 射 能 イ ン ベ ン

ト リ の 大 き い も

の ） ， 使 用 済 燃 料 プ

ー ル （ 使 用 済 燃 料 貯

蔵 ラ ッ ク を 含 む 。 ）

・ 使 用 済 燃 料 乾 式

貯 蔵 容 器  

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 使 用 済 燃 料 乾 式 貯 蔵

建 屋 に 内 包 ）  

× 

（ 使 用 済 燃 料 乾 式 貯

蔵 建 屋 で 評 価 ）  

3 )燃 料 を 安 全 に 取 り

扱 う 機 能  

燃 料 取 扱 設 備  ・ 燃 料 交 換 機

・ 原 子 炉 建 屋 ク レ

ー ン  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

・ 使 用 済 燃 料 乾 式

貯 蔵 建 屋 天 井 ク

レ ー ン  

○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 使 用 済 燃 料 乾 式 貯 蔵

建 屋 に 内 包 ）  

× 

（ 使 用 済 燃 料 乾 式 貯

蔵 建 屋 で 評 価 ）  

2)  通 常 運 転 時 及 び 運

転 時 の 異 常 な 過 渡

変 化 時 に 作 動 を 要

求 さ れ る も の で あ

っ て ， そ の 故 障 に

よ り ， 炉 心 冷 却 が

損 な わ れ る 可 能 性

の 高 い 構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

1)  安 全 弁 及 び 逃 が し

弁 の 吹 き 止 ま り 機

能  

逃 が し 安 全 弁  

（ 吹 き 止 ま り 機 能 に

関 連 す る 部 分 ）  

・ 逃 が し 安 全 弁

（ 吹 き 止 ま り 機

能 に 関 連 す る 部

分 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評

価 ）  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(12/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又

は 機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価

上 ※ ２ 期 待 す

る 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス ３ に 属

す る 構 築 物

等  

① 及 び

② を 内

包 す る

建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ ２

1)  Ｐ Ｓ － ２ の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器

の 損 傷 又 は

故 障 に よ り

敷 地 周 辺 公

衆 に 与 え る

放 射 線 の 影

響 を 十 分 小

さ く す る よ

う に す る 構

築 物 ， 系 統

及 び 機 器  

1)  燃 料 プ

ー ル 水

の 補 給

機 能  

非 常 用 補 給 水 系 ・ 残 留 熱 除 去 系

（ ポ ン プ ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル ，

サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル か ら 燃 料 プ

ー ル ま で の 配 管 ， 弁 ）  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

2)  放 射 性

物 質 放

出 の 防

止 機 能

放 射 性 気 体 廃 棄

物 処 理 系 の 隔 離

弁 ， 排 気 筒 （ 非

常 用 ガ ス 処 理 系

排 気 菅 の 支 持 機

能 以 外 ）  

・ 放 射 性 気 体 廃 棄 物 処 理 系 （ オ フ ガ

ス ） 隔 離 弁  ○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ タ ー ビ ン 建 屋 に 内

包 ）  

× 

（ タ ー ビ ン 建 屋 で 評

価 ）  

・ 主 排 気 筒  ○  － ※ ３  － ※ ３  ○  ・ 主 排 気 筒  

・ 燃 料 プ ー ル 冷 却 浄 化 系 の 燃 料 プ ー ル

入 口 逆 止 弁  
○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

燃 料 集 合 体 落 下

事 故 時 放 射 能 放

出 を 低 減 す る 系

・ 原 子 炉 建 屋 原 子 炉 棟 ○  － ※ ３  － ※ ３  ○  ・ 原 子 炉 建 屋  

・ 原 子 炉 建 屋 ガ ス 処 理 系

○  － ※ ３  － ※ ３

○  

（ 一 部 は 原 子 炉 建 屋 に

内 包 ）  

・ 非 常 用 ガ ス 処 理 系 排

気 筒 （ そ の 他 は 原 子

炉 建 屋 で 評 価 ）  

2)  異 常 状 態 へ

の 対 応 上 特

に 重 要 な 構

築 物 ， 系 統

及 び 機 器  

1)  事 故 時

の プ ラ

ン ト 状

態 の 把

握 機 能

事 故 時 監 視 計 器

の 一 部  

・ 中 性 子 束 （ 起 動 領 域 計 装 ）

・ 原 子 炉 ス ク ラ ム 用 電 磁 接 触 器 の 状 態

・ 制 御 棒 位 置

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

・ 原 子 炉 水 位 （ 広 帯 域 ， 燃 料 域 ）

・ 原 子 炉 圧 力
○  － ※ ３  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

・ 原 子 炉 格 納 容 器 圧 力

・ サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル 水 温 度

・ 原 子 炉 格 納 容 器 エ リ ア 放 射 線 量 率

（ 高 レ ン ジ ）

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(13/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る 安

全 重 要 度 分 類

の ク ラ ス ３ に

属 す る 構 築 物

等  

① 及 び

② を 内

包 す る

建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ ２

2)  異 常 状 態 へ

の 対 応 上 特

に 重 要 な 構

築 物 ， 系 統

及 び 機 器  

1)  事 故 時 の プ ラ ン

ト 状 態 の 把 握 機

能  

事 故 時 監 視 計 器 の

一 部  

[低 温 停 止 へ の 移 行 ] 

・ 原 子 炉 圧 力

・ 原 子 炉 水 位 （ 広 帯 域 ）

[ド ラ イ ウ ェ ル ス プ レ イ ] 

・ 原 子 炉 水 位

（ 広 帯 域 ， 燃 料 域 ）

・ 原 子 炉 格 納 容 器 圧 力

[サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル 冷

却 ] 

・ 原 子 炉 水 位

（ 広 帯 域 ， 燃 料 域 ）

・ サ プ レ ッ シ ョ ン ・ プ ー ル 水

温 度  

[可 燃 性 ガ ス 濃 度 制 御 系  

起 動 ] 

・ 原 子 炉 格 納 容 器 水 素 濃 度

・ 原 子 炉 格 納 容 器 酸 素 濃 度

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

2)  異 常 状 態 の 緩 和

機 能  

Ｂ Ｗ Ｒ に は 対 象 機

能 な し  
―  ―    ―  ―  

3)  制 御 室 外 か ら の

安 全 停 止 機 能  

制 御 室 外 原 子 炉 停

止 装 置 （ 安 全 停 止

に 関 連 す る も の ）

・ 制 御 室 外 原 子 炉 停 止 装 置

（ 安 全 停 止 に 関 連 す る も

の ） の 操 作 回 路  

○  － ※ ３  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(14/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る 安

全 重 要 度 分 類

の ク ラ ス ３ に

属 す る 構 築 物

等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受

け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施

設 の う ち 評 価 対 象 施

設  

Ｐ Ｓ

－ ３

1)  異 常 状 態 の

起 因 事 象 と

な る も の で

あ っ て Ｐ Ｓ

－ １ ， Ｐ Ｓ

－ ２ 以 外 の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

1)  原 子 炉 冷 却 材

保 持 機 能 （ Ｐ

Ｓ － １ ， Ｐ Ｓ

－ ２ 以 外 の も

の ) 

計 装 配 管 ， 試 料 採 取

管  

・ 計 装 配 管 ， 弁

・ 試 料 採 取 管 ， 弁

・ ド レ ン 配 管 ， 弁

・ ベ ン ト 配 管 ， 弁

× × × ―  ―  

2)  原 子 炉 冷 却 材

の 循 環 機 能  

原 子 炉 再 循 環 系  ・ 原 子 炉 再 循 環 ポ ン プ ， 配

管 ， 弁 ， ラ イ ザ ー 管 （ 炉

内 ） ， ジ ェ ッ ト ポ ン プ  

× × × ―  ―  

3)  放 射 性 物 質 の

貯 蔵 機 能  

サ プ レ ッ シ ョ ン プ ー

ル 水 排 水 系 ， 復 水 貯

蔵 タ ン ク ， 放 射 性 廃

棄 物 処 理 施 設 （ 放 射

能 イ ン ベ ン ト リ の 小

さ い も の ）  

・ 復 水 貯 蔵 タ ン ク

× × × ―  ―  

・ 液 体 廃 棄 物 処 理 系

（ 低 電 導 度 廃 液 収 集 槽 ， 高

電 導 度 廃 液 収 集 槽 ）  

× × × ―  ―  

・ 固 体 廃 棄 物 処 理 系

（ Ｃ Ｕ Ｗ 粉 末 樹 脂 沈 降 分 離

槽 ， 使 用 済 樹 脂 槽 ， 濃 縮

廃 液 タ ン ク ， 固 体 廃 棄 物

貯 蔵 庫 （ ド ラ ム 缶 ） ）  

× × × ―  ―  

・ 給 水 加 熱 器 保 管 庫

× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(15/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る 安

全 重 要 度 分 類

の ク ラ ス ３ に

属 す る 構 築 物

等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を

受 け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｐ Ｓ

－ ３

1)  異 常 状 態 の 起

因 事 象 と な る

も の で あ っ て

Ｐ Ｓ － １ ， Ｐ

Ｓ － ２ 以 外 の

構 築 物 ， 系 統

及 び 機 器  

3)  放 射 性 物 質

の 貯 蔵 機 能  

サ プ レ ッ シ ョ ン プ ー

ル 水 排 水 系 ， 復 水 貯

蔵 タ ン ク ， 放 射 性 廃

棄 物 処 理 施 設 （ 放 射

能 イ ン ベ ン ト リ の 小

さ い も の ）  

・ セ メ ン ト 混 錬 固 化 装 置 及

び 雑 固 体 減 容 処 理 設 備

（ 液 体 及 び 固 体 の 放 射 性

廃 棄 物 処 理 系 ）  
× × × ―  ―  

新 燃 料 貯 蔵 庫  ・ 新 燃 料 貯 蔵 庫

（ 新 燃 料 貯 蔵 ラ ッ ク ）
× × × ―  ―  

4)  電 源 供 給 機

能 （ 非 常 用 を

除 く ）  

タ ー ビ ン ， 発 電 機 及

び そ の 励 磁 装 置 ， 復

水 系 （ 復 水 器 を 含

む ） ， 給 水 系 ， 循 環

水 系 ， 送 電 線 ， 変 圧

器 ， 開 閉 所  

・ 発 電 機 及 び そ の 励 磁 装 置

（ 発 電 機 ， 励 磁 器 ） × × × ―  ―  

・ 蒸 気 タ ー ビ ン

（ 主 タ ー ビ ン ， 主 要 弁 ， 配

管 ）  

× × × ―  ―  

・ 復 水 系 （ 復 水 器 を 含 む ）

（ 復 水 器 ， 復 水 ポ ン プ ， 配

管 ／ 弁 ）  

× × × ―  ―  

・ 給 水 系

（ 電 動 駆 動 給 水 ポ ン プ ， タ

ー ビ ン 駆 動 給 水 ポ ン プ ，

給 水 加 熱 器 ， 配 管 ／ 弁 ）  

× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(16/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上 ※ ２

期 待 す る 安 全 重

要 度 分 類 の ク ラ

ス ３ に 属 す る 構

築 物 等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を

受 け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｐ Ｓ

－ ３

1)  異 常 状 態 の

起 因 事 象 と

な る も の で

あ っ て Ｐ Ｓ

－ １ ， Ｐ Ｓ

－ ２ 以 外 の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

4)  電 源 供 給 機 能

（ 非 常 用 を 除

く ）  

タ ー ビ ン ， 発 電 機 及

び そ の 励 磁 装 置 ， 復

水 系 （ 復 水 器 を 含

む ） ， 給 水 系 ， 循 環

水 系 ， 送 電 線 ， 変 圧

器 ， 開 閉 所  

・ 循 環 水 系

（ 循 環 水 ポ ン プ ， 配 管

／ 弁 ）  

× × × ―  ―  

・ 常 用 所 内 電 源 系

（ 発 電 機 又 は 外 部 電 源

系 か ら 所 内 負 荷 ま で

の 配 電 設 備 及 び 電 路

（ Ｍ Ｓ -1関 連 以

外 ） ）  

× × × ―  ―  

・ 直 流 電 源 系

（ 蓄 電 池 ，蓄 電 池 か ら 常

用 負 荷 ま で の 配 電 設

備 及 び 電 路（ Ｍ Ｓ -1関

連 以 外 ） ）  

× × × ―  ―  

・ 計 測 制 御 電 源 系  

（ 電 源 装 置 か ら 常 用 計

測 制 御 装 置 ま で の 配

電 設 備 及 び 電 路 （ Ｍ

Ｓ -1関 連 以 外 ） ）  

× × × ―  ―  

・ 送 電 線

× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(17/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上 ※

２ 期 待 す る 安 全

重 要 度 分 類 の

ク ラ ス ３ に 属

す る 構 築 物 等

① 及 び ② を 内 包

す る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受

け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施

設 の う ち 評 価 対 象 施

設  

Ｐ Ｓ

－ ３

1)  異 常 状 態 の

起 因 事 象 と

な る も の で

あ っ て Ｐ Ｓ

－ １ ， Ｐ Ｓ

－ ２ 以 外 の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

4)  電 源 供 給 機 能

（ 非 常 用 を 除

く ）  

タ ー ビ ン ， 発 電 機 及 び

そ の 励 磁 装 置 ， 復 水 系

（ 復 水 器 を 含 む ） ， 給

水 系 ， 循 環 水 系 ， 送 電

線 ， 変 圧 器 ， 開 閉 所  

・ 変 圧 器

（ 所 内 変 圧 器 ， 起 動 変 圧

器 ， 予 備 変 圧 器 ， 電

路 ）  

× × × ―  ―  

・ 開 閉 所

（ 母 線 ， 遮 断 器 ， 断 路

器 ， 電 路 ）  

× × × ―  ―  

5)  プ ラ ン ト 計

測 ・ 制 御 機 能  

（ 安 全 保 護 機 能

を 除 く ）  

原 子 炉 制 御 系 ， 運 転 監

視 補 助 装 置 （ 制 御 棒 価

値 ミ ニ マ イ ザ ） ， 原 子

炉 核 計 装 の 一 部 ， 原 子

炉 プ ラ ン ト プ ロ セ ス 計

装 の 一 部  

・ 原 子 炉 制 御 系

（ 制 御 棒 価 値 ミ ニ マ イ ザ

を 含 む ）  

・ 原 子 炉 核 計 装

・ 原 子 炉 プ ラ ン ト プ ロ セ

ス 計 装  

× × × ―  ―  

6)  プ ラ ン ト 運 転

補 助 機 能  

所 内 ボ イ ラ ， 計 装 用 圧

縮 空 気 系  

・ 補 助 ボ イ ラ 設 備

（ 補 助 ボ イ ラ ， 給 水 タ ン

ク ， 給 水 ポ ン プ ， 配 管

／ 弁 ）  

× × × ―  ―  

・ 所 内 蒸 気 系 及 び 戻 り 系

（ ポ ン プ ， 配 管 ／ 弁 ）
× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(18/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る 安

全 重 要 度 分 類

の ク ラ ス ３ に

属 す る 構 築 物

等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受

け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施

設 の う ち 評 価 対 象 施

設  

Ｐ Ｓ

－ ３

1)  異 常 状 態 の

起 因 事 象 と

な る も の で

あ っ て Ｐ Ｓ

－ １ ， Ｐ Ｓ

－ ２ 以 外 の

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

6)  プ ラ ン ト 運

転 補 助 機 能  

所 内 ボ イ ラ ， 計 装 用 圧

縮 空 気 系  

・ 計 装 用 圧 縮 空 気 設 備

（ 空 気 圧 縮 機 ， 中 間 冷 却 器 ，

配 管 ／ 弁 ）  

× × × ―  ―  

・ 原 子 炉 補 機 冷 却 水 系

（ 原 子 炉 補 機 冷 却 ポ ン プ ， 熱

交 換 器 ， 配 管 ／ 弁 ）  

× × × ―  ―  

・ タ ー ビ ン 補 機 冷 却 水 系

（ タ ー ビ ン 補 機 冷 却 ポ ン プ ，

熱 交 換 器 ， 配 管 ／ 弁 ）  

× × × ―  ―  

・ タ ー ビ ン 補 機 冷 却 海 水 系

（ 補 機 冷 却 海 水 ポ ン プ ， 配

管 ／ 弁 ， ス ト レ ー ナ ）  

× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(19/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重

要 度 分 類

の ク ラ ス

１ ， ２ に

属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上 ※

２ 期 待 す る 安 全

重 要 度 分 類 の

ク ラ ス ３ に 属

す る 構 築 物 等

① 及 び ② を 内

包 す る 建 屋

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施

設 の う ち 評 価 対 象 施

設  

Ｐ Ｓ

－ ３

1)  異 常 状 態 の 起

因 事 象 と な る

も の で あ っ て

Ｐ Ｓ － １ ， Ｐ

Ｓ － ２ 以 外 の

構 築 物 ， 系 統

及 び 機 器  

6)  プ ラ ン ト 運 転

補 助 機 能  

所 内 ボ イ ラ ， 計 装

用 圧 縮 空 気 系  

・ 復 水 補 給 水 系

（ 復 水 移 送 ポ ン プ ， 配 管 ／

弁 ）  

× × × ―  ―  

2)  原 子 炉 冷 却 材

中 放 射 性 物 質

濃 度 を 通 常 運

転 に 支 障 の な

い 程 度 に 低 く

抑 え る 構 築

物 ， 系 統 及 び

機 器  

1)  核 分 裂 生 成 物

の 原 子 炉 冷 却

材 中 の 放 散 防

止 機 能  

燃 料 被 覆 管  ・ 燃 料 被 覆 管

・ 上 /下 部 端 栓  

・ タ イ ロ ッ ド
× × × ―  ―  

2)  原 子 炉 冷 却 材

の 浄 化 機 能  

原 子 炉 冷 却 材 浄 化

系 ， 復 水 浄 化 系  

・ 原 子 炉 冷 却 材 浄 化 系

（ 再 生 熱 交 換 器 ， 非 再 生 熱

交 換 器 ， Ｃ Ｕ Ｗ ポ ン プ ，

ろ 過 脱 塩 装 置 ， 配 管 ／

弁 ）  

× × × ―  ―  

・ 復 水 浄 化 系

（ 復 水 脱 塩 装 置 ， 配 管 ／

弁 ）  

× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(20/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全

重 要 度

分 類 の

ク ラ ス

１ ， ２

に 属 す

る 構 築

物 等  

② 安 全 評 価

上 ※ ２ 期 待

す る 安 全 重

要 度 分 類 の

ク ラ ス ３ に

属 す る 構 築

物 等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ ３

1)  運 転 時 の 異

常 な 過 渡 変

化 が あ っ て

も Ｍ Ｓ －

１ ， Ｍ Ｓ －

２ と あ い ま

っ て ， 事 象

を 緩 和 す る

構 築 物 ， 系

統 及 び 機 器  

1)  原 子 炉 圧 力 上 昇

の 緩 和 機 能  

逃 が し 安 全 弁 （ 逃 が

し 弁 機 能 ） ， タ ー ビ

ン バ イ パ ス 弁  

・ 逃 が し 安 全 弁 （ 逃 が し 弁 機

能 ）  
× ○  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

・ タ ー ビ ン バ イ パ ス 弁
× ○  － ※ ３

× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

2)  出 力 上 昇 の 抑 制

機 能  

原 子 炉 冷 却 材 再 循 環

系 （ 再 循 環 ポ ン プ ト

リ ッ プ 機 能 ） ， 制 御

棒 引 抜 監 視 装 置  

・ 原 子 炉 再 循 環 制 御 系  

・ 制 御 棒 引 抜 阻 止 イ ン タ ー ロ

ッ ク  

・ 選 択 制 御 棒 挿 入 系 の 操 作 回

路  

× ○  － ※ ３
× 

（ 原 子 炉 建 屋 に 内 包 ）  

× 

（ 原 子 炉 建 屋 で 評 価 ）

3)  原 子 炉 冷 却 材 の

補 給 機 能  

制 御 棒 駆 動 水 圧 系 ，

原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系

・ 制 御 棒 駆 動 水 圧 系 （ ポ ン

プ ， 復 水 貯 蔵 タ ン ク ， 復 水

貯 蔵 タ ン ク か ら 制 御 棒 駆 動

機 構 ま で の 配 管 及 び 弁 ）  

× × × ―  ―  

・ 原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系

（ ポ ン プ ， タ ー ビ ン ）
× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(21/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上

※ ２ 期 待 す る

安 全 重 要 度 分

類 の ク ラ ス ３

に 属 す る 構 築

物 等  

① 及 び ② を 内

包 す る 建 屋

外 部 火 災 の 影 響 を 受

け る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施 設

の う ち 評 価 対 象 施 設  

Ｍ Ｓ

－ ３

2)  異 常 状 態 へ

の 対 応 上 必

要 な 構 築

物 ， 系 統 及

び 機 器  

1)  緊 急 時 対 策 上

重 要 な も の 及

び 異 常 状 態 の

把 握 機 能  

原 子 力 発 電 所 緊 急

時 対 策 所 ， 試 料 採

取 系 ， 通 信 連 絡 設

備 ， 放 射 能 監 視 設

備 ， 事 故 時 監 視 計

器 の 一 部 ， 消 火

系 ， 安 全 避 難 通

路 ， 非 常 用 照 明  

・ 緊 急 時 対 策 所 × × × ―  ―  

・ 試 料 採 取 系

（ 異 常 時 に 必 要 な 下 記 の

機 能 を 有 す る も の 。 原

子 炉 冷 却 材 放 射 性 物 質

濃 度 サ ン プ リ ン グ 分

析 ， 原 子 炉 格 納 容 器 雰

囲 気 放 射 性 物 質 濃 度 サ

ン プ リ ン グ 分 析 ）  

× × × ―  ―  

・ 通 信 連 絡 設 備

（ １ つ の 専 用 回 路 を 含 む

複 数 の 回 路 を 有 す る 通

信 連 絡 設 備 ）  

× × × ―  ―  

・ 放 射 線 監 視 設 備

（ 排 気 筒 モ ニ タ ）  
× ○  － ※ ３

○  

（ 一 部 は 排 気 筒 モ ニ

タ 建 屋 に 内 包 ）  

・ 排 気 筒 モ ニ タ  

（ そ の 他 は 排 気 筒 モ ニ

タ 建 屋 で 評 価 ）  

・ 放 射 線 監 視 設 備

（ 排 気 筒 モ ニ タ 以 外 ）  
× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  

※ ３  外 部 事 象 防 護 対 象 施 設 と し て 抽 出 し て い る た め 本 項 目 に は 該 当 し な い 。（ St e p 2 へ ）  
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第 1.1-1 表  評価対象施設の抽出結果(22/22) 

分 類

安 全 機 能 の 重 要 度 分 類  St e p 1  S t e p 2  抽 出 結 果  

定 義  機 能  
構 築 物 ， 系 統 又 は  

機 器  

該 当 す る  

電 気 ， 機 械 装 置  

の う ち 主 な 施 設 ※ １

① 安 全 重 要

度 分 類 の ク

ラ ス １ ， ２

に 属 す る 構

築 物 等  

② 安 全 評 価 上 ※ ２

期 待 す る 安 全 重

要 度 分 類 の ク ラ

ス ３ に 属 す る 構

築 物 等  

① 及 び ②

を 内 包 す

る 建 屋  

外 部 火 災 の 影 響 を 受 け

る 屋 外 施 設  

外 部 事 象 防 護 対 象 施

設 の う ち 評 価 対 象 施

設  

Ｍ Ｓ

－ ３

2)  異 常 状 態 へ

の 対 応 上 必

要 な 構 築

物 ， 系 統 及

び 機 器  

1)  緊 急 時 対 策 上 重

要 な も の 及 び 異

常 状 態 の 把 握 機

能  

原 子 力 発 電 所 緊 急 時

対 策 所 ， 試 料 採 取

系 ， 通 信 連 絡 設 備 ，

放 射 能 監 視 設 備 ， 事

故 時 監 視 計 器 の 一

部 ， 消 火 系 ， 安 全 避

難 通 路 ， 非 常 用 照 明

・ 事 故 時 監 視 計 器 の

一 部  

× × × ―  ―  

・ 消 火 系

（ 水 消 火 設 備 ， 泡 消 火

設 備 ， 二 酸 化 炭 素 消

火 設 備 ， 等 ）  

× × × ―  ―  

・ 消 火 系

（ 中 央 制 御 室 排 煙 装

置 ）  
× × × ―  ―  

・ 安 全 避 難 通 路
× × × ―  ―  

・ 非 常 用 照 明
× × × ―  ―  

○： Yes  ×： No   －：該当せず 

※ １  電 気 ， 機 械 装 置 の う ち 主 な 施 設 の 記 載 は ， 当 該 系 の 施 設 を 代 表 し て 記 載 し ， 直 接 関 連 系 及 び 間 接 関 連 系 の 記 載 は 省 略 し た 。  

※ ２  運 転 時 の 異 常 な 過 渡 変 化 及 び 設 計 基 準 事 故 解 析  
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2. 影響評価内容

(1) 熱影響評価

評価対象施設のうち，原子炉建屋内，タービン建屋内及び使用

済燃料乾式貯蔵建屋については，「原子力発電所の外部火災影響評

価ガイド」に基づき，当該建屋の外側コンクリート壁の温度評価

を実施し，コンクリートの健全性が確保されることを確認する。 

 また，評価対象施設のうち，残留熱除去系海水系ポンプ，非常用

ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

用海水ポンプ，主排気筒，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機を含む。）及び放水路ゲートについては，

屋外に設置されていることから，これらの施設の設置状況等を考

慮して熱影響を評価する。（第 2-1 図参照） 

第 2-1 図 外部火災に対する評価対象施設配置図
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(2) 二次的影響評価

外部火災の二次的影響評価として，ばい煙等による機器への影

響評価を実施する。

ばい煙等による機器への影響として，外気を直接設備内に取り

込む機器，外気を取り込む空調系統（室内の空気を取り込む機器

を含む。）及び外気を取り込む屋外設置機器を評価対象設備として

選定し評価する。 

また，ばい煙等による中央制御室に対する居住性への影響を評

価する。 

(3) 放水路ゲートについて

評価対象施設等のうち放水路ゲートについては，津波の流入を

防ぐための閉止機能を有している。航空機落下を起因として津波

が発生することはないこと及び放水路ゲートは，大量の放射性物

質を蓄えておらず，原子炉の安全停止（炉心冷却を含む。）機能を

有していないため，航空機落下確率を算出する標的面積として抽

出しないことから，航空機墜落による火災は設計上考慮しない。 

(4) 排気筒モニタ及び排気筒モニタ建屋について

評価対象施設のうち排気筒モニタについては，放射性気体廃棄

物処理施設の破損の検出手段として期待している。外部火災を起

因として放射性気体廃棄物処理施設の破損が発生することはない

が，独立事象としての重畳の可能性を考慮し，安全上支障のない

期間に補修等の対応を行うことで，排気筒モニタ建屋も含め安全

機能を損なわない設計とするため，排気筒モニタ及び排気筒モニ

タ建屋の詳細検討は不要とする。

(5) その他の別の評価対象施設に包絡される評価対象施設について
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残留熱除去系海水系ストレーナ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレ

ーナ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）室ルーフベントファン及び非常用ガス処理系排

気筒については，他の評価対象施設の評価に包絡されるため，詳

細検討は不要とする。包絡される根拠を以下に示す。また，各対

象の位置を第 2-2 図に示す。 

第 2-2 図 他の評価対象施設に包絡される対象の位置

a. 残留熱除去系海水系ストレーナ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ス

トレーナ

残留熱除去系海水系ストレーナ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレ
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ーナは以下の理由により同じ海水ポンプ室内にあり動的機器で

ある残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ

の評価に包絡される。 

・海水ポンプ室内にある機器の評価では，火災源から対象

までの離隔距離を一律海水ポンプ室外壁までとしている

ため，離隔距離が同じとなる。海水ポンプとストレーナ

の位置を第 2-3 図に示す。

・動的機器である残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用デ

ィーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプは，受ける熱の躯体及び冷却空気

への影響度を踏まえ，より影響が大きい冷却空気への評

価を行っており，この躯体への熱影響の評価は，同じ材

質であるストレーナに対しても同じ結果となる。

第 2-3 図 海水ポンプとストレーナの位置

b. 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発
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電機を含む。）吸気口及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）室ルーフベントフ

ァン 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）吸気口及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）室ルーフベントファンは，

以下の理由により，主排気筒の評価に包絡される。 

・同じ鋼材である主排気筒の方が，吸気口及びルーフベン

トファンより火災源からの離隔距離が短く熱影響が大き

い。敷地内の火災源から各対象までの離隔距離を第 2-1

表に示す。 

・ルーフベントファンは，ディーゼル発電機室の排気を行

う設備であり，熱影響を受けた排気が他の設備に影響を

及ぼすことはない。

第 2-1 表 敷地内の火災源から各対象までの離隔距離

分類 火災源

火災源までの離隔距離

吸気口及び

ルーフベントファン※ １
主排気筒

森林火災 森林火災 267m 266m 

敷地内

火災

溶融炉灯油タンク －※ ２ 21m 

主要変圧器 －※ ２ －※ ２

所内変圧器 －※ ２ －※ ２

起動変圧器 －※ ２ －※ ２

航空機火災 Ｆ－１５ 22m 22m 

※１ 火災源から，吸気口及びルーフベントファンが位置する原子炉

建屋までの離隔距離

※２ 火災源から対象が臨まない
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c. 非常用ガス処理系排気筒

非常用ガス処理系排気筒は，以下の理由により主排気筒の評

価に包絡される。

・主排気筒の評価は，主排気筒周囲の鉄塔を評価点として

いるため，非常用ガス処理系排気筒より火災源からの離

隔距離が短く，熱影響が大きい。主排気筒と非常用ガス

処理系排気筒の位置を第 2-4 図に示す。

・主排気筒及び非常用ガス処理系排気筒の熱影響の評価

は，同じ材質である非常用ガス処理系排気筒の方が，離

隔距離が長いため低い結果となる。

第 2-4 図 非常用ガス処理系排気筒と主排気筒の位置
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3. 重大事故等対処設備について

評価対象施設を外部火災から防護することにより，外部火災によ

って重大事故等の発生に至ることはない。

 また，重大事故等対処設備は，防火帯幅の確保及び建屋外壁等に

より防護する。 

4. 津波防護施設について

以下の対応を行い，津波防護施設の機能維持を図る。

・森林火災に対しては，離隔距離を確保する。

・可燃物火災に対しては，散水を行い津波防護施設の温度上昇を

抑制し，万が一，津波防護施設に熱影響が及んでいる可能性が

ある場合は，当該箇所の健全性を評価し，機能に支障がある場

合は，プラントを停止し速やかに強度を保つよう補修を行う。
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4.3 熱影響と危険距離の評価 

 評価対象施設に対して，森林火災による熱影響評価を行った。 

4.3.1 パラメータの算出 

 ＦＡＲＳＩＴＥ解析結果である火炎到達時間，反応強度，火炎長から，温

度評価に必要なデータを算出した。温度評価に用いたデータの説明を第

4.3.1-1 表，ＦＡＲＳＩＴＥ解析結果及び算出データを第 4.3.1-2 表，温度

評価の流れを第 4.3.1-1 図に示す。 

第 4.3.1-1 表 温度評価に用いたデータ内容 

項 目 内 容 

FARSITE 

解析結果 

火炎到達時間 

（hr） 

出火から火炎の前線が該当地点に到達するまでの時間。

火炎継続時間の算出に使用する。 

反応強度 

（kW/m２） 

単位面積当たりの熱放出速度であり，火炎輻射発散度の

根拠となる火災規模。火炎輻射発散度の算出に使用す

る。 

火炎長 

（m） 

反応強度が最大位置の火炎の高さ。円筒火炎モデルの形

態係数の算出に使用する。 

FARSITE 

解析結果 

より算出 

したデータ 

火炎継続時間 

（hr） 

到達時間から算出され，円筒火炎モデルを用いた温度上

昇の算出に使用する。 

火炎輻射発散度 

（kW/m２） 

反応強度に米国 NFPA の係数 0.377 を乗じて算出され，

円筒火炎モデルを用いた温度上昇の算出に使用する。 

燃焼半径 

（m） 

火炎長に基づき算出され，円筒火炎モデルの形態係数の

算出に使用する。 

火炎到達幅 

（m） 
防火帯外縁における火炎到達セル数×セル幅（10m） 
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第 4.3.1-2 表 ＦＡＲＳＩＴＥ解析結果及び算出データ 

項 目 
発火点 

1 

発火点 

2 

発火点 

3 

発火点 

4 

発火点 

5 

発火点 

6 

発火点 

7 

火炎到達時間 

（hr） 
0.2 4.0 0.7 6.0 2.9 1.1 0.7 

火炎長 

（m） 
0.7 0.9 1.6 1.1 1.5 1.6 1.5 

火炎継続時間 

（hr） 
0.36 0.16 0.07 0.16 0.10 0.06 0.08 

火炎輻射発散度 

（kW/m２） 
442 441 442 440 444 443 439 

燃焼半径 

（m） 
0.2 0.3 0.5 0.4 0.5 0.5 0.5 

火炎到達幅 

（m） 
1,960 1,550 1,960 1,460 1,960 1,960 1,330 

第 4.3.1-1 図 温度評価流れ図 

反応強度 火炎長 到達時間 火炎到達幅 

火炎輻射発散度 燃焼半径 火炎継続時間 離隔距離 

温度影響評価 

円筒火炎ﾓﾃﾞﾙ数 形態係数 

輻射強度 

：ＦＡＲＳＩＴＥ出力データ 

10ｍメッシュごとに離隔

距離が変化する。 
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(1) 火炎継続時間

最大火炎輻射発散度の発生メッシュと隣接メッシュにおける火炎到達時

間の差を火炎継続時間とする。2 つ以上の伝播方向がある場合は，最大時

間を選択する。火炎継続時間の概念図を第 4.3.1-2 図に示す。 

第 4.3.1-2 図 火炎継続時間の概念図 

(2) 火炎輻射発散度

火炎輻射発散度はＦＡＲＳＩＴＥ出力データである反応強度から算出す

る。 

 反応強度は炎から輻射として放出される熱エネルギと，火炎・煙として

対流放出される熱エネルギの和から求められることから，反応強度に対す

る火炎輻射発散度の割合を求めることで，反応強度から火炎輻射発散度を

算出する。「THE SFPE HANDBOOK OF Fire Protection Engineering」から

各樹木の発熱量を引用し，反応強度に対する火炎輻射発散度の割合を算出

する。 

 東海第二発電所の周囲は，針葉樹で囲まれていることから，針葉樹の係

数 0.377 を使用する。火炎輻射発散度と反応強度の発熱量の関係を第

4.3.1-3 表に示す。 

302



6 条(外火)-添付 2-62 

反応強度（W／m２）＝火炎輻射発散度（W／m２）＋火炎対流発散度（W／m２） 

第 4.3.1-3 表 火炎輻射発散度と反応強度の発熱量 

発熱量（⊿Ｈ） 
火炎輻射発散度 

（⊿Hrad） 

火炎対流発散度 
（⊿Hcon）

反応強度 
（⊿Hch） 

係数 
（⊿Hrad/⊿Hch） 

レッドオーク 発熱量 
（落葉広葉樹の代表種） 

4.6kJ／g 7.8kJ／g 12.4kJ／g 0.371 

米松 発熱量 
（針葉樹の代表種） 

4.9kJ／g 8.1kJ／g 13.0kJ／g 0.377 

※：「THE SFPE HANDBOOK OF Fire Protection Engineering」 

（SFPE:米国防火技術者協会）より 

(3) 燃焼半径

燃焼半径は，火炎長から算出する。

� 3
R ：燃焼半径(m) H ：火炎長(m) 

(4) 火炎到達幅

発電所周囲の森林境界に到達した火炎のセル数×10m（セル幅）を火炎

到達幅 W として算出する。 

(5) 円筒火炎モデル数

円筒火炎モデル数及び 10m メッシュ内の円筒火炎モデル数を，火炎到達

幅，燃焼半径から算出する。 

F � F’ �

F ：円筒火炎モデル数 W ：火炎到達幅(m) 
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F’ ：円筒火炎モデル数(10m メッシュ) R ：燃焼半径(m) 

(6) 形態係数の算出

外部火災の影響評価ガイドに基づき形態係数を算出する。各円筒モデル

から受熱面までの距離が異なるため，各円筒火炎モデルにおける形態係数

を算出する。 

� 1
πn tan

m
n 1 � m

π

�A 	 2n�
n AB tan A�n 	 1�

B�n � 1�
1
n tan

�n 	 1�
�n � 1�

m � H
R，n � L

R，A � �1 � n� �m ，B � �1 	 n� �m
：円筒火炎モデルの形態係数 

L：離隔距離(m)，H：火炎長(m)

R	：燃焼半径(m)

(7) 輻射強度の算出

10m メッシュ内には燃焼半径から算出した F’ 個の火炎が存在するもの

として，受熱面への輻射強度を算出する。 

E � 	 � F’ � R    （中心火炎の場合）

E � 	 � F’ � R � 2  （中心以外の火炎の場合）

：形態係数 

R ：最大火炎輻射発散度(kW／m２)

F’：円筒火炎モデル数（10m メッシュ） 
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4.3.2.6 放水路ゲートに対する熱影響評価と危険距離の算出 

(1) 評価対象範囲

放水路ゲートについて，森林火災を想定して評価を実施した。

(2) 評価対象施設の仕様及び外形

放水路ゲート駆動装置の外殻となる放水路ゲート駆動装置機械室の仕様

を第 4.3.2.6-1 表に，外形図を第 4.3.2.6-1 図に示す。 

第 4.3.2.6-1 表 評価対象施設の仕様 

名称 
放水路ゲート駆動装置 

機械室

床面高さ T.P.＋11.0m

外殻材料 炭素鋼 

個 数 3 

(3) 評価対象施設までの離隔距離

評価対象施設から最も近い防火帯外縁までの離隔距離を第 4.3.2.6-2 表

に示す。 

第 4.3.2.6-2 表 評価対象施設から最も近い防火帯外縁までの離隔距離 

評価対象施設 放水路ゲート
離隔距離 

(m) 
41 

第 4.3.2.6-1 図 評価対象施設の外形図 
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 (4) 判断の考え方 

  ａ．許容温度 

    放水路ゲート駆動装置機械室外殻の許容温度は，火災時における短期

温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が維持される保守的な温

度 325℃以下とする。 

  ｂ．評価方法 

    一定の輻射強度で放水路ゲート駆動装置機械室外殻が昇温されるもの

として，表面での輻射による入熱量と対流熱伝達による外部への放熱量

が釣り合うことを表した式１により外殻表面の温度が 325℃となる輻射

強度（=危険輻射強度）を求める。評価において対流による放熱を考慮

している。 

  Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ
                 （式 1） 

（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計，財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された最高気温 38.4℃に保守性を持たせた値 

※２ 「空気調和ハンドブック」に記載されている表面熱伝達率のうち，保守的に最小と

なる垂直外壁面における夏場の表面熱伝達率（空気）を採用 

    式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２より算出す

る。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                       （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：火炎輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より算出する。 
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Φ=
1

πｎ
tan-1

ｍ

ｎ
２
-1

+
ｍ

π

Ａ-2ｎ

ｎ ＡＢ

tan-1
Ａ ｎ－1

Ｂ ｎ＋1
-

1

ｎ
tan-1

ｎ－1

ｎ＋1
（式３）

ただし ｍ＝
Ｈ

Ｒ
≒3 , ｎ＝

Ｌ

Ｒ
 , Ａ＝ 1+ｎ

２
+ｍ

２
 , Ｂ＝ 1-ｎ

２
+ｍ

２

Φ:形態係数，Ｌ:離隔距離(m)，Ｈ:炎の高さ(m)，Ｒ:燃焼半径(m) 

（出典：評価ガイド） 

    上記のとおり危険距離を算出し，最も近い防火帯外縁から影響評価対

象までの離隔距離を下回るか評価を実施した。放水路ゲートの評価概念

図を第 4.3.2.6-2 図に示す。 

第 4.3.2.6-2 図 放水路ゲートの評価概念図 

  ｃ．評価結果 

    森林火災によって上昇する放水路ゲート駆動装置外殻の表面温度及び，

放水路ゲート駆動装置外殻の表面温度が 325℃となる危険距離を評価し

た結果，各評価結果が許容値以下であることを確認した。熱影響評価結

果を第 4.3.2.6-3 表に，危険距離を第 4.3.2.6-4 表に示す。なお，放水

路ゲート駆動装置は津波防護施設が障壁となり，森林火災の影響を受け

る可能性は低いが，外殻内面への熱影響防止のため，外殻裏面に断熱材

放水路ゲート駆動装置外殻 

307



6 条(外火)-添付 2-90 

を設置し，内部の放水路ゲート駆動装置へ熱影響がない設計とする。

（別紙 2.11） 

第 4.3.2.6-3 表 放水路ゲートの熱影響評価結果 

評価対象施設 

評価温度（℃） 許容 

温度 

（℃） 
発火点 

1 

発火点 

2 

発火点 

3 

発火点 

4 

発火点 

5 

発火点 

6 

発火点 

7 

放水路ゲート 85 93 126 99 121 125 119 ＜325 

第 4.3.2.6-4 表 放水路ゲートに対する危険距離 

評価対象施設 

危険距離（m） 離隔 

距離 

（m） 
発火点 

1 

発火点 

2 

発火点 

3 

発火点 

4 

発火点 

5 

発火点 

6 

発火点 

7 

放水路ゲート 12 14 20 15 19 20 19 41 
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津波防護施設等に対する森林火災影響について 

1. 評価対象の検討 

  津波防護施設のうち森林火災の影響を受ける対象を表 1，各対象の設置箇

所を図 1 に示す。 

表 1 森林火災の影響を受ける対象 

対象名 設置箇所 構造概要 

鋼管杭鉄筋 

ｺﾝｸﾘｰﾄ防潮壁 
全体 

・丸ﾊﾟｲﾌﾟ形状の鋼管を地下に埋設 

・地上部は厚さ 70cm のｺﾝｸﾘｰﾄ被覆 

・地上高さ(上端)：T.P.+18m～T.P.20m 

止水ｼﾞｮｲﾝﾄ部 

鋼管杭鉄筋ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ防潮壁のう

ち一定間隔の施

工ﾌﾞﾛｯｸの境界 

・鋼製ｱﾝｶｰ,止水ｺﾞﾑ,鋼製防護部材等か

ら構成される。 

・地上高さ(上端)：T.P.+18m～T.P.20m 

防潮扉 
敷地南側境界付

近 

・鋼材製 

・地上高さ(上端)：T.P.+17ｍ 

図 1 津波防護施設における森林火災の評価対象施設 

別紙 2.5 
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2. 津波防護施設等に対する影響評価 

2.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁に対する熱影響評価 

(1) 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の概要図 

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁（以下「防潮壁」という。）は，地上部

表面は鉄筋コンクリート製であるため，評価対象は鉄筋コンクリートとし

て熱影響評価を実施した。 

図 2 防潮壁の概要図 

(2) 評価対象施設から最も近い防火帯外縁までの離隔距離 

評価対象施設から最も近い防火帯外縁までの離隔距離を表 2 に示す。 

表 2 評価対象施設から最も近い防火帯外縁までの離隔距離 

評価対象施設 防潮壁 

離隔距離 

(m) 
21 

 (3) 判断の考え方 

  ａ．許容温度 

火災時における短期温度上昇を考慮した場合において，コンクリート

圧縮強度が維持される保守的な温度 200℃以下とする。 

堤外側

堤内側
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ｂ．評価方法 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の輻射強度

で外壁が昇温されるものとして，式１の一次元非定常熱伝導方程式を差

分法より解くことで，外壁表面の温度及び外壁表面の温度が 200℃とな

る輻射強度（=危険輻射強度）を算出する。 

      ρＣ
ｐ

∂Ｔ

∂ｔ
 ＝ 

∂

∂ｘ
ｋ

∂Ｔ

∂ｘ
            （式１） 

－ｋ
∂Ｔ

∂ｘ
 ＝ Ｅ (x=0) 

∂Ｔ

∂ｘ
 ＝ ０ (x=L) 

（出典：伝熱工学，東京大学出版会） 

T ：初期温度（50℃）※ E ：輻射強度(W／m２) 

ρ ：密度（2,400kg／m３） k ：熱伝導率（1.63W／m／K） 

C ：比熱（880J／kg／K） L ：厚さ(m) 

※ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃に保守性を持たせた値 

式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２より算出す

る。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                     （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：火炎輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より算出する。 

Φ=
1

πｎ
tan-1

ｍ

ｎ
２
-1

+
ｍ

π

Ａ-2ｎ

ｎ ＡＢ

tan-1
Ａ ｎ－1

Ｂ ｎ＋1
-

1

ｎ
tan-1

ｎ－1

ｎ＋1
（式３）

ただし ｍ＝
Ｈ

Ｒ
≒3 , ｎ＝

Ｌ

Ｒ
 , Ａ＝ 1+ｎ

２
+ｍ

２
 , Ｂ＝ 1-ｎ

２
+ｍ

２
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Φ:形態係数，Ｌ:離隔距離(m)，Ｈ:炎の高さ(m)，Ｒ:燃焼半径(m) 

（出典：評価ガイド） 

防潮壁の危険距離を算出した結果，森林からの離隔距離が危険距離を上

回ることを確認した。防潮壁の評価結果を表 3 に示す。 

表 3 防潮壁の評価結果 

評価対象施設 
危険距離 

（m） 

森林からの離隔距離 

(m) 

防潮壁 18 21 

 2.2 止水ジョイント部及び防潮扉に対する熱影響評価 

 (1) 止水ジョイント部及び防潮扉の概要図 

止水ジョイント部は鋼製防護部材で表面を覆っているため，鋼製防護部

材を熱影響対象として評価を実施した。 

防潮扉は鋼製の防潮扉を熱影響対象として評価を実施した。 

図 3 止水ジョイント部の概要図 

止水ゴム等の鋼製防護部材提外側

提内側

断熱材

堤内側

堤外側
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図 4 防潮扉の概要図 

 (2) 各評価対象施設から最も近い森林火災位置までの離隔距離 

各評価対象施設から最も近い森林火災位置までの離隔距離を表 4 に示

す。 

表 4 各対象から最も近い森林火災位置までの離隔距離 

評価対象施設 止水ｼﾞｮｲﾝﾄ部 防潮扉 

離隔距離 

(m) 
21 35 

 (3) 判断の考え方 

  ａ．許容温度 

    鋼製防護部材及び防潮扉の許容温度は，火災時における短期温度上昇

を考慮した場合において，鋼材の強度が維持される保守的な温度 325℃

以下とする。 

  ｂ．評価方法 

    一定の輻射強度で鋼製防護部材及び防潮扉が昇温されるものとして，

堤外側 堤内側

313



6 条(外火)-添付 2-105 

表面での輻射による入熱量と対流熱伝達による外部への放熱量が釣り合

うことを表した式１により鋼製防護部材及び防潮扉の温度が 325℃とな

る輻射強度（=危険輻射強度）を求める。 

  Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ
                 （式１） 

（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計 財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃に保守性を持たせた値 

※２ 「空気調和ハンドブック」に記載されている表面熱伝達率のうち，保守的に最小と

なる垂直外壁面における夏場の表面熱伝達率（空気）を採用 

    式 1 で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式 2 より算出す

る。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                      （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：火炎輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

式 2 で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式 3 より算出する。 

Φ=
1

πｎ
tan-1

ｍ

ｎ
２
-1

+
ｍ

π

Ａ-2ｎ

ｎ ＡＢ

tan-1
Ａ ｎ－1

Ｂ ｎ＋1
-

1

ｎ
tan-1

ｎ－1

ｎ＋1
（式３）

ただし ｍ＝
Ｈ

Ｒ
≒3 , ｎ＝

Ｌ

Ｒ
 , Ａ＝ 1+ｎ

２
+ｍ

２
 , Ｂ＝ 1-ｎ

２
+ｍ

２

Φ:形態係数，Ｌ:離隔距離(m)，Ｈ:炎の高さ(m)，Ｒ:燃焼半径(m) 

（出典：評価ガイド） 

    上記のとおり危険距離を算出し，最も近い森林火災位置から影響評価

対象までの離隔距離を下回るか評価を実施した。 
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 ｃ．評価結果 

止水ジョイント部は，止水ゴム等を防護する鋼製防護部材の危険距離

を算出した結果，森林火災位置からの離隔距離が危険距離を上回ること

を確認した。また，止水ゴム等を防護する鋼製防護部材の裏面には不燃

性の断熱材を設置するため，止水ジョイント部への影響はない。（別紙

2.10） 

防潮扉は，鋼製の扉に対して危険距離を算出した結果，森林火災位置

からの離隔距離が危険距離を上回ることを確認した。また，防潮扉には

水密ゴムがあるが，直接火災の影響を受けることはなく，周囲に火災が

迫った際は必要に応じ散水し温度上昇を抑制する。また万が一，防潮扉

からの熱により水密ゴムの機能が喪失した場合には，速やかに取り替え

等の対応を図る。 

表 5 止水ジョイント部及び防潮扉の評価結果 

評価対象施設 
危険距離 

（m） 

森林からの離隔距離 

(m) 

止水ｼﾞｮｲﾝﾄ部 

（鋼製防護部材で評価） 
20 21 

防潮扉 20 35 
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(4) その他の設備

その他の設備として津波監視設備がある。津波防護施設上部に設置してい

る④北西側及び⑦南西側の津波・構内監視カメラは森林から近い位置にある

ため，火災の影響を受け機能を喪失する可能性があるが，他の津波・構内監

視カメラを用いて監視することで対応は可能である。また，状況を確認し速

やかに予備品と交換する対応をとる。各津波・構内監視カメラの位置を図 5

に，主な監視範囲を表 6 に示す。 

図 5 津波・構内監視カメラの配置図 

表 6 津波・構内監視カメラの主な監視範囲 

設置場所 

主な監視範囲 

敷地 津波防護施設 放水路

ｹﾞｰﾄ等東側 西側 南側 北側 東側 南側 北側 

原子炉建屋 

屋上 

① 北東側 ○ ○ 

② 北西側 ○ ○ 

③ 南東側 ○ ○ 

津波防護施設

上部 

④ 北西側 ○ ○ ○ 

⑤ 北東側 ○ ○ ○ ○ ○ 

⑥ 南東側 ○ ○ ○ ○ ○ 

⑦ 南西側 ○ ○ ○ ○ 

以 上
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止水ゴム等を防護する鋼製防護部材について 

1. 鋼製防護部材の裏面に設置する断熱材

鋼製防護部材が火災影響になり高温になると，裏面にある止水ゴム等に影

響を与える可能性があるため，鋼製防護部材の裏面に断熱材を設置する。 

 断熱材は一般的なグラスウールを想定した場合，断熱材厚さが約 1cm 程度

で，裏面の止水ゴム等に影響を与えないことを確認した。評価概念図と評価

結果を以下に示す。 

図 1 鋼製防護部材と断熱材の概念図 

ｄ＝
λ× Ｔ

out
-Ｔ

in

h× Ｔ
in
-Ｔ

 ＝0.015m 

（出典：JIS 9501 2016） 

ｄ：断熱材の厚さ（m） 

λ：断熱材の熱伝導率（0.034W／(m・K)）※１

Ｔout：断熱材表面（鋼製部材側）温度(325℃)※２

Ｔin ：断熱材裏面（止水ゴム側）温度(100℃)※３

Ｔ ：周囲空気温度(37℃)※４

h：熱伝達率（8.29W／(m２・K)）※５

※１ 伝熱工学資料（グラスウールの値）

※２ 短期温度上昇時において鋼材の強度が維持される温度

※３ 裏面への放熱が太陽輻射熱強度（0.9kW／m２）未満となる温度（100℃）

※４ 水戸地方気象台で観測された過去 10 年間の最高気温

※５ 空気調和･衛生工学便覧（静止空気に対する垂直表面の値）

別紙 2.10 
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2. 鋼製防護部材の構造

鋼製防護部材は，止水ジョイント部の側面を防護するよう設置する。ＦＡ

ＲＳＩＴＥ解析の結果，津波防護施設周囲で発生する森林火災の最長の火炎

長 1.6m であり，津波防護施設の地上高さは約 3m 以上で火炎長よりも高くな

るため，津波防護施設上部が熱影響を受ける可能性は低い。万一，火炎長が

高い森林火災が発生した際には，必要に応じ，地上高さが低い敷地北西側の

津波防護施設を優先して散水活動により温度上昇を抑制する。 

図 2 止水ジョイント部と鋼製防護部材 
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放水路ゲート駆動装置外殻への断熱材設置について 

放水路ゲート駆動装置外殻が火災影響になり高温になると，内部にある開

閉装置に影響を与える可能性があるため，裏面に断熱材を設置する。 

断熱材は一般的に使用されている硬質ウレタンフォームを想定し，断熱材

厚さが約 27cm程度で，放水路ゲート駆動装置外殻裏面の温度上昇は1℃未満

となり内部への熱影響を与えないことを確認した。評価概念図と評価結果を

以下に示す。 

Ｑ＝
Ｔ１-Ｔ２

（
１
h
＋

δ

λ
）

ｔ’＝
Ｑ

h
＋Ｔ

２

Ｑ ：放散熱量（W/m２） 

λ ：断熱材の熱伝導率（0.021W／m／K）※１

Ｔ１：外殻表面温度(126℃)※２

Ｔ２：内気温度(20℃) 

ｔ’：断熱材表面温度(℃) 

h ：熱伝達率（8.29W／m２／K)）※３

※１ 硬質ウレタンフォーム断熱材の熱伝導率

※２ 森林火災の熱影響を受けた場合の到達温度

※３ 空気調和･衛生工学便覧（静止空気に対する垂直表面の値）

図 1 鋼製防護部材と断熱材の概念図 

別紙 2.11 

図 評価概念図 

放散熱量
Ｑ

外気温度

Ｔ１

内気温度

Ｔ２

断熱材厚さ
δ

断
熱
材

外
殻
（
鋼
板
）

熱伝達率
h
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4.1.2.7 放水路ゲートに対する危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

放水路ゲートについて，危険物貯蔵施設の火災を想定して評価を実施し

た。 

(2) 評価対象施設の仕様

放水路ゲート駆動装置の外殻となる放水路ゲート駆動装置機械室の仕様

を第 4.3.2.7-1 表に，外形図を第 4.1.2.7-1 図に示す。 

第 4.1.2.7-1 表 評価対象施設の仕様 

名称 
放水路ゲート駆動装置 

機械室 

床面高さ T.P.＋11.0m

外殻材料 炭素鋼 

個 数 3 

(3) 評価対象施設までの離隔距離

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 4.1.2.7-2 表に示す。

第 4.1.2.7-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

想定火災源 放水路ゲート(m) 

1,600 

(4) 判断の考え方

ａ．許容温度 

第 4.1.2.7-1 図 評価対象施設の外形図 
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放水路ゲート駆動装置機械室外殻の許容温度は，火災時における短期

温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が維持される保守的な温

度 325℃以下とする。 

ｂ．評価方法 

一定の輻射強度で放水路ゲート駆動装置機械室外殻が昇温されるもの

として，表面での輻射による入熱量と対流熱伝達による外部への放熱量

が釣り合うことを表した式１により外殻表面の温度が 325℃となる輻射

強度（=危険輻射強度）を求める。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ
 （式１） 

（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計，財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃に保守性を持たせた値

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面の形状や周囲の環境条件を受

け変化するが，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏季，冬季の

値が示されている。評価上放熱が少ない方が保守的であることから，これらのうち

最も小さい値である17W／m２／Kを用いる。） 

式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２より算出す

る。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                       （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より算出する。 

Φ=
1

πｎ
tan-1

ｍ

ｎ
２
-1

+
ｍ

π

Ａ-2ｎ

ｎ ＡＢ

tan-1
Ａ ｎ－1

Ｂ ｎ＋1
-

1

ｎ
tan-1

ｎ－1

ｎ＋1
（式３）
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ただし ｍ＝
Ｈ

Ｒ
≒3 , ｎ＝

Ｌ

Ｒ
 , Ａ＝ 1+ｎ

２
+ｍ

２
 , Ｂ＝ 1-ｎ

２
+ｍ

２

Φ:形態係数，Ｌ:離隔距離(m)，Ｈ:炎の高さ(m)，Ｒ:燃焼半径(m) 

（出典：評価ガイド） 

 上記のとおり危険距離を算出し，当該危険物貯蔵施設から影響評価対

象までの離隔距離を下回るか評価を実施した。放水路ゲートの評価概念

図を第 4.1.2.7-2 図に示す。 

第 4.1.2.7-2 図 放水路ゲートの評価概念図 

ｃ．評価結果 

 放水路ゲート駆動装置外殻の表面温度が 325℃となる危険距離を算出

した結果，放水路ゲートまでの危険距離が離隔距離以下であることを確

認した。評価結果を第 4.1.2.7-3 表に示す。 

第 4.1.2.7-3 表 放水路ゲートへの危険物貯蔵施設火災影響評価結果 

評価対象施設 
危険距離 
（m） 

離隔距離 
(m) 

放水路ゲート 10 1,600 

放水路ゲート駆動装置外殻 
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2.2.5 放水路ゲートに対する危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

放水路ゲートについて，燃料輸送車両の火災を想定して評価を実施し

た。 

(2) 評価対象施設の仕様

放水路ゲート駆動装置の外殻となる放水路ゲート駆動装置機械室の仕様

を第 2.2.5-1 表に，外形図を第 2.2.5-1 図に示す。 

第 2.2.5-1 表 評価対象施設の仕様 

名称 
放水路ゲート駆動装置 

機械室 

床面高さ T.P.＋11.0m

外殻材料 炭素鋼 

個 数 3 

(3) 評価対象施設までの離隔距離

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.2.5-2 表に示す。

第 2.2.5-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

想定火災源 
放水路ゲート 

（m） 

燃料輸送車両 600 

第 2.2.5-1図 評価対象施設の外形図
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(4) 判断の考え方

ａ．許容温度 

放水路ゲート駆動装置機械室外殻の許容温度は，火災時における短期

温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が維持される保守的な温

度 325℃以下とする。 

ｂ．評価方法 

一定の輻射強度で放水路ゲート駆動装置機械室外殻が昇温されるもの

として，表面での輻射による入熱量と対流熱伝達による外部への放熱量

が釣り合うことを表した式１により外殻表面の温度が 325℃となる輻射

強度（=危険輻射強度）を求める。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ
 （式 1） 

（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計，財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃に保守性を持たせた値

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面の形状や周囲の環境条件を受

け変化するが，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏季，冬季の

値が示されている。評価上放熱が少ない方が保守的であることから，これらのうち

最も小さい値である17W／m２／Kを用いる。） 

 式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２より算出す

る。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                       （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より算出する。 
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Φ=
1

πｎ
tan-1

ｍ

ｎ
２
-1

+
ｍ

π

Ａ-2ｎ

ｎ ＡＢ

tan-1
Ａ ｎ－1

Ｂ ｎ＋1
-

1

ｎ
tan-1

ｎ－1

ｎ＋1
（式３）

ただし ｍ＝
Ｈ

Ｒ
≒3 , ｎ＝

Ｌ

Ｒ
 , Ａ＝ 1+ｎ

２
+ｍ

２
 , Ｂ＝ 1-ｎ

２
+ｍ

２

Φ:形態係数，Ｌ:離隔距離(m)，Ｈ:炎の高さ(m)，Ｒ:燃焼半径(m) 

（出典：評価ガイド） 

 上記のとおり危険距離を算出し，当該燃料輸送車両から評価対象施設

までの離隔距離を下回るか評価を実施した。放水路ゲートの評価概念図

を第 2.2.5-2 図に示す。 

第 2.2.5-2 図 放水路ゲートの評価概念図 

ｃ．評価結果 

 放水路ゲート駆動装置外殻の表面温度が 325℃となる危険距離を算出

した結果，放水路ゲートまでの危険距離が離隔距離以下であることを確

認した。評価結果を第 2.2.5-3 表に示す。 

第 2.2.5-3 表 放水路ゲートへの燃料輸送車両火災影響評価結果 

評価対象施設 
危険距離 
（m） 

離隔距離 
(m) 

放水路ゲート 9 600 

放水路ゲート駆動装置外殻 
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2.6 放水路ゲートに対する危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

放水路ゲートについて，船舶の火災を想定して評価を実施した。

(2) 評価対象施設の仕様

放水路ゲート駆動装置の外殻となる放水路ゲート駆動装置機械室の仕様

を第 2.6-1 表に，外形図を第 2.6-1 図に示す。 

第 2.6-1 表 評価対象施設の仕様 

名称 
放水路ゲート駆動装置 

機械室 

床面高さ T.P.＋11.0m

外殻材料 炭素鋼 

個 数 3 

(3) 評価対象施設までの離隔距離

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.6-2 表に示す。

第 2.6-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

想定火災源 
放水路ゲート 

(m) 

1,050 

220 

第 2.6-1 図 評価対象施設の外形図
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(4) 判断の考え方

ａ．許容温度 

放水路ゲート駆動装置機械室外殻の許容温度は，火災時における短期

温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が維持される保守的な温

度 325℃以下とする。 

ｂ．評価方法 

一定の輻射強度で放水路ゲート駆動装置機械室外殻が昇温されるもの

として，表面での輻射による入熱量と対流熱伝達による外部への放熱量

が釣り合うことを表した式１により外殻表面の温度が 325℃となる輻射

強度（=危険輻射強度）を求める。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ
 （式 1） 

（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計，財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃に保守性を持たせた値

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面の形状や周囲の環境条件を受

け変化するが，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏季，冬季の

値が示されている。評価上放熱が少ない方が保守的であることから，これらのうち

最も小さい値である 17W／m２／K を用いる。）

 式 1 で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２より算出す

る。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                       （式 2） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

式 2 で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式 3 より算出する。 

327



6 条(外火)-添付 5-25

Φ=
1

πｎ
tan-1

ｍ

ｎ
２
-1

+
ｍ

π

Ａ-2ｎ

ｎ ＡＢ

tan-1
Ａ ｎ－1

Ｂ ｎ＋1
-

1

ｎ
tan-1

ｎ－1

ｎ＋1
（式 3）

ただし ｍ＝
Ｈ

Ｒ
≒3 , ｎ＝

Ｌ

Ｒ
 , Ａ＝ 1+ｎ

２
+ｍ

２
 , Ｂ＝ 1-ｎ

２
+ｍ

２

Φ:形態係数，Ｌ:離隔距離(m)，Ｈ:炎の高さ(m)，Ｒ:燃焼半径(m) 

（出典：評価ガイド） 

 上記のとおり危険距離を算出し，当該船舶から評価対象施設までの離

隔距離を下回るか評価を実施した。放水路ゲートの評価概念図を第

2.6-2 図に示す。 

第 2.6-2 図 放水路ゲートの評価概念図 

ｃ．評価結果 

 放水路ゲート駆動装置外殻の表面温度が 325℃となる危険距離を算出

した結果，放水路ゲートまでの危険距離が離隔距離以下であることを確

認した。評価結果を第 2.6-3 表に示す。 

第 2.6-3 表 放水路ゲートへの船舶火災影響評価結果 

想定火災源 
危険距離 

(m) 
離隔距離 

(m) 

87 1,050 

29 220 

放水路ゲート駆動装置外殻 
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第 3.2.3-4 表 外壁に対する熱影響評価結果 

想定火災源 評価対象施設 
評価温度※

（℃） 
許容温度 
（℃） 

主要変圧器 

タービン建屋

149 

＜200 所内変圧器２Ａ 187 

起動変圧器２Ｂ 182 

※ 放熱なしの条件では許容温度を上回るため，放熱を考慮して評価を実施

3.2.4 放水路ゲートに対する熱影響評価 

(1) 評価対象範囲

放水路ゲートについて主要変圧器及び所内変圧器２Ａの火災を想定して

評価を実施した。 

(2) 評価対象施設の仕様

放水路ゲート駆動装置の外殻となる放水路ゲート駆動装置機械室の仕様

を第 3.2.4-1 表に，外形図を第 3.2.4-1 図に示す。 

第 3.2.4-1 表 評価対象施設の仕様 

名称 
放水路ゲート駆動装置 

機械室 

床面高さ T.P.＋11.0m

外殻材料 炭素鋼 

個 数 3 

第 3.2.4-1 図 評価対象施設の外形図

329



6 条(外火)-添付 6-37 

(3) 火災源となる設備から放水路ゲートまでの離隔距離

火災源となる設備から放水路ゲートまでの離隔距離を第 3.2.4-2 表に示

す。 

第 3.2.4-2 表 火災源となる設備から放水路ゲートまでの離隔距離 

想定火災源 

離隔距離 

Ｌ 

(m) 

主要変圧器 

所内変圧器２Ａ 
270 

(4) 形態係数の算出

以下の式から形態係数を算出した。算出結果を第 3.2.4-3 表に示す。 

Φ=
1

πｎ
tan-1

ｍ

ｎ
２
-1

+
ｍ

π

Ａ-2ｎ

ｎ ＡＢ

tan-1
Ａ ｎ－1

Ｂ ｎ＋1
-
1

ｎ
tan-1

ｎ－1

ｎ＋1

ただし ｍ＝
Ｈ

Ｒ
≒3 , ｎ＝

Ｌ

Ｒ
 , Ａ＝ 1+ｎ

２
+ｍ

２
 , Ｂ＝ 1-ｎ

２
+ｍ

２

Φ:形態係数，Ｌ:離隔距離(m)，Ｈ:炎の高さ(m)，Ｒ:燃焼半径(m) 

第 3.2.4-3 表 火災源となる設備の形態係数 

想定火災源 
離隔距離 

Ｌ 
(m) 

燃焼半径 
Ｒ 
(m) 

形態係数 
Φ 
(-) 

主要変圧器 270 2.483 2.6826×10-２

所内変圧器２Ａ 270 22.45 2.674 

(5) 輻射強度の評価
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 火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻射発散

度に形態係数を掛けた値になる。算出結果を第 3.2.4-4 表に示す。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

第 3.2.4-4 表 火災源となる設備の輻射強度 

想定火災源 燃料の種類 
輻射発散度 

Ｒf 
(kW／m２) 

形態係数 
Φ 
(-) 

輻射強度 
Ｅ 

(W／m２) 

主要変圧器 絶縁油 23 8.202×10-４ 19 

所内変圧器２Ａ 絶縁油 23 1.887×10-４ 4 

(6) 判断の考え方

ａ．許容温度 

放水路ゲート駆動装置機械室外殻の許容温度は，火災時における短期

温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が維持される保守的な温

度 325℃以下とする。 

ｂ．評価結果 

一定の輻射強度で放水路ゲート駆動装置機械室外殻が昇温されるもの

として，輻射による入熱量と対流による放熱量が釣り合うことを表した

下記の温度評価式により主排気筒鉄塔表面の温度上昇を求め，表面温度

が許容温度以下であるか評価した。放水路ゲートの評価概念図を第

3.2.4-2 図に示す。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２
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※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃に保守性を持たせた値

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面の形状や周囲の環境条件を受

け変化するが，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏季，冬季の

値が示されている。評価上放熱が少ない方が保守的であることから，これらのうち

最も小さい値である 17W／m２／K を用いる。） 

第 3.2.4-2 図 放水路ゲートの評価概念図 

 放水路ゲート駆動装置外殻表面の温度上昇を評価した結果，許容温度

325℃以下であることを確認した。評価結果を第 3.2.4-5 表に示す。 

第 3.2.4-5 表 評価対象施設に対する熱影響評価結果 

想定火災源 評価対象施設 
評価温度 
（℃） 

許容温度 
（℃） 

主要変圧器 
放水路ゲート 

51 
＜325 

所内変圧器２Ａ 51 

放水路ゲート駆動装置外殻 
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東海第二発電所 

外部からの衝撃による損傷の防止 

（火山） 
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第 6 条 外部からの衝撃による損傷の防止 

（火山） 

＜目 次＞ 

1． 基本方針

1．1 要求事項の整理 

1．2 追加要求事項に対する適合性（手順等含む） 

(1) 位置，構造及び設備

(2) 安全設計方針

(3) 適合性説明

2． 外部からの衝撃による損傷の防止（火山） 

別添資料１ 火山影響評価について 

3． 運用，手順説明資料 

別添資料 2 外部からの衝撃による損傷の防止（火山） 
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＜概 要＞ 

1．において，設計基準対象施設の設置許可基準規則，技術基準規則の追加

要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する東海第二発電所における

適合性を示す。 

2．において，設計基準対象施設について，追加要求事項に適合するために

必要となる機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 

 3．において，追加要求事項に適合するための運用，手順等を抽出し，必要

となる運用対策等を整理する。 

335



1 

1. 基本方針

1.1 要求事項の整理 

外部からの衝撃による損傷の防止について，設置許可基準規則第 6 条及

び技術基準規則第 7 条において，追加要求事項を明確化する。（第 1.1－1

表）
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第 1.1－1 表 設置許可基準規則第 6 条及び技術基準規則第 7 条 要求事項 

設置許可基準規則 

第 6 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

技術基準規則 

第 7 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 
備考 

安全施設は，想定される自然事象（地震及び津波を除く。次

項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損

なわないものでなければならない。 

設計基準対象施設が想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）によりその安全性を損なうおそれがある場合は，防護

措置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければな

らない。 

追加要求事項 

２ 重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全施

設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に

考慮したものでなければならない。 

追加要求事項 

３ 安全施設は，工場等内又はその周辺において想定される

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれが

ある事象であって人為によるもの（故意によるものを除

く。）に対して安全機能を損なわないものでなければならな

い。 

２ 周辺監視区域に隣接する地域に事業所，鉄道，道路その

他の外部からの衝撃が発生するおそれがある要因がある場合

には，事業所における火災又は爆発事故，危険物を搭載した

車両，船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状

況から想定される事象であって人為によるもの（故意による

ものを除く。）により発電用原子炉施設の安全性が損なわれ

ないよう，防護措置その他の適切な措置を講じなければなら

ない。 

３ 航空機の墜落により発電用原子炉施設の安全性を損なう

おそれがある場合は，防護措置その他の適切な措置を講じな

ければならない。 

追加要求事項 
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1.2 追加要求事項に対する適合性（手順等含む） 

(1) 位置，構造及び設備

ロ 発電用原子炉施設の一般構造

(3) その他の主要な構造

ａ．設計基準対象施設

(a) 外部からの衝撃による損傷の防止

安全施設は，発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，

凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災

及び高潮の自然現象（地震及び津波を除く。）又はその組合せに

遭遇した場合において，自然現象そのものがもたらす環境条件及

びその結果として施設で生じ得る環境条件においても安全機能を

損なわない設計とする。 

なお，発電所敷地で想定される自然現象のうち，洪水について

は，立地的要因により設計上考慮する必要はない。 

上記に加え，重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当

該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事

故時に生じる応力について，それぞれの因果関係及び時間的変化

を考慮して適切に組み合わせる。 

また，安全施設は，発電所敷地又はその周辺において想定され

る飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，

有毒ガス，船舶の衝突又は電磁的障害の発電用原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為による

もの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわない

設計とする。 
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なお，発電所敷地又はその周辺において想定される人為事象の

うち，飛来物（航空機落下）については，確率的要因により設計

上考慮する必要はない。また，ダムの崩壊については，立地的要

因により考慮する必要はない。 

自然現象及び発電所敷地又はその周辺において想定される発電

用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるもの（故意によるものを除く。）の組合せに

ついては，地震，津波，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，

落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災等を考慮する。事象

が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の事象が重畳する

ことで影響が増長される組合せを特定し，その組合せの影響に対

しても安全機能を損なわない設計とする。 

ここで，想定される自然現象及び発電所敷地又はその周辺にお

いて想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを

除く。）に対して，安全施設が安全機能を損なわないために必要

な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含

む。）への措置を含める。 

(a-7) 火山 

安全施設は，発電所の運用期間中において発電所の安全機

能に影響を及ぼし得る火山事象として設定した層厚 50cm，粒

径 8.0mm 以下，密度 0.3g／cm３（乾燥状態）～1.5g／cm３（湿

潤状態）の降下火砕物に対し，以下のような設計とすること

により降下火砕物による直接的影響に対して機能維持するこ
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と若しくは降下火砕物による損傷を考慮して，代替設備によ

り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修

復等の対応又はそれらを適切に組み合わせることで，その安

全機能を損なわない設計とする。 

・構造物への静的負荷に対して安全裕度を有する設計とする

こと

・水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しない設計とする

こと

・換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影響（閉

塞）に対して降下火砕物が侵入しにくい設計とすること

・水循環系の内部における摩耗並びに換気系，電気系及び計

測制御系に対する機械的影響（摩耗）に対して摩耗しにく

い設計とすること

・構造物の化学的影響（腐食），水循環系の化学的影響（腐

食）並びに換気系，電気系及び計測制御系に対する化学的

影響（腐食）に対して短期での腐食が発生しない設計とす

ること

・発電所周辺の大気汚染に対して中央制御室換気系は降下火

砕物が侵入しにくく，さらに外気を遮断できる設計とする

こと

・電気系及び計測制御系の盤の絶縁低下に対して空気を取り

込む機構を有する計測制御設備（安全保護系）の設置場所

の換気空調設備は降下火砕物が侵入しにくい設計とするこ

と

・降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響に対して降下火
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砕物の除去や換気空調設備外気取入口のバグフィルタの取

替え若しくは清掃又は換気空調設備の停止若しくは閉回路

循環運転の実施により安全機能を損なわない設計とするこ

と 

さらに，降下火砕物による間接的影響である 7 日間の外部

電源喪失及び発電所外での交通の途絶によるアクセス制限事

象に対し，発電所の安全性を維持するために必要となる電源

の供給が継続できることにより安全機能を損なわない設計と

する。 

【別添資料１：(3.2：1-6)】 
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(2) 安全設計方針

1.7.7 火山防護に関する基本方針 

1.7.7.1 設計方針 

(1) 火山事象に対する施設の基本方針

安全施設は，火山事象に対して，発電用原子炉施設の安全性を確保する

ために必要な機能を損なわない設計とする。このため，「添付書類六 7. 

火山」で評価し抽出された発電所に影響を及ぼし得る火山事象である降下

火砕物に対して，対策を行い，建屋による防護，構造健全性の維持，代替

設備の確保等によって，安全機能を損なわない設計とする。 

降下火砕物によってその安全機能が損なわれないことを確認する必要が

ある施設を安全重要度分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構

築物，系統及び機器とする。 

降下火砕物によってその安全機能が損なわれないことを確認する必要

がある施設のうち，外部事象防護対象施設は，建屋による防護又は構造健

全性の維持等により安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１：(3.2：1-6)】 

(2) 降下火砕物の設計条件

ａ．設計条件の検討・設定 

発電所の敷地において考慮する火山事象は，「添付書類六 7. 火

山」に示すとおり降下火砕物のみである。 

降下火砕物の層厚は，降下火砕物の分布状況，シミュレーション及び

分布事例による検討結果から総合的に判断し，保守的に 50cm と設定す

る。なお，鉛直荷重については，湿潤状態の降下火砕物に，建築基準法

の考え方に基づいた東海村における平均的な積雪量を踏まえて設定する。 
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粒径及び密度については，文献調査及び地質調査の結果を踏まえ，粒

径 8.0mm 以下，密度 0.3g／cm３（乾燥状態）～1.5g／cm３（湿潤状態）

と設定する。 

【別添資料１：(3.1：1-5)】 

(3) 評価対象施設等の抽出 

外部事象防護対象施設等のうち，屋内設備は外殻となる建屋により防護

する設計とし，評価対象施設を，建屋，屋外に設置されている施設，降下

火砕物を含む海水の流路となる施設，降下火砕物を含む空気の流路となる

施設，外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施

設に分類し抽出する。また，評価対象施設及び外部事象防護対象施設等に

波及的影響を及ぼし得る施設を評価対象施設等という。 

上記に含まれない構築物，系統及び機器は，降下火砕物により損傷した

場合であっても，代替手段があること等により安全機能は損なわれない。 

ａ．建屋 

  ・原子炉建屋 

  ・タービン建屋 

  ・使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・排気筒モニタ建屋 

ｂ．屋外に設置されている施設 

・残留熱除去系海水系ポンプ 

・非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機用海水ポンプ（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ」とい

う。） 
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・残留熱除去系海水系ストレーナ 

・非常用ディーゼル発電機用海水ストレーナ及び高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機用海水ストレーナ（以下「非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレ

ーナ」という。） 

・非常用ディーゼル発電機吸気口及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機吸気口（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を含む。）吸気口」という。） 

・中央制御室換気系冷凍機 

・非常用ディーゼル発電機室ルーフベントファン及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機室ルーフベントファン（以下「非常用ディー

ゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）室ル

ーフベントファン」という。） 

・主排気筒 

・非常用ガス処理系排気筒 

・放水路ゲート 

・排気筒モニタ 

ｃ．降下火砕物を含む海水の流路となる施設 

・残留熱除去系海水系ポンプ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水ポンプ 

・残留熱除去系海水系ストレーナ及び下流設備 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）用海水ストレーナ及び下流設備 

ｄ．降下火砕物を含む空気の流路となる施設 
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・非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

（以下「非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）」という。） 

・換気空調設備（外気取入口）のうち中央制御室換気系 

・換気空調設備（外気取入口）のうち非常用ディーゼル発電機室換気

系及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機室換気系（以下「非常

用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）換気系」という。） 

・主排気筒 

・非常用ガス処理系排気筒 

・排気筒モニタ 

ｅ．外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施設 

・計測制御設備（安全保護系） 

ｆ．降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，外部事

象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

・非常用ディーゼル発電機排気消音器及び排気管，高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機排気消音器及び排気管（以下「非常用ディーゼ

ル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）排気消

音器及び排気管」という。） 

・海水取水設備（除塵装置） 

・換気空調設備（外気取入口） 

上記により抽出した評価対象施設等を第 1.7.7－1 表に示す。 

【別添資料１：(3.3：1-6 17)】 

(4) 降下火砕物による影響の選定 
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降下火砕物の特徴及び評価対象施設等の構造や設置状況等を考慮して，

降下火砕物が直接及ぼす影響（以下「直接的影響」という。）とそれ以外

の影響（以下「間接的影響」という。）を選定する。 

ａ．降下火砕物の特徴 

各種文献の調査結果より，降下火砕物は以下の特徴を有する。 

(a) 火山ガラス片，鉱物結晶片から成る(1)。ただし，火山ガラス片は砂

よりもろく硬度は低く(2)，主要な鉱物結晶片の硬度は砂同等又はそれ

以下である(3) (4)。 

(b) 硫酸等を含む腐食性のガス（以下「腐食性ガス」という。）が付

着している(1)。ただし，金属腐食研究の結果より，直ちに金属腐食を

生じさせることはない(5)。 

(c) 水に濡れると導電性を生じる(1)。 

(d) 湿った降下火砕物は乾燥すると固結する(1)。 

(e) 降下火砕物粒子の融点は約 1,000℃であり，一般的な砂に比べ低い(1)。 

【別添資料１：(3.4.1：1-18)】 

ｂ．直接的影響 

降下火砕物の特徴から直接的影響の要因となる荷重，閉塞，摩耗，腐

食，大気汚染，水質汚染及び絶縁低下を抽出し，評価対象施設等の構造

や設置状況等を考慮して直接的な影響因子を以下のとおり選定する。 

(a) 荷重 

「荷重」について考慮すべき影響因子は，建屋及び屋外設備の上に

堆積し静的な負荷を与える「構造物への静的負荷」及び建屋及び屋外

設備に対し降灰時に衝撃を与える「粒子の衝突」である。 

評価に当たっては以下の荷重の組合せを考慮する。 
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ⅰ) 評価対象施設等に常時作用する荷重，運転時荷重 

評価対象施設等に作用する荷重として，自重等の常時作用する荷

重，内圧等の運転時荷重を適切に組み合わせる。 

ⅱ) 設計基準事故時荷重 

外部事象防護対象施設は，降下火砕物によって安全機能を損なわ

ない設計とするため，設計基準事故とは独立事象である。 

また，評価対象施設等のうち設計基準事故時荷重が生じる屋外設

備としては，残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ

が考えられるが，設計基準事故時においても，通常運転時の系統内

圧力及び温度と変わらず，機械的荷重が変化することはないため，

設計基準事故時荷重と降下火砕物との組合せは考慮しない。 

ⅲ) その他の自然現象の影響を考慮した荷重の組合せ 

降下火砕物と組合せを考慮すべき火山以外の自然現象は，荷重の

影響において風（台風）及び積雪であり，降下火砕物との荷重と適

切に組み合わせる。 

(b) 閉塞 

「閉塞」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物を含む海水が

流路の狭隘部等を閉塞させる「水循環系の閉塞」及び降下火砕物を含

む空気が機器の狭隘部や換気系の流路を閉塞させる「換気系，電気系

及び計測制御系の機械的影響（閉塞）」である。 

(c) 摩耗 

「摩耗」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物を含む海水が

流路に接触することにより配管等を摩耗させる「水循環系の内部にお

ける摩耗」及び降下火砕物を含む空気が動的機器の摺動部に侵入し摩
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耗させる「換気系，電気系及び計測制御系の機械的影響（摩耗）」で

ある。 

(d) 腐食 

「腐食」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物に付着した腐

食性ガスにより建屋及び屋外施設の外面を腐食させる「構造物への化

学的影響（腐食）」，換気系，電気系及び計測制御系において降下火

砕物を含む空気の流路を腐食させる「換気系，電気系及び計測制御系

に対する化学的影響（腐食）」及び海水に溶出した腐食性成分により

海水管等を腐食させる「水循環系の化学的影響（腐食）」である。 

(e) 大気汚染 

「大気汚染」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物により汚

染された発電所周辺の大気が運転員の常駐する中央制御室内に侵入す

ることによる居住性の劣化及び降下火砕物の除去，屋外設備の点検等，

屋外における作業環境を劣化させる「発電所周辺の大気汚染」である。 

(f) 水質汚染 

「水質汚染」については，給水等に使用する工業用水に降下火砕物

が混入することによる汚染が考えられるが，発電所では給水処理設備

により水処理した給水を使用しており，降下火砕物の影響を受けた工

業用水を直接給水として使用しないこと，また水質管理を行っている

ことから，安全施設の安全機能には影響しない。 

(g) 絶縁低下 

「絶縁低下」について考慮すべき影響因子は，湿った降下火砕物が，

電気系及び計測制御系絶縁部に導電性を生じさせることによる「盤の

絶縁低下」である。 

【別添資料１：(3.4.2：1-18 20)】 

348



14 

ｃ．間接的影響 

(a) 外部電源喪失及びアクセス制限 

降下火砕物によって発電所に間接的な影響を及ぼす因子は，湿った

降下火砕物が送電線の碍子，開閉所等の充電露出部等に付着し絶縁低

下を生じさせることによる広範囲にわたる送電網の損傷に伴う「外部

電源喪失」及び降下火砕物が道路に堆積することによる交通の途絶に

伴う「アクセス制限」である。 

【別添資料１：(3.4.3：1-20)】 

(5) 降下火砕物による直接的影響に対する設計 

直接的影響については，評価対象施設等の構造や設置状況等（形状，機

能，外気吸入及び海水通水の有無）を考慮し，想定される各影響因子に対

して，影響を受ける各評価対象施設等が安全機能を損なわない以下の設計

とする。 

評価対象施設等のうち放水路ゲートについては，津波の流入を防ぐため

の閉止機能を有している。火山の影響を起因として津波が発生することは

ないが，独立事象としての重畳の可能性を考慮し，安全上支障のない期間

に補修等の対応を行うことで，安全機能を損なわない設計とする。 

評価対象施設等のうち排気筒モニタについては，放射性気体廃棄物処理

施設の破損の検出手段として期待している。火山の影響を起因として放射

性気体廃棄物処理施設の破損が発生することはないが，独立事象としての

重畳の可能性を考慮し，排気筒モニタ建屋も含め安全上支障のない期間に

補修等の対応を行うことで，安全機能を損なわない設計とする。 
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ａ．降下火砕物による荷重に対する設計 

(a) 構造物への静的負荷 

評価対象施設等のうち，構造物への静的負荷を考慮すべき施設は，

降下火砕物が堆積する以下の施設である。 

・建屋 

  原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・屋外に設置されている施設 

残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ，残留熱

除去系海水系ストレーナ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ，非常用

ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）吸気口，中央制御室換気系冷凍機，非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）室ルーフベ

ントファン 

・降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，外

部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）排気消音器及び排気管 

当該施設の許容荷重が，降下火砕物による荷重に対して安全裕度を

有することにより，構造健全性を失わず安全機能を損なわない設計と

する。若しくは，降下火砕物が堆積しにくい又は直接堆積しない構造

とすることで，外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

評価対象施設等の建屋においては，建築基準法における一般地域の
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積雪の荷重の考え方に準拠し，降下火砕物の除去を適切に行うことか

ら，降下火砕物による荷重を短期に生じる荷重として扱う。また，降

下火砕物による荷重と他の荷重を組合せた状態に対する許容限界は次

のとおりとする。 

・原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

原子炉建屋に要求されている気密性及び遮蔽性を担保する屋根ス

ラブは，建築基準法の短期許容応力度を許容限界とする。また，屋

根スラブとともに建屋の構造強度を担保する主トラスは，終局耐力

に対して妥当な安全余裕を有する許容限界とする。 

落下によって内包する外部事象防護対象施設が損傷することを防

止する屋根スラブは，部材の終局耐力を許容限界とする。また，複

数部材で構成されている主トラスの崩壊によって内包する外部事象

防護対象施設が損傷することを防止するため，主トラスは構造物全

体として崩壊機構が形成されないことを許容限界とする。 

・建屋を除く評価対象施設等 

許容応力を「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987

（日本電気協会）」等に準拠する。 

【別添資料１：(3.6.1：1-21 23)】 

(b) 粒子の衝突 

評価対象施設等のうち，建屋及び屋外設備は，「粒子の衝突」に対

して，「1.7.2 竜巻防護に関する基本方針」に基づく設計によって，

外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。  

【別添資料１：(3.6.1：1-23)】 
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ｂ．降下火砕物による荷重以外に対する設計 

降下火砕物による荷重以外の影響は，構造物への化学的影響（腐食），

水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影響（腐食），電気系及

び計測制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影響（腐食）等に

より安全機能を損なわない設計とする。 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計については，「ｃ．

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計」に示す。 

(a) 構造物への化学的影響（腐食） 

評価対象施設等のうち，構造物への化学的影響（腐食）を考慮すべ

き施設は，降下火砕物の直接的な付着による影響が考えられる以下の

施設である。 

・建屋 

 原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・屋外に設置されている施設 

残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ，残留熱除去

系海水系ストレーナ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ，非常用ディーゼ

ル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口，

中央制御室換気系冷凍機，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機を含む。）室ルーフベントファン，主排気

筒，非常用ガス処理系排気筒 

・降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，外

部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機
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を含む。）排気消音器及び排気管 

金属腐食研究の結果より，降下火砕物に含まれる腐食性ガスによっ

て直ちに金属腐食を生じないが，外装の塗装等によって短期での腐食

により，外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。

なお，降灰後の長期的な腐食の影響については，日常保守管理等によ

り，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

【別添資料１：(3.6.2：1-23 24)】 

(b) 水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影響（腐食） 

評価対象施設等のうち，水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化

学的影響（腐食）を考慮すべき施設は，以下の施設である。 

・降下火砕物を含む海水の流路となる施設 

残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ，残留熱除去

系海水系ストレーナ及び下流設備，非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ及び

下流設備 

・降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，外

部事象防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設 

海水取水設備（除塵装置） 

降下火砕物は粘土質ではないことから水中で固まり閉塞することは

ないが，当該施設については，降下火砕物の粒径に対し十分な流路幅

を設けることにより，海水の流路となる施設が閉塞しない設計とする。 

内部における摩耗については，主要な降下火砕物は砂と同等又は砂

より硬度が低くもろいことから，摩耗による影響は小さい。また当該
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施設については，定期的な内部点検及び日常保守管理により，状況に

応じて補修が可能であり，摩耗により外部事象防護対象施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

化学的影響（腐食）については，金属腐食研究の結果より，降下火

砕物によって直ちに金属腐食を生じないが，耐食性のある材料の使用

や塗装の実施等によって，腐食により外部事象防護対象施設の安全機

能を損なわない設計とする。なお，長期的な腐食の影響については，

日常保守管理等により，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

【別添資料１：(3.6.2：1-24 25)】 

(c) 電気系及び計測制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影

響（腐食） 

評価対象施設等のうち，電気系及び計測制御系に対する機械的影響

（閉塞）及び化学的影響（腐食）を考慮すべき施設は，以下の施設で

ある。 

・屋外に設置されている施設 

残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ 

機械的影響（閉塞）については，残留熱除去系海水系ポンプ及び

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）用海水ポンプの電動機本体は外気と遮断された全閉構

造，空気冷却器の冷却管内径及び冷却流路は降下火砕物粒径以上

の幅を設ける構造とすることにより，機械的影響（閉塞）により

外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

化学的影響（腐食）については，金属腐食研究の結果より，降下
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火砕物によって直ちに金属腐食を生じないが，耐食性のある材料の

使用や塗装の実施等によって，腐食により外部事象防護対象施設の

安全機能を損なうことのない設計とする。なお，長期的な腐食の影

響については，日常保守管理等により，状況に応じて補修が可能な

設計とする。 

【別添資料１：(3.6.2：1-25 26)】 

(d) 絶縁低下及び化学的影響（腐食） 

評価対象施設等のうち，絶縁低下及び化学的影響（腐食）を考慮す

べき施設は，以下の施設である。 

・外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する

施設 

計測制御設備（安全保護系） 

当該施設の設置場所は中央制御室換気系にて空調管理されており，

本換気空調系の外気取入口にはバグフィルタを設置していることから，

仮に室内に侵入した場合でも降下火砕物は微量であり，粒径は極めて

細かな粒子である。 

また，本換気空調系については，外気取入ダンパを閉止し閉回路循

環運転を行うことにより侵入を阻止することも可能である。 

バグフィルタの設置により降下火砕物の侵入に対する高い防護性能

を有すること，また外気取入ダンパの閉止による侵入防止が可能な設

計とすることにより，降下火砕物の付着に伴う絶縁低下及び化学的影

響（腐食）による影響を防止し，計測制御設備（安全保護系）の安全

機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１：(3.6.2：1-26 27)】 
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ｃ．外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対して，以下のとおり安全機能

を損なわない設計とする。 

(a) 機械的影響（閉塞） 

評価対象施設等のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による

機械的影響（閉塞）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む空気の流

路となる以下の施設である。 

・降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。），非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）吸気口，換気空調設備（外気取入口），主排

気筒，非常用ガス処理系排気筒 

各施設の構造上の対応として，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口は，開口部を下向きの

構造とすることにより，降下火砕物が流路に侵入しにくい設計とする。 

主排気筒は，降下火砕物が侵入した場合でも，主排気筒の構造から

排気流路が閉塞しない設計とする。非常用ガス処理系排気筒は，降下

火砕物の侵入防止を目的とする構造物を取り付けることにより，降下

火砕物の影響に対して機能を損なわない設計とする。 

また，外気を取り入れる換気空調設備（外気取入口）及び非常用デ

ィーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の

空気の流路にそれぞれフィルタを設置することにより，フィルタメッ

シュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とし，さらに降

下火砕物がフィルタに付着した場合でも取替又は清掃が可能な構造と
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することで，降下火砕物により閉塞しない設計とする。 

ディーゼル発電機機関は，フィルタを通過した小さな粒径の降下火

砕物が侵入した場合でも，降下火砕物により閉塞しない設計とする。 

【別添資料１：(3.6.3：1-27 28)】 

(b) 機械的影響（摩耗） 

評価対象施設等のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による

機械的影響（摩耗）を考慮すべき施設は，以下の施設である。 

・降下火砕物を含む空気の流路となる施設のうち摺動部を有する施

設 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。） 

主要な降下火砕物は砂と同等又は砂より硬度が低くもろいことから，

摩耗の影響は小さい。 

構造上の対応として，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を含む。）吸気口の開口部を下向きとすることに

よりディーゼル発電機機関に降下火砕物が侵入しにくい設計とする。 

また，仮にディーゼル発電機機関の内部に降下火砕物が侵入した場

合でも耐摩耗性のある材料を使用することで，摩耗により非常用ディ

ーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の安

全機能を損なわない設計とする。 

外気を取り入れる非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）の空気の流路にフィルタを設置することに

より，フィルタメッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい

設計とし，摩耗により非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系
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ディーゼル発電機を含む。）の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１：(3.6.3：1-28 29)】 

(c) 化学的影響（腐食） 

評価対象施設等のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による

化学的影響（腐食）を考慮すべき施設は，以下の施設である。 

・降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。），換気空調設備（外気取入口），主排気筒，非常用ガス

処理系排気筒 

金属腐食研究の結果より，降下火砕物によって直ちに金属腐食を生

じないが，塗装の実施等によって，腐食により外部事象防護対象施設

の安全機能を損なわない設計とする。なお，降灰後の長期的な腐食の

影響については，日常保守管理等により，状況に応じて補修が可能な

設計とする。 

【別添資料１：(3.6.3：1-29 30)】 

(d) 大気汚染（発電所周辺の大気汚染） 

大気汚染を考慮すべき中央制御室は，降下火砕物により汚染された

発電所周辺の大気が，中央制御室換気系の外気取入口を通じて中央制

御室に侵入しないようバグフィルタを設置することにより，降下火砕

物が外気取入口に到達した場合であってもフィルタメッシュより大き

な降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とする。 

また，中央制御室換気系については，外気取入ダンパの閉止及び閉

回路循環運転を可能とすることにより，中央制御室内への降下火砕物
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の侵入を防止する。さらに外気取入遮断時において，酸素濃度及び二

酸化炭素濃度の影響評価を実施し，室内の居住性を確保する設計とす

る。 

【別添資料１：(3.6.3：1-30)】 

(6) 降下火砕物による間接的影響に対する設計方針 

降下火砕物による間接的影響として考慮する，広範囲にわたる送電網の

損傷による 7 日間の外部電源喪失及び発電所外での交通の途絶によるアク

セス制限事象が生じた場合については，降下火砕物に対して，非常用ディ

ーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の安全機

能を維持することで，発電用原子炉の停止及び停止後の発電用原子炉の冷

却並びに使用済燃料プールの冷却に係る機能を担うために必要となる電源

の供給が非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）により継続できる設計とすることにより，安全機能を損なわな

い設計とする。電源の供給に関する設計方針は，「10.1 非常用電源設

備」に記載する。 

【別添資料１：(3.8：1-34)】 

1.7.7.2 手順 

降下火砕物の降灰時における手順について，降下火砕物の除去（資機材含

む。）等の対応を適切に実施するため，以下について手順を定める。 

(1) 降灰が確認された場合には，建屋や屋外の設備に長期間降下火砕物に

よる荷重を掛け続けないこと，また降下火砕物の付着による腐食等が生

じる状況を緩和するために，評価対象施設等に堆積した降下火砕物の除

去を適切に実施する手順を定める。 
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(2) 降灰が確認された場合には，状況に応じて外気取入ダンパの閉止，換

気空調設備の停止又は閉回路循環運転により，建屋内への降下火砕物の

侵入を防止する手順を定める。 

(3) 降灰が確認された場合には，換気空調設備の外気取入口のバグフィル

タについて，バグフィルタ差圧又は流量を確認するとともに，状況に応

じて取替え又は清掃を実施する手順を定める。 

(4) 降灰確認後，放水路ゲートに損傷を発見した場合の措置について，放

水路ゲートの駆動装置に損傷を発見した場合，安全機能を回復するため

に速やかな補修等を行う手順を整備し，的確に実施する。また，速やか

な補修等が困難と判断された場合には，プラントを停止する手順を整備

し，的確に実施する。 

【別添資料１：(3.7：1-32 34)】 

1.7.7.3 参考文献 

(1) 広域的な火山防災対策に係る検討会（第 3 回）資料 2 内閣府 

(2) 「シラスコンクリートの特徴とその実用化の現状」武若耕司，コンク

リート工学，Vol.42，2004 

(3) 「新編火山灰アトラス［日本列島とその周辺］第 2 刷」町田洋ほか，

東京大学出版会，2011 

(4) 「理科年表（2017）」国立天文台編 

(5) 「火山環境における金属材料の腐食」出雲茂人，末吉秀一他，防食技

術 Vol.39，1990 
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第 1.7.7－1 表 評価対象施設等の抽出結果 

設備区分 評価対象施設等 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
等

建屋 

・原子炉建屋 

・タービン建屋 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・排気筒モニタ建屋 

屋外に設置されてい

る施設 

・残留熱除去系海水系ポンプ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ポンプ 

・残留熱除去系海水系ストレーナ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ストレーナ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）吸気口 

・中央制御室換気系冷凍機 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）室ルーフベントファン 

・主排気筒 

・非常用ガス処理系排気筒 

・放水路ゲート 

・排気筒モニタ 

降下火砕物を含む海

水の流路となる施設 

・残留熱除去系海水系ポンプ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ポンプ 

・残留熱除去系海水系ストレーナ及び下流設備 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ストレーナ及び下流設備 

降下火砕物を含む空

気の流路となる施設 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。） 

・換気空調設備（外気取入口）のうち中央制御室換気系 

・換気空調設備（外気取入口）のうち非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）室換

気系 

・主排気筒 

・非常用ガス処理系排気筒 

・排気筒モニタ 

外気から取り入れた

屋内の空気を機器内

に取り込む機構を有

する施設 

・計測制御設備（安全保護系） 

外部事象防護対象施設等

に波及的影響を及ぼし得

る施設 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）排気消音器及び排気管 

・海水取水設備（除塵装置） 

・換気空調設備（外気取入口） 
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(3) 適合性説明 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

１ 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項におい

て同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為に

よるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないも

のでなければならない。 

適合のための設計方針 

第１項について 

発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）については，

敷地及び敷地周辺の自然環境を基に洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，

積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を選定し，設計

基準を設定するに当たっては，発電所の立地地域である東海村に対する規

格・基準類による設定値及び東海村で観測された過去の記録等をもとに設定

する。なお，東海村の最寄りの気象官署である水戸地方気象台で観測された

過去の記録について設計への影響を確認する。また，これらの自然現象ごと

に関連して発生する可能性がある自然現象も含める。 

安全施設は，発電所敷地で想定される自然現象が発生した場合においても

安全機能を損なわない設計とする。ここで，発電所敷地で想定される自然現

362



28 

象に対して，安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の

施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含める。また，

発電所敷地で想定される自然現象又はその組合せに遭遇した場合において，

自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として安全施設で生じ得

る環境条件を考慮する。 

発電用原子炉施設のうち安全施設は，以下のとおり条件を設定し，自然現

象によって発電用原子炉施設の安全機能を損なわない設計とする。 

(8) 火山の影響 

外部事象防護対象施設は，降下火砕物による直接的影響及び間接的影響

が発生した場合においても，安全機能を損なわないよう以下の設計とする。 

ａ．直接的影響に対する設計 

外部事象防護対象施設は，直接的影響に対して，以下により安全機能

を損なわない設計とする。 

・構造物への静的負荷に対して安全裕度を有する設計とすること 

・水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しない設計とすること 

・換気系，電気系及び計測制御系の機械的影響（閉塞）に対して降下

火砕物が侵入しにくい設計とすること 

・水循環系の内部における摩耗並びに換気系，電気系及び計測制御系

の機械的影響（摩耗）に対して摩耗しにくい設計とすること 

・構造物の化学的影響（腐食），水循環系の化学的影響（腐食）並び

に換気系，電気系及び計測制御系の化学的影響（腐食）に対して短

期での腐食が発生しない設計とすること 

・発電所周辺の大気汚染に対して中央制御室換気系は降下火砕物が侵

入しにくく，さらに外気を遮断できる設計とすること 
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・電気系及び計測制御系の盤の絶縁低下に対して空気を取り込む機構

を有する計測制御設備（安全保護系）の設置場所の換気空調設備は

降下火砕物が侵入しにくい設計とすること 

・降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響に対して降下火砕物の除

去や換気空調設備外気取入口のバグフィルタの取替え若しくは清掃

又は換気空調設備の停止若しくは閉回路循環運転の実施により安全

機能を損なわない設計とすること 

また，上記以外の安全施設については，降下火砕物に対して機能を維

持すること若しくは降下火砕物による損傷を考慮して代替設備により必

要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応を行

うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

ｂ．間接的影響に対する設計 

降下火砕物による間接的影響として考慮する，広範囲にわたる送電網

の損傷による 7 日間の外部電源喪失及び発電所外での交通の途絶による

アクセス制限事象が生じた場合については，降下火砕物に対して非常用

ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の

安全機能を維持することで，発電用原子炉の停止及び停止後の発電用原

子炉の冷却並びに使用済燃料プールの冷却に係る機能を担うために必要

となる電源の供給が非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機を含む。）により継続できる設計とすることにより，安全

機能を損なわない設計とする。 
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火山影響評価について

別添資料 1 
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6 条(火山)- ii

資料 

－１  降下火砕物の特徴について 

  －２  評価すべき影響の要因と評価手法 

  －３  直接的影響の評価結果 

  －４  建屋構築物に係る影響評価 

  －５  残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ（電動機

含む）に係る影響評価

  －６  残留熱除去系海水系ストレーナ及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ

（下流設備含む）に係る影響評価

  －７  海水取水設備に係る影響評価 

  －８  計測制御設備（安全保護系）に係る影響評価 

  －９  換気空調設備に係る影響評価 

  －１０ 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）に係る影響評価 

  －１１ 主排気筒及び非常用ガス処理系排気筒に係る影響評価 

  －１２ 間接的影響の評価結果 

参考資料 

－１  発電用原子炉の高温停止及び冷温停止に必要な設備について 

－２  降下火砕物堆積荷重評価への材料強度×1.1 の適用について 

－３  降下火砕物の残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発

電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポ

ンプ基礎部堆積による影響評価について
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6 条(火山)- iii

 －４  降下火砕物と積雪の重ね合わせの考え方について 

－５  原子力発電所で使用する塗料について 

－６  降下火砕物の金属腐食研究について 

－７  給水処理設備に係る影響評価について 

－８  降下火砕物のその他の設備への影響評価について 

－９  降下火砕物の除去に要する時間及び灰置場について 

－１０ 降水による降下火砕物の固結の影響について 

－１１ 火山影響評価ガイドとの整合性について 

－１２ 原子炉建屋の健全性評価について 

－１３ タービン建屋の健全性評価について 

－１４ 外部事象に対する津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備

の防護方針について 

－１５ 降下火砕物の偏りによる影響評価について

－１６ 除灰時の人員荷重の考え方について

－１７ 気中降下火砕物対策に係る検討について
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6 条(火山)-1-1

1. 基本方針 

1.1 概要 

  原子力規制委員会の定める「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 6 月 28 日原子力規制委員会規

則第五号）」第六条において，外部からの衝撃による損傷防止として，安全施

設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合において

も安全機能を損なわないものでなければならないとしており，敷地周辺の自

然環境を基に想定される自然現象の一つとして，火山の影響を挙げている。 

  火山の影響により発電用原子炉施設の安全性を損なうことのない設計であ

ることを評価するため，火山影響評価を行い，発電用原子炉施設へ影響を与

えないことを評価する。 
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6 条(火山)-1-2

1.2 火山影響評価の流れ 

  火山影響評価は，「原子力発電所の火山影響評価ガイド」を参照し，第 1.2

－1 図のフローに従い立地評価と影響評価の 2 段階で行う。 

  立地評価では，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出を行い，抽出

された火山の火山活動に関する個別評価を行う。具体的には設計対応不可能

な火山事象が発電所の運用期間中に影響を及ぼす可能性の評価を行う。 

  設計対応不可能な火山事象が影響を及ぼす可能性が十分小さいと評価され

た場合は，原子力発電所に影響を与える可能性のある火山事象の抽出とその

影響評価を行う。 

  影響評価では，個々の火山事象への設計対応及び運転対応の妥当性につい

て「3.1 火山事象の影響評価」にて評価を行う。（第 1.2－2 図） 

  なお，立地評価及び原子力発電所に影響を与える可能性のある火山事象の

抽出とその影響評価については，「添付書類六 7.火山」にて示す。 

第 1.2－1 図 火山影響評価の基本フロー  
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3.1 火山事象の影響評価 

第 1.2－2 図 影響評価のフロー 

3.3 火山事象（降下火砕物）から防護する施設 

3.3 火山事象（降下火砕物）から防護する施設 

3.2 火山事象（降下火砕物）に対する設計の基本方針 

3.3 火山事象（降下火砕物）から防護する施設 

3.4.1 降下火砕物の特徴 

3.4.2 直接的影響 

・構造物への静的負荷 

・水循環系の閉塞，内部における摩耗 

・換気系・電気系及び計測制御系に対す

る機械的及び化学的影響 

・発電所の大気汚染 

・化学的腐食 

・絶縁低下 

3.4.3 間接的影響 

・外部電源喪失 

・アクセス制限 

3.7 降下火砕物の除去等の対策 

3.1 降下火砕物の設計条件 

・堆積厚さ，密度，粒径 
3.5 設計荷重の設定 

3.8 降下火砕物の間接的影響に対する設計

3.6 降下火砕物の直接的影響に対する設計方針 
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2．立地評価 

2.1 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出 

  地理的領域（160km）に位置する第四紀火山（32 火山）について，完新世

の活動の有無，将来の活動性を検討した結果，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として，高原山，那須岳，男体・女峰火山群，日光白根山，赤城

山，燧ケ岳，安達太良山，磐梯山，沼沢，吾妻山，榛名山，笹森山，子持山

の 13 火山を抽出した。 

2.2 抽出された火山の火山活動に関する個別評価 

  原子力発電所に影響を及ぼし得る火山として抽出した 13 火山について，

設計対応不可能な火山事象（火砕物密度流，溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及

び斜面崩壊，新しい火口の開口，地殻変動）が影響を及ぼす可能性について

個別評価を行った。 

  火砕物密度流については，敷地と火砕密度流の到達可能性範囲の距離から

発電所に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価した。 

  溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊については，敷地と火山の距離

から発電所に影響を及ぼす可能性はないと評価した。 

  新しい火口の開口，地殻変動については，敷地は火山フロントより前弧側

（東方）に位置すること，敷地周辺では火成活動は確認されていないことか

ら，この事象が発電所の運転期間中に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと

評価した。 

  以上から，設計対応不可能な火山事象が発電所に影響を及ぼす可能性はな

く，この結果から，抽出した 13 火山はモニタリングの対象とならないと判

断した。 
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3．影響評価 

3.1 火山事象の影響評価 

  将来の活動可能性のある火山若しくは将来の活動可能性を否定できない火

山について，発電所の運用期間中の噴火規模を考慮し，原子力発電所の安全

機能に影響を及ぼし得る火山事象を抽出した結果，降下火砕物のみが発電所

に影響を及ぼし得る火山事象となった。よって，降下火砕物による安全施設

への影響評価を行う。 

  影響評価に用いる条件として，降下火砕物の分布状況，シミュレーション

及び分布事例から総合的に判断し，保守的に堆積厚さ 50cm と設定する。ま

た，粒径及び密度については，文献調査及び地質調査の結果を踏まえ粒径 8mm

以下，密度 0.3 g／cm３（乾燥状態）～1.5g／cm３（湿潤状態）と設定した。

第 3.1－1 表に設計条件を示す。 

第 3.1－1 表 降下火砕物の設計条件 

項目 設定条件 備考 

堆積厚さ 50cm 
鉛直荷重に対する健全性評価に

使用 
密度 

0.3g／cm３ ～ 1.5g／cm３

（乾燥状態） （湿潤状態） 

粒径 8mm 以下 

水循環系の閉塞及び換気系，電

気系及び計測制御系に対する機

械的影響評価に使用 
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3.2 火山事象（降下火砕物）に対する設計の基本方針 

  将来の活動可能性を否定できない火山について，発電所の運用期間中の噴

火規模を考慮し，発電所の安全機能に影響を及ぼし得る火山事象を抽出した

結果，「3.1 火山事象の影響評価」に示すとおり該当する火山事象は降下火

砕物のみであり，地理的領域（160km）の広範囲に影響を及ぼす降下火砕物に

対し，安全施設の安全機能を損なわない設計とする。以下に火山事象（降下

火砕物）に対する設計の基本方針を示す。 

 (1) 降下火砕物による直接的な影響（荷重，閉塞，摩耗，腐食等）に対して，

安全機能を損なわない設計とする。 

 (2) 発電所内の構築物，系統及び機器における降下火砕物の除去等の対応が

可能な設計とする。 

 (3) 降下火砕物による間接的な影響である 7 日間の外部電源の喪失，発電所

外での交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，発電所の安全性を維持

するために必要となる電源の供給が継続でき，安全機能を損なわない設計

とする。 

3.3 火山事象（降下火砕物）から防護する施設 

  「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則（平成 25 年 6 月 28 日原子炉規制委員会規則第五号）」第六条におい

て，「安全施設は，想定される自然現象が発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。」とされていることから，降下火砕

物の影響から防護する施設は，発電用原子炉施設の安全性を確保するため，

「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」で規

定されている安全重要度分類クラス１，クラス２及びクラス３に該当する構

築物，系統及び機器とする。
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また，以下の点を踏まえ，外部事象防護対象施設は，発電用原子炉を停止

するため又は停止状態にある場合は引き続きその状態を維持するために必

要な異常の発生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構築物，系

統及び機器，並びに使用済燃料プールの冷却機能及び給水機能を維持する

ために必要な異常の発生防止の機能又は異常の影響緩和の機能を有する構

築物，系統及び機器として安全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全

評価上その機能に期待するクラス３に属する構築物，系統及び機器とす

る。また，外部事象防護対象施設及び外部事象防護対象施設を内包する建

屋を併せて外部事象防護対象施設等という。 

・降下火砕物襲来時の状況を踏まえ，必要に応じプラント停止の措置を

とること 

・プラント停止後は，その状態を維持することが重要であること 

その上で，外部事象防護対象施設等のうち，屋内設備は内包する建屋に

より防護する設計とし，評価対象施設を，建屋，屋外に設置されている施

設，降下火砕物を含む海水の流路となる施設，降下火砕物を含む空気の流

路となる施設，外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を

有する施設に分類し抽出する。また，評価対象施設及び外部事象防護対象

施設等に波及的影響を及ぼし得る施設を評価対象施設等という。

上記以外の安全施設については，降下火砕物に対して機能を維持すること

若しくは降下火砕物による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を

確保すること，安全上支障のない期間での除灰，修復等の対応又はそれら

を適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわない設計とする。 
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以上を踏まえた抽出フローを第 3.3－1 図に示す。抽出フローに基づき抽

出した評価対象施設等を第 3.3－1 表，第 3.3－2 表に示すとともに，評価

対象施設等の設置場所を第 3.3－2 図に示す。 

また，発電用原子炉の高温停止，冷温停止に必要となる機能を達成する

ために必要となる施設を参考資料－１に示す。 

第 3.3－1 図 外部事象防護対象施設等の抽出フロー

Yes

No No

・安全重要度分類のクラス 1，クラス 2 及びクラス 3 に属する構築物，系統及び機器
・安全機能を有しない構築物，系統及び機器

No

①安全重要度分類の
クラス 1，クラス 2
に属する構築物等

②安全評価※１上
期待する安全重要
度分類のクラス 3
に属する構築物等

①及び②を内包
する建屋

※1 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故解析 
※2 降下火砕物に対して機能を維持すること若しくは降下火砕物による損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での除灰，修復等
の対応が可能であることを確認する。

その他の施設
※２外部事象防護対象施設

Step1 

Yes Yes

外部事象防護対象施設を内包

する建屋（外部事象防護対象

施設である建屋を除く）

外部事象防護対象施設等
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評価対象外

評価対象外

①建屋

・原子炉建屋 

・タービン建屋 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋

・排気筒モニタ建屋

：評価対象施設等

No No 

Yes Yes Yes 

第 3.3－2 図 評価対象施設等の抽出フロー

②屋外に設置され

ている施設

③降下火砕物を含む

海水の流路となる施

設

④降下火砕物を含

む空気の流路とな

る施設

⑤外気から取

り入れた屋内の空気

を機器内に取り込む

機構を有する施設

No No No 

Yes Yes 

・残留熱除去系海水系ポンプ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）海水ポンプ 

・残留熱除去系海水系ストレーナ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）海水ストレーナ 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）吸気口 

・中央制御室換気系冷凍機 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）室ルーフベントファン 

・主排気筒 

・非常用ガス処理系排気筒 

・放水路ゲート 

・排気筒モニタ 

・残留熱除去系海水系ポ

ンプ 

・非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を

含む。）海水ポンプ 

・残留熱除去系海水系ス

トレーナ及び下流設備

・非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を

含む。）海水ストレー

ナ及び下流設備 

・非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含

む。） 

・換気空調設備（外気取入

口） 

［中央制御室換気系，デ

ィーゼル発電機室換気

系］ 

・主排気筒 

・非常用ガス処理系排気筒

・排気筒モニタ 

・計測制御設備 

（安全保護系） 

外部事象防護対象施設等

外部事象 

防護対象施設等に波 

及的影響を及ぼし得 

る施設

・非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機を

含む。）排気消音器及

び排気管 

・海水取水設備（除塵装

置） 

・換気空調設備（外気取入

口）

Step2 

Step3 

Yes 

No 

その他の施設
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第 3.3－1 表 評価対象施設等の抽出結果 

設備区分 評価対象施設等

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
等

建屋

・原子炉建屋

・タービン建屋

・使用済燃料乾式貯蔵建屋

・排気筒モニタ建屋

屋外に設置されてい

る施設

・残留熱除去系海水系ポンプ

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ポンプ

・残留熱除去系海水系ストレーナ

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ストレーナ

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）吸気口

・中央制御室換気系冷凍機

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）室ルーフベントファン

・主排気筒

・非常用ガス処理系排気筒

・放水路ゲート

・排気筒モニタ

降下火砕物を含む海

水の流路となる施設

・残留熱除去系海水系ポンプ

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ポンプ

・残留熱除去系海水系ストレーナ及び下流設備

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ストレーナ及び下流設備

降下火砕物を含む空

気の流路となる施設

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）

・換気空調設備（外気取入口）のうち中央制御室換気系

・換気空調設備（外気取入口）のうち非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）室換

気系

・主排気筒

・非常用ガス処理系排気筒

・排気筒モニタ

外気から取り入れた

屋内の空気を機器内

に取り込む機構を有

する施設

・計測制御設備（安全保護系）

外部事象防護対象施設等

に波及的影響を及ぼし得

る施設

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）排気消音器及び排気管

・海水取水設備（除塵装置）

・換気空調設備（外気取入口）
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第 3.3－2 表 評価対象施設等の抽出について（１／５） 

分類

安全機能の重要度分類 Step1 Step2 Step3 

評価対象施設等 
定義 機能 構築物，系統又は機器※１

外部事

象防護

対象施

設等

降下火砕物に対して機能維

持する，又は降下火砕物に

よる損傷を考慮して，代替

設備による機能維持や安全

上支障のない期間での修復

等の対応可能 

①建屋※３ ②屋外

施設

③海水流

路施設

④空気流

路施設

⑤外気取入空気を

機器内に取り込む

機構を有する施設

降下火砕物の影響を受ける

施設であって，その停止等

により，上位の安全重要度

の施設の運転に影響を及ぼ

す可能性のある屋外施設 

PS-1

その損傷又は故障に

より発生する事象に

よって， 

(a) 炉心の著しい損

傷，又は 

(b) 燃料の大量の破

損を引き起こすおそ

れのある構築物，系

統及び機器 

１）原子炉冷却材圧力

バウンダリ機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリを

構成する機器・配管系（計装等

の小口径配管・機器は除く。）

○ －※２ × × × × × － －

２）過剰反応度の印加

防止機能 
制御棒カップリング ○ －※２ × × × × × － －

３）炉心形状の維持機

能 

炉心支持構造物（炉心シュラウ

ド，シュラウドサポート，上部

格子板，炉心支持板，制御棒案

内管），燃料集合体（ただし，燃

料を除く。） 

○ －※２ × × × × × － －

MS-1

１）異常状態発生時

に原子炉を緊急に停

止し，残留熱を除去

し，原子炉冷却材圧

力バウンダリの過圧

を防止し，敷地周辺

公衆への過度の放射

線の影響を防止する

構築物，系統及び機

器 

１）原子炉の緊急停止

機能 

原子炉停止系の制御棒による系

（制御棒及び制御棒駆動系（ス

クラム機能）） 

○ －※２ × × × × × － －

２）未臨界維持機能
原子炉停止系（制御棒による系，

ほう酸水注入系） 
○ －※２ × × × × × － －

３）原子炉冷却材圧力

バウンダリの過圧防

止機能 

逃がし安全弁（安全弁としての

開機能） 
○ －※２ × × × × × － －

４）原子炉停止後の除

熱機能 

残留熱を除去する系統（残留熱

除去系，原子炉停止時冷却モー

ド） 

○ －※２ × × × × × － －

原子炉隔離時冷却系 ○ －※２ × × × × × － －

高圧炉心スプレイ系 ○ －※２ × × × × × － －

逃がし安全弁（手動逃がし機能） ○ －※２ × × × × × － －

自動減圧系（手動逃がし機能） ○ －※２ × × × × × － －

※1 間接関連系は，当該系の機能に直接必要ない構築物，系統及び機器であるため，記載は省略した。（評価対象施設等に関するものを記載） 

※2 外部事象防護対象施設等として抽出しているため，本項目には該当しない。（Step2 へ進む） 

※3 原子炉建屋については，当該建屋が MS-1 の機能を有する評価対象施設であることから記載を省略した。 

○：Yes ×：No －：該当せず
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第 3.3－2 表 評価対象施設等の抽出について（２／５） 

分類

安全機能の重要度分類 Step1 Step2 Step3 

評価対象施設等 
定義 機能 構築物，系統又は機器※１

外部事

象防護

対象施

設等

降下火砕物に対して機能維持す

る，又は降下火砕物による損傷

を考慮して，代替設備による機

能維持や安全上支障のない期間

での修復等の対応可能 

①建屋※３ ②屋外施設
③海水流

路施設

④空気流

路施設

⑤外気取入

空気を機器

内に取り込

む機構を有

する施設

降下火砕物の影響を受

ける施設であって，そ

の停止等により，上位

の安全重要度の施設の

運転に影響を及ぼす可

能性のある屋外施設

MS-1

１）異常状態発生

時に原子炉を緊急

に停止し，残留熱

を除去し，原子炉

冷却材圧力バウン

ダリの過圧を防止

し，敷地周辺公衆

への過度の放射線

の影響を防止する

構築物，系統及び

機器 

５）炉心冷却機能 

非常用炉心冷却系（低圧炉

心スプレイ系，低圧注水系，

高圧炉心スプレイ系，自動

減圧系） 

○ －※２ × × × × × － － 

６）放射性物質の閉じ込

め機能放射線の遮へい及

び放出低減機能 

原子炉格納容器 ○ －※２ × × × × × － － 

原子炉格納容器隔離弁 ○ －※２ × × × × × － － 

原子炉格納容器スプレイ冷

却系 
○ －※２ × × × × × － － 

原子炉建屋 ○ －※２ ○ × × × × － ・原子炉建屋（原子炉棟） 

原子炉建屋（ＭＳ－３（間

接関連系）） 
× ○（補修の実施により対応） － － － － － 

○ 

(換気空調設備（外気取

入口）) 

・換気空調設備（外気取入口） 

非常用ガス処理系 ○ －※２ × 
○ 

(排気配管)
× 

○ 

(排気配管)
× － ・非常用ガス処理系排気配管 

非常用再循環ガス処理系 ○ －※２ × × × × × － － 

可燃性ガス濃度制御系 ○ －※２ × × × × × － － 

遮蔽設備（原子炉遮蔽壁，

一次遮蔽壁） 
○ －※２ × × × × × － － 

遮蔽設備（二次遮蔽壁） ○ －※２ ○ × × × × － ・原子炉建屋 

MS-1

２）安全上必須な

その他の構築物，

系統及び機器 

１）工学的安全施設及び

原子炉停止系への作動信

号の発生機能 

安全保護系 ○ －※２ × × × × ○ － ・計測制御設備（安全保護系） 

２）安全上特に重要な関

連機能 

非常用所内電源系（ＭＳ－

１関連のもの） 
○ －※２ × 

○ 

(吸気口)
× 

○ 

(機関) 
× －

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）吸気口

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。） 

非常用所内電源系（ＭＳ－

３（間接関連系）） 
○ ○（補修の実施により対応） － － － － － 

○ 

(排気消音機及び排気

管) 

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）排気消音器及び排気管 

○：Yes ×：No －：該当せず

※1 間接関連系は，当該系の機能に直接必要ない構築物，系統及び機器であるため，記載は省略した。（評価対象施設等に関するものを記載） 

※2 外部事象防護対象施設等として抽出しているため，本項目には該当しない。（Step2 へ進む） 

※3 原子炉建屋については，当該建屋が MS-1 の機能を有する評価対象施設であることから記載を省略した。 
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第 3.3－2 表 評価対象施設等の抽出について（３／５） 

分類

安全機能の重要度分類 Step1 Step2 Step3 

評価対象施設等 
定義 機能 構築物，系統又は機器※１

外部事象

防護対象

施設等

降下火砕物に対して機能維

持する，又は降下火砕物に

よる損傷を考慮して，代替

設備による機能維持や安全

上支障のない期間での修復

等の対応可能 

①建屋※３ ②屋外施

設 

③海水

流路施

設 

④空気

流路施

設 

⑤外気取

入空気を

機器内に

取り込む

機構を有

する施設

降下火砕物の影響を

受ける施設であっ

て，その停止等によ

り，上位の安全重要

度の施設の運転に影

響を及ぼす可能性の

ある屋外施設 

MS-1

２）安全上必須なそ

の他の構築物，系統

及び機器（続き） 

２）安全上特に重要な関連機能

（続き） 

制御室及びその遮蔽・非常用換気空

調系 

（ＭＳ－１関連のもの） 

○ －※２ × 

○ 

(冷凍機，

ルーフベン

トファン)

× 

○ 

( 外 気 取

入口) 

× － 

・中央制御室換気系冷凍機

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）室

ルーフベントファン，

・換気空調設備（外気取入口）［中央制

御室換気系，非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）室換気系］ 

非常用補機冷却水系（ＭＳ－１関連

のもの） 
○ －※２ × 

○ 

(ポンプ，ス

トレーナ)

○ 

(ポン

プ，スト

レーナ及

び下流設

備) 

× × －

・残留熱除去系海水系ポンプ

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）用

海水ポンプ

・残留熱除去系海水系ストレーナ及び下

流設備

・非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）用

海水ストレーナ及び下流設備 

非常用補機冷却水系（ＭＳ－３（間

接関連系）） 
× 

○（補修の実施により対

応） 
－ － － － － 

○ 

（除塵装置） 
・海水取水設備（除塵装置） 

直流電源系（ＭＳ－１関連のもの） ○ －※２ × × × × × － － 

その他（放水路ゲート） ○ －※２ × ○ × × × × ・放水路ゲート

PS-2

１）その損傷又は故障

により発生する事象

によって，炉心の著し

い損傷又は燃料の大

量の破損を直ちに引

き起こすおそれはな

いが，敷地外への過度

の放射性物質の放出

のおそれのある構築

物，系統及び機器 

１）原子炉冷却材を内蔵する機

能（ただし，原子炉冷却材圧力

バウンダリから除外されてい

る計装等の小口径のもの及び

バウンダリに直接接続されて

いないものは除く。） 

主蒸気系（格納容器隔離弁の外側の

み） 
○ －※２ ○ － － － － × ・タービン建屋 

原子炉冷却材浄化系（格納容器隔離

弁の外側のみ）
○ －※２ × × × × × － － 

２）原子炉冷却材圧力バウンダ

リに直接接続されていないも

のであって，放射性物質を貯蔵

する機能 

放射性廃棄物処理施設（放射能イン

ベントリの大きいもの）（活性炭式希

ガスホールドアップ装置） 

○ －※２ － － － － － × － 

使用済燃料プール（使用済燃料貯蔵

ラックを含む。） 
○ －※２ × × × × × － －

使用済燃料乾式貯蔵容器 ○ －※２ ○ × × × × － ・使用済燃料乾式貯蔵建屋 

３）燃料を安全に取り扱う機能燃料取扱設備 ○ －※２ × × × × × － － 

○：Yes ×：No －：該当せず

※1 間接関連系は，当該系の機能に直接必要ない構築物，系統及び機器であるため，記載は省略した。（評価対象施設等に関するものを記載） 

※2 外部事象防護対象施設等として抽出しているため，本項目には該当しない。（Step2 へ進む） 

※3 原子炉建屋については，当該建屋が MS-1 の機能を有する評価対象施設であることから記載を省略した。 
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第 3.3－2 表 評価対象施設等の抽出について（４／５） 

分類

安全機能の重要度分類 Step1 Step2 Step3 

評価対象施設等 
定義 機能 構築物，系統又は機器※１

外部事

象防護

対象施

設等

降下火砕物に対して機能維持す

る，又は降下火砕物による損傷

を考慮して，代替設備による機

能維持や安全上支障のない期間

での修復等の対応可能 

①建屋※３ ②屋外

施設

③海水流

路施設

④空気流

路施設

⑤外気取入空

気を機器内に

取り込む機構

を有する施設

降下火砕物の影響を受ける

施設であって，その停止等

により，上位の安全重要度

の施設の運転に影響を及ぼ

す可能性のある屋外施設 

PS-2

２）通常運転時及び運転

時の異常な過渡変化時に

作動を要求されるもので

あって，その故障により，

炉心冷却が損なわれる可

能性の高い構築物，系統

及び機器 

１）安全弁及び逃がし

弁の吹き止まり機能

逃がし安全弁（吹き止まり機能

に関連する部分） 
○ －※２ × × × × × － －

MS-2

１）ＰＳ－２の構築物，

系統及び機器の損傷又は

故障により敷地周辺公衆

に与える放射線の影響を

十分小さくするようにす

る構築物，系統及び機器

１）燃料プール水の補

給機能 
非常用補給水系 ○ －※２ × × × × × － －

２）放射性物質放出の

防止機能 

放射性気体廃棄物処理系の隔離

弁 
○ －※２ ○ × × × × － ・タービン建屋

排気筒（非常用ガス処理系排気

管の支持機能以外） 
○ －※２ × ○ × ○ × － ・主排気筒

燃料集合体落下事故時放射能放

出を低減する系（原子炉建屋）
○ －※２ ○ × × × × －

・原子炉建屋（原子

炉棟） 

燃料集合体落下事故時放射能放

出を低減する系（非常用ガス処

理系） 

○ －※２ × 

○ 

(排気配

管) 

×
○ 

(排気配管)
× －

・非常用ガス処理系

排気筒 

２）異常状態への対応上

特に重要な構築物，系統

及び機器 

１）事故時のプラント

状態把握機能 

事故時監視計器の一部（格納容

器雰囲気放射線モニタ等） 
○ －※２ × × × × × － －

２）異常状態の緩和機

能 
ＢＷＲには対象機能なし ○ － － － － － － － －

３）制御室外からの安

全防止機能 

制御室外原子炉停止装置（安全

停止に関連するもの） 
○ －※２ × × × × × － －

PS-3

１）異常状態の起因事象

となるものであって，Ｐ

Ｓ－１及びＰＳ－２以外

の構築物，系統及び機器

１）原子炉冷却材保持

機能（ＰＳ－１，ＰＳ

－２以外のもの 

計装配管，試料採取管 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × －

２）原子炉冷却材の循

環機能 
原子炉再循環系 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × －

３）放射性物質の貯蔵

機能 

サプレッションプール水排水

系，復水貯蔵タンク，放射性廃棄

物処理施設（放射能インベント

リの小さいもの） 

× ○（補修の実施により対応） － － － － － × － 

４）電源供給機能（非

常用を除く。） 

タービン，発電機及びその励磁

装置，復水系（復水器を含む。），

給水系 

× ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × －

循環水系 × ○（補修の実施により対応） － － － － － × －

送電線，変圧器，開閉所 × 

○（代替設備（非常用ディーゼ

ル発電機）により機能維持可

能） 

－ － － － － × －

○：Yes ×：No －：該当せず

※1 間接関連系は，当該系の機能に直接必要ない構築物，系統及び機器であるため，記載は省略した。（評価対象施設等に関するものを記載） 

※2 外部事象防護対象施設等として抽出しているため，本項目には該当しない。（Step2 へ進む） 

※3 原子炉建屋については，当該建屋が MS-1 の機能を有する評価対象施設であることから記載を省略した。 
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第 3.3－2 表 評価対象施設等の抽出について（５／５） 

分類

安全機能の重要度分類 Step1 Step2 Step3 

評価対象施設等
定義 機能 構築物，系統又は機器※１

外部事

象防護

対象施

設等

降下火砕物に対して機能維持する，又は降下

火砕物による損傷を考慮して，代替設備によ

る機能維持や安全上支障のない期間での修復

等の対応可能 

①建屋※３ ②屋外施

設 

③海水

流路施

設 

④空気

流路施

設 

⑤外気取入空

気を機器内に

取り込む機構

を有する施設

降下火砕物の影響を受

ける施設であって，そ

の停止等により，上位

の安全重要度の施設の

運転に影響を及ぼす可

能性のある屋外施設 

PS-3

１）異常状態の起因

事象となるものであ

って，ＰＳ－１及び

ＰＳ－２以外の構築

物，系統及び機器（続

き） 

５）プラント計測・制御機能

（安全保護機能を除く。）

原子炉制御系（制御棒価値ミニ

マイザを含む。） 
× ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × －

原子炉核計装，原子炉プロセス

計装 
× ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

６）プラント運転補助機能
所内ボイラ × ○（補修の実施により対応） － － － － － × －

計装用圧縮空気系 × ○（補修の実施により対応） － － － － － × －

２）原子炉冷却材放

射性物質濃度を通常

運転に支障のない程

度に低く抑える構築

物，系統及び機器 

１）核分裂生成物の原子炉冷

却材中への放散防止機能 
燃料被覆管 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × －

２）原子炉冷却材の浄化機能
原子炉冷却材浄化系，復水浄化

系 
× ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

MS-3

１）運転時の異常な

過 渡 変 化 が あ っ て

も，ＭＳ－１，ＭＳ－

２とあいまって，事

象 を 緩 和 す る 構 築

物，系統及び機器 

１）原子炉圧力の上昇の緩和

機能 

逃がし安全弁（逃がし弁機能） × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

タービンバイパス弁 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

２）出力上昇の抑制機能 

原子炉冷却材再循環系（再循環

ポンプトリップ機能） 
× ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

制御棒引抜監視装置 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

３）原子炉冷却材の補給機能
制御棒駆動水圧系 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

原子炉隔離時冷却系 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

２）異常状態への対

応上必要な構築物，

系統及び機器 

１）緊急時対策上重要なもの

及び異常状態の把握機能 

原子力発電所緊急時対策所 × ○（降下火砕物荷重に対し影響なし） － － － － － × － 

試料採取系 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

通信連絡設備 × 
○（屋内設備のため影響なし（屋外設備は除

灰，補修により対応）） 
－ － － － － × － 

放射能監視設備（排気筒モニ

タ） 
○ －※２ ○ 

(建屋) 

○ 

(モニタ)
× 

○ 

(モニタ)
× － 

・排気筒モニタ 

・排気筒モニタ建

屋 

放射能監視設備（排気筒モニタ

以外） 
× ○（除灰又は代替設備により機能維持可能） － － － － － × － 

事故時監視計器の一部 × 
○（屋内設備のため影響なし（気象観測設備

は代替設備により機能維持可能）） 
－ － － － － × － 

消火系 × ○（補修の実施により対応） － － － － － × － 

安全避難通路 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

非常用照明 × ○（屋内設備のため影響なし） － － － － － × － 

○：Yes ×：No －：該当せず

※1 間接関連系は，当該系の機能に直接必要ない構築物，系統及び機器であるため，記載は省略した。（評価対象施設等に関するものを記載） 

※2 外部事象防護対象施設等として抽出しているため，本項目には該当しない。（Step2 へ進む） 

※3 原子炉建屋については，当該建屋が MS-1 の機能を有する評価対象施設であることから記載を省略した。 
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第 3.3－2 図 評価対象施設等（１／２） 
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第 3.3－2 図 評価対象施設等（２／２） 
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3.4 降下火砕物による影響の選定 

 降下火砕物の特徴及び評価対象施設等の構造や設置状況を考慮して，降下

火砕物が直接及ぼす影響（以下「直接的影響」という。）と発電所外での影響

（以下「間接的影響」という。）を選定する。 

3.4.1 降下火砕物の特徴 

各種文献の調査結果より，降下火砕物は以下の特徴を有する。 

(1) 火山ガラス片，鉱物結晶片から成る。ただし，ガラス片は砂よりもろく

硬度は低く，主要な鉱物結晶辺の硬度は砂同等又はそれ以下である。

(2) 硫酸等を含む腐食性のガス（以下「腐食性ガス」という。）が付着してい

る。ただし，金属腐食研究の結果より，直ちに金属腐食を生じさせること

はない。 

(3) 水に濡れると導電性を生じる。

(4) 湿った降下火砕物は乾燥すると固結する。

(5) 降下火砕物粒子の融点は約 1,000℃であり，一般的な砂に比べ低い。

（資料－１） 

3.4.2 直接的影響 

 降下火砕物の特徴から直接的影響の要因となる荷重，閉塞，摩耗，腐食，

大気汚染，水質汚染及び絶縁低下を抽出し，評価対象施設等の構造や設置状

況等を考慮して直接的な影響因子を以下のとおり選定する。 

(1) 荷重

「荷重」について考慮すべき影響因子は，建屋及び屋外設備の上に堆積

し静的な負荷を与える「構造物への静的負荷」，並びに建屋及び屋外設備に

対し降灰時に衝撃を与える「粒子の衝突」である。 
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(2) 閉塞

「閉塞」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物を含む海水が流路

の狭隘部等を閉塞させる「水循環系の閉塞」及び降下火砕物を含む空気が

機器の狭隘部や換気系の流路を閉塞させる「換気系，電気系及び計測制御

系の機械的影響（閉塞）」である。 

(3) 摩耗

「摩耗」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物を含む海水が流路

に接触することにより配管等を摩耗させる「水循環系の内部における摩

耗」及び降下火砕物を含む空気が動的機器の摺動部に侵入し摩耗させる

「換気系，電気系及び計測制御系の機械的影響（摩耗）」である。 

(4) 腐食

「腐食」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物に付着した腐食性

ガスにより建屋及び屋外施設の外面を腐食させる「構造物への化学的影響

（腐食）」，換気系，電気系及び計測制御系において降下火砕物を含む空

気の流路等を腐食させる「換気系，電気系及び計測制御系に対する化学的

影響（腐食）」及び海水に溶出した腐食性成分により海水管等を腐食させ

る「水循環系の化学的影響（腐食）」である。 

(5) 大気汚染

「大気汚染」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物により汚染さ

れた発電所周辺の大気が運転員の常駐する中央制御室内に侵入することに

よる居住性の劣化並びに降下火砕物の除去及び屋外設備の点検等の屋外に

おける作業環境を劣化させる「発電所周辺の大気汚染」である。 

(6) 水質汚染

「水質汚染」については，給水等に使用する工業用水に降下火砕物が混

入することによる汚染が考えられるが，発電所では給水処理設備により水
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処理した給水を使用しており，降下火砕物の影響を受けた工業用水を直接

給水として使用しないこと，また水質管理を行っていることから，安全施

設の安全機能には影響しない。（参考資料－７） 

(7) 絶縁低下

「絶縁低下」について考慮すべき影響因子は，湿った降下火砕物が，電

気系及び計測制御系絶縁部に導電性を生じさせることによる「盤の絶縁低

下」である。 

3.4.3 間接的影響 

降下火砕物によって発電所に間接的な影響を及ぼす因子は，湿った降下

火砕物が送電線の碍子，開閉所等の充電露出部等に付着し絶縁低下を生じ

させることによる広範囲にわたる送電網の損傷に伴う「外部電源喪失」及

び降下火砕物が道路に堆積することによる交通の途絶に伴う「アクセス制

限」である。 

3.5 設計荷重の設定 

設計荷重は，以下のとおり設定する。 

(1) 評価対象施設等に常時作用する荷重，運転時荷重

評価対象施設等に作用する荷重として，自重等の常時作用する荷重，内

圧等の運転時荷重であり，降下火砕物との荷重と適切に組み合わせる。 

(2) 設計基準事故時荷重

評価対象施設等は，降下火砕物によって安全機能を損なわない設計とす

るため，設計基準事故とは独立事象である。 

 なお，評価対象施設等のうち設計基準事故時荷重が生じ得る設備として

は，屋外設備の動的機器である残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディ
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ーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポン

プが考えられるが，設計基準事故時において残留熱除去系海水系ポンプ及

び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

用海水ポンプに有意な機械的荷重は発生しないことから，設計基準事故時

に生じる荷重の組み合わせは考慮しない。 

(3) その他の自然現象の影響を考慮した荷重の組み合わせ

降下火砕物と組み合わせを考慮すべき自然現象は，荷重の影響において

風及び積雪であり，降下火砕物との荷重と適切に組み合わせる。 

（参考資料－４） 

3.6 降下火砕物の直接的影響に対する設計方針 

直接的影響については，評価対象施設等の構造や設置状況等（形状，機能，

外気吸入や海水通水の有無等）を考慮し，想定される各影響因子に対して，

影響を受ける各評価対象施設等が安全機能を損なわない以下の設計とする。 

評価対象施設等のうち放水路ゲートについては，津波の流入を防ぐため

の閉止機能を有している。火山の影響を起因として津波が発生することは

ないが，独立事象としての重畳の可能性を考慮し，放水路ゲートは安全上

支障のない期間に補修等の対応を行うことで，安全機能を損なわない設計

とする。

評価対象施設等のうち排気筒モニタについては，放射性気体廃棄物処理

施設の破損の検出手段として期待している。火山の影響を起因として放射

性気体廃棄物処理施設の破損が発生することはないが，独立事象としての

重畳の可能性を考慮し，排気筒モニタ建屋も含め安全上支障のない期間に

補修等の対応を行うことで，安全機能を損なわない設計とする。 

（資料－２） 
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3.6.1 降下火砕物による荷重に対する設計方針 

(1) 構造物への静的負荷

評価対象施設等のうち，降下火砕物が堆積する建屋及び屋外施設は，以

下の施設である。 

ａ．建屋

原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋

ｂ．屋外に設置されている施設

残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ，残留熱除去系海水系ス

トレーナ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）用海水ストレーナ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口，中央制御室換気系冷凍機，

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）室ルーフベントファン

ｃ．降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上位の

安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の施設

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）排気消音器及び排気管

当該施設の許容荷重が，降下火砕物による荷重に対して安全裕度を有す

ることにより，構造健全性を失わず安全機能を損なわない設計とする。若

しくは，降下火砕物が堆積しにくい，又は直接堆積しない構造とすること

で，外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

評価対象施設等の建屋においては，建築基準法における一般地域の積雪

の荷重の考え方に準拠し，降下火砕物の除去を適切に行うことから，降下
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火砕物の荷重を短期に生じる荷重として扱う。また，降下火砕物による荷

重と他の荷重を組み合せた状態に対する許容限界は次の通りとする。

・原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋

原子炉建屋に要求されている気密性及び遮蔽性を担保する屋根スラブ

は，建築基準法の短期許容応力度を許容限界とする。また，屋根スラブ

とともに建屋の構造強度を担保する主トラスは，終局耐力に対して妥当

な安全余裕を有する許容限界とする。 

落下によって内包する外部事象防護対象施設が損傷することを防止す

る屋根スラブは，部材の終局耐力を許容限界とする。また，複数部材で

構成されている主トラスの崩壊によって内包する外部事象防護対象施設

が損傷することを防止するため，主トラスは構造物全体として崩壊機構

が形成されないことを許容限界とする。

・建屋を除く評価対象施設等

許容応力を「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987（日本

電気協会）」等に準拠する。 

（資料－４ ６，９，１０） 

(2) 粒子の衝突

評価対象施設等のうち，建屋及び屋外設備は，粒子の衝突に対して，

「1.7.2 竜巻防護に関する基本方針」に基づく設計によって，外部事象防

護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

3.6.2 降下火砕物による荷重以外に対する設計方針 

降下火砕物による荷重以外の影響は，構造物への化学的影響（腐食），水

循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影響（腐食），電気系及び計測
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制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影響（腐食）等により外部事

象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計については，「3.6.3 外

気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計方針」に示す。 

(1) 構造物への化学的影響（腐食）

評価対象施設等のうち，降下火砕物による構造物への化学的影響（腐

食）を考慮すべき施設は，降下火砕物の直接的な付着による影響が考えら

れる以下の施設である。 

ａ．建屋 

原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

ｂ．屋外に設置されている施設 

残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ，残留熱除去系海水系ス

トレーナ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）用海水ストレーナ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口，中央制御室換気系冷凍機，

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

室ルーフベントファン，主排気筒，非常用ガス処理系排気筒

ｃ．降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上位の

安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の施設

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）排気消音器及び排気管

金属腐食研究の結果より，降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直

ちに金属腐食を生じないが，外装の塗装等によって短期での腐食により外
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部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。なお，降灰後の

長期的な腐食の影響については，日常保守管理等により，状況に応じて補

修が可能な設計とする。 

（資料－４ ６，９～１１ 参考資料－５，６） 

(2) 水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影響（腐食） 

評価対象施設等のうち，水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的

影響（腐食）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む海水の流路となる以

下の施設である。 

ａ．降下火砕物を含む海水の流路となる施設 

残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ，残留熱除去系海水系ス

トレーナ及び下流設備，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機を含む。）用海水ストレーナ及び下流設備

ｂ．降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上位の

安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の施設

海水取水設備（除塵装置）

降下火砕物は粘土質ではないことから水中で固まり閉塞することはない

が，当該施設については，降下火砕物の粒径に対し十分な流路幅を設ける

ことにより，海水の流路となる施設が閉塞しない設計とする。 

内部における摩耗については，降下火砕物は砂よりも硬度が低くもろい

ことから摩耗による影響は小さい。また当該施設については，定期的な内

部点検及び日常保守管理により，状況に応じて補修が可能であり，摩耗に

より外部事象防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。 

化学的影響（腐食）については，金属腐食研究の結果より，降下火砕物
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によって直ちに金属腐食を生じないが，耐食性のある材料の使用や塗装の

実施等によって，腐食により外部事象防護対象施設の安全機能を損なわな

い設計とする。なお，長期的な腐食の影響については，日常保守管理等に

より，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

（資料－５ ７，参考資料－５，６，１０） 

(3) 電気系及び計測制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影響

（腐食） 

評価対象施設等のうち，電気系及び計測制御系に対する機械的影響（閉

塞）及び化学的影響（腐食）を考慮すべき施設は，電気系及び計測制御系

のうち屋外に設置されている以下の施設である。 

ａ．屋外に設置されている施設 

残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ 

機械的影響（閉塞）については，残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用

ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海

水ポンプの電動機本体は外気と遮断された全閉構造，空気冷却器の冷却管

内径及び冷却流路は降下火砕物粒径以上の幅を設ける構造とすることによ

り，機械的影響（閉塞）により外部事象防護対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。 

化学的影響（腐食）については，金属腐食研究の結果より，降下火砕物

によって直ちに金属腐食を生じないが，耐食性のある材料の使用や塗装の

実施等によって，腐食により外部事象防護対象施設の安全機能を損なうこ

とのない設計とする。なお，長期的な腐食の影響については，日常保守管
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理等により，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

（資料－５，参考資料－５，６） 

(4) 絶縁低下及び化学的影響（腐食） 

評価対象施設等のうち，絶縁低下及び化学的影響（腐食）を考慮すべき

施設は，電気系及び計測制御系のうち外気から取り入れた屋内の空気を機

器内に取り込む機構を有する以下の施設である。

ａ．外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施設

計測制御設備（安全保護系） 

当該施設の設置場所は中央制御室換気空調系にて空調管理されており，

本換気空調設備の外気取入口にはバグフィルタを設置していることから，

仮に室内に侵入した場合でも降下火砕物は微量であり，粒径は極めて細か

な粒子である。

また，本換気空調設備については，外気取入ダンパを閉止し閉回路循環

運転を行うことにより侵入を阻止することも可能である。

これらフィルタの設置により降下火砕物の侵入に対する高い防護性能を

有すること，また外気取入ダンパの閉止による侵入防止が可能な設計とす

ることにより，降下火砕物の付着に伴う絶縁低下及び化学的影響（腐食）

による影響を防止し，計測制御設備（安全保護系）の安全機能を損なわな

い設計とする。

（資料－８） 

3.6.3 外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計方針 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対して，以下のとおり安全機能を損
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なわない設計とする。 

(1) 機械的影響（閉塞） 

評価対象施設等のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による機械

的影響（閉塞）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む空気の流路となる

以下の施設である。

ａ．降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。），非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）吸気口，換気空調設備（外気取入口），主排気筒，

非常用ガス処理系排気筒

各施設の構造上の対応として，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口は，開口部を下向きの構造とす

ることにより，降下火砕物が流路に侵入しにくい設計とする。 

主排気筒は，降下火砕物が侵入した場合でも，主排気筒の構造から排

気流路が閉塞しない設計とする。非常用ガス処理系排気筒は，降下火砕

物の侵入防止を目的とする構造物を取り付けることにより，降下火砕物

の影響に対して機能を損なわない設計とする。

また，外気を取り入れる換気空調設備（外気取入口）及び非常用ディ

ーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の空気

の流路にそれぞれフィルタを設置することにより，フィルタメッシュよ

り大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とし，さらに降下火砕物

がフィルタに付着した場合でも取替又は清掃が可能な構造とすること

で，降下火砕物により閉塞しない設計とする。

ディーゼル発電機機関は，フィルタを通過した小さな粒径の降下火砕
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物が侵入した場合でも，降下火砕物により閉塞しない設計とする。

（資料－９ １１） 

(2) 機械的影響（摩耗） 

評価対象施設等のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による機械

的影響（摩耗）を考慮すべき施設は，外気から取り入れた屋内の空気を機

器内に取り込む機構及び摺動部を有する以下の施設である。 

ａ．外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構及び摺動部を

有する施設 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。） 

降下火砕物は砂よりも硬度が低くもろいことから，摩耗の影響は小さ

い。 

構造上の対応として，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む。）吸気口は，開口部を下向きとすることによりデ

ィーゼル発電機機関に降下火砕物が侵入しにくい設計とする。

また，仮にディーゼル発電機機関の内部に降下火砕物が侵入した場合で

も耐摩耗性のある材料を使用することで，摩耗により非常用ディーゼル発

電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の安全機能を損な

わない設計とする。

外気を取り入れる非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）の空気の流路にフィルタを設置することにより，フ

ィルタメッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とし，摩

耗により非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）の安全機能を損なわない設計とする。
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（資料－１０） 

(3) 化学的影響（腐食） 

評価対象施設等のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による化学

的影響（腐食）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む空気の流路となる

以下の施設である。

ａ．降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。），換気空調設備（外気取入口），主排気筒，非常用ガス処理系排

気筒

金属腐食研究の結果より，降下火砕物によって直ちに金属腐食を生じな

いが，塗装の実施等によって，腐食により外部事象防護対象施設の安全機

能を損なわない設計とする。なお，降灰後の長期的な腐食の影響について

は，日常保守管理等により，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

（資料－９ １１，参考資料－５，６） 

(4) 大気汚染（発電所周辺の大気汚染） 

評価対象施設等のうち，大気汚染を考慮すべき中央制御室は，降下火

砕物により汚染された発電所周辺の大気が，中央制御室空調装置の外気

取入口を通じて中央制御室に侵入しないようバグフィルタを設置するこ

とにより，降下火砕物が外気取入口に到達した場合であってもフィルタ

メッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とする。

また，中央制御室空調装置については，外気取入ダンパの閉止及び閉

回路循環運転を可能とすることにより，中央制御室内への降下火砕物の
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侵入を防止する。さらに外気取入遮断時において，酸素濃度及び二酸化

炭素濃度の影響評価を実施し，室内の居住性を確保する設計とする。

（資料－９） 
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3.7 降下火砕物の除去等の対策 

3.7.1 降下火砕物に対応するための運用管理 

  降下火砕物に備え，手順を整備し，第 3.7.1－1 図のフローのとおり段階的

に対応することとしている。その体制については，地震，津波，火山事象等

の自然災害に対し，保安規定に基づく保安管理体制として整備し，その中で

体制の移行基準，活動内容についても明確にする。なお，多くの火山では，

噴火前に，震源の浅い火山性地震の頻度が急増し，火山性微動の活動が始ま

るため，事前に対策準備が可能である。 

(1) 通常時の対応 

      ・資機材の配備状況 

(2) 近隣火山に噴火兆候がある場合 

      ・火山情報等の収集 

(3) 降下火砕物の飛来の恐れがある場合 

・監視強化体制の発令 

・資機材の配備状況確認，建屋等の開口部閉鎖等 

(4) 降下火砕物が堆積する状況となった場合 

・状況把握及び巡視点検 

・降下火砕物の侵入防止処置及び除去作業 

第 3.7.1－1 図 降下火砕物に対応するための運用管理フロー 

400



6 条(火山)-1-33

(1) 通常時の対応 

火山の噴火事象発生に備え，担当箇所は降下火砕物の除去等に使用する

資機材等（シャベル，ゴーグル及び防護マスク等）については，定期的に

配備状況を確認する。 

(2) 近隣火山の噴火兆候がある場合 

   近隣火山で噴火警戒レベル３（入山規制），４（避難準備）となる引上げ

が発表され発電所において災害の発生のおそれがあると判断された場合，

担当箇所は防災管理者の承認を得た上で，監視強化準備体制を発令し，発

電所の保安管理体制下において，火山情報等を把握し，連絡体制を強化（要

員の確認）する。 

 (3) 降下火砕物の飛来のおそれがある場合 

   近隣火山で噴火警戒レベル５（避難）が発表され発電所において災害の

発生のおそれがあると判断された場合，防災管理者は監視強化体制を発令

し，発電所の各マネージャーは，発電所の保安管理下において，資機材の

配備状況確認等に必要な要員を招集する。 

   また，取水路前面にオイルフェンスを設置することで，取水路への降下

火砕物の流入量を低減する，とともに屋外機器・建屋等の降下火砕物の除

去のため，発電所内に保管しているスコップ，ほうき，マスク等の資機材

の配備状況の確認を行う。 

(4) 降下火砕物が堆積する状況となった場合 

   降下火砕物が確認され重要安全施設の安全機能を有する設備が損傷等に

より機能を失うおそれがある場合，防災管理者は発生事象の災害区分を「警

戒事態」とし，発電所警戒本部を設置する。 
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   発電所警戒本部の指揮の下，発電所及び屋外廻りの監視を強化する。ま

た，屋外機器・建屋等の降下火砕物の除去を行うとともに，換気空調設備

のフィルタを確認し，フィルタの取替，清掃を行う。 

   さらに，降下火砕物により重要安全施設の安全機能を有する設備が損傷

等により機能を失った場合，災害区分を「非常事態」に移行し，発電所対

策本部を設置してその指揮の下，必要な処置を行う。 

3.7.2 手順 

  火山に対する防護については，降下火砕物に対する影響評価を行い，安全

施設が安全機能を損なわないように手順を定める。 

(1) 発電所内に降灰が確認された場合には，建屋や屋外の設備等に長期間降

下火砕物による荷重を掛け続けないこと，また降下火砕物の付着による腐

食等が生じる状況を緩和するために，評価対象施設等に堆積した降下火砕

物の除去に係る手順を定める。 

(2) 降灰が確認された場合には，状況に応じて外気取入ダンパの閉止，換気

空調設備の停止又は閉回路循環運転により，建屋内への降下火砕物の侵入

を防止する手順を定める。 

(3) 降灰が確認された場合には，換気空調設備の外気取入口のフィルタにつ

いて，フィルタ差圧又は流量を確認するとともに，状況に応じて清掃や取

替を実施する手順を定める。 

(4) 降灰確認後，放水路ゲートに損傷を発見した場合の措置について，放水

路ゲートの駆動装置に損傷を発見した場合，安全機能を回復するために速

やかな補修等を行う手順を整備し，的確に実施する。また，速やかな補修

等が困難と判断された場合には，プラントを停止する手順を整備し，的確
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に実施する。 

(5) 降灰が確認された場合には，取水路前面にオイルフェンスを設置するこ

とで，取水路への降下火砕物の流入量を低減する手順を定める。  

3.8 降下火砕物の間接的影響に対する設計方針 

  広範囲にわたる送電網の損傷による 7 日間の外部電源喪失及び発電所外で

の交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，発電用原子炉の停止並びに停

止後の発電用原子炉及び使用済燃料プールの冷却に係る機能を担うために必

要となる電源の供給が非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）及びそれぞれに必要な耐震Ｓクラスの軽油貯蔵タンク 2

基（400kL／基）により継続できる設計とすることにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

4. まとめ 

  降下火砕物による直接的影響及び間接的影響のすべての項目について評価

した結果，降下火砕物による直接的影響及び間接的影響はなく，発電用原子

炉施設の安全機能を損なうことはないことを確認した。 

  降下火砕物の飛来のおそれがある場合は，火山事象対策を行うための体制

を構築し，発電所及び屋外廻りの監視の強化，降下火砕物の除去等を実施す

る。 
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